
土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

1 0 0 0 0 1 第1編 共通編 1 0 0 0 0 1 第1編 共通編 無
1 1 0 0 0 1 第1章 総則 1 1 0 0 0 1 第1章 総則 無
1 1 1 0 0 1 第1節 総則 1 1 1 0 0 1 第1節 総則 無
1 1 1 1 0 1 1-1-1-1 適用 1 1 1 1 0 1 1-1-1-1 適用 無
1 1 1 1 2 1 2.共通仕様書の適用 受注者は，共通仕様書の適用にあたって，土木工事にあって

は，「鹿児島県工事検査規程」に従った監督・検査体制のもと
で，建設業法第18条に定める建設工事の請負契約の原則に基づ
く施工管理体制を遵守しなければならない。また，受注者はこ
れら監督，検査（完成検査，中間検査）にあたっては，地方自
治法第234条の２及び地方自治法施行令第167条の15に基づくも
のであることを認識しなければならない。

1 1 1 1 2 1 2.共通仕様書の適
用

受注者は，共通仕様書の適用にあたって，土木工事にあって
は，「鹿児島県工事検査規程」等に従った監督・検査体制のも
とで，建設業法第18条に定める建設工事の請負契約の原則に基
づく施工管理体制を遵守しなければならない。また，受注者は
これら監督，検査（完成検査，中間検査）にあたっては，地方
自治法第234条の２及び地方自治法施行令第167条の15に基づく
ものであることを認識しなければならない。

有 表記修正
【現独自】

1 1 1 1 3 1 3.優先事項 契約書に添付されている図面、特記仕様書に記載された事項
は、この共通仕様書に優先する。

1 1 1 1 3 1 3.優先事項 契約図面、特記仕様書及び工事数量総括表に記載された事項
は、この共通仕様書に優先する。

有 表記修正

1 1 1 1 4 1 4.設計図書間の不整
合

特記仕様書、図面の間に相違がある場合、または図面からの読
み取りと図面に書かれた数字が相違する場合、受注者は監督職
員に確認して指示を受けなければならない。

1 1 1 1 4 1 4.設計図書間の不
整合

特記仕様書、契約図面、工事数量総括表の間に相違がある場
合、または契約図面からの読み取りと契約図面に書かれた数字
が相違する場合、受注者は監督職員に確認して指示を受けなけ
ればならない。

有 表記修正

1 1 1 2 0 1 1-1-1-2 用語の定義 1 1 1 2 0 1 1-1-1-2 用語の定義 無
1 1 1 2 2 1 2.総括監督員 本仕様で規定されている総括監督員とは、監督総括業務を担当

し、主に、受注者に対する指示、承諾または協議及び関連工事
の調整のうち重要なものの処理、及び設計図書の変更、一時中
止または打切りの必要があると認める場合における処理等を行
うとともに、現場監督員の指揮監督並びに監督業務のとりまと
めを行う者をいう。

1 1 1 2 2 1 2.総括監督員 本仕様で規定されている総括監督員とは，監督総括業務を担当
し，主に，受注者に対する指示，承諾または協議及び関連工事
の調整のうち重要なものの処理，及び設計図書の変更，一時中
止または打切りの必要があると認める場合における処理等を行
うとともに，監督員の指揮監督並びに監督業務のとりまとめを
行う者をいう。

有 表記統一のため修正

【県独自】

1 1 1 2 6 1 6.設計図書 設計図書とは、仕様書、図面、現場説明書及び現場説明に対す
る質問回答書をいう。

1 1 1 2 6 1 6.設計図書 設計図書とは、仕様書、契約図面、現場説明書及び現場説明に
対する質問回答書をいう。また、土木工事においては、工事数
量総括表を含むものとする。

有 表記修正

1 1 1 2 9 1 9.特記仕様書 特記仕様書とは，共通仕様書を補足し，工事の施工に関する明
細または工事に固有の技術的要求を定める図書をいう。

1 1 1 2 9 1 9.特記仕様書 特記仕様書とは，共通仕様書を補足し，工事の施工に関する明
細または工事に固有の技術的要求を定める図書をいう。

無

なお，設計図書に基づき監督職員が受注者に指示した書面及び
受注者が提出し監督職員が承諾した書面は，特記仕様書に含ま
れる。

有 削除

1 1 1 2 10 1 10.契約図面 契約図面とは，契約時に設計図書の一部として，契約書に添付
されている図面をいう。

有 新規追加

1 1 1 2 11 1 11.現場説明書 現場説明書とは，工事の入札に参加するものに対して発注者が
当該工事の契約条件等を説明するための書類をいう。

有 新規追加

1 1 1 2 22 1 19.連絡 連絡とは、監督職員と受注者または現場代理人の間で、契約書
第18条に該当しない事項または緊急で伝達すべき事項につい
て、口頭、ファクシミリ、電子メールなどの署名または押印が
不要な手段により互いに知らせることをいう。

1 1 1 2 22 1 22.連絡 連絡とは、監督職員と受注者または現場代理人の間で、契約書
第18条に該当しない事項または緊急で伝達すべき事項につい
て、口頭、ファクシミリ、電子メールなどにより互いに知らせ
ることをいう。

有 押印等の見直しに伴う

1 1 1 2 22 2 なお，後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。 1 1 1 2 22 2 なお，後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。 無
1 1 1 2 25 1 22.情報共有システ

ム
情報共有システムとは，監督職員及び受注者の間の情報を電子
的に交換・共有することにより業務効率化を実現するシステム
のことをいう。

1 1 1 2 25 1 25.情報共有シス
テム

情報共有システムとは，監督職員及び受注者の間の情報を電子
的に交換・共有することにより業務効率化を実現するシステム
のことをいう。

無

1 1 1 2 25 2 なお，本システムを用いて作成及び提出等を行った工事帳票に
ついては，別途紙に出力して提出しないものとする。

有

1 1 1 2 26 1 23.書面 書面とは、手書き、印刷物等による工事打合せ簿等の工事帳票
をいい、発行年月日を記載し、署名または押印したものを有効
とする。ただし、情報共有システムを用いて作成及び提出等を
行った工事帳票については、署名または押印がなくても有効と
する。

1 1 1 2 26 1 26.書面 書面とは、工事打合せ簿等の工事帳票をいい、情報共有システ
ムを用いて作成され、指示、承諾、協議、提出、報告、通知が
行われたものを有効とする。ただし、やむを得ず、情報共有シ
ステムを用いない場合は、発行年月日を記載し、記名（署名ま
たは押印を含む）したものも有効とする。

有 押印等の見直しに伴う
表記修正

1 1 1 2 27 1 24.工事写真 工事写真とは，工事着手前及び工事完成，また，施工管理の手
段として各工事の施工段階及び工事完成後目視できない箇所の
施工状況，出来形寸法，品質管理状況，工事中の災害写真等を
写真管理基準に基づき撮影したものをいう。

1 1 1 2 27 1 27.工事写真 工事写真とは，工事着手前及び工事完成，また，施工管理の手
段として各工事の施工段階及び工事完成後目視できない箇所の
施工状況，出来形寸法，品質管理状況，工事中の災害写真等を
写真管理基準に基づき撮影したものをいう。

無

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 2 27 2 なお，デジタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は，
「デジタル工事写真の小黒板情報電子化について」（平成29年1
月30日付け国技建管第10号）に基づき実施しなければならな

有 新規追加

1 1 1 2 34 1 30.工事関係書類 工事関係書類とは，契約図書，契約関係書類，工事書類，及び
工事完成図書をいう。

1 1 1 2 34 1 34.工事関係書類 工事関係書類とは，契約図書，契約関係書類，工事書類，及び
工事完成図書をいう。

無

1 1 1 2 34 2 なお，受注者は，鹿児島県ホームページに掲載の「工事関係書
類一覧表」に基づき工事関係書類を作成し，提出及び提示しな
ければならない。

有 新規追加

1 1 1 2 37 1 37.段階確認 段階確認とは，設計図書に示された施工段階において，監督職
員が臨場等により，出来形，品質，規格，数値等を確認するこ
とをいう。

有 3-1-1-1から編入

1 1 1 2 42 1 38.工事着手 工事着手とは，工事開始日以降の実際の工事のための準備工事
（現場事務所等の設置または測量をいう。），詳細設計付工事
における詳細設計又は工場製作を含む工事における工場製作工
のいずれかに着手することをいう。

1 1 1 2 43 1 43.工事着手 工事着手とは，工事開始日以降の実際の工事のための準備工事
（現場事務所等の設置または測量をいう。），詳細設計付工事
における詳細設計または工場製作を含む工事における工場製作
工のいずれかに着手することをいう。

有 表記修正

1 1 1 2 44 1 44.準備期間 準備期間とは，工事開始日から本体工事または仮設工事の着手
までの期間をいう。

有 新規追加

1 1 1 2 51 1 46.JIS規格 JIS規格とは、日本工業規格をいう。 1 1 1 2 52 1 52.JIS規格 JIS規格とは、日本産業規格をいう。 有 JIS名称変更
1 1 1 3 0 1 1-1-1-3 設計図書の照査等 1 1 1 3 0 1 1-1-1-3 設計図書の照査等 無
1 1 1 3 1 1 1.図面原図の貸与 受注者からの要求があり，監督職員が必要と認めた場合，受注

者に図面の原図を貸与することができる。ただし，共通仕様書
等市販・公開されているものについては，受注者が備えなけれ
ばならない。

1 1 1 3 1 1 1.図面原図の貸与 受注者からの要求があり，監督職員が必要と認めた場合，受注
者に図面の原図若しくは電子データを貸与することができる。
ただし，共通仕様書等市販・公開されているものについては，
受注者が備えなければならない。

有 表記統一

1 1 1 3 2 1 2.設計図書の照査 受注者は，施工前及び施工途中において，自らの負担により契
約書第18条第1項第1号から第5号に係る設計図書の照査を行い，
該当する事実がある場合は，監督職員にその事実が確認できる
資料を書面により提出し，確認を求めなければならない。

1 1 1 3 2 1 2.設計図書の照査 受注者は，施工前及び施工途中において，自らの負担により契
約書第18条第1項第1号から第5号に係る設計図書の照査を行い，
該当する事実がある場合は，監督職員にその事実が確認できる
資料を提出し，確認を求めなければならない。

有 表記修正

1 1 1 3 2 2 なお，確認できる資料とは，現地地形図，設計図との対比図，
取合い図，施工図等を含むものとする。また，受注者は，監督
職員から更に詳細な説明または書面の追加の要求があった場合
は従わなければならない。

1 1 1 3 2 2 なお，確認できる資料とは，現地地形図，設計図との対比図，
取合い図，施工図等を含むものとする。また，受注者は，監督
職員から更に詳細な説明または資料の追加の要求があった場合
は従わなければならない。

有 表記修正

1 1 1 3 2 3 ただし，設計図書の照査範囲を超える資料の作成については，
契約書第19条によるものとし，監督職員からの指示によるもの
とする。

有 新規追加

1 1 1 4 0 1 1-1-1-4 施工計画書 1 1 1 4 0 1 1-1-1-4 施工計画書 無
1 1 1 4 1 1 1.一般事項 受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手

順や工法等についての施工計画書を監督職員に提出しなければ
ならない。

1 1 1 4 1 1 1.一般事項 受注者は、工事着手前又は施工方法が確定した時期に工事目的
物を完成するために必要な手順や工法等についての施工計画書
を監督職員に提出しなければならない。

有 条文修正

1 1 1 4 1 2 受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければな
らない。

1 1 1 4 1 2 受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工にあたらなければな
らない。

有 表記統一のため修正

1 1 1 4 1 3 この場合，受注者は，施工計画書に以下の事項について記載し
なければならない。また，監督職員がその他の項目について補
足を求めた場合には，追記するものとする。ただし，受注者は
維持工事等簡易な工事においては監督職員の承諾を得て記載内
容の一部を省略することができる。

1 1 1 4 1 3 この場合，受注者は，施工計画書に以下の事項について記載し
なければならない。また，監督職員がその他の項目について補
足を求めた場合には，追記するものとする。ただし，受注者は
維持工事等簡易な工事や災害復旧の応急工事など緊急を要する
工事においては監督職員の承諾を得て記載内容の一部を省略す
ることができる。

有 表記修正【県独自】

1 1 1 4 2 1 2.変更施工計画書 受注者は，施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合には，
その都度当該工事に着手する前に変更に関する事項について，
変更施工計画書を監督職員に提出しなければならない。

1 1 1 4 2 1 2.変更施工計画書 受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合（工期
や数量等の軽微な変更は除く）には、その都度当該工事に着手
する前に変更に関する事項について、変更施工計画書を監督職
員に提出しなければならない。

有 表記修正

1 1 1 5 4 1 4.維持工事や災害
復旧の応急工事な
どの一部省略でき
る施工計画書

維持工事や災害復旧の応急工事など簡易な工事の施工計画書は
(1)工事概要，(7)施工方法，(9)安全管理，(10)緊急時の体制及
び対応などの事項を必ず記載することとし，記載内容は省略で
きる。

有 新規追加【県独自】

1 1 1 5 4 2 また，その他の事項は現場条件等により必要に応じ，追加する
ことができる。

有 新規追加【県独自】

1 1 1 5 0 1 1-1-1-5 コリンズ（CORINS）への登録 1 1 1 5 0 1 1-1-1-5 コリンズ（CORINS）への登録 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条
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有
無
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現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 5 1 1 受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が500万
円以上の工事について、工事実績情報サービス（コリンズ）に
基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「登
録のための確認のお願い」を作成し監督職員の確認を受けたう
え、受注時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10日以内
に、登録内容の変更時は変更があった日から土曜日、日曜日、
祝日等を除き10日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜
日、祝日等を除き10日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録を
しなければならない。

1 1 1 5 1 1 受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が500万
円以上の工事について、工事実績情報システム（コリンズ）に
基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として作成
した「登録のための確認のお願い」をコリンズから監督職員に
メール送信し、監督職員の確認を受けたうえ、受注時は契約
後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10日以内に、登録内容の変
更時は変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き10日
以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き
10日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録をしなければならな

有 コリンズ運用の変更に伴う

1 1 1 5 1 2 登録対象は，工事請負代金額500万円以上（単価契約の場合は契
約総額）の全ての工事とし，受注・変更・完成・訂正時にそれ
ぞれ登録するものとする。

1 1 1 5 1 2 登録対象は，工事請負代金額500万円以上（単価契約の場合は契
約総額）の全ての工事とし，受注・変更・完成・訂正時にそれ
ぞれ登録するものとする。

無

1 1 1 5 1 3 なお，変更登録時は，工期，技術者に変更が生じた場合に行う
ものとし，工事請負代金のみ変更の場合は，原則として登録を
必要としない。

有 コリンズ運用の入力規則に合わせ削
除

1 1 1 5 1 4 また、登録機関発行の「登録内容確認書」が受注者に届いた際
には、速やかに監督職員に提示しなければならない。

1 1 1 5 1 3 また、登録機関発行の「登録内容確認書」は、コリンズ登録時
に監督職員にメール送信される。

有 コリンズ実態に基づき修正

1 1 1 5 1 5 なお、変更時と工事完成時の間が10日間に満たない場合は、変
更時の提示を省略できる。

1 1 1 5 1 4 なお、変更時と工事完成時の間が10日間（土曜日、日曜日、祝
日等を除く）に満たない場合は、変更時の登録申請を省略でき

有 コリンズ実態に基づき修正

1 1 1 5 1 6 1 1 1 5 1 5 また，本工事の完成後において訂正または削除する場合におい
ても同様に，コリンズから発注者にメール送信し，速やかに発
注者の確認を受けた上で，登録機関に登録申請しなければなら

有 コリンズ運用の変更に伴う

1 1 1 7 0 1 1-1-1-7 工事用地等の使用 1 1 1 7 0 1 1-1-1-7 工事用地等の使用 無
1 1 1 7 2 1 2.用地の確保 設計図書において受注者が確保するものとされる用地及び工事

の施工上受注者が必要とする用地については，自ら準備し，確
保するものとする。この場合において，工事の施工上受注者が
必要とする用地とは，営繕用地（受注者の現場事務所，宿舎，
駐車場）及び型枠または鉄筋作業場等専ら受注者が使用する用
地並びに構造物掘削等に伴う借地等をいう。

1 1 1 7 2 1 2.用地の確保 設計図書において受注者が確保するものとされる用地及び工事
の施工上受注者が必要とする用地については、自ら準備し、確
保するものとする。この場合において、工事の施工上受注者が
必要とする用地とは、営繕用地（受注者の現場事務所、宿舎、
駐車場）及び型枠または鉄筋作業場等専ら受注者が使用する用
地並びに発注者の負担により借地する範囲以外の構造物掘削等
に伴う借地等をいう。

有 実態に合わせ追記

1 1 1 8 0 1 1-1-1-8 工事着手 1 1 1 8 0 1 1-1-1-8 工事着手 無
1 1 1 8 1 1 受注者は、特記仕様書に定めのある場合を除き、特別の事情が

ない限り、契約書に定める工事始期日以降30日以内に工事着手
しなければならない。

1 1 1 8 1 1 受注者は、特記仕様書に工事に着手すべき期日について定めが
ある場合には、その期日までに工事着手しなければならない。

有 条文修正

1 1 1 9 0 1 1-1-1-9 工事の下請負 1 1 1 9 0 1 1-1-1-9 工事の下請負 無
1 1 1 9 1 4 （3） 下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、

下請契約を締結するときは、適正な額の請負代金での下請契約
の締結に努めなければならない。

1 1 1 9 1 4 (3) 下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。なお、
下請契約を締結するときは、下請負に使用される技術者、技能
労働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他
の労働環境が適正に整備されるよう、市場における労務の取引
価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正
な工期等を定める下請け契約を締結しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 10 0 1 1-1-1-10 施工体制台帳 1 1 1 10 0 1 1-1-1-10 施工体制台帳 無
1 1 1 10 1 1 1.一般事項 受注者は，工事を施工するために下請契約を締結した場合，国

土交通省令及び「施工体制台帳及び施工体系図等の取扱いにつ
いて」（平成27年3月13日土木部長通知）に従って記載した施工
体制台帳を作成し，工事現場に備えるとともに，その写しを監
督職員に提出しなければならない。

1 1 1 10 1 1 1.一般事項 受注者は，工事を施工するために下請契約を締結した場合，国
土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類の提出及び施工体系
図の取扱いについて」（令和3年3月10日付土木部長通知）に
従って記載した施工体制台帳を作成し，工事現場に備えるとと
もに，その写しを監督職員に提出しなければならない。
なお，施工体制台帳等は，原則として，電子データで作成・

提出するものとする。

有 施工体制台帳の作成等についての改
正にともなう

【県独自】

1 1 1 10 2 1 2.施工体系図 第1項の受注者は，国土交通省令及び「施工体制台帳及び施工体
系図等の取扱いについて」（平成27年3月13日土木部長通知）に
従って，各下請負者の施工の分担関係を表示した施工体系図を
作成し，公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律
に従って，工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所
に掲げるとともにその写しを監督職員に提出しなければならな
い。

1 1 1 10 2 1 2.施工体系図 第1項の受注者は，国土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類
の提出及び施工体系図の取扱いについて」（令和3年3月10日付
土木部長通知）に従って，各下請負者の施工の分担関係を表示
した施工体系図を作成し，公共工事の入札及び契約の適正化の
促進に関する法律に従って，工事関係者が見やすい場所及び公
衆が見やすい場所に掲げるとともにその写しを監督職員に提出
しなければならない。

有 施工体制台帳の作成等についての改
正にともなう
【県独自】
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 10 3 1 3.名札等の着用 第1項の受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負者を含む）
及び第1項の受注者の専門技術者（専任している場合のみ）に、
工事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び
社印の入った名札等を着用させなければならない。名札は図1-
1-1を標準とする。

1 1 1 10 3 1 3.名札等の着用 第1項の受注者は、監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者
（下請負者を含む）及び第1項の受注者の専門技術者（専任して
いる場合のみ）に、工事現場内において、工事名、工期、顔写
真、所属会社名の入った名札等を着用させなければならない。
名札は図1-1-1を標準とする。（監理技術者補佐は、建設業法第
26条第３項ただし書きに規定する者をいう。）

有 諸基準の改定に伴う(監理技術者補
佐制度)

1 1 1 10 3 2 図1-1-1　名札の標準図 1 1 1 10 3 2 図1-1-1　名札の標準図 有 諸基準の改定に伴う
1 1 1 11 0 1 1-1-1-11 受発注者間の情報共有 有 新規追加
1 1 1 11 1 1 受発注者間の設計思想の伝達及び情報共有を図るため，設計

者，受注者，発注者が一堂に会する会議(三者技術調整会)を施
工者が設計図書の照査を実施した後及びその他必要に応じて開
催するものとする。なお，開催の詳細については，特記仕様書
の定めによるものとする。

有 新規追加

会議名は【県独自】

1 1 1 14 0 1 1-1-1-13 工事の一時中止 1 1 1 14 0 1 1-1-1-14 工事の一時中止 無
1 1 1 14 1 1 1.一般事項 発注者は，契約書第20条の規定に基づき以下の各号に該当する

場合においては，あらかじめ受注者に対して通知した上で，必
要とする期間，工事の全部または一部の施工について一時中止
をさせることができる。

1 1 1 14 1 1 1.一般事項 発注者は，契約書第20条の規定に基づき以下の各号に該当する
場合においては，あらかじめ受注者に対して通知した上で，必
要とする期間，工事の全部または一部の施工について一時中止
をさせることができる。

無

1 1 1 14 1 2 なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火
災、騒乱、暴動その他自然的または人為的な事象による工事の
中断については、1-1-1-41臨機の措置により、受注者は、適切
に対応しなければならない。

1 1 1 14 1 2 なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火
災、騒乱、暴動その他自然的または人為的な事象による工事の
中断については、1-1-1-42臨機の措置により、受注者は、適切
に対応しなければならない。

有 表記統一のため修正

1 1 1 14 3 1 3.基本計画書の作成 前1項及び2項の場合において、受注者は施工を一時中止する場
合は、中止期間中の維持・管理に関する基本計画書を監督職員
を通じて発注者に提出し、承諾を得るものとする。また、受注
者は工事の再開に備え工事現場を保全しなければならない。

1 1 1 14 3 1 3.基本計画書の作
成

前1項及び2項の場合において、受注者は施工を一時中止する場
合は、中止期間中の維持・管理に関する基本計画書を監督職員
を通じて発注者に提出し、協議するものとする。また、受注者
は工事の再開に備え工事現場を保全しなければならない。

有 表記修正(国準拠)

1 1 1 16 0 1 1-1-1-15 工期変更 1 1 1 16 0 1 1-1-1-16 工期変更 無
1 1 1 16 1 1 1.一般事項 契約書第15条の2第7項、第17条第1項、第18条第5項、第19条、

第20条第3項、第21条の規定に基づく工期の変更について、契約
書第23条の工期変更協議の対象であるか否かを監督職員と受注
者との間で確認する（本条において以下「事前協議」とい
う。）ものとし、監督職員はその結果を受注者に通知するもの
とする。

1 1 1 16 1 1 1.一般事項 契約書第15条第7項、第17条第1項、第18条第5項、第19条、第20
条第3項、第22条及び第44条第2項の規定に基づく工期の変更に
ついて、契約書第24条の工期変更協議の対象であるか否かを監
督職員と受注者との間で確認する（本条において以下「事前協
議」という。）ものとし、監督職員はその結果を受注者に通知
するものとする。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 16 2 1 2.設計図書の変更等 受注者は、契約書第18条第5項及び第19条に基づき設計図書の変
更または訂正が行われた場合、第1項に示す事前協議において工
期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とす
る変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の
上、契約書第23条第2項に定める協議開始の日までに工期変更に
関して監督職員と協議しなければならない。

1 1 1 16 2 1 2.設計図書の変更
等

受注者は、契約書第18条第5項及び第19条に基づき設計図書の変
更または訂正が行われた場合、第1項に示す事前協議において工
期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とす
る変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の
上、契約書第24条第2項に定める協議開始の日までに工期変更に
関して監督職員と協議しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 16 3 1 3.工事の一時中止 受注者は、契約書第20条に基づく工事の全部もしくは一部の施
工が一時中止となった場合、第1項に示す事前協議において工期
変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする
変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の
上、契約書第23条第2項に定める協議開始の日までに工期変更に
関して監督職員と協議しなければならない。

1 1 1 16 3 1 3.工事の一時中止 受注者は、契約書第20条に基づく工事の全部もしくは一部の施
工が一時中止となった場合、第1項に示す事前協議において工期
変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする
変更日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の
上、契約書第24条第2項に定める協議開始の日までに工期変更に
関して監督職員と協議しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 16 4 1 4.工期の延長 受注者は、契約書第21条に基づき工期の延長を求める場合、第1
項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認さ
れた事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程
表その他必要な資料を添付の上、契約書第23条第2項に定める協
議開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければ
ならない。

1 1 1 16 4 1 4.工期の延長 受注者は、契約書第22条に基づき工期の延長を求める場合、第1
項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認さ
れた事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程
表その他必要な資料を添付の上、契約書第24条第2項に定める協
議開始の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければ
ならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 16 5 1 5.工期の短縮 受注者は、契約書第22条第1項に基づき工期の短縮を求められた
場合、可能な短縮日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資
料を添付し、契約書第23条第2項に定める協議開始の日までに工
期変更に関して監督職員と協議しなければならない。

1 1 1 16 5 1 5.工期の短縮 受注者は、契約書第23条第1項に基づき工期の短縮を求められた
場合、可能な短縮日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資
料を添付し、契約書第24条第2項に定める協議開始の日までに工
期変更に関して監督職員と協議しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 17 0 1 1-1-1-16 支給材料及び貸与品 1 1 1 17 0 1 1-1-1-17 支給材料及び貸与品 無
1 1 1 17 1 1 1.一般事項 受注者は，支給材料及び貸与品を契約書第15条の2第8項の規定

に基づき善良な管理者の注意をもって管理しなければならな
1 1 1 17 1 1 1.一般事項 受注者は，支給材料及び貸与品を契約書第15条第8項の規定に基

づき善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。
有 表記修正

1 1 1 19 0 1 1-1-1-18 建設副産物 1 1 1 19 0 1 1-1-1-19 建設副産物 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 19 4 1 4.再生資源利用計画 受注者は、土砂、砕石または加熱アスファルト混合物を工事現
場に搬入する場合には、再生資源利用計画を作成し、施工計画
書に含め監督職員に提出しなければならない。

1 1 1 19 4 1 4.再生資源利用計
画

受注者は、コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資
材、木材、アスファルト混合物等を工事現場に搬入する場合に
は、法令に基づき、再生資源利用計画を作成し、施工計画書に
含め監督職員に提出しなければならない。

有 表記修正

1 1 1 19 5 1 5.再生資源利用促進
計画

受注者は，建設発生土，コンクリート塊，アスファルト・コン
クリート塊，建設発生木材，建設汚泥または建設混合廃棄物等
を工事現場から搬出する場合には，再生資源利用促進計画を作
成し，施工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。

1 1 1 19 5 1 5.再生資源利用促
進計画

受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コン
クリート塊、建設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄物等
を工事現場から搬出する場合には、法令に基づき、再生資源利
用促進計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出しなけ
ればならない。

有 表記修正

1 1 1 19 6 1 6.実施書の提出 受注者は，再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成
した場合には，工事完了後速やかに実施状況を記録した「再生
資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を発注者に
提出しなければならない。

1 1 1 19 6 1 6.実施書の提出 受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成
した場合には、工事完了後速やかに実施状況を記録した「再生
資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を監督職員
に提出しなければならない。

有 表記統一のため修正

1 1 1 19 7 1 7.建設副産物にかか
る諸手続き

受注者は，建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以
下建設リサイクル法）に基づき，対象建設工事については，諸
手続きを行うこと。

1 1 1 19 7 1 7.建設副産物情報
交換システム

受注者は，コンクリート塊，アスファルト・コンクリート塊，
建設発生木材，建設汚泥または建設混合廃棄物を搬入または搬
出する場合には，施工計画作成時，工事完了時に必要な情報を
建設副産物情報交換システムに入力するものとする。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 19 7 2 なお，出力した調査票は「再生資源利用実施書」及び「再生資
源利用促進実施書」の提出に代わるものとし，これによりがた
い場合には，監督職員と協議しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 21 0 1 1-1-1-20 工事完成検査 1 1 1 21 0 1 1-1-1-21 工事完成検査 無
1 1 1 21 1 1 1.工事完成通知書の

提出
受注者は、契約書第31条の規定に基づき、工事完成通知書を監
督職員に提出しなければならない。

1 1 1 21 1 1 1.工事完成通知書
の提出

受注者は、契約書第32条の規定に基づき、工事完成通知書を監
督職員に提出しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 21 6 1 6.修補期間 修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の
確認の日までの期間は、契約書第31条第2項に規定する期間に含
めないものとする。

1 1 1 21 6 1 6.修補期間 修補の完了が確認された場合は、その指示の日から補修完了の
確認の日までの期間は、契約書第32条第2項に規定する期間に含
めないものとする。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 22 0 1 1-1-1-21 出来形検査等 1 1 1 22 0 1 1-1-1-22 出来形検査等 無 【県独自】
1 1 1 22 1 1 1.一般事項 受注者は、契約書第37条の2第2項の部分払の確認の請求を行っ

た場合、または、契約書第38条第1項の工事の完成の通知を行っ
た場合は、既済部分に係わる検査を受けなければならない。

1 1 1 22 1 1 1.一般事項 受注者は、契約書第38条第2項の部分払の確認の請求を行った場
合、または、契約書第39条第1項の工事の完成の通知を行った場
合は、既済部分に係わる検査を受けなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 22 2 1 2.部分払いの請求 受注者は、契約書第37条に基づく部分払いの請求を行うとき
は、前項の検査を受ける前に工事の出来高に関する資料を作成
し、監督職員に提出しなければならない。

1 1 1 22 2 1 2.部分払いの請求 受注者は、契約書第38条に基づく部分払いの請求を行うとき
は、前項の検査を受ける前に工事の出来高に関する資料を作成
し、監督職員に提出しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 22 7 1 7.中間前払金の請求 受注者は、契約書第34条の2に基づく中間前払金の請求を行うと
きは、認定を受ける前に履行報告書を作成し、監督職員に提出
しなければならない。

1 1 1 22 7 1 7.中間前払金の請
求

受注者は、契約書第35条に基づく中間前払金の請求を行うとき
は、認定を受ける前に履行報告書を作成し、監督職員に提出し
なければならない。

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

1 1 1 23 0 1 1-1-1-22 部分使用 1 1 1 23 0 1 1-1-1-23 部分使用 無
1 1 1 23 2 1 2.監督職員による検

査
受注者は、発注者が契約書第33条の規定に基づく当該工事に係
わる部分使用を行う場合には、監督職員による品質及び出来形
等の検査（確認を含む）を受けるものとする。

1 1 1 23 2 1 2.監督職員による
検査

受注者は、発注者が契約書第34条の規定に基づく当該工事に係
わる部分使用を行う場合には、監督職員による品質及び出来形
等の検査（確認を含む）を受けるものとする。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 23 2 2 なお，中間検査による検査（確認）でも良い。 有 国に準拠
【県独自】

1 1 1 24 0 1 1-1-1-23 施工管理 1 1 1 24 0 1 1-1-1-24 施工管理 無
1 1 1 24 3 1 3.標示板の設置 受注者は，施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人

等が見易い場所に，工事名，工期，発注者名及び受注者名を記
載した標示板を設置し，工事完成後は速やかに標示板を撤去し
なければならない。ただし，標示板の設置が困難な場合は，監
督職員の承諾を得て省略することができる。

1 1 1 24 3 1 3.標示板の設置 受注者は，施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人
等が見易い場所に，工事名，工期，発注者名及び受注者名を記
載した標示板を設置し，工事完成後は速やかに標示板を撤去し
なければならない。ただし，標示板の設置が困難な場合は，監
督職員の承諾を得て省略することができる。

無

1 1 1 24 3 2 なお，標示板の記載にあたっては，工事に関する情報をわかり
やすく記載するものとし，図1-1-2を参考とする。

有 新規追加
県の規定無し

1 1 1 24 3 3 また，記載内容については，工事内容に応じて，「道路工事現
場における標示施設等の設置基準の改定について（平成18年11
月20日土木部長通知）」，「道路工事現場における標示施設等
の設置基準の事業主体(発注者)名の取扱いについて（平成19年3
月22日技術管理課長通知）」によるものとする。

有 新規追加
【県独自】

1 1 1 24 3 4 図1-1-2　表示板の例 有 新規追加
県の規定無し
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 24 5 1 5.周辺への影響防止 受注者は，施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設
などへ影響を及ぼさないよう施工しなければならない。また，
影響が生じた場合には直ちに監督職員へ連絡し，その対応方法
等に関して監督職員と速やかに協議しなければならない。ま
た，損傷が受注者の過失によるものと認められる場合，受注者
自らの負担で原形に復元しなければならない。

1 1 1 24 5 1 5.周辺への影響防
止

受注者は、施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設
などへ影響を及ぼさないよう施工しなければならない。また、
影響が生じるおそれがある場合、または影響が生じた場合には
直ちに監督職員へ連絡し、その対応方法等に関して監督職員と
速やかに協議しなければならない。また、損傷が受注者の過失
によるものと認められる場合、受注者自らの負担で原形に復元
しなければならない。

有 条文修正

1 1 1 24 6 1 6.労働環境の改善 受注者は，作業員の労働条件，安全衛生その他の労働環境の改
善に努めなければならない。

1 1 1 24 6 1 6.労働環境等の改
善

受注者は、工事の適正な実施に必要な技術的能力の向上、情報
通信技術を活用した工事の実施の効率化等による生産性の向上
並びに技術者、技能労働者等育成及び確保並びにこれらの者に
係る賃金、労働時間、その他の労働条件、安全衛生その他の労
働環境の改善に努めなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 24 6 2 また，受注者は，作業員が健全な身体と精神を保持できるよう
作業場所，現場事務所及び作業員宿舎等における良好な作業環
境の確保に努めなければならない。

1 1 1 24 6 2 また，受注者は，作業員が健全な身体と精神を保持できるよう
作業場所，現場事務所及び作業員宿舎等における良好な作業環
境の確保に努めなければならない。

無

1 1 1 24 8 1 8.記録及び関係書類 受注者は，鹿児島県土木部が定める「土木工事施工管理基準」
により施工管理を行い，その記録及び関係書類を作成，保管
し，工事完成時に監督職員へ提出しなければならない。ただ
し，それ以外で監督職員からの請求があった場合は提示しなけ
ればならない。

1 1 1 24 8 1 8.記録及び関係書
類

受注者は，土木工事の施工管理及び規格値を定めた土木工事施
工管理基準（出来形管理基準及び品質管理基準）により施工管
理を行い，また，写真管理基準により土木工事の工事写真によ
る写真管理を行って，その記録及び関係書類を作成，保管し，
工事完成時に監督職員へ提出しなければならない。ただし，そ
れ以外で監督職員からの請求があった場合は提示しなければな

有 国に準拠

1 1 1 24 8 2 なお、土木工事施工管理基準に定められていない工種又は項目
については、監督職員と協議の上、施工管理を行うものとす
る。

1 1 1 24 8 2 なお、土木工事施工管理基準、及び写真管理基準に定められて
いない工種または項目については、監督職員と協議の上、施工
管理、写真管理を行うものとする。

有 表記統一のため修正

1 1 1 27 0 1 1-1-1-26 工事中の安全確保 1 1 1 27 0 1 1-1-1-27 工事中の安全確保 無
1 1 1 27 1 1 1.安全指針等の遵守 受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術

審議官通達、平成21年3月31日）、建設機械施工安全技術指針
（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建
設施工企画課長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工
指針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針
（社）日本潜水協会」及び「作業船団安全運航指針（社）日本
海上起重技術協会」、JIS A 8972（斜面・法面工事用仮設設
備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災
害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針は当
該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

1 1 1 27 1 1 1.安全指針等の遵
守

受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術
審議官通達、令和3年3月）、建設機械施工安全技術指針（国土
交通省 大臣官房技術調査課長、国土交通省 総合政策局建設
施工企画課長通達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工指
針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針（社）
日本潜水協会」及び「作業船団安全運航指針（社）日本海上起
重技術協会」、JIS A 8972（斜面・法面工事用仮設設備）を参
考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止
を図らなければならない。ただし、これらの指針は当該工事の
契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 27 2 1 2.建設工事公衆災
害防止対策要綱

受注者は，建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省　告示
第496号，令和元年9月2日）を遵守して災害の防止を図らなけれ
ばならない。

有 諸基準の改定に伴う
3-1-1-12から編入

1 1 1 27 4 1 4.使用する建設機
械

受注者は，土木工事に使用する建設機械の選定，使用等につい
て，設計図書により建設機械が指定されている場合には，これ
に適合した建設機械を使用しなければならない。ただし，より
条件に合った機械がある場合には，監督職員の承諾を得て，そ
れを使用することができる。

有 3-1-1-12から編入

1 1 1 27 6 1 6.架空線等事故防
止対策

受注者は，架空線等上空施設の位置及び占用者を把握するた
め，工事現場，土取り場，建設発生土受入地，資材等置き場
等，工事に係わる全ての架空線等上空施設の現地調査（場所，
種類，高さ等）を行い，その調査結果について，支障物件の有
無に関わらず，監督職員へ報告しなければならない。

有 3-1-1-12から編入

1 1 1 27 7 1 7.イメージアップ 受注者は、工事現場のイメージアップを図るため、現場事務
所、作業員宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適
な職場を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケー
ション及び現場周辺の美装化に努めるものとする。

1 1 1 27 10 1 10.現場環境改善 受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、
作業員宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適な職
場を形成するとともに、地域との積極的なコミュニケーション
及び現場周辺の美装化に努めるものとする。

有 表記統一のため修正

1 1 1 27 8 1 8.定期安全研修・訓
練等

受注者は，工事着手後，作業員全員の参加により月当たり，半
日以上の時間を割当て，以下の各号から実施する内容を選択
し，定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければなら
ない。

1 1 1 27 11 1 11.定期安全研
修・訓練等

受注者は，「土木請負工事における安全・訓練等の実施につい
て(平成6年3月1日付け土木部長通知)」に基づき，工事着手後，
作業員全員の参加により月当たり，半日以上の時間を割当て，
以下の各号から実施する内容を選択し，定期的に安全に関する
研修・訓練等を実施し，実施状況報告書を完成書類に含めて提
出しなければならない。なお，作業員全員の参加が困難な場合
は，複数回に分けて実施する事も出来る。

有 国に準拠
【県独自】
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 27 13 1 13.安全衛生協議会
の設置

監督職員が、労働安全衛生法（平成26年6月改正法律第82号）第
30条第1項に規定する措置を講じるものとして、同条第2項の規
定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従う
ものとする。

1 1 1 27 16 1 16.安全衛生協議
会の設置

監督職員が、労働安全衛生法（令和元年6月改正法律第37号）第
30条第1項に規定する措置を講じるものとして、同条第2項の規
定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従う
ものとする。

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 27 14 1 14.安全優先 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労
働安全衛生法（平成26年6月改正法律第82号）等関連法令に基づ
く措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気
設備等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じてお
かなければならない。

1 1 1 27 17 1 17.安全優先 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労
働安全衛生法（令和元年6月改正法律第37号）等関連法令に基づ
く措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気
設備等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じてお
かなければならない。

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 30 0 1 1-1-1-29 事故報告書 1 1 1 30 0 1 1-1-1-30 事故報告書 無
1 1 1 30 1 1 受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監

督職員に連絡するとともに、指示する期日までに、工事事故報
告書を提出しなければならない。

1 1 1 30 1 1 受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監
督職員に連絡する。また、建設工事事故データベースシステム
の登録対象となる工事事故の場合、監督職員が指示する期日ま
でに、工事事故報告書を提出し、建設工事事故データベースシ
ステムに、工事事故に関する情報を登録する。

有 条文修正

1 1 1 31 0 1 1-1-1-30 環境対策 1 1 1 31 0 1 1-1-1-31 環境対策 無
1 1 1 31 4 1 4.廃油等の適切な措

置
受注者は、工事に使用する作業船等から発生した廃油等を「海
洋汚染及び海上災害の防止に関する法律」に基づき、適切な措
置をとらなければならない。

1 1 1 31 4 1 4.廃油等の適切な
措置

受注者は、工事に使用する作業船等から発生した廃油等を「海
洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」に基づき、適切な
措置をとらなければならない。

有 誤記修正

1 1 1 31 6 1 6.排出ガス対策型建
設機械

受注者は、工事の施工にあたり表1-1-1に示す建設機械を使用す
る場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律(平
成17年法律第51号）」に基づく技術基準に適合する特定特殊自
動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10
月8日付建設省経機発第249号）」、「排出ガス対策型建設機械
の普及促進に関する規程（平成18年3月17日付国土交通省告示第
348号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領
（平成18年3月17日付国総施第215号）」に基づき指定された排
出ガス対策型建機械（以下「排出ガス対策型建設機械等」とい
う。）を使用しなければならない。

1 1 1 31 6 1 6.排出ガス対策型
建設機械

受注者は、工事の施工にあたり表1-1-1に示す建設機械を使用す
る場合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律(平
成29年5月改正法律第41号）」に基づく技術基準に適合する特定
特殊自動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平
成3年10月8日付建設省 経機発第249号）」、「排出ガス対策型
建設機械の普及促進に関する規程（最終改正平成24年3月23日付
国土交通省　告示第318号）」もしくは「第3次排出ガス対策型
建設機械指定要領（最終改訂平成28年8月30日付国総環リ第6
号）」に基づき指定された排出ガス対策型建機械（以下「排出
ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなければならな

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 31 6 2 排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認
めた場合は，平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械
の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実
施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設
技審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した
建設機械を使用することができるが，これにより難い場合は，
監督職員と協議するものとする。

1 1 1 31 6 2 排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認
めた場合は，平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械
の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実
施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設
技審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した
建設機械を使用することができるが，これにより難い場合は，
監督職員と協議するものとする。

無

1 1 1 31 6 3 受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械を
使用する場合は、2011年以降の排出ガス基準に適合するものと
して「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規
則」（平成18年3月28日経済産業省・国土交通省・環境省令第1
号）16条第1項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表示が
付された特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機械指
定要領（平成3年10月8日付建設省経機発第249号）」もしくは
「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領（平成18年3月17日付
国施第215号）に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対策
型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械
等」という。）を使用しなければならない。

1 1 1 31 6 3 受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械を
使用する場合は、2011年以降の排出ガス基準に適合するものと
して「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規
則」（令和元年6月改正経済産業省　・国土交通省　・環境省
令第1号）16条第1項第2号もしくは第20条第1項第2号に定める表
示が付された特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設機
械指定要領（平成3年10月8日付建設省 経機発第249号）」もし
くは「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改訂平成28
年8月30日付国総環リ第6号）に基づき指定されたトンネル工事
用排出ガス対策型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対
策型建設機械等」という。）を使用しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 31 9 1 9.特定調達品目 受注者は，資材，工法，建設機械または目的物の使用にあたっ
ては，環境物品等（国等による環境物品等の調達の推進等に関
する法律（平成15年7月改正法律第119号。「グリーン購入法」
という。）第2条に規定する環境物品等をいう。）の使用を積極
的に推進するものとする。

1 1 1 31 9 1 9.特定調達品目 受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械また
は目的物の使用にあたっては、環境物品等（国等による環境物
品等の調達の推進等に関する法律（平成27年9月改正法律第66
号。「グリーン購入法」という。）第2条に規定する環境物品等
をいう。）の使用を積極的に推進するものとする。

有 表記修正

グリーン購入法に基づく「鹿児島県環境物品等調達方針で定め
る環境物品等調達推進品目の使用を積極的に推進するものとす
る。

1 1 1 31 9 2 (1) グリーン購入法第6条の規定に基づく「鹿児島県環境物品等調達
基本方針」で定める特定調達品目を使用する場合には、原則と
して、判断の基準を満たすものを使用するものとする。

有 表記修正
【県独自】

1 1 1 31 9 3 なお，事業ごとの特性，必要とされる強度や耐久性，機能の確
保，コスト等の影響により，これにより難い場合は，監督職員
と協議する。

有 新規追加

1 1 1 31 9 4 (2) グリーン購入法に基づく環境物品等の調達の推進に関する基本
方針における公共工事の配慮事項に留意すること。

有 新規追加

1 1 1 32 0 1 1-1-1-31 文化財の保護 1 1 1 32 0 1 1-1-1-32 文化財の保護 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 32 1 1 1.一般事項 受注者は、工事の施工に当たって文化財の保護に十分注意し、
使用人等に文化財の重要性を十分認識させ、工事中に文化財を
発見したときは直ちに工事を中止し、設計図書に関して監督職
員に協議しなければならない。

1 1 1 32 1 1 1.一般事項 受注者は、工事の施工にあたって文化財の保護に十分注意し、
使用人等に文化財の重要性を十分認識させ、工事中に文化財を
発見したときは直ちに工事を中止し、設計図書に関して監督職
員に協議しなければならない。

有 表記修正

1 1 1 32 2 1 2.文化財等発見時の
処置

受注者が、工事の施工当たり、文化財その他の埋蔵物を発見し
た場合は、発注者との契約に係る工事に起因するものとみな
し、発注者が、当該埋蔵物の発見者としての権利を保有するも
のである。

1 1 1 32 2 1 2.文化財等発見時
の処置

受注者が、工事の施工にあたり、文化財その他の埋蔵物を発見
した場合は、発注者との契約に係る工事に起因するものとみな
し、発注者が、当該埋蔵物の発見者としての権利を保有するも
のである。

有 表記修正

1 1 1 33 0 1 1-1-1-32 交通安全管理 1 1 1 33 0 1 1-1-1-33 交通安全管理 無
1 1 1 33 1 1 1.一般事項 受注者は，工事用運搬路として，公衆に供する道路を使用する

時は，積載物の落下等により，路面を損傷し，あるいは汚損す
ることのないようにするとともに，特に第三者に工事公害によ
る損害を与えないようにしなければならない。

1 1 1 33 1 1 1.一般事項 受注者は，工事用運搬路として，公衆に供する道路を使用する
時は，積載物の落下等により，路面を損傷し，あるいは汚損す
ることのないようにするとともに，特に第三者に工事公害によ
る損害を与えないようにしなければならない。

無

1 1 1 33 1 2 なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書
第28条によって処置するものとする。

1 1 1 33 1 2 なお、第三者に工事公害による損害を及ぼした場合は、契約書
第29条によって処置するものとする。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 33 2 1 2.施工計画書 受注者は，指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維
持管理，補修及び使用方法等を施工計画書に記載しなければな
らない。この場合において，受注者は，関係機関に所要の手続
をとるものとし，発注者が特に指示する場合を除き，標識の設
置その他の必要な措置を行わなければならない。

有 3-1-1-13から編入

1 1 1 33 4 1 4.交通安全法令の遵
守

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、
交通の安全について、監督職員、道路管理者及び所轄警察署と
打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関す
る命令（平成26年5月26日改正内閣府・国土交通省令第1号）、
道路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長
通知、昭和37年8月30日）、道路工事現場における表示施設等の
設置基準の一部改正について（局長通知平成18年3月31日国道利
37号・国道国防第205号）、道路工事現場における工事情報板及
び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、
国道・防災課長通知平成18年3月31日国道利38号・国道国防第
206号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国
道第一課通知昭和47年2月）に基づき、安全対策を講じなければ

1 1 1 33 5 1 5.交通安全法令の
遵守

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、
交通の安全について、監督職員、道路管理者及び所轄警察署と
打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関す
る命令（令和2年3月改正内閣府・国土交通省　令第1号）、道路
工事現場における標示施設等の設置基準（建設省 道路局長通
知、昭和37年8月30日）、道路工事現場における表示施設等の設
置基準の一部改正について（局長通知平成18年3月31日国道利37
号・国道国防第205号）、道路工事現場における工事情報板及び
工事説明看板の設置について（国土交通省 道路局路政課長、
国道・防災課長通知平成18年3月31日国道利38号・国道国防第
206号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省 道路局
国道第一課通知昭和47年2月）に基づき、安全対策を講じなけれ

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 33 8 1 8.工事用道路の維
持管理

受注者は，設計図書において指定された工事用道路を使用する
場合は，設計図書の定めに従い，工事用道路の維持管理及び補
修を行うものとする。

有 3-1-1-13から編入

1 1 1 33 10 1 10.水中落下支障物
の処置

受注者は、船舶の航行または漁業の操業に支障をきたす恐おそ
れのある物体を水中に落とした場合、直ちに、その物体を取り
除かなければならない。

1 1 1 33 12 1 12.水中落下支障
物の処置

受注者は、船舶の航行または漁業の操業に支障をきたすおそれ
のある物体を水中に落とした場合、直ちに、その物体を取り除
かなければならない。

有 誤記修正

1 1 1 33 11 2 なお、故障により二次災害を招く恐おそれがある場合は、直ち
に応急の措置を講じ、関係機関に通報及び監督職員へ連絡しな
ければならない。

1 1 1 33 13 2 なお、故障により二次災害を招くおそれがある場合は、直ちに
応急の措置を講じ、関係機関に通報及び監督職員へ連絡しなけ
ればならない。

有 誤記修正

1 1 1 33 12 1 12.通行許可 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平
成26年5月28日改正政令第424号）第3条における一般的制限値を
超える車両を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通行
許可を得ていることを確認しなければならない。また、道路交
通法施行令（平成26年4月改正政令第169号）第22条における制
限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路
交通法（平成26年61月改正法律第69号）第57条に基づく許可を
得ていることを確認しなければならない。

1 1 1 33 14 1 14.通行許可 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平
成31年3月改正政令第41号）第3条における一般的制限値を超え
る車両を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通行許可
を得ていることを確認しなければならない。また、道路交通法
施行令（令和2年6月改正政令第181号）第22条における制限を超
えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法
（令和2年6月改正法律第52号）第57条に基づく許可を得ている
ことを確認しなければならない。

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 34 0 1 1-1-1-33 施設管理 1 1 1 34 0 1 1-1-1-34 施設管理 無
1 1 1 34 1 1 受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含

む。）または部分使用施設（契約書第33条の適用部分）につい
て、施工管理上、契約図書における規定の履行を以っても不都
合が生ずるおそれがある場合には、その処置について監督職員
と協議できる。

1 1 1 34 1 1 受注者は、工事現場における公物（各種公益企業施設を含
む。）または部分使用施設（契約書第34条の適用部分）につい
て、施工管理上、契約図書における規定の履行を以っても不都
合が生ずるおそれがある場合には、その処置について監督職員
と協議できる。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 34 1 2 なお，当該協議事項は，契約書第9条の規定に基づき処理される
ものとする。

1 1 1 34 1 2 なお，当該協議事項は，契約書第9条の規定に基づき処理される
ものとする。

無

1 1 1 35 0 1 1-1-1-34 諸法令の遵守 1 1 1 35 0 1 1-1-1-35 諸法令の遵守 無
1 1 1 35 1 3 （1） 会計法（平成18年6月改正法律第53号） 1 1 1 35 1 3 (1) 会計法（令和元年5月改正 法律第16号） 有 諸法令の改正に伴う
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 35 1 4 （2） 建設業法（平成25年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 4 (2) 建設業法（令和3年5月改正 法律第48号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 6 （4） 労働基準法（平成24年6月改正法律第42号） 1 1 1 35 1 6 (4) 労働基準法（令和2年3月改正 法律第14号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 7 （5） 労働安全衛生法（平成26年6月改正法律第82号） 1 1 1 35 1 7 (5) 労働安全衛生法（令和元年6月改正 法律第37号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 8 （6） 作業環境測定法（平成26年6月改正法律第82号） 1 1 1 35 1 8 (6) 作業環境測定法（令和元年6月改正 法律第37号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 9 （7） じん肺法（平成26年6月改正法律第82号） 1 1 1 35 1 9 (7) じん肺法（平成30年7月改正 法律第71号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 10 （8） 雇用保険法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 10 (8) 雇用保険法（令和2年6月改正 法律第54号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 11 （9） 労働者災害補償保険法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 11 (9) 労働者災害補償保険法（令和2年6月改正 法律第40号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 12 （10） 健康保険法（平成26年6月改正法律第83号） 1 1 1 35 1 12 (10) 健康保険法（令和2年6月改正 法律第52号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 13 （11） 中小企業退職金共済法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 13 （11） 中小企業退職金共済法（令和2年6月改正 法律第40号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 14 （12） 建設労働者の雇用の改善等に関する法律（平成25年11月改正法
律第86号）

1 1 1 35 1 14 （12） 建設労働者の雇用の改善等に関する法律（令和2年3月改正 法律
第14号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 15 （13） 出入国管理及び難民認定法（平成26年6月改正法律第74号） 1 1 1 35 1 15 （13） 出入国管理及び難民認定法（令和元年12月改正 法律第63号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 16 （14） 道路法（平成26年6月改正法律第72号） 1 1 1 35 1 16 （14） 道路法（令和2年6月改正 法律第49号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 17 （15） 道路交通法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 17 （15） 道路交通法（令和2年6月改正 法律第52号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 18 （16） 道路運送法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 18 （16） 道路運送法（令和2年6月改正 法律第36号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 19 （17） 道路運送車両法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 19 （17） 道路運送車両法（令和2年3月改正 法律第5号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 21 （19） 地すべり等防止法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 21 （19） 地すべり等防止法（平成29年6月改正 法律第45号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 22 （20） 河川法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 22 （20） 河川法（平成29年6月改正 法律第45号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 23 （21） 海岸法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 23 （21） 海岸法（平成30年12月改正 法律第95号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 24 （22） 港湾法（平成26年6月改正法律第91号） 1 1 1 35 1 24 （22） 港湾法（令和2年6月改正 法律第49号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 25 （23） 港則法（平成21年7月改正 法律第69号） 1 1 1 35 1 25 （23） 港則法（平成28年5月改正 法律第42号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 26
（24）

漁港漁場整備法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 26
（24）

漁港漁場整備法（平成30年12月改正 法律第95号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 27 （25） 下水道法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 27 （25） 下水道法（平成27年5月改正 法律第22号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 28 （26） 航空法（平成26年6月改正法律第70号） 1 1 1 35 1 28 （26） 航空法（令和2年6月改正 法律第61号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 30 （28） 軌道法（平成18年3月改正 法律第19号） 1 1 1 35 1 30 （28） 軌道法（令和2年6月改正 法律第41号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 31 （29） 森林法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 31 （29） 森林法（令和2年6月改正 法律第41号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 32 （30） 環境基本法（平成26年5月改正法律第46号） 1 1 1 35 1 32 （30） 環境基本法（平成30年6月改正 法律第50号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 33 （31） 火薬類取締法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 33 （31） 火薬類取締法（令和元年6月改正 法律第37号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 34 （32） 大気汚染防止法（平成26年6月改正 法律第72号） 1 1 1 35 1 34 （32） 大気汚染防止法（令和2年6月改正 法律第39号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 36 （34） 水質汚濁防止法（平成25年6月改正 法律第60号） 1 1 1 35 1 36 （34） 水質汚濁防止法（平成29年6月改正 法律第45号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 39 （37） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（平成26年6月改正法律第69
号）

1 1 1 35 1 39 （37） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（令和元年6月改正 法律第
37号）

有 諸法令の改正に伴う
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 35 1 40 （38） 文化財保護法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 40 （38） 文化財保護法（令和2年6月改正 法律第41号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 41 （39） 砂利採取法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 41 （39） 砂利採取法（平成27年6月改正 法律第50号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 42 （40） 電気事業法（平成26年6月改正法律第72号） 1 1 1 35 1 42 （40） 電気事業法（令和2年6月改正 法律第49号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 43 （41） 消防法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 43 （41） 消防法（平成30年6月改正 法律第67号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 44 （42） 測量法（平成23年6月改正法律第61号） 1 1 1 35 1 44 （42） 測量法（令和元年6月改正 法律第37号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 45 （43） 建築基準法（平成26年6月改正法律第92号） 1 1 1 35 1 45 （43） 建築基準法（令和2年6月改正 法律第43号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 46 （44） 都市公園法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 46 （44） 都市公園法（平成29年5月改正 法律第26号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 48 （46） 土壌汚染対策法（平成26年6月改正法律第51号） 1 1 1 35 1 48 （46） 土壌汚染対策法（平成29年6月改正 法律第45号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 49 （47） 駐車場法（平成23年12月改正 法律第122号） 1 1 1 35 1 49 （47） 駐車場法（平成29年5月改正 法律第26号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 50 （48） 海上交通安全法（平成21年7月改正 法律第69号） 1 1 1 35 1 50 （48） 海上交通安全法（平成28年5月改正 法律第42号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 52 （50） 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（平成26年6月改正
法律第73号）

1 1 1 35 1 52 （50） 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（令和元年5月改正
法律第18号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 53 （51） 船員法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 53 （51） 船員法（平成30年6月改正 法律第41号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 54 （52） 船舶職員及び小型船舶操縦者法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 54 （52） 船舶職員及び小型船舶操縦者法（平成30年6月改正 法律第59
号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 55 （53） 船舶安全法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 55 （53） 船舶安全法（平成29年5月改正 法律第41号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 56 （54） 自然環境保全法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 56 （54） 自然環境保全法（平成31年4月改正 法律第20号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 57 （55） 自然公園法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 57 （55） 自然公園法（令和元年6月改正 法律第37号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 58 （56） 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成26
年6月改正法律第55号）

1 1 1 35 1 58 （56） 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（令和元
年6月改正 法律第37号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 59 （57） 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成15年7
月改正 法律第119号）

1 1 1 35 1 59 （57） 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成27年9
月改正 法律第66号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 61 （59） 技術士法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 61 （59） 技術士法（令和元年6月改正 法律第37号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 62 （60） 漁業法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 62 （60） 漁業法（令和元年5月改正 法律第1号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 63 （61） 空港法（平成26年6月改正法律第76号） 1 1 1 35 1 63 （61） 空港法（令和元年6月改正 法律第37号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 65 （63） 厚生年金保険法（平成25年6月改正 法律第63号） 1 1 1 35 1 65 （63） 厚生年金保険法（令和2年6月改正 法律第40号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 66 （64） 航路標識法（平成16年6月改正法律第84号） 1 1 1 35 1 66 （64） 航路標識法（平成28年5月改正 法律第42号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 69 （67） 職業安定法（平成26年6月改正法律第67号） 1 1 1 35 1 69 （67） 職業安定法（令和元年6月改正 法律第37号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 70 （68） 所得税法（平成26年6月改正法律第91号） 1 1 1 35 1 70 （68） 所得税法（令和2年3月改正 法律第8号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 71 （69） 水産資源保護法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 71 （69） 水産資源保護法（平成30年12月改正 法律第95号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 72 （70） 船員保険法（平成26年6月改正法律第83号） 1 1 1 35 1 72 （70） 船員保険法（令和2年6月改正 法律第52号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 73 （71） 著作権法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 73 （71） 著作権法（令和2年6月改正 法律第48号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 74 （72） 電波法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 74 （72） 電波法（令和2年4月改正 法律第23号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 75 （73） 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する
特別措置法（平成26年6月改正法律第69号）

1 1 1 35 1 75 （73） 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する
特別措置法（令和2年6月改正 法律第42号）

有 諸法令の改正に伴う
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 35 1 76 （74） 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（平成26年6月改正法律
第69号）

1 1 1 35 1 76 （74） 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（令和2年3月改正 法律
第14号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 77 （75） 農薬取締法（平成26年6月改正法律第69号） 1 1 1 35 1 77 （75） 農薬取締法（令和元年12月改正 法律第62号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 78 （76） 毒物及び劇物取締法（平成23年12月改正 法律第122号） 1 1 1 35 1 78 （76） 毒物及び劇物取締法（平成30年6月改正 法律第66号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 79 （77） 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成17年5月改
正 法律第51号）

1 1 1 35 1 79 （77） 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平成29年5月改
正 法律第41号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 80 （78） 公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成26年6月改正法律
第56号）

1 1 1 35 1 80 （78） 公共工事の品質確保の促進に関する法律（令和元年6月改正 法
律第35号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 81 （79） 警備業法（平成23年6月改正法律第61号） 1 1 1 35 1 81 （79） 警備業法（令和元年6月改正 法律第37号） 有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 82 （80） 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成26年6月
改正法律第69号）

1 1 1 35 1 82 （80） 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（令和元年6月
改正 法律第37号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 1 83 （81） 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成
26年6月改正法律第69号）

1 1 1 35 1 83 （81） 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（令和2
年6月改正 法律第42号）

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 35 3 1 3.不適当な契約図書
の処置

受注者は、当該工事の計画、図面、仕様書及び契約そのものが
第1項の諸法令に照らし不適当であったり矛盾していることが判
明した場合には速やかに監督職員と協議しなければならない。

1 1 1 35 3 1 3.不適当な契約図
書の処置

受注者は、当該工事の計画、契約図面、仕様書及び契約そのも
のが第1項の諸法令に照らし不適当であったり矛盾していること
が判明した場合には速やかに監督職員と協議しなければならな

有 表記統一のため修正

1 1 1 36 0 1 1-1-1-35 官公庁等への手続等 1 1 1 36 0 1 1-1-1-36 官公庁等への手続等 無
1 1 1 36 5 1 5.コミュニケーショ

ン
受注者は、工事の施工に当たり、地域住民との間に紛争が生じ
ないように努めなければならない。

1 1 1 36 5 1 5.コミュニケー
ション

受注者は、工事の施工にあたり、地域住民との間に紛争が生じ
ないように努めなければならない。

有 表記修正

1 1 1 36 6 1 6.苦情対応 受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、
受注者が対応すべき場合は誠意をもってその解決に当たらなけ
ればならない。

1 1 1 36 6 1 6.苦情対応 受注者は、地元関係者等から工事の施工に関して苦情があり、
受注者が対応すべき場合は誠意をもってその解決にあたらなけ
ればならない。

有 表記修正

1 1 1 36 7 1 7.交渉時の注意 受注者は、地方公共団体、地域住民等と工事の施工上必要な交
渉を、自らの責任において行わなければならない。受注者は、
交渉に先立ち、監督職員に連絡の上、これらの交渉に当たって
は誠意をもって対応しなければならない。

1 1 1 36 7 1 7.交渉時の注意 受注者は、地方公共団体、地域住民等と工事の施工上必要な交
渉を、自らの責任において行わなければならない。受注者は、
交渉に先立ち、監督職員に連絡の上、これらの交渉にあたって
は誠意をもって対応しなければならない。

有 表記修正

1 1 1 37 0 1 1-1-1-36 施工時期及び施工時間の変更 1 1 1 37 0 1 1-1-1-37 施工時期及び施工時間の変更 無
1 1 1 37 2 1 2.休日又は夜間の作

業連絡
受注者は，設計図書に施工時間が定められていない場合で，官
公庁の休日または夜間に，作業を行うにあたっては，事前にそ
の理由を監督職員に連絡しなければならない。

1 1 1 37 2 1 2.休日または夜間
の作業連絡

受注者は，設計図書に施工時間が定められていない場合で，官
公庁の休日または夜間に，作業を行うにあたっては，事前にそ
の理由を監督職員に連絡しなければならない。

有 表記修正

1 1 1 38 0 1 1-1-1-37 工事測量 1 1 1 38 0 1 1-1-1-38 工事測量 無
1 1 1 38 3 1 3.仮設標識 受注者は，丁張，その他工事施工の基準となる仮設標識を，設

置しなければならない。
有 3-1-1-14から編入

1 1 1 38 4 1 4.既存杭の保全 受注者は、工事の施工に当たり、損傷を受けるおそれのある杭
または障害となる杭の設置換え、移設及び復元を含めて、発注
者の設置した既存杭の保全に対して責任を負わなければならな

1 1 1 38 5 1 5.既存杭の保全 受注者は、工事の施工にあたり、損傷を受けるおそれのある杭
または障害となる杭の設置換え、移設及び復元を含めて、発注
者の設置した既存杭の保全に対して責任を負わなければならな

有 表記修正

1 1 1 39 0 1 1-1-1-38 不可抗力による損害 1 1 1 39 0 1 1-1-1-39 不可抗力による損害 無
1 1 1 39 1 1 1.工事災害の報告 受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該

被害が契約書第29条の規定の適用を受けると思われる場合に
は、直ちに工事災害通知書を監督職員を通じて発注者に通知し
なければならない。

1 1 1 39 1 1 1.工事災害の報告 受注者は、災害発生後直ちに被害の詳細な状況を把握し、当該
被害が契約書第30条の規定の適用を受けると思われる場合に
は、直ちに工事災害通知書を監督職員を通じて発注者に通知し
なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 39 2 1 2.設計図書で定めた
基準

契約書第29条第1項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」
とは、以下の各号に掲げるものをいう。

1 1 1 39 2 1 2.設計図書で定め
た基準

契約書第30条第1項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」
とは、以下の各号に掲げるものをいう。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 39 3 1 3.その他 契約書第29条第2項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義
務を怠ったことに基づくもの」とは、設計図書及び契約書第26
条に規定する予防措置を行ったと認められないもの及び災害の
一因が施工不良等受注者の責によるとされるものをいう。

1 1 1 39 3 1 3.その他 契約書第30条第2項に規定する「受注者が善良な管理者の注意義
務を怠ったことに基づくもの」とは、設計図書及び契約書第27
条に規定する予防措置を行ったと認められないもの及び災害の
一因が施工不良等受注者の責によるとされるものをいう。

有 諸基準の改定に伴う

1 1 1 40 0 1 1-1-1-39 特許権等 1 1 1 40 0 1 1-1-1-40 特許権等 無
1 1 1 40 3 1 3.著作権法に規定さ

れる著作物
発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成22年
12月3日改正法律第65号第2条第1項第1号）に規定される著作物
に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するも
のとする。

1 1 1 40 3 1 3.著作権法に規定
される著作物

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成30年7
月改正法律第72号第2条第1項第1号）に規定される著作物に該当
する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものとす
る。

有 諸法令の改正に伴う

1 1 1 41 0 1 1-1-1-40 保険の付保及び事故の補償 1 1 1 41 0 1 1-1-1-41 保険の付保及び事故の補償 無
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編 章 節 条 項
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無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 1 1 41 5 1 5.掛金収納書の提出 受注者は，建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加
入し，その掛金収納書（発注者用）を工事請負契約締結後原則
1ヶ月以内に，発注者に提出しなければならない。

1 1 1 41 5 1 5.建設業退職金共
済制度の履行

受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加
入し、その掛金収納書（発注者用）を工事請負契約締結後原則
1ヶ月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約
締結後原則４０日以内）に、発注者に提出しなければならな
い。

有 建設業退職金共済制度における電子
申請方式の導入等にともなう

1 2 0 0 0 1 第2章 土工 1 2 0 0 0 1 第2章 土工 無
1 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 1 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
1 2 2 0 0 4 日本道路協会道路土工要綱（平成21年6月） 1 2 2 0 0 4 日本道路協会 道路土工要綱（平成21年6月） 有 軽微な修正(スペース)
1 2 2 0 0 5 日本道路協会道路土工－軟弱地盤対策工指針（平成24年8月） 1 2 2 0 0 5 日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針（平成24年8月） 有 軽微な修正(スペース)
1 2 2 0 0 6 日本道路協会道路土工－盛土工指針（平成22年4月） 1 2 2 0 0 6 日本道路協会 道路土工－盛土工指針（平成22年4月） 有 軽微な修正(スペース)
1 2 2 0 0 7 日本道路協会道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成21年6

月）
1 2 2 0 0 7 日本道路協会 道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成21年6

月）
有 軽微な修正(スペース)

1 2 2 0 0 8 土木研究センター建設発生土利用技術マニュアル（平成25年12
月）

1 2 2 0 0 8 土木研究センター 建設発生土利用技術マニュアル（平成25年
12月）

有 軽微な修正(スペース)

1 2 2 0 0 9 国土交通省建設副産物適正処理推進要綱（平成14年5月） 1 2 2 0 0 9 国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱（平成14年5月） 有 軽微な修正(スペース)
1 2 2 0 0 10 建設省堤防余盛基準について（昭和44年1月） 1 2 2 0 0 10 建設省 堤防余盛基準について（昭和44年1月） 有 軽微な修正(スペース)
1 2 2 0 0 11 土木研究センタージオテキスタイルを用いた補強土の設計施工

マニュアル（平成25年12月）
1 2 2 0 0 11 土木研究センター ジオテキスタイルを用いた補強土の設計施

工マニュアル（平成25年12月）
有 軽微な修正(スペース)

1 2 2 0 0 12 土木研究センター多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マ
ニュアル（平成26年8月）

1 2 2 0 0 12 土木研究センター 多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マ
ニュアル（平成26年8月）

有 軽微な修正(スペース)

1 2 2 0 0 13 土木研究センター補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マ
ニュアル（平成26年8月）

1 2 2 0 0 13 土木研究センター 補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工
マニュアル（平成26年8月）

有 軽微な修正(スペース)

1 2 2 0 0 14 国土技術研究センター河川土工マニュアル（平成21年4月） 1 2 2 0 0 14 国土技術研究センター 河川土工マニュアル（平成21年4月） 有 軽微な修正(スペース)
1 2 2 0 0 15 日本道路協会　道路土工構造物技術基準・同解説（平成29年3

月）
有 諸基準の改定に伴う

新規追加
1 2 2 0 0 16 国土交通省建設汚泥処理土利用技術基準（平成18年6月） 1 2 2 0 0 16 国土交通省 建設汚泥処理土利用技術基準（平成18年6月） 有 軽微な修正(スペース)
1 2 2 0 0 17 国土交通省発生土利用基準（平成18年8月） 1 2 2 0 0 17 国土交通省 発生土利用基準（平成18年8月） 有 軽微な修正(スペース)
1 2 3 0 0 1 第3節 河川土工・海岸土工・砂防土工 1 2 3 0 0 1 第3節 河川土工・海岸土工・砂防土工 無
1 2 3 1 0 1 1-2-3-1 一般事項 1 2 3 1 0 1 1-2-3-1 一般事項 無
1 2 3 1 4 1 4.適用規定 受注者は、建設発生土については、第1編1-1-1-18建設副産物の

規定により適切に処理しなければならない。
1 2 3 1 4 1 4.適用規定 受注者は，建設発生土については，第1編1-1-1-19建設副産物の

規定により適切に処理しなければならない。
有 表記統一のため修正

1 2 3 3 0 1 1-2-3-3 盛土工 1 2 3 3 0 1 1-2-3-3 盛土工 無
1 2 3 3 4 1 4.狭隘箇所等の締固

め
受注者は，構造物の隣接箇所や狭い箇所の盛土工について，タ
ンパ・振動ローラ等の小型締固め機械により締固めなければな
らない。

1 2 3 3 4 1 4.狭隘箇所等の締
固め

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の盛土工について、タ
ンパ・振動ローラ等の小型締固め機械により、仕上がり厚を
20cm以下で入念に締固めなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 2 3 3 4 2 また，樋管等の構造物がある場合には，過重な偏土圧のかから
ないように盛土し，締固めなければならない。

1 2 3 3 4 2 また，樋管等の構造物がある場合には，過重な偏土圧のかから
ないように盛土し，締固めなければならない。

無

1 2 3 3 17 1 17.押え盛土の施工
計画

受注者は、砂防土工における斜面対策としての盛土工（押え盛
土）を行うに当たり、盛土量、盛土の位置ならびに盛土基礎地
盤の特性等について現状の状況等を照査した上で、それらを施
工計画に反映しなければならない。

1 2 3 3 17 1 17.押え盛土の施
工計画

受注者は、砂防土工における斜面対策としての盛土工（押え盛
土）を行うにあたり、盛土量、盛土の位置ならびに盛土基礎地
盤の特性等について現状の状況等を照査した上で、それらを施
工計画に反映しなければならない。

有 表記修正

1 2 3 4 0 1 1-2-3-4 盛土補強工 1 2 3 4 0 1 1-2-3-4 盛土補強工 無
1 2 3 4 3 1 3.基盤面の排水処理 受注者は、第1層の補強材の敷設に先立ち、現地盤の伐開除根及

び不陸の整地を行なうとともに、設計図書に関して監督職員と
協議のうえ、基盤面に排水処理工を行なわなければならない。

1 2 3 4 3 1 3.基盤面の排水処
理

受注者は、第一層の補強材の敷設に先立ち、現地盤の伐開除根
及び不陸の整地を行なうとともに、設計図書に関して監督職員
と協議のうえ、基盤面に排水処理工を行なわなければならな

有 表記統一のため修正

1 2 4 0 0 1 第4節 道路土工 1 2 4 0 0 1 第4節 道路土工 無
1 2 4 1 0 1 1-2-4-1 一般事項 1 2 4 1 0 1 1-2-4-1 一般事項 無
1 2 4 1 3 1 3.構造物取付け部 受注者は，盛土と橋台や横断構造物との取付け部である裏込め

や埋戻し部分は，供用開始後に構造物との間の路面の連続性を
損なわないように，適切な材料を用いて入念な締固めと排水工
の施工を行わければならない。

1 2 4 1 3 1 3.構造物取付け部 受注者は，盛土と橋台や横断構造物との取付け部である裏込め
や埋戻し部分は，供用開始後に構造物との間の路面の連続性を
損なわないように，適切な材料を用いて入念な締固めと排水工
の施工を行わければならない。

無

1 2 4 1 3 2 なお、構造物取付け部の範囲は、「道路橋示方書・同解説Ⅳ下
部構造編8．9橋台背面アプローチ部」（日本道路協会、平成24
年3月）及び「道路土工－盛土工指針4-10盛土と他の構造物との
取付け部の構造」（日本道路協会、平成22年4月）を参考とす
る。

1 2 4 1 3 2 なお、構造物取付け部の範囲は、「道路橋示方書・同解説（Ⅳ
下部構造編）7.9橋台背面アプローチ部」（日本道路協会、平成
29年11月）及び「道路土工－盛土工指針 4-10盛土と他の構造物
との取付け部の構造」（日本道路協会、平成22年4月）を参考と
する。

有 諸基準の改定に伴う
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 2 4 1 6 1 6.湧水処理 受注者は，工事箇所に工事目的物に影響をおよぼすおそれがあ
るような予期できなかった湧水が発生した場合には，工事を中
止し，監督職員と協議しなければならない。ただし，緊急を要
する場合には応急処置をとった後，直ちにその措置内容を監督
職員に通知しなければならない。

1 2 4 1 6 1 6.湧水処理 受注者は、工事箇所において工事目的物に影響をおよぼすおそ
れがあるような予期できなかった湧水が発生した場合には、工
事を中止し、監督職員と協議しなければならない。ただし、緊
急を要する場合には応急処置をとった後、直ちにその措置内容
を監督職員に通知しなければならない。

有 表記修正

1 2 4 1 8 1 8.適用規定 受注者は、建設発生土については、第1編1-1-1-18建設副産物の
規定により、適切に処理しなければならない。

1 2 4 1 8 1 8.適用規定 受注者は、建設発生土については、第1編1-1-1-19建設副産物の
規定により、適切に処理しなければならない。

有 表記修正

1 2 4 3 0 1 1-2-4-3 路体盛土工 1 2 4 3 0 1 1-2-4-3 路体盛土工 無
1 2 4 3 9 1 9.狭隘箇所等の締固

め
受注者は，構造物の隣接箇所や狭い箇所の路体盛土工の施工に
ついては，タンパ，振動ローラ等の小型締固め機械により締固
めなければならない。

1 2 4 3 9 1 9.狭隘箇所等の締
固め

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路体盛土工の施工に
ついては、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により、仕
上がり厚を20cm以下で入念に締固めなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 2 4 4 0 1 1-2-4-4 路床盛土工 1 2 4 4 0 1 1-2-4-4 路床盛土工 無
1 2 4 4 7 1 7.狭隘箇所等の締固

め
受注者は，構造物の隣接箇所や狭い箇所の路床盛土の施工につ
いては，タンパ，振動ローラ等の小型締固め機械により締固め
なければならない。

1 2 4 4 7 1 7.狭隘箇所等の締
固め

受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路床盛土工の施工に
ついては、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により、仕
上がり厚を20cm以下で入念に締固めなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 2 4 4 10 1 10.路床盛土の締固
め度

路床盛土の締固め度については，第1編1-1-1-23施工管理第8項
の規定による。

1 2 4 4 10 1 10.路床盛土の締
固め度

路床盛土の締固め度については，第1編1-1-1-24施工管理第8項
の規定による。

有

1 3 0 0 0 1 第3章 無筋・鉄筋コンクリート 1 3 0 0 0 1 第3章 無筋・鉄筋コンクリート 無
1 3 1 0 0 1 第1節 適用 1 3 1 0 0 1 第1節 適用 無
1 3 1 0 3 1 3.適用規定（2） 受注者は、コンクリートの施工にあたり、設計図書に定めのな

い事項については、「コンクリート標準示方書（施工編）」
（土木学会、平成25年3月）のコンクリートの品質の規定によ
る。これ以外による場合は、施工前に、設計図書に関して監督
職員の承諾を得なければならない。

1 3 1 0 3 1 3.適用規定’(2) 受注者は、コンクリートの施工にあたり、設計図書に定めのな
い事項については、「コンクリート標準示方書（施工編）」
（土木学会、平成30年3月）のコンクリートの品質の規定によ
る。これ以外による場合は、施工前に、設計図書に関して監督
職員の承諾を得なければならない。

有 発行年月の修正

1 3 1 0 4 1 4.アルカリ骨材反応
抑制対策

受注者は、コンクリートの使用にあたって「コンクリート耐久
性向上対策」（土木部長通知，平成14年8月13日）を遵守し、ア
ルカリ骨材反応抑制対策の適合を確かめなければならない。

1 3 1 0 4 1 4.アルカリシリカ
反応抑制対策

受注者は、コンクリートの使用にあたって「コンクリート耐久
性向上対策」（土木部長通知，平成14年8月13日）を遵守し、ア
ルカリシリカ反応抑制対策の適合を確かめなければならない。

有 表記統一(国に準拠)
【県独自】

1 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 1 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
1 3 2 0 1 3 土木学会コンクリート標準示方書（施工編）（平成25年3月） 1 3 2 0 1 3 土木学会　コンクリート標準示方書（施工編）（平成30年3月） 有 発行年月の修正
1 3 2 0 1 4 土木学会コンクリート標準示方書（設計編）（平成25年3月） 1 3 2 0 1 4 土木学会　コンクリート標準示方書（設計編）（平成30年3月） 有 発行年月の修正
1 3 2 0 1 5 土木学会コンクリートのポンプ施工指針（平成24年6月） 1 3 2 0 1 5 土木学会 コンクリートのポンプ施工指針（平成24年6月） 有 軽微な修正(スペース)
1 3 2 0 1 8 土木学会鉄筋定着・継手指針（平成19年8月） 1 3 2 0 1 8 土木学会　鉄筋定着・継手指針（令和2年3月） 有 発行年月の修正
1 3 2 0 1 9 公益社団法人日本鉄筋継手協会鉄筋継手工事標準仕様書ガス圧

接継手工事（平成21年9月）
1 3 2 0 1 9 公益社団法人日本鉄筋継手協会　鉄筋継手工事標準仕様書ガス

圧接継手工事（平成29年9月）
有 発行年月の修正

1 3 2 0 1 10 機械式鉄筋定着工法技術検討委員会　機械式鉄筋定着工法の配
筋設計ガイドライン（平成28年7月）

有 新規追加

1 3 2 0 1 11 流動性を高めたコンクリートの活用検討委員会　流動性を高め
た現場打ちコンクリートの活用に関するガイドライン（平成29
年3月）

有 新規追加

1 3 2 0 1 12 機械式鉄筋継手工法技術検討委員会　現場打ちコンクリート構
造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン（平成29年3

有 新規追加

1 3 2 0 1 13 橋梁等のプレキャスト化及び標準化による生産性向上検討委員
会　コンクリート構造物における埋設型枠・プレハブ鉄筋に関
するガイドライン（平成30年6月）

有 新規追加

1 3 2 0 1 14 橋梁等のプレキャスト化及び標準化による生産性向上検討委員会
コンクリート橋のプレキャスト化ガイドライン（平成30年6月）

有 新規追加

1 3 2 0 1 15 道路プレキャストコンクリート工技術委員会ガイドライン検討
小委員会　プレキャストコンクリート構造物に適用する機械式
鉄筋継手工法ガイドライン（平成31年1月）

有 新規追加

1 3 2 0 2 1 2.許容塩化物量 受注者は，コンクリートの使用にあたって，以下に示す許容塩
化物量以下のコンクリートを使用しなければならない。

1 3 2 0 2 1 2.許容塩化物量 受注者は，コンクリートの使用にあたって，以下に示す許容塩
化物量以下のコンクリートを使用しなければならない。

無

1 3 2 0 2 2 （1） 鉄筋コンクリート部材、ポストテンション方式のプレストレス
トコンクリート部材（シース内のグラウトを除く）及び用心鉄
筋を有する無筋コンクリート部材における許容塩化物量（Cl-）
は、0.30㎏/m3以下とする。

1 3 2 0 2 2 (1) 鉄筋コンクリート部材、ポストテンション方式のプレストレス
トコンクリート部材（シース内のグラウトを除く）及び用心鉄
筋を有する無筋コンクリート部材における許容塩化物量（Cl-）
は、0.30㎏/ 以下とする。

有 表記統一のため修正
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 3 2 0 2 3 （2） プレテンション方式のプレストレストコンクリート部材及び
オートクレープ養生を行う製品における許容塩化物量（Cl-）は
0.30㎏/m3以下とする。また、グラウトに含まれる塩化物イオン
総量は、セメント質量の0.08％以下とする。

1 3 2 0 2 3 (2) プレテンション方式のプレストレストコンクリート部材及び
オートクレープ養生を行う製品における許容塩化物量（Cl-）は
0.30㎏/ 以下とする。また、グラウトに含まれる塩化物イオン
総量は、セメント質量の0.08％以下とする。

有 表記統一のため修正

1 3 2 0 2 4 （3） アルミナセメントを用いる場合、電食のおそれがある場合等
は、試験結果等から適宜定めるものとし、特に資料がない場合
の許容塩化物量（Cl-）は0.30㎏/m3以下とする。

1 3 2 0 2 4 (3) アルミナセメントを用いる場合、電食のおそれがある場合等
は、試験結果等から適宜定めるものとし、特に資料がない場合
の許容塩化物量（Cl-）は0.30㎏/ 以下とする。

有 表記統一のため修正

1 3 2 0 3 1 3.塩分の浸透防止 受注者は、土木工事及び空港工事においては、海水または潮風
の影響を著しく受ける海岸付近及び外部から浸透する塩化物の
影響を受ける箇所において、アルカリ骨材反応による損傷が構
造物の品質・性能に重大な影響を及ぼすと考えられる場合に
は、塩分の浸透を防止するための塗装等の措置方法について、
設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。

1 3 2 0 3 1 3.塩分の浸透防止 受注者は、土木工事及び空港工事においては、海水または潮風
の影響を著しく受ける海岸付近及び外部から浸透する塩化物の
影響を受ける箇所において、アルカリシリカ反応による損傷が
構造物の品質・性能に重大な影響を及ぼすと考えられる場合に
は、塩分の浸透を防止するための塗装等の措置方法について、
設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。

有 表記統一のため修正

1 3 3 0 0 1 第3節 レディーミクストコンクリート 1 3 3 0 0 1 第3節 レディーミクストコンクリート 無
1 3 3 2 0 1 1-3-3-2 工場の選定 1 3 3 2 0 1 1-3-3-2 工場の選定 無
1 3 3 2 1 1 1.一般事項 受注者は，レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場

選定は以下による。
1 3 3 2 1 1 1.一般事項 受注者は，レディーミクストコンクリートを用いる場合の工場

選定は以下による。
無

1 3 3 2 1 2 （1） JISマーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一
部を改正する法律（平成16年6月9日公布法律第95号）に基づき
国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品
にJISマーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）
で，かつ，コンクリートの製造，施工，試験，検査及び管理な
どの技術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主
任技士等）が常駐しており，配合設計及び品質管理等を適切に
実施できる工場（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定
した統一監査基準に基づく監査に合格した工場等）から選定し
なければならない。

1 3 3 2 1 2 (1) JISマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法の一
部を改正する法律（平成30年5月30日公布法律第33号）に基づき
国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品
にJISマーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）
で，かつ，コンクリートの製造，施工，試験，検査及び管理な
どの技術的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主
任技士等）が常駐しており，配合設計及び品質管理等を適切に
実施できる工場（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定
した統一監査基準に基づく監査に合格した工場等）から選定し
なければならない。

有 JIS名称変更

1 3 3 2 1 3 （2） JISマーク表示認証製品を製造している工場（工業標準化法の一
部を改正する法律（平成16年6月9日公布法律第95号）に基づき
国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品
にJISマーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）が
工事現場近くに見当たらない場合は、使用する工場について、
設計図書に指定したコンクリートの品質が得られることを確か
めたうえ、その資料により監督職員の確認を得なければならな

1 3 3 2 1 3 (2) JISマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法の一
部を改正する法律（平成30年5月30日公布法律第33号）に基づき
国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品
にJISマーク表示する認証を受けた製品を製造している工場）が
工事現場近くに見あたらない場合は、使用する工場について、
設計図書に指定したコンクリートの品質が得られることを確か
めたうえ、その資料により監督職員の確認を得なければならな

有 JIS名称変更
表記修正

1 3 3 3 0 1 1-3-3-3 配合 1 3 3 3 0 1 1-3-3-3 配合 無
1 3 3 3 1 1 1.一般事項 受注者は、コンクリートの配合において、設計図書の規定のほ

か、構造物の目的に必要な強度、耐久性、ひび割れ抵抗性、鋼
材を保護する性能、水密性及び作業に適するワーカビリティー
をもつ範囲内で単位水量を少なくするように定めなければなら
ない。

1 3 3 3 1 1 1.一般事項 受注者は、コンクリートの配合において、設計図書の規定のほ
か、構造物の目的に必要な強度、耐久性、ひび割れ抵抗性、鋼
材を保護する性能、水密性及び作業に適するワーカビリティー
が得られる範囲内で単位水量を少なくするように定めなければ
ならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 5 2 0 1 1-3-5-2 材料の貯蔵 1 3 5 2 0 1 1-3-5-2 材料の貯蔵 無
1 3 5 2 3 1 3.骨材の貯蔵 受注者は、ゴミ、泥、その他の異物が混入しないよう、かつ、

大小粒が分離しないように、排水設備の整った貯蔵施設に骨材
を貯蔵しなければならない。

1 3 5 2 3 1 3.骨材の貯蔵 受注者は、ごみ、泥、その他の異物が混入しないよう、かつ、
大小粒が分離しないように、排水設備の整った貯蔵施設に骨材
を貯蔵しなければならない。

有 表記統一のため修正

1 3 5 4 0 1 1-3-5-4 材料の計量及び練混ぜ 1 3 5 4 0 1 1-3-5-4 材料の計量及び練混ぜ 無
1 3 5 4 1 1 1.計量装置 1 3 5 4 1 1 1.計量装置 無
1 3 5 4 1 2 （1） 各材料の計量方法及び計量装置は、工事に適し、かつ、各材料

を規定の計量誤差内で計量できるものでなければならない。
1 3 5 4 1 2 (1) 各材料の計量方法及び計量装置は、工事に適し、かつ、各材料

を規定の計量値の許容差内で計量できるものでなければならな
有 諸基準の改定に伴う

1 3 5 4 1 3 なお，受注者は，各材料の計量方法及び計量装置について，施
工計画書へ記載しなければならない。

1 3 5 4 1 3 なお、受注者は、各材料の計量方法及び計量装置について、施
工計画書へ記載しなければならない。また、練混ぜに用いた各
材料の計量値を記録しておかなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 5 4 2 1 2.材料の計量 1 3 5 4 2 1 2.材料の計量 無
1 3 5 4 2 5 （3） 計量誤差は、1回計量分に対し、「表1-3-2計量の許容誤差」の

値以下とする。
1 3 5 4 2 5 (3) 計量値の許容差は、1回計量分に対し、「表1-3-2計量値の許容

差」の値以下とする。
有 諸基準の改定に伴う

1 3 5 4 2 6 （4） 連続ミキサを使用する場合、各材料は容積計量してよいものと
する。

1 3 5 4 2 6 (4) 連続ミキサーを使用する場合、各材料は容積計量してよいもの
とする。

有 JIS名称変更

1 3 5 4 2 7 その計量値の許容差は、ミキサの容量によって定められる規定
の時間当たりの計量分を質量に換算して、「表1-3-2計量の許容
誤差」の値以下とする。

1 3 5 4 2 7 その計量値の許容差は、ミキサーの容量によって定められる規
定の時間あたりの計量分を質量に換算して、「表1-3-2計量値の
許容差」の値以下とする。

有 JIS名称変更
諸基準の改定に伴う

1 3 5 4 2 8 なお、受注者は、ミキサの種類、練混ぜ時間などに基づき、規
定の時間あたりの計量分を適切に定めなければならない。

1 3 5 4 2 8 なお、受注者は、ミキサーの種類、練混ぜ時間などに基づき、
規定の時間あたりの計量分を適切に定めなければならない。

有 JIS名称変更
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 3 5 4 2 10 表1-3-2　計量の許容誤差 1 3 5 4 2 10 表1-3-2　計量値の許容差 有 諸基準の改定に伴う
1 3 5 4 2 11 （6） 受注者は、各材料を、一練り分ずつ重量で計量しなければなら

ない。ただし、水及び混和剤溶液は容積で計量してもよいもの
とする。

1 3 5 4 2 11 (6) 受注者は、各材料を、一バッチ分ずつ質量で計量しなければな
らない。ただし、水及び混和剤溶液については、表1-3-2に示し
た許容差内である場合には、容積で計量してもよいものとす

有 諸基準の改定に伴う

1 3 5 4 2 12 なお、一練りの量は、工事の種類、コンクリートの打込み量、
練りまぜ設備、運搬方法等を考慮して定めなければならない。

1 3 5 4 2 12 なお、一バッチの量は、工事の種類、コンクリートの打込み
量、練りまぜ設備、運搬方法等を考慮して定めなければならな

有 表記統一のため修正

1 3 5 4 3 1 3.練混ぜ 1 3 5 4 3 1 3.練混ぜ 無
1 3 5 4 3 2 （1） 受注者は、コンクリートの練混ぜに際し、可傾式、強制練り

バッチミキサまたは連続ミキサを使用するものとする。
1 3 5 4 3 2 (1) 受注者は、コンクリートの練混ぜに際し、可傾式、強制練り

バッチミキサーまたは連続ミキサーを使用するものとする。
有 JIS名称変更

1 3 5 4 3 3 （2） 受注者は、ミキサの練混ぜ試験を、JIS A 8603-2（練混ぜ性能
試験方法）及び土木学会規準「連続ミキサの練混ぜ性能試験方
法」により行わなければならない。

1 3 5 4 3 3 (2) 受注者は、ミキサーの練混ぜ試験を、JIS A 8603-2（練混ぜ性
能試験方法）及び土木学会規準「連続ミキサーの練混ぜ性能試
験方法」により行わなければならない。

有 JIS名称変更

1 3 5 4 3 4 （3） 受注者は、JIS A 8603-1（コンクリートミキサ－第1部：用語及
び仕様項目）、JIS A 8603-2（コンクリートミキサ－第2部：練
混ぜ性能試験方法）に適合するか、または同等以上の性能を有
するミキサを使用しなければならない。ただし、機械練りが不
可能でかつ簡易な構造物の場合で、手練りで行う場合には、受
注者は、設計図書に関して監督職員に協議しなければならな

1 3 5 4 3 4 (3) 受注者は、JIS A 8603-1（コンクリートミキサー第1部：用語及
び仕様項目）、JIS A 8603-2（コンクリートミキサー第2部：練
混ぜ性能試験方法）に適合するか、または同等以上の性能を有
するミキサーを使用しなければならない。ただし、機械練りが
不可能でかつ簡易な構造物の場合で、手練りで行う場合には、
受注者は、設計図書に関して監督職員に協議しなければならな

有 JIS名称変更
誤記修正

1 3 5 4 3 5 （4） 受注者は，練混ぜ時間を試験練りによって定めなければならな
い。

1 3 5 4 3 5 (4) 受注者は，練混ぜ時間を試験練りによって定めなければならな
い。

無

1 3 5 4 3 6 やむを得ず、練り混ぜ時間の試験を行わない場合は、その最小
時間を可傾式バッチミキサを用いる場合1分30秒、強制練りバッ
チミキサを用いる場合1分とするものとする。

1 3 5 4 3 6 やむを得ず、練り混ぜ時間の試験を行わない場合は、その最小
時間を可傾式バッチミキサーを用いる場合1分30秒、強制練り
バッチミキサーを用いる場合1分とするものとする。

有 JIS名称変更

1 3 5 4 3 8 （6） 受注者は、ミキサ内のコンクリートを排出し終わった後でなけ
れば、ミキサ内に新たに材料を投入してはならない。

1 3 5 4 3 8 (6) 受注者は、ミキサー内のコンクリートを排出し終わった後でな
ければ、ミキサー内に新たに材料を投入してはならない。

有 JIS名称変更

1 3 5 4 3 9 （7） 受注者は、使用の前後にミキサを清掃しなければならない。 1 3 5 4 3 9 (7) 受注者は、使用の前後にミキサーを清掃しなければならない。 有 JIS名称変更
1 3 5 4 3 10 （8） ミキサは、練上げコンクリートを排出する時に材料の分離を起

こさない構造でなければならない。
1 3 5 4 3 10 (8) ミキサーは、練上げコンクリートを排出する時に材料の分離を

起こさない構造でなければならない。
有 JIS名称変更

1 3 5 4 3 11 （9） 受注者は、連続ミキサを用いる場合、練混ぜ開始後、最初に排
出されるコンクリートを用いてはならない。

1 3 5 4 3 11 (9) 受注者は、連続ミキサーを用いる場合、練混ぜ開始後、最初に
排出されるコンクリートを用いてはならない。

有 JIS名称変更

1 3 5 4 3 12 なお、この場合の廃棄するコンクリート量は、ミキサ部の容積
以上とする。

1 3 5 4 3 12 なお、この場合の廃棄するコンクリート量は、ミキサー部の容
積以上とする。

有 JIS名称変更

1 3 6 0 0 1 第6節 運搬・打設 1 3 6 0 0 1 第6節 運搬・打設 無
1 3 6 4 0 1 1-3-6-4 打設 1 3 6 4 0 1 1-3-6-4 打設 無
1 3 6 4 2 1 2.適用気温 受注者は、コンクリートの打込みを、日平均気温が4℃を超え

25℃以下の範囲に予想されるときに実施しなければならない。
日平均気温の予想がこの範囲にない場合には、第1編第3章第9節
暑中コンクリート、10節寒中コンクリートの規定による。

1 3 6 4 2 1 2.適用気温 受注者は、コンクリートの打込みを、日平均気温が4℃を超え
25℃以下の範囲に予想されるときに実施しなければならない。
日平均気温の予想がこの範囲にない場合には、第1編第3章第9節
暑中コンクリート、第10節寒中コンクリートの規定による。

有 誤記修正

1 3 6 4 5 1 5.コンクリートポン
プ使用時の注意

受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリート
のポンプ施工指針（案）5章圧送」（土木学会、平成24年6月）
の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得な
ければならない。また、受注者はコンクリートプレーサ、ベル
トコンベア、その他を用いる場合も、材料の分離を防ぐようこ
れらを配置しなければならない。

1 3 6 4 5 1 5.コンクリートポ
ンプ使用時の注意

受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリート
のポンプ施工指針（案）5章圧送」（土木学会、平成24年6月）
の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得な
ければならない。また、受注者はコンクリートプレーサ、ベル
トコンベヤ、その他を用いる場合も、材料の分離を防ぐようこ
れらを配置しなければならない。

有 表記統一のため修正

1 3 6 4 11 1 11.水平打設 受注者は、コンクリートの打上り面が一区画内でほぼ水平とな
るように打設しなければならない。また、締固め能力等を考慮
して、コンクリート打設の1層の高さを定めなければならない。

1 3 6 4 11 1 11.水平打設 受注者は、コンクリートの打上り面が一区画内でほぼ水平とな
るように打設しなければならない。また、締固め能力等を考慮
して、コンクリート打設の一層の高さを定めなければならな

有 表記統一のため修正

1 3 6 4 12 1 12.打設計画書 受注者は，コンクリートの打設作業に際しては，あらかじめ打
設計画書を作成し，適切な高さに設定してこれに基づき，打設
作業を行わなければならない。また，受注者は，型枠の高さが
高い場合には，型枠にコンクリートが付着して硬化するのを防
ぐため，型枠に投入口を設けるか，縦シュートあるいはポンプ
配管の吐出口を打込み面近くまで下げてコンクリートを打ち込
まなければならない。この場合，シュート，ポンプ配管，バ
ケット，ホッパ等の吐出口と打込み面までの高さは1.5m以下と
するものとする。

1 3 6 4 12 1 12.打設計画書 受注者は、コンクリートの打設作業に際しては、あらかじめ打
設計画書を作成し、適切な高さに設定してこれに基づき、打設
作業を行わなければならない。また、受注者は、型枠の高さが
高い場合には、型枠にコンクリートが付着して硬化するのを防
ぐため、型枠に投入口を設けるか、縦シュートあるいはポンプ
配管の吐出口を打込み面近くまで下げてコンクリートを打ち込
まなければならない。この場合、シュート、ポンプ配管、バ
ケット、ホッパ等の吐出口と打込み面までの自由落下高さは
1.5m以下とするものとする。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 6 4 14 1 14.上層下層一体の
締固め

受注者は、コンクリートを2層以上に分けて打込む場合、上層の
コンクリートの打込みは、下層のコンクリートが固まり始める
前に行い、上層と下層が一体になるように施工しなければなら
ない。

1 3 6 4 14 1 14.上層下層一体
の締固め

受注者は、コンクリートを二層以上に分けて打込む場合、上層
のコンクリートの打込みは、下層のコンクリートが固まり始め
る前に行い、上層と下層が一体になるように施工しなければな
らない。

有 表記統一のため修正
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 3 6 4 15 1 15.ブリージング水
の除去

受注者は、コンクリートの打込み中、表面にブリージング水が
ある場合には、これを取り除いてからコンクリートを打たなけ
ればならない。

1 3 6 4 15 1 15.ブリーディン
グ水の除去

受注者は、コンクリートの打込み中、表面にブリーディング水
がある場合には、これを取り除いてからコンクリートを打たな
ければならない。

有 誤記修正

16.不要となったス
ペーサの除去

受注者は，コンクリートの打上りに伴い，不要となったスペー
サを可能なかぎり取り除かなければならない。

有 実態に合わせ削除

1 3 6 4 16 1 17.壁又は柱の連続
打設時の注意

受注者は，壁または柱のような幅に比べて高さが大きいコンク
リートを連続して打込む場合には，打込み及び締固めの際，ブ
リーディングの悪影響を少なくするように，コンクリートの1回
の打込み高さや打上り速度を調整しなければならない。

1 3 6 4 16 1 16.壁または柱の
連続打設時の注意

受注者は，壁または柱のような幅に比べて高さが大きいコンク
リートを連続して打込む場合には，打込み及び締固めの際，ブ
リーディングの悪影響を少なくするように，コンクリートの1回
の打込み高さや打上り速度を調整しなければならない。

有 表記修正

1 3 6 5 0 1 1-3-6-5 締固め 1 3 6 5 0 1 1-3-6-5 締固め 無
1 3 6 5 2 1 2.締固め方法 受注者は、コンクリートが鉄筋の周囲及び型枠のすみずみに行

き渡るように打設し、速やかにコンクリートを十分締固めなけ
ればならない。

1 3 6 5 2 1 2.締固め方法 受注者は、コンクリートが鋼材の周囲及び型枠のすみずみに行
き渡るように打設し、速やかにコンクリートを十分締固めなけ
ればならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 6 5 3 1 3.上層下層一体の締
固め

受注者は、コンクリートを2層以上に分けて打設する場合、バイ
ブレーターを下層のコンクリート中に10㎝程度挿入し、上層と
下層が一体となるように入念に締固めなければならない。

1 3 6 5 3 1 3.上層下層一体の
締固め

受注者は、コンクリートを二層以上に分けて打設する場合、バ
イブレーターを下層のコンクリート中に10㎝程度挿入し、上層
と下層が一体となるように入念に締固めなければならない。

有 表記統一のため修正

1 3 6 6 0 1 1-3-6-6 沈下ひび割れに対する処置 1 3 6 6 0 1 1-3-6-6 沈下ひび割れに対する処置 無
1 3 6 6 2 1 2.沈下ひび割れの防

止
受注者は，沈下ひび割れが発生した場合，タンピングや再振動
を行い，これを修復しなければならない。

1 3 6 6 2 1 2.沈下ひび割れの
防止

受注者は，沈下ひび割れが発生した場合，タンピングや再振動
を行い，これを修復しなければならない。

無

1 3 6 6 2 2 再振動にあたっては、その時期をあらかじめ定めるなど、コン
クリートの品質の低下を招かないように注意して行わなければ
ならない。

1 3 6 6 2 2 再振動にあたっては、その時期をあらかじめ定めるなど、コン
クリートの品質の低下を招かないように適切な時期に行わなけ
ればならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 6 7 0 1 1-3-6-7 打継目 1 3 6 7 0 1 1-3-6-7 打継目 無
1 3 6 7 1 1 1.一般事項 打継目の位置及び構造は、図面の定めによるものとする。ただ

し、受注者は、やむを得ず図面で定められていない場所に打継
目を設ける場合、構造物の強度、耐久性、水密性及び外観を害
しないように、その位置、方向及び施工方法を定め、監督職員
と協議しなければならない。

1 3 6 7 1 1 1.一般事項 打継目の位置及び構造は、契約図面の定めによるものとする。
ただし、受注者は、やむを得ず契約図面で定められていない場
所に打継目を設ける場合、構造物の性能を損なわないように、
その位置、方向及び施工方法を定め、監督職員と協議しなけれ
ばならない。

有 諸基準の改定に伴う
表記修正

1 3 6 7 2 1 2.打継目を設ける位
置

受注者は、打継目を設ける場合には、せん断力の小さい位置に
設け、打継面を部材に圧縮力が作用する方向と直角になるよう
施工しなければならない。

1 3 6 7 2 1 2.打継目を設ける
位置

受注者は、打継目を設ける場合には、せん断力の小さい位置に
設け、PC鋼材定着部背面等の常時引張応力が作用する断面を避
け、打継面を部材に圧縮力が作用する方向と直角になるよう施
工することを原則とする。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 6 7 3 1 3.打継目を設ける場
合の注意

受注者は、やむを得ずせん断力の大きい位置に打継目を設ける
場合には、打継目に、ほぞ、または溝を造るか、鋼材を配置し
て、これを補強しなければならない。

1 3 6 7 3 1 3.打継目を設ける
場合の注意

受注者は、やむを得ずせん断力の大きい位置に打継目を設ける
場合には、打継目に、ほぞ、または溝の凹凸によるせん断キー
で抵抗する方法や、差し筋等の鉄筋によって打継目を補強する
方法等の対策を講ずることとする。また、これらの対策は、所
要の性能を満足することを照査した上で実施する。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 6 7 5 1 5.床と一体になった
柱又は壁の打継目

受注者は，床組みと一体になった柱または壁の打継目を設ける
場合には，床組みとの境の付近に設けなければならない。スラ
ブと一体となるハンチは，床組みと連続してコンクリートを打
つものとする。張出し部分を持つ構造物の場合も，同様にして
施工するものとする。

1 3 6 7 5 1 5.床と一体になっ
た柱または壁の打
継目

受注者は，床組みと一体になった柱または壁の打継目を設ける
場合には，床組みとの境の付近に設けなければならない。スラ
ブと一体となるハンチは，床組みと連続してコンクリートを打
つものとする。張出し部分を持つ構造物の場合も，同様にして
施工するものとする。

有 表記修正

1 3 6 7 8 1 8.伸縮継目 伸縮継目の目地の材質，厚，間隔は設計図書によるものとする
が，特に定めのない場合は瀝青系目地材料厚は1㎝，施工間隔
10m程度とする。

1 3 6 7 8 1 8.伸縮目地 伸縮目地の材質，厚，間隔は設計図書によるものとするが，特
に定めのない場合は瀝青系目地材料厚は1㎝，施工間隔10m程度
とする。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 6 9 0 1 1-3-6-9 養生 1 3 6 9 0 1 1-3-6-9 養生 無
1 3 6 9 1 1 1.一般事項 受注者はコンクリートの打込み後の一定期間を、硬化に必要な

温度および湿潤状態に保ち、有害な作用の影響を受けないよう
に、その部位に応じた適切な方法により養生しなければならな

1 3 6 9 1 1 1.一般事項 受注者はコンクリートの打込み後の一定期間を、硬化に必要な
温度及び湿潤状態に保ち、有害な作用の影響を受けないよう
に、その部位に応じた適切な方法により養生しなければならな

有 表記修正

1 3 6 9 2 1 2.湿潤状態の保持 受注者は、コンクリートの表面を荒らさないで作業できる程度
に硬化した後に、露出面を一定期間、十分な湿潤状態に保たな
ければならない。養生方法の選定にあたっては、その効果を確
かめ、適切に湿潤養生期間を定めなければならない。ただし、
通常のコンクリート工事におけるコンクリートの湿潤養生期間
は、表1-3-3を標準とする。

1 3 6 9 2 1 2.湿潤状態の保持 受注者は、打ち込み後のコンクリートをその部位に応じた適切
な養生方法により、一定期間は十分な湿潤状態に保たなければ
ならない。養生期間は、使用するセメントの種類や養生期間中
の環境温度等に応じて適切に定めなければならない。通常のコ
ンクリート工事におけるコンクリートの湿潤養生期間は、表1-
3-3を標準とする。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 6 9 2 2 なお，中庸熱ポルトランドセメントや低熱ポルトランドセメン
ト等の表1-3-3に示されていないセメントを使用する場合には，
湿潤養生期間に関して監督職員と協議しなければならない。

有 新規追加

1 3 7 0 0 1 第7節 鉄筋工 1 3 7 0 0 1 第7節 鉄筋工 無
1 3 7 1 0 1 1-3-7-1 一般事項 1 3 7 1 0 1 1-3-7-1 一般事項 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 3 7 1 2 1 2.照査 受注者は、施工前に、設計図書に示された形状および寸法で、
鉄筋の組立が可能か、また打込みおよび固め作業を行うために
必要な空間が確保出来ていることを確認しなければならない。
不備を発見したときは監督職員に協議しなければならない。

1 3 7 1 2 1 2.照査 受注者は、施工前に、設計図書に示された形状及び寸法で、鉄
筋の組立が可能か、また打込み及び固め作業を行うために必要
な空間が確保出来ていることを確認しなければならない。不備
を発見したときは監督職員に協議しなければならない。

有 表記修正

1 3 7 3 0 1 1-3-7-3 加工 1 3 7 3 0 1 1-3-7-3 加工 無
1 3 7 3 3 1 3.鉄筋の曲げ半径 受注者は、鉄筋の曲げ形状の施工にあたり、設計図書に鉄筋の

曲げ半径が示されていない場合は、「コンクリート標準示方書
（設計編）本編第13章鉄筋コンクリートの前提、標準7編第2章
鉄筋コンクリートの前提」（土木学会、平成25年3月）の規定に
よる。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければな

1 3 7 3 3 1 3.鉄筋の曲げ半径 受注者は、鉄筋の曲げ形状の施工にあたり、設計図書に鉄筋の
曲げ半径が示されていない場合は、「コンクリート標準示方書
（設計編）本編第13章鉄筋コンクリートの前提、標準7編第2章
鉄筋コンクリートの前提」（土木学会、平成30年3月）の規定に
よる。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければな

有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 3 5 1 5.かぶり 受注者は，設計図書に示されていない鋼材等（組立用鉄筋や金
網，配管など）を配置する場合は，その鋼材等についても所定
のかぶりを確保し，かつその鋼材等と他の鉄筋とのあきを粗骨
材の最大寸法の4／3以上としなければならない。

1 3 7 3 5 1 5.かぶり 受注者は，設計図書に示されていない鋼材等（組立用鉄筋や金
網，配管など）を配置する場合は，その鋼材等についても所定
のかぶりを確保し，かつその鋼材等と他の鉄筋とのあきを粗骨
材の最大寸法の4／3以上としなければならない。

無

1 3 7 3 5 2 図1-3-1　鉄筋のかぶり 1 3 7 3 5 2 図1-3-1　鉄筋のかぶり 無
1 3 7 4 0 1 1-3-7-4 組立て 1 3 7 4 0 1 1-3-7-4 組立て 無
1 3 7 4 2 1 2.配筋・組立て 受注者は、図面に定めた位置に、鉄筋を配置し、コンクリート

打設中に動かないよう十分堅固に組み立てなければならない。
1 3 7 4 2 1 2.配筋・組立て 受注者は、配筋・組立てにおいて以下によらなければならな

い。
有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 4 2 2 なお，必要に応じて図面に示されたもの以外の組立用鉄筋等を
使用するものとする。

1 3 7 4 2 2 (1) 受注者は，契約図面に定めた位置に，鉄筋を配置し，コンク
リート打設中に動かないよう十分堅固に組み立てなければなら

有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 4 2 3 受注者は，鉄筋の交点の要所を，直径0.8mm以上のなまし鉄線，
またはクリップで緊結し，鉄筋が移動しないようにしなければ
ならない。また，設計図書に特別な組立用架台等が指定されて
いる場合は，それに従うものとする。

1 3 7 4 2 3 なお，必要に応じて契約図面に示されたもの以外の組立用鉄筋
等を使用するものとする。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 4 2 4 (2) 受注者は，鉄筋の交点の要所を，直径0.8mm以上の焼なまし鉄
線，またはクリップ等で鉄筋が移動しないように緊結し，使用
した焼なまし鉄線，クリップ等はかぶり内に残してはならな
い。また，設計図書に特別な組立用架台等が指定されている場
合は，それに従うものとする。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 4 2 5 (3) 受注者は，鉄筋の配筋において，施工段階で必要となる形状保
持や施工中の安全対策等を目的として，組立て鉄筋，段取り鉄
筋等の鉄筋やアングル等の仮設物を配置するが，これらをやむ
を得ず構造物本体に存置する場合，これらの仮設物において，
設計の前提が成立することを事前に確認しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 4 3 1 3.鉄筋かぶりの確保 受注者は、設計図書に特に定めのない限り、鉄筋のかぶりを保
つよう、スペーサーを設置するものとし、構造物の側面につい
ては1m2あたり2個以上、構造物の底面については、1m2あたり4
個以上設置し、個数について、鉄筋組立て完了時の段階確認時
に確認を受けなければならない。鉄筋のかぶりとはコンクリー
ト表面から鉄筋までの最短距離をいい、設計上のコンクリート
表面から主鉄筋の中心までの距離とは異なる。また、受注者
は、型枠に接するスペーサーについてはコンクリート製あるい
はモルタル製で本体コンクリートと同等以上の品質を有するも
のを使用しなければならない。

1 3 7 4 3 1 3.鉄筋かぶりの確
保

受注者は、設計図書に特に定めのない限り、鉄筋のかぶりを保
つよう、スペーサを設置するものとし、構造物の側面について
は1㎡あたり2個以上、構造物の底面については、1㎡あたり4個
以上設置し、個数について、鉄筋組立て完了時の段階確認時に
確認を受けなければならない。鉄筋のかぶりとはコンクリート
表面から鉄筋までの最短距離をいい、設計上のコンクリート表
面から主鉄筋の中心までの距離とは異なる。また、受注者は、
型枠に接するスペーサについてはコンクリート製あるいはモル
タル製で本体コンクリートと同等以上の品質を有するものを使
用しなければならない。

有 表記統一(コンクリート標準示方書,
単位)

1 3 7 4 3 2 なお、これ以外のスペーサーを使用する場合は監督職員と協議
しなければならない。

1 3 7 4 3 2 なお、これ以外のスペーサを使用する場合は監督職員と協議し
なければならない。

有 表記統一(コンクリート標準示方書)

1 3 7 5 0 1 1-3-7-5 継手 1 3 7 5 0 1 1-3-7-5 継手 無
1 3 7 5 2 1 2.重ね継手 受注者は、鉄筋の重ね継手を行う場合は、設計図書に示す長さ

を重ね合わせて、直径 0.8mm以上のなまし鉄線で数ヶ所緊結し
なければならない。

1 3 7 5 2 1 2.重ね継手 受注者は、鉄筋の重ね継手を行う場合は、設計図書に示す長さ
を重ね合わせて、直径 0.8mm以上の焼なまし鉄線で数ヶ所緊結
しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 5 2 2 なお、エポキシ系樹脂塗装鉄筋の重ね継手長さは、「エポキシ
樹脂塗装鉄筋を用いる鉄筋コンクリートの設計施工指針【改訂
版】H15.11　土木学会」により、コンクリートの付着強度を無
塗装鉄筋の85％として求めてよい。

1 3 7 5 2 2 なお、エポキシ系樹脂塗装鉄筋の重ね継手長さは、「エポキシ
樹脂塗装鉄筋を用いる鉄筋コンクリートの設計施工指針【改訂
版】」（土木学会、平成15年11月）により、コンクリートの付
着強度を無塗装鉄筋の85％として求めてよい。

有 表記統一のため修正

1 3 7 5 3 1 3.継手位置の相互ず
らし

受注者は、設計図書に明示した場合を除き、継手を同一断面に
集めてはならない。また、受注者は、継手を同一断面に集めな
いため、継手位置を軸方向に相互にずらす距離は、継手の長さ
に鉄筋直径の25倍を加えた長さ以上としなければならない。

1 3 7 5 3 1 3.継手位置 受注者は、原則、継手を同一断面に集めてはならない。また、
受注者は、継手を同一断面に集めないため、継手位置を軸方向
に互いにずらす距離は、継手の長さに鉄筋直径の25倍を加えた
長さ以上としなければならない。継手が同一断面となる場合
は、継手が確実に施工でき、継手付近のコンクリートが確実に
充填され、継手としての性能が発揮されるとともに、構造物や
部材に求められる性能を満たしていることを確認しなければな

有 諸基準の改定に伴う
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 3 7 5 5 1 5.継ぎたし鉄筋の保
護

受注者は、将来の継ぎたしのために構造物から鉄筋を露出して
おく場合には、損傷、腐食等をうけないようにこれを保護しな
ければならない。

1 3 7 5 5 1 5.継足し鉄筋の保
護

受注者は、将来の継足しのために構造物から鉄筋を露出してお
く場合には、損傷、腐食等からこれを保護しなければならな
い。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 5 8 1 8.機械式鉄筋継手 有 新規追加
1 3 7 5 8 2 (1) 機械式鉄筋継手工法を採用する場合は，「現場打ちコンクリー

ト構造物に適用する機械式鉄筋継手工法ガイドライン（平成29
年3月）」に基づき実施するものとする。受注者は，施工する工
法について必要な性能に関し，公的機関等（所定の試験，評価
が可能な大学や自治体，民間の試験機関を含む）による技術的
な確認を受け交付された証明書の写しを監督職員の承諾を得な
ければならない。また，機械式鉄筋継手の施工については，以
下の各号の規定によるものとする。

有 新規追加

1 3 7 5 8 3 ① 使用する工法に応じた施工要領を施工計画書に記載し，施工を
行わなければならない。

有 新規追加

1 3 7 5 8 4 ② 機械式鉄筋継手工法の品質管理は，使用する工法に応じた確認
項目や頻度，方法，合否判定基準等を施工計画書に明示した上
で，施工管理や検査時においては，これに従って確認を行わな
ければならない。また，機械式鉄筋継手工法の信頼度は，土木
学会鉄筋定着・継手指針（令和2年3月土木学会）の信頼度Ⅱ種
を基本とするが，設計時にⅠ種を適用している場合は，設計時
の信頼度に従って施工管理を行わなければならない。

有 新規追加

1 3 7 5 8 5 (2) 設計時に機械式鉄筋継手工法が適用されていない継手におい
て，機械式鉄筋継手工法を適用する場合は，別途，監督職員と
協議し，設計で要求した性能を満足していることや性能を確保
するために必要な継手等級を三者会議等を利用し，設計者に確
認した上で適用すること。

有 新規追加

1 3 7 6 0 1 1-3-7-6 ガス圧接 1 3 7 6 0 1 1-3-7-6 ガス圧接 無
1 3 7 6 4 1 4.圧接面の清掃 受注者は、圧接面を圧接作業前にグラインダー等でその端面が

直角で平滑となるように仕上げるとともに、さび、油、塗料、
セメントペースト、その他の有害な付着物を完全に除去しなけ
ればならない。

1 3 7 6 4 1 4.圧接面の清掃 受注者は、圧接しようとする鉄筋の両端部は、（公社）日本鉄
筋継手協会によって認定された鉄筋冷間直角切断機を使用して
切断しなければならない。自動ガス圧接の場合、チップソーを
あわせて使用するものとする。ただし、すでに直角かつ平滑で
ある場合や鉄筋冷間直角切断機により切断した端面の汚損等を
取り除く場合は、ディスクグラインダで端面を研削するととも
に、さび、油脂、塗料、セメントペースト、その他の有害な付
着物を完全に除去しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 6 5 1 5.圧接面のすき間 突合わせた圧接面は、なるべく平面とし周辺のすき間は2mm以下
とする。

1 3 7 6 5 1 5.圧接面のすきま 突合わせた圧接面は、なるべく平面とし周辺のすきまは2mm以下
とする。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 7 6 6 1 6.悪天候時の作業禁
止

受注者は、降雪雨または、強風等の時は作業をしてはならな
い。ただし、作業が可能なように、遮へいした場合は作業を行
うことができる。

1 3 7 6 6 1 6.悪天候時の作業
禁止

受注者は、降雪雨または、強風等の時は作業をしてはならな
い。ただし、作業が可能なように、防風対策を施して適切な作
業ができることが確認された場合は作業を行うことができる。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 10 0 0 1 第10節 寒中コンクリート 1 3 10 0 0 1 第10節 寒中コンクリート 無
1 3 10 2 0 1 1-3-10-2 施工 1 3 10 2 0 1 1-3-10-2 施工 無
1 3 10 2 4 1 4.材料投入順序の設

定
受注者は、セメントが急結を起こさないように、加熱した材料
をミキサに投入する順序を設定しなければならない。

1 3 10 2 4 1 4.材料投入順序の
設定

受注者は、セメントが急結を起こさないように、加熱した材料
をミキサーに投入する順序を設定しなければならない。

有 JIS名称変更

1 3 10 3 0 1 1-3-10-3 養生 1 3 10 3 0 1 1-3-10-3 養生 無
1 3 10 3 3 1 3.凍結の保護 受注者は，コンクリートが打込み後の初期に凍結しないように

保護し，特に風を防がなければならない。
1 3 10 3 3 1 3.凍結からの保護 受注者は，コンクリートが打込み後の初期に凍結しないように

保護し，特に風を防がなければならない。
有 表記統一

1 3 10 3 5 1 5.養生中のコンク
リート温度

受注者は、養生中のコンクリートの温度を5℃以上に保たなけれ
ばならない。また、養生期間については、表1-3-4の値以上とす
るのを標準とする。

1 3 10 3 5 1 5.養生温度 受注者は、養生温度を5℃以上に保たなければならない。また、
養生期間については、表1-3-4の値以上とするのを標準とする。

有 表記統一(コンクリート標準示方書)

1 3 10 3 5 2 なお、表1-3-4の養生期間の後、さらに2日間はコンクリート温
度を0℃以上に保たなければならない。また、湿潤養生に保つ養
生日数として表3-3に示す期間も満足する必要がある。

1 3 10 3 5 2 なお、表1-3-4の養生期間の後、さらに2日間はコンクリート温
度を0℃以上に保たなければならない。また、湿潤養生に保つ養
生日数として表1-3-3に示す期間も満足する必要がある。

有 誤記修正

1 3 10 3 5 3 表1-3-4　寒中コンクリートの養生期間 1 3 10 3 5 3 表1-3-4　寒中コンクリートの温度制御養生期間 有 諸基準の改定に伴う
1 3 11 0 0 1 第11節 マスコンクリート 1 3 11 0 0 1 第11節 マスコンクリート 無
1 3 11 2 0 1 1-3-11-2 施工 1 3 11 2 0 1 1-3-11-2 施工 無
1 3 11 2 5 1 5.型枠による対策 受注者は，温度ひび割れに制御が適切に行えるよう，型枠の材

料及び構造を選定するとともに，型枠を適切な期間存置しなけ
ればならない。

1 3 11 2 5 1 5.型枠による対策 受注者は、温度ひび割れに制御が適切に行えるよう、実際の施
工条件に基づく温度ひび割れの照査時に想定した型枠の材料及
び構造を選定するとともに、型枠を適切な期間存置しなければ
ならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 13 0 0 1 第13節 水中不分離性コンクリート 1 3 13 0 0 1 第13節 水中不分離性コンクリート 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

1 3 13 3 0 1 1-3-13-3 コンクリートの製造 1 3 13 3 0 1 1-3-13-3 コンクリートの製造 無
1 3 13 3 3 1 3.材料の計量 1 3 13 3 3 1 3.材料の計量 無
1 3 13 3 3 4 （2） 計量誤差は、1バッチ計量分に対し、「表1-3-5計量誤差（水中

不分離性コンクリート）」の値以下とするものとする。
1 3 13 3 3 4 (2) 計量値の許容差は、1バッチ計量分に対し、「表1-3-5計量値の

許容差（水中不分離性コンクリート）」の値以下とするものと
する。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 13 3 3 5 表1-3-5　計量値の許容誤差（水中不分離性コンクリート） 1 3 13 3 3 5 表1-3-5　計量値の許容差（水中不分離性コンクリート） 有 諸基準の改定に伴う
1 3 13 3 4 1 4.練混ぜ 1 3 13 3 4 1 4.練混ぜ 無
1 3 13 3 4 3 （2） 受注者は、強制練りバッチミキサを用いてコンクリートを練り

混ぜるものとする。
1 3 13 3 4 3 (2) 受注者は、強制練りバッチミキサーを用いてコンクリートを練

り混ぜるものとする。
有 JIS名称変更

1 3 13 3 4 10 （5） 受注者は、練混ぜ開始にあたって、あらかじめミキサにモルタ
ルを付着させなければならない。

1 3 13 3 4 10 (5) 受注者は、練混ぜ開始にあたって、あらかじめミキサーにモル
タルを付着させなければならない。

有 JIS名称変更

1 3 13 3 5 1 5.ミキサ、運搬機器
の洗浄及び洗浄排水
の処理

1 3 13 3 5 1 5.ミキサー、運搬
機器の洗浄及び洗
浄排水の処理

有 JIS名称変更

1 3 13 3 5 2 （1） 受注者は、ミキサ及び運搬機器を使用の前後に十分洗浄しなけ
ればならない。

1 3 13 3 5 2 (1) 受注者は、ミキサー及び運搬機器を使用の前後に十分洗浄しな
ければならない。

有 JIS名称変更

1 3 13 4 0 1 1-3-13-4 運搬打設 1 3 13 4 0 1 1-3-13-4 運搬打設 無
1 3 13 4 3 1 3.打設 1 3 13 4 3 1 3.打設 無
1 3 13 4 3 7 （6） 受注者は，コンクリートを静水中で水中落下高さ50cm以下で打

ち込まなければならない。
1 3 13 4 3 7 (6) 受注者は、コンクリートを静水中で水中落下高さ50cm以下で打

ち込まなければならない。やむを得ず、流水中や水中落下高さ
が50cmを超える状態での打込みを行う場合には、所要の品質を
満足するコンクリートが得られることを確認するとともに、設
計図書に関して監督職員と協議しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

1 3 14 0 0 1 第14節 プレパックドコンクリート 1 3 14 0 0 1 第14節 プレパックドコンクリート 無
1 3 14 2 0 1 1-3-14-2 施工機器 1 3 14 2 0 1 1-3-14-2 施工機器 無
1 3 14 2 1 2 （1） 受注者は、5分以内に規定の品質の注入モルタルを練り混ぜるこ

とのできるモルタルミキサを使用しなければならない。
1 3 14 2 1 2 (1) 受注者は、5分以内に規定の品質の注入モルタルを練り混ぜるこ

とのできるモルタルミキサーを使用しなければならない。
有 JIS名称変更

1 3 14 3 0 1 1-3-14-3 施工 1 3 14 3 0 1 1-3-14-3 施工 無
1 3 14 3 5 1 5.練混ぜ 1 3 14 3 5 1 5.練混ぜ 無
1 3 14 3 5 2 （1） 受注者は、練混ぜをモルタルミキサで行うものとし、均一なモ

ルタルが得られるまで練り混ぜなければならない。
1 3 14 3 5 2 (1) 受注者は、練混ぜをモルタルミキサーで行うものとし、均一な

モルタルが得られるまで練り混ぜなければならない。
有 JIS名称変更

1 3 14 3 5 4 （3） 受注者は、モルタルミキサ1バッチの練混ぜを、ミキサの定めら
れた練混ぜ容量に適した量で練り混ぜなければならない。

1 3 14 3 5 4 (3) 受注者は、モルタルミキサー1バッチの練混ぜを、ミキサーの定
められた練混ぜ容量に適した量で練り混ぜなければならない。

有 JIS名称変更

1 3 14 3 6 1 6.注入 1 3 14 3 6 1 6.注入 無
1 3 14 3 6 4 なお、やむを得ず注入を中断し、設計図書又は施工計画にない

ところに打継目を設ける場合は、事前に打継目処置方法に関し
て監督職員の承諾を得なければならない。

1 3 14 3 6 4 なお、やむを得ず注入を中断し、設計図書または施工計画にな
いところに打継目を設ける場合は、事前に打継目処置方法に関
して監督職員の承諾を得なければならない。

有 表記修正

2 0 0 0 0 1 第2編 材料編 2 0 0 0 0 1 第2編 材料編 無
2 1 0 0 0 1 第1章 一般事項 2 1 0 0 0 1 第1章 一般事項 無
2 1 2 0 0 1 第2節 工事材料の品質 2 1 2 0 0 1 第2節 工事材料の品質 無
2 1 2 0 1 1 1.一般事項 受注者は，工事に使用した材料の品質を証明する，試験成績

表，性能試験結果，ミルシート等の品質規格証明書を受注者の
責任において整備，保管し，監督職員または検査職員の請求が
あった場合は速やかに提示しなければならない。ただし，設計
図書で提出を定められているものについては，監督職員へ提出
しなければならない。

2 1 2 0 1 1 1.一般事項 受注者は、工事に使用した材料の品質を証明する、試験成績
表、性能試験結果、ミルシート等の品質規格証明書を受注者の
責任において整備、保管し、監督職員または検査職員の請求が
あった場合は速やかに提示しなければならない。ただし、設計
図書で品質規格証明書等の提出を定められているものについて
は、監督職員へ提出しなければならない。

有 表記修正

2 1 2 0 4 1 4.見本・品質証明資
料

受注者は，設計図書において指定された工事材料について，見
本または品質を証明する資料を工事材料を使用するまでに監督
職員に提出し，確認を受けなければならない。

2 1 2 0 4 1 4.見本・品質証明
資料

受注者は，設計図書において監督職員の試験もしくは確認及び
承諾を受けて使用することを指定された工事材料について，見
本または品質を証明する資料を工事材料を使用するまでに監督
職員に提出し，確認承諾を受けなければならない。

有 表記修正

2 1 2 0 4 2 なお，JISマーク表示品については，JISマーク表示状態の確認
とし見本または品質を証明する資料の提出は省略できる。

2 1 2 0 4 2 なお，JISマーク表示品については，JISマーク表示状態の確認
とし見本または品質を証明する資料の提出は省略できる。

無

2 2 3 0 0 1 第3節 骨材 2 2 3 0 0 1 第3節 骨材 無
2 2 3 1 0 1 2-2-3-1 一般事項 2 2 3 1 0 1 2-2-3-1 一般事項 無

2 2 3 1 9 1 9.骨材の品質試験 受注者は、骨材の使用にあたってはこの仕様書における関係条
項の規定に適合するものとし、施工に際しあらかじめ品質試験
を行い、その試験結果を監督員に提出し、承諾を得なければな
らない。ただし、施工の１年以内に行った試験成績書により監
督員が品質の適合を承諾した場合は、受注者は施工ごとの品質
試験を省略することができる。

有 新規追加【県独自】

2 2 3 3 0 1 2-2-3-3 アスファルト舗装用骨材 2 2 3 3 0 1 2-2-3-3 アスファルト舗装用骨材 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

2 2 3 3 5 1 5.鉄鋼スラグの規格
（路盤材用）

路盤材に用いる鉄鋼スラグは，表2-2-9の規格に適合するものと
する。

2 2 3 3 5 1 5.鉄鋼スラグの規
格（路盤材用）

路盤材に用いる鉄鋼スラグは，表2-2-9の規格に適合するものと
する。

無

2 2 3 3 5 2 表2-2-9　鉄鋼スラグの規格 2 2 3 3 5 2 表2-2-9　鉄鋼スラグの規格 有 図表修正
2 2 5 7 0 1 2-2-5-7 溶接材料 2 2 5 7 0 1 2-2-5-7 溶接材料 無
2 2 5 7 1 10 JIS Z 3352（サブマージアーク溶接用フラックス） 2 2 5 7 1 10 JIS Z 3352（サブマージアーク溶接及びエレクトロスラグ溶接

用フラックス）
有 JIS名称変更

2 2 5 14 0 1 2-2-5-14 鉄線じゃかご 2 2 5 14 0 1 2-2-5-14 鉄線じゃかご 無
2 2 5 14 0 3 なお、亜鉛アルミニウム合金めっき鉄線を使用する場合は、ア

ルミニウム含有率10％、めっき付着量300g/m2以上のめっき鉄線
を使用するものとする。

2 2 5 14 0 3 なお、亜鉛アルミニウム合金めっき鉄線を使用する場合は、ア
ルミニウム含有率10％、めっき付着量300g/㎡以上のめっき鉄線
を使用するものとする。

有 表記統一

2 2 6 0 0 1 第6節 セメント及び混和材料 2 2 6 0 0 1 第6節 セメント及び混和材料 無
2 2 6 1 0 1 2-2-6-1 一般事項 2 2 6 1 0 1 2-2-6-1 一般事項 無
2 2 6 1 4 1 4.異常なセメント使

用時の注意
受注者は，貯蔵中に塊状になったセメントを，用いてはならな
い。また，湿気をうけた疑いのあるセメント，その他異常を認
めたセメントの使用にあたっては，これを用いる前に試験を行
い，その品質を確かめなければならない。

2 2 6 1 4 1 4.異常なセメント
使用時の注意

受注者は、貯蔵中に塊状になったセメントを、用いてはならな
い。また、湿気をうけた疑いのあるセメント、その他異常を認
めたセメントの使用にあたっては、これを用いる前に試験を行
い、その品質を確かめなければならない。ただし、保管期間が
長期にわたると品質が変動する可能性があるので、長期間貯蔵
したセメントは使用してはならない。

有 諸基準の改定に伴う

2 2 6 1 7 1 7.異常な混和剤使用
時の注意

受注者は，貯蔵中に前項に示す分離・変質等が生じた混和剤や
その他異常を認めた混和剤について，これらを用いる前に試験
を行い，性能が低下していないことを確かめなければならな
い。

2 2 6 1 7 1 7.異常な混和剤使
用時の注意

受注者は、貯蔵中に前項に示す分離・変質等が生じた混和剤や
その他異常を認めた混和剤について、これらを用いる前に試験
を行い、性能が低下していないことを確かめなければならな
い。ただし、保管期間が長期にわたると品質が変動する可能性
があるので、長期間貯蔵した混和剤は使用してはならない。

有 諸基準の改定に伴う

2 2 6 1 9 1 9.異常な混和材使用
時の注意

受注者は，貯蔵中に吸湿により固結した混和材，その他異常を
認めた混和材の使用にあたって，これを用いる前に試験を行
い，その品質を確かめなければならない。

2 2 6 1 9 1 9.異常な混和材使
用時の注意

受注者は、貯蔵中に吸湿により固結した混和材、その他異常を
認めた混和材の使用にあたって、これを用いる前に試験を行
い、その品質を確かめなければならない。ただし、保管期間が
長期にわたると品質が変動する可能性があるので、長期間貯蔵
した混和材は使用してはならない。

有 諸基準の改定に伴う

2 2 6 2 0 1 2-2-6-2 セメント 2 2 6 2 0 1 2-2-6-2 セメント 無
2 2 6 2 2 1 2.普通ポルトランド

セメントの規定
コンクリート構造物に使用する普通ポルトランドセメントは，
本条3項，4項の規定に適合するものとする。

2 2 6 2 2 1 2.普通ポルトラン
ドセメントの規定

コンクリート構造物に使用する普通ポルトランドセメントは，
本条3項，4項の規定に適合するものとする。

無

2 2 6 2 2 2 なお、小規模工種で、1工種当たりの総使用量が10m3未満の場合
は、本条項の適用を除外することができる。

2 2 6 2 2 2 なお、小規模工種で、1工種あたりの総使用量が10 未満の場合
は、本条項の適用を除外することができる。

有 表記統一
表記修正

2 2 6 3 0 1 2-2-6-3 混和材料 2 2 6 3 0 1 2-2-6-3 混和材料 無
2 2 6 3 5 1 5.急結剤 急結剤は、「コンクリート標準示方書（規準編）JSCE-D102-

2018吹付けコンクリート（モルタル）用急結剤品質規格
（案）」（土木学会、平成25年11月）の規格に適合するものと

2 2 6 3 5 1 5.急結剤 急結剤は、「コンクリート標準示方書（規準編）JSCE-D102-
2018吹付けコンクリート（モルタル）用急結剤品質規格
（案）」（土木学会、平成30年10月）の規格に適合するものと

有 諸基準の改定に伴う

2 2 7 0 0 1 第7節 セメントコンクリート製品 2 2 7 0 0 1 第7節 セメントコンクリート製品 無
2 2 7 1 0 1 2-2-7-1 一般事項 2 2 7 1 0 1 2-2-7-1 一般事項 無
2 2 7 1 2 1 2.塩化物含有量 セメントコンクリート中の塩化物含有量は、コンクリート中に

含まれる塩化物イオン（Cl-）の総量で表すものとし、練混ぜ時
の全塩化物イオンは0.30㎏/m3以下とするものとする。

2 2 7 1 2 1 2.塩化物含有量 セメントコンクリート中の塩化物含有量は、コンクリート中に
含まれる塩化物イオン（Cl-）の総量で表すものとし、練混ぜ時
の全塩化物イオンは0.30㎏/ 以下とするものとする。

有 表記統一のため修正

2 2 7 1 2 2 なお，受注者は，これを超えるものを使用する場合は，設計図
書に関して監督職員の承諾を得なければならない。

2 2 7 1 2 2 なお，受注者は，これを超えるものを使用する場合は，設計図
書に関して監督職員の承諾を得なければならない。

無

2 2 7 1 3 1 3.アルカリ骨材反応
抑制対策

受注者は、セメントコンクリート製品の使用にあたって「アル
カリ骨材反応抑制対策について」土木部長通知平成14年8月13
日）を遵守し、アルカリ骨材反応抑制対策の適合を確認した資
料を監督職員に提出しなければならない。

2 2 7 1 3 1 3.アルカリシリカ
反応抑制対策

受注者は、コンクリートの使用にあたって「コンクリート耐久
性向上対策」（土木部長通知，平成14年8月13日）を遵守し、ア
ルカリシリカ反応抑制対策の適合を確かめなければならない。

有 表記統一(国に準拠)

2 2 8 3 0 1 2-2-8-3 再生用添加剤 2 2 8 3 0 1 2-2-8-3 再生用添加剤 無
2 2 8 3 0 2 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（平成26年7月改

正政令第269号）に規定されている特定化学物質を含まないもの
とし、表2-2-24、表2-2-25、表2-2-26の規格に適合するものと
する。

2 2 8 3 0 2 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（令和2年4月改
正政令第148号）に規定されている特定化学物質を含まないもの
とし、表2-2-24、表2-2-25、表2-2-26の規格に適合するものと
する。

有 諸法令の改正に伴う

2 2 10 0 0 1 第10節 目地材料 2 2 10 0 0 1 第10節 目地材料 無
2 2 10 1 0 1 2-2-10-1 注入目地材 2 2 10 1 0 1 2-2-10-1 注入目地材 無
2 2 10 1 1 1 1.一般事項 注入目地材は、コンクリート版の膨張、収縮に順応し、コンク

リートとよく付着し、しかもひびわれが入らないものとする。
2 2 10 1 1 1 1.一般事項 注入目地材は、コンクリート版の膨張、収縮に順応し、コンク

リートとよく付着し、しかもひび割れが入らないものとする。
有 表記修正

2 2 12 0 0 1 第12節 道路標識及び区画線 2 2 12 0 0 1 第12節 道路標識及び区画線 無
2 2 12 1 0 1 2-2-12-1 道路標識 2 2 12 1 0 1 2-2-12-1 道路標識 無
2 2 12 1 0 2 標識板、支柱、補強材、取付金具、反射シートの品質は、以下

の規格に適合するものとする。
2 2 12 1 0 2 標示板，支柱，補強材，取付金具，反射シートの品質は，以下

の規格に適合するものとする。
有 表記統一
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

2 2 12 1 0 3 （1） 標識板 2 2 12 1 0 3 (1) 標示板 有 表記統一
2 2 12 1 0 11 （2） 支柱 2 2 12 1 0 11 (2) 支柱 無

2 2 12 1 0 16 JIS G 3106（溶接構造用圧延鋼材） 有 新規追加
2 2 12 1 0 17 JIS G 3136（建築構造用圧延鋼材） 有 新規追加

2 2 12 1 0 23 （4） 反射シート 2 2 12 1 0 23 (4) 反射シート 無
2 2 12 1 0 25 また、反射シートは、屋外にさらされても、著しい色の変化、

ひびわれ、剥れが生じないものとする。
2 2 12 1 0 25 また、反射シートは、屋外にさらされても、著しい色の変化、

ひび割れ、剥れが生じないものとする。
有 表記修正

2 2 12 1 0 27 表2-2-27　封入レンズ型反射シートの反射性能 2 2 12 1 0 27 表2-2-27　封入レンズ型反射シートの反射性能 有 諸基準の改定に伴う
2 2 12 1 0 28 表2-2-28　カプセルレンズ型反射シートの反射性能 2 2 12 1 0 28 表2-2-28　カプセルレンズ型反射シートの反射性能 有 諸基準の改定に伴う
3 0 0 0 0 1 第3編 土木工事共通編 3 0 0 0 0 1 第3編 土木工事共通編 無
3 1 0 0 0 1 第1章 総則 3 1 0 0 0 1 第1章 総則 無
3 1 1 0 0 1 第1節 総則 3 1 1 0 0 1 第1節 総則 無
3 1 1 1 0 1 3-1-1-1 用語の定義 無 1-1-1-2に移動
3 1 1 1 1 1 1.一般事項 土木工事にあっては，第1編の1-1-1-2用語の定義の規定に加え

以下の用語の定義に従うものとする
無 1-1-1-2に移動

3 1 1 1 2 1 2.段階確認 段階確認とは，設計図書に示された施工段階において，監督職
員が臨場等により，出来形，品質，規格，数値等を確認するこ
とをいう。

無 1-1-1-2に移動

3 1 1 2 0 1 3-1-1-2 請負代金内訳書及び工事費構成書 3 1 1 1 0 1 3-1-1-1 請負代金内訳書及び工事費構成書 無
3 1 1 2 1 1 1.請負代金内訳書 受注者は、契約書第3条に請負代金内訳書（以下「内訳書」とい

う。）を規定されたときは、内訳書を監督職員を通じて発注者
に提出しなければならない。

3 1 1 1 1 1 1.請負代金内訳書 受注者は、契約書第3条に請負代金内訳書（以下「内訳書」とい
う。）を規定されたときは、内訳書を発注者に提出しなければ
ならない。

有 実態に合わせ修正

3 1 1 4 0 1 3-1-1-4 現場技術員 3 1 1 3 0 1 3-1-1-3 現場技術員 無
3 1 1 4 0 2 受注者は，設計図書で建設コンサルタント等に委託した現場技

術員の配置が明示された場合には，以下の各号によらなければ
ならない。

3 1 1 3 0 2 受注者は，設計図書で建設コンサルタント等に委託した現場技
術員の配置が明示された場合には，以下の各号によらなければ
ならない。

無

3 1 1 4 0 3 なお、委託先および工事を担当する現場技術員については、監
督職員から通知するものとする。

3 1 1 3 0 3 なお、委託先及び工事を担当する現場技術員については、監督
職員から通知するものとする。

有 表記修正

3 1 1 5 0 1 3-1-1-5 支給材料及び貸与品 無 1-1-1-17に移動
3 1 1 5 1 1 1.適用規定 土木工事にあっては，第1編の1-1-1-17支給材料及び貸与品の規

定に加え以下の規定による。
無 1-1-1-17に移動

3 1 1 5 1 2 2.貸与機械の使用 受注者は，貸与機械の使用にあたっては，別に定める請負工事
用建設機械無償貸付仕様書によらなければならない。

無 1-1-1-17に移動

3 1 1 6 0 1 3-1-1-6 監督職員による確認及び立会等 3 1 1 4 0 1 3-1-1-4 監督職員による確認及び立会等 無
3 1 1 6 5 1 5.遵守義務 受注者は、契約書第9条第2項第3号、第13条第2項または第14条

第1項もしくは同条第2項の規定に基づき、監督職員の立会を受
け、材料の確認を受けた場合にあっても、契約書第17条及び第
31条に規定する義務を免れないものとする。

3 1 1 4 5 1 5.遵守義務 受注者は、契約書第9条第2項第3号、第13条第2項または第14条
第1項もしくは同条第2項の規定に基づき、監督職員の立会を受
け、材料の確認を受けた場合にあっても、契約書第17条及び第
32条に規定する義務を免れないものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 1 1 9 0 1 3-1-1-9 工事完成図書の納品 3 1 1 7 0 1 3-1-1-7 工事完成図書の納品 無
2.電子納品の提出 ガイドラインに基づいて作成した電子成果品は電子媒体（原則

CD-R）で正本１部，副本２部の計３部提出する。電子化しない
成果品については従来どおりの取扱とする。電子納品レベル及
び成果品の電子化の範囲については，事前協議を行い決定する
ものとする。

2.電子納品の提出 ガイドラインに基づいて作成した電子成果品は電子媒体（原則
CD-R）で正本１部，副本１部の計２部提出する。電子化しない
成果品については従来どおりの取扱いとする。電子納品レベル
及び成果品の電子化の範囲については，事前協議を行い決定す
るものとする。

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

3 1 1 7 3 1 3.地質調査の電子
成果品等

受注者は，設計図書において地質調査の実施が明示された場
合，ガイドラインに基づいて電子成果品を作成しなければなら
ない。

有 新規追加
【県独自】

3 1 1 7 3 2 なお，受注者は，地質データ，試験結果等については，別途定
める検定に関する技術を有する第三者機関による検定を受けた
うえで，発注者へ提出するとともに，発注者が指定する地盤情
報データベースに登録しなければならない。

有 新規追加
【県独自】

3 1 1 11 0 1 3-1-1-11 施工管理 有 1-1-1-24に移動
3 1 1 11 1 1 1.適用規定 土木工事にあっては，第1編の1-1-1-23施工管理の規定に加え以

下の規定による。
有 1-1-1-24に移動

3 1 1 11 2 1 2.品質記録台帳 受注者は，工事に使用した建設資材の品質記録について建設材
料の品質記録保存業務実施要領（案）（建設大臣官房技術調査
室長通達，昭和60年9月24日）に基づいて品質記録台帳を提出し
なければならない。

有 1-1-1-24に移動

3 1 1 12 0 1 3-1-1-12 安全確保 有 1-1-1-27に移動
3 1 1 12 1 1 1.適用規定 土木工事にあっては，第1編の1-1-1-26工事中の安全確保の規定

に加え以下の規定による。
有 1-1-1-27に移動

本編　21



土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 1 1 12 2 1 2.建設工事公衆災害
防止対策要綱

受注者は，建設工事公衆災害防止対策要綱（建設事務次官通
達，平成5年1月12日）を遵守して災害の防止を図らなければな
らない。

有 1-1-1-27に移動

3 1 1 12 3 1 3.使用する建設機械 受注者は，土木工事に使用する建設機械の選定，使用等につい
て，設計図書により建設機械が指定されている場合には，これ
に適合した建設機械を使用しなければならない。ただし，より
条件に合った機械がある場合には，監督職員の承諾を得て，そ
れを使用することができる。

有 1-1-1-27に移動

3 1 1 12 4 1 4.架空線等事故防止
対策

受注者は，架空線等上空施設の位置及び占用者を把握するた
め，工事現場，土取り場，建設発生土受入地，資材等置き場
等，工事に係わる全ての架空線等上空施設の現地調査（場所，
種類，高さ等）を行い，その調査結果について，支障物件の有
無に関わらず，監督職員へ報告しなければならない。

有 1-1-1-27に移動

3 1 1 13 0 1 3-1-1-13 交通安全管理 有 1-1-1-33に移動
3 1 1 13 1 1 1.適用規定 土木工事にあっては，第1編の1-1-1-32交通安全管理の規定に加

え以下の規定による。
有 1-1-1-33に移動

3 1 1 13 2 1 2.工事用道路の維持
管理

受注者は，設計図書において指定された工事用道路を使用する
場合は，設計図書の定めに従い，工事用道路の維持管理及び補
修を行うものとする。

有 1-1-1-33に移動

3 1 1 13 3 1 3.施工計画書 受注者は，指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維
持管理，補修及び使用方法等を施工計画書に記載しなければな
らない。この場合において，受注者は，関係機関に所要の手続
をとるものとし，発注者が特に指示する場合を除き，標識の設
置その他の必要な措置を行わなければならない。

有 1-1-1-33に移動

3 1 1 14 0 1 3-1-1-14 工事測量 有 1-1-1-38に移動
3 1 1 14 1 1 1.適用規定 土木工事にあっては，第1編の1-1-1-37工事測量の規定に加え以

下の規定による。
有 1-1-1-38に移動

3 1 1 14 2 1 2.仮設標識 受注者は，丁張，その他工事施工の基準となる仮設標識を，設
置しなければならない。

有 1-1-1-38に移動

3 1 1 16 0 1 3-1-1-16 創意工夫 3 1 1 10 0 1 3-1-1-10 創意工夫 無
3 1 1 16 1 1 受注者は，自ら立案実施した創意工夫や地域社会への貢献とし

て評価できる項目について，工事完成時までに，監督職員に提
出する事ができる。

3 1 1 10 1 1 受注者は、自ら立案実施した創意工夫や地域社会への貢献とし
て、特に評価できる項目について、工事完成時までに所定の様
式により、監督職員に提出する事ができる。

有 表記修正

3 2 0 0 0 1 第2章 一般施工 3 2 0 0 0 1 第2章 一般施工 無
3 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 3 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
3 2 2 0 0 4 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成24年3

月）
3 2 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年

11月）
有 発行年月の修正

3 2 2 0 0 5 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）（平
成24年3月）

3 2 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

有 発行年月の修正

3 2 2 0 0 6 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成24
年3月）

3 2 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成
29年11月）

有 発行年月の修正

3 2 2 0 0 7 日本道路協会鋼道路橋施工便覧（昭和60年2月） 3 2 2 0 0 7 日本道路協会　鋼道路橋施工便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

3 2 2 0 0 8 日本道路協会鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 3 2 2 0 0 8 日本道路協会 鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 9 日本道路協会舗装調査・試験法便覧（平成19年6月） 3 2 2 0 0 9 日本道路協会　舗装調査・試験法便覧（平成31年3月） 有 発行年月の修正
3 2 2 0 0 10 日本道路協会アスファルト舗装工事共通仕様書解説（平成4年12

月）
3 2 2 0 0 10 日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説（平成4年

12月）
有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 11 日本道路協会転圧コンクリート舗装技術指針（案）（平成2年11
月）

3 2 2 0 0 11 日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案）（平成2年
11月）

有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 12 建設省薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針
（昭和49年7月）

3 2 2 0 0 12 建設省 薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針
（昭和49年7月）

有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 13 建設省薬液注入工事に係る施工管理等について（平成2年9月） 3 2 2 0 0 13 建設省 薬液注入工事に係る施工管理等について（平成2年9 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 14 日本薬液注入協会薬液注入工法の設計・施工指針（平成元年6

月）
3 2 2 0 0 14 日本薬液注入協会 薬液注入工法の設計・施工指針（平成元年6

月）
有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 15 国土交通省仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改正） 3 2 2 0 0 15 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 16 環境省水質汚濁に係る環境基準について（平成26年11月） 3 2 2 0 0 16 環境省　水質汚濁に係る環境基準について（平成31年3月） 有 発行年月の修正
3 2 2 0 0 17 日本道路協会防護柵の設置基準・同解説（平成20年1月） 3 2 2 0 0 17 日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説（令和3年3月） 有 発行年月の修正
3 2 2 0 0 18 日本道路協会杭基礎施工便覧（平成19年1月） 3 2 2 0 0 18 日本道路協会　杭基礎施工便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

3 2 2 0 0 19 全国特定法面保護協会のり枠工の設計施工指針（平成25年10
月）

3 2 2 0 0 19 全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針（平成25年10
月）

有 軽微な修正(スペース)
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編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 2 0 0 20 地盤工学会グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説（平成
24年5月）

3 2 2 0 0 20 地盤工学会 グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説（平
成24年5月）

有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 21 日本道路協会道路土工－軟弱地盤対策工指針（平成24年8月） 3 2 2 0 0 21 日本道路協会 道路土工－軟弱地盤対策工指針（平成24年8月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 22 日本道路協会道路土工要綱（平成21年6月） 3 2 2 0 0 22 日本道路協会 道路土工要綱（平成21年6月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 23 日本道路協会道路土工－盛土工指針（平成22年4月） 3 2 2 0 0 23 日本道路協会 道路土工－盛土工指針（平成22年4月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 24 日本道路協会道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成21年6

月）
3 2 2 0 0 24 日本道路協会 道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成21年6

月）
有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 25 日本道路協会道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 3 2 2 0 0 25 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 26 日本道路協会道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 3 2 2 0 0 26 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 27 日本道路協会道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 3 2 2 0 0 27 日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 28 日本道路協会斜面上の深礎基礎設計施工便覧（平成24年4月） 3 2 2 0 0 28 日本道路協会 斜面上の深礎基礎設計施工便覧（平成24年4月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 29 日本道路協会舗装再生便覧（平成22年11月） 3 2 2 0 0 29 日本道路協会 舗装再生便覧（平成22年11月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 30 日本道路協会舗装施工便覧（平成18年2月） 3 2 2 0 0 30 日本道路協会 舗装施工便覧（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 31 日本道路協会鋼管矢板基礎設計施工便覧（平成9年12月） 3 2 2 0 0 31 日本道路協会 鋼管矢板基礎設計施工便覧（平成9年12月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 32 建設省トンネル工事における可燃性ガス対策について（昭和53

年7月）
3 2 2 0 0 32 建設省 トンネル工事における可燃性ガス対策について（昭和

53年7月）
有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 33 建設業労働災害防止協会ずい道等建設工事における換気技術指
針（換気技術の設計及び粉じん等の測定）（平成24年3月）

3 2 2 0 0 33 建設業労働災害防止協会 ずい道等建設工事における換気技術
指針（換気技術の設計及び粉じん等の測定）（平成24年3月）

有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 34 建設省道路付属物の基礎について（昭和50年7月） 3 2 2 0 0 34 建設省 道路付属物の基礎について（昭和50年7月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 35 日本道路協会道路標識設置基準（昭和62年1月） 3 2 2 0 0 35 日本道路協会　道路標識設置基準・同解説（令和2年6月） 有 諸基準の改定に伴う
3 2 2 0 0 36 日本道路協会視線誘導標設置基準・同解説（昭和59年10月） 3 2 2 0 0 36 日本道路協会 視線誘導標設置基準・同解説（昭和59年10月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 37 建設省土木構造物設計マニュアル（案）[土工構造物・橋梁編]

（平成11年11月）
3 2 2 0 0 37 建設省 土木構造物設計マニュアル（案）[土工構造物・橋梁

編]（平成11年11月）
有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 38 建設省土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・施工の
手引き（案）

3 2 2 0 0 38 建設省 土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・施工
の手引き（案）

有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 40 国土交通省建設副産物適正処理推進要綱（平成14年5月） 3 2 2 0 0 40 国土交通省 建設副産物適正処理推進要綱（平成14年5月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 41 厚生労働省ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガイ

ドライン（平成23年3月）
3 2 2 0 0 41 厚生労働省　ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガ

イドライン（令和2年7月）
有 発行年月の修正

3 2 2 0 0 42 国土交通省土木構造物設計マニュアル（案）[樋門編]（平成13
年12月）

3 2 2 0 0 42 国土交通省 土木構造物設計マニュアル（案）[樋門編]（平成
13年12月）

有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 43 国土交通省土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・施
工の手引き（案）（樋門編）（平成13年12月）

3 2 2 0 0 43 国土交通省 土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・
施工の手引き（案）（樋門編）（平成13年12月）

有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 44 国土交通省　道路土工構造物技術基準（平成27年3月） 有 新規追加
3 2 2 0 0 45 労働省騒音障害防止のためのガイドライン（平成4年10月） 3 2 2 0 0 45 労働省 騒音障害防止のためのガイドライン（平成4年10月） 有 軽微な修正(スペース)
3 2 2 0 0 46 厚生労働省手すり先行工法等に関するガイドライン（平成21年4

月）
3 2 2 0 0 46 厚生労働省 手すり先行工法等に関するガイドライン（平成21

年4月）
有 軽微な修正(スペース)

3 2 2 0 0 47 土木学会コンクリート標準示方書（規準編）（平成24年11月） 3 2 2 0 0 47 土木学会　コンクリート標準示方書（規準編）（平成30年10 有 発行年月の修正
3 2 3 0 0 1 第3節 共通的工種 3 2 3 0 0 1 第3節 共通的工種 無
3 2 3 2 0 1 3-2-3-2 材料 3 2 3 2 0 1 3-2-3-2 材料 無
3 2 3 2 4 1 4.路側防護柵工の材

料
塗装仕上げをする場合の路側防護柵工で使用する材料は，以下
によるものとする。

3 2 3 2 4 1 4.路側防護柵工の
材料

塗装仕上げをする場合の路側防護柵工で使用する材料は，以下
によるものとする。

無

3 2 3 2 4 3 （2） 溶融亜鉛めっき仕上げの場合は、亜鉛の付着量をJIS G 3302
（溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）構造用（Z27）の275g/m2（両
面付着量）以上とし、防錆を施さなければならない。ただし、
亜鉛めっきが外面のみのパイプを使用する場合、内面を塗装そ
の他の方法で防蝕を施したものでなければならない。その場合
受注者は、耐触性が前述以上であることを確認しなければなら

3 2 3 2 4 3 (2) 溶融亜鉛めっき仕上げの場合は、めっき付着量を両面で275g/㎡
以上とし、防錆を施さなければならない。ただし、亜鉛めっき
が外面のみのパイプを使用する場合、内面を塗装その他の方法
で防蝕を施したものでなければならない。その場合、受注者
は、耐触性が前述以上であることを確認しなければならない。

有 表記統一
諸基準の改定に伴う

3 2 3 2 4 5 （4） 受注者は、ガードケーブルのロープの素線に対しては、亜鉛付
着量がJIS G 3525（ワイヤロープ）で定めた300g/m2以上の亜鉛
めっきを施さなければならない。

3 2 3 2 4 5 (4) 受注者は、ガードケーブルのロープの素線に対しては、亜鉛付
着量がJIS G 3525（ワイヤロープ）で定めた300g/㎡以上の亜鉛
めっきを施さなければならない。

有 表記統一

3 2 3 2 4 8 (7) 鋼製材料の支柱をコンクリートに埋め込む場合（支柱を土中に
埋め込む場合であって地表面をコンクリートで覆う場合を含
む）において、支柱地際部の比較的早期の劣化が想定される以
下のような場所には、一般的な防錆・防食処理方法に加え、必
要に応じて支柱地際部の防錆・防食強化を図らなければならな

有 新規追加

3 2 3 2 4 9 ① 海岸に近接し，潮風が強く当たる場所 有 新規追加
3 2 3 2 4 10 ② 雨水や凍結防止剤を含んだ水分による影響を受ける可能性があ

る場所
有 新規追加

3 2 3 2 4 11 ③ 路面上の水を路側に排水する際，その途上に支柱がある場合 有 新規追加
3 2 3 2 5 1 5.亜鉛めっき地肌の

ままの材料
亜鉛めっき地肌のままの場合の路側防護柵工で使用する材料
は，以下によるものとする。

3 2 3 2 5 1 5.亜鉛めっき地肌
のままの材料

亜鉛めっき地肌のままの場合の路側防護柵工で使用する材料
は，以下によるものとする。

無

本編　23



土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 3 2 5 3 （2） 受注者は、亜鉛付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パド
ル、支柱の場合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ55）の
550g/m2（片面の付着量）以上とし、その他の部材（ケーブルは
除く）の場合は同じく2種（HDZ35）の350g/m2（片面の付着量）
以上としなければならない。

3 2 3 2 5 3 (2) 受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パド
ル、支柱の場合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ55）の
550g/㎡（片面の付着量）以上とし、その他の部材（ケーブルは
除く）の場合は同じく2種（HDZ35）の350g/㎡（片面の付着量）
以上としなければならない。

有 表記統一
諸基準の改定に伴う

3 2 3 2 5 5 （4） 受注者は、ガードケーブルのロープの素線に対して付着量が
300g/m2以上の亜鉛めっきを施さなければならない。

3 2 3 2 5 5 (4) 受注者は、ガードケーブルのロープの素線に対して付着量が
300g/㎡以上の亜鉛めっきを施さなければならない。

有 表記統一

3 2 3 2 6 1 6.視線誘導標の形状
及び性能

受注者は，視線誘導標を使用する場合，設計図書に明示した場
合を除き，以下の形状及び性能を有するものを使用しなければ
ならない。

3 2 3 2 6 1 6.視線誘導標の形
状及び性能

受注者は，視線誘導標を使用する場合，設計図書に明示した場
合を除き，以下の形状及び性能を有するものを使用しなければ
ならない。

無

3 2 3 2 6 2 （1） 反射体 3 2 3 2 6 2 (1) 反射体 無
3 2 3 2 6 4 ② 受注者は，色が白色または橙色で以下に示す色度範囲にある反

射体を用いなければならない。
3 2 3 2 6 4 ② 受注者は，色が白色または橙色で以下に示す色度範囲にある反

射体を用いなければならない。
無

3 2 3 2 6 5 白色 3 2 3 2 6 5 白色 無
3 2 3 2 6 6 0.31＋0.25x≧y≧0.28＋0.25x 3 2 3 2 6 6 0.31＋0.25x≧y≧0.28＋0.25x 無
3 2 3 2 6 7 0.50≧x≧0.41 3 2 3 2 6 7 0.50≧x≧0.41 無
3 2 3 2 6 8 橙色 3 2 3 2 6 8 橙色 無
3 2 3 2 6 9 0.44≧y≧0.39 3 2 3 2 6 9 0.44≧y≧0.39 無
3 2 3 2 6 10 y≧0.99－x 3 2 3 2 6 10 y≧0.99－x 無
3 2 3 2 6 11 ただし、x、yはJIS Z 8781（色の表示方法－XYZ表色系及び

X10Y10Z10表色系）の色度座標である。
3 2 3 2 6 11 ただし、x、yはJIS Z 8781-3（測色－第3部：CIE三刺激値）の

色度座標である。
有 誤記修正

諸基準の改定に伴う
3 2 3 2 6 14 （2） 支柱 3 2 3 2 6 14 (2) 支柱 無
3 2 3 2 6 19 ④ 塗装仕上げする鋼管の場合 3 2 3 2 6 19 ④ 塗装仕上げする鋼管の場合 無
3 2 3 2 6 21 2） 受注者は、亜鉛の付着量をJIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板及

び鋼帯）構造用＜Z27＞の275g/m2（両面付着量）以上としなけ
ればならない。

3 2 3 2 6 21 2） 受注者は、亜鉛の付着量をJIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板及
び鋼帯）構造用＜Z27＞の275g/㎡（両面付着量）以上としなけ
ればならない。

有 表記統一

3 2 3 2 6 22 ただし，亜鉛めっきが外面のみのパイプの場合，受注者は，内
面を塗装その他の方法で防蝕を施さなければならない。その場
合，耐蝕性は，前述以上とするものとする。

3 2 3 2 6 22 ただし，亜鉛めっきが外面のみのパイプの場合，受注者は，内
面を塗装その他の方法で防蝕を施さなければならない。その場
合，耐蝕性は，前述以上とするものとする。

無

3 2 3 2 6 23 3） 受注者は、熱硬化性アクリル樹脂塗装以上の塗料を用いて、20
μm以上の塗装で仕上げ塗装しなければならない。

3 2 3 2 6 23 3） 受注者は、熱硬化性アクリル樹脂塗装以上の塗料を用いて、20
μm以上の塗装厚で仕上げ塗装しなければならない。

有 表記修正

3 2 3 2 6 24 ⑤ 亜鉛めっき地肌のままの場合 3 2 3 2 6 24 ⑤ 亜鉛めっき地肌のままの場合 無
3 2 3 2 6 25 受注者は、支柱に使用する鋼管及び取付金具に亜鉛の付着量が

JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ35）の350g/m2（片面の
付着量）以上の溶融亜鉛めっきを施さなければならない。受注
者は、ボルト、ナットなども溶融亜鉛めっきで表面処理をしな
ければならない。

3 2 3 2 6 25 受注者は、支柱に使用する鋼管及び取付金具に亜鉛の付着量が
JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ35）の350g/㎡（片面の
付着量）以上の溶融亜鉛めっきを施さなければならない。受注
者は、ボルト、ナットなども溶融亜鉛めっきで表面処理をしな
ければならない。

有 表記統一

3 2 3 4 0 1 3-2-3-4 矢板工 3 2 3 4 0 1 3-2-3-4 矢板工 無
3 2 3 4 14 1 14.落錘による打込

み
受注者は、落錘によりコンクリート矢板を打込む場合、落錘の
重量は矢板の質量以上、錘の落下高は2m程度として施工しなけ
ればならない。

3 2 3 4 14 1 14.落錘による打
込み

受注者は、落錘によりコンクリート矢板を打込む場合、落錘の
質量は矢板の質量以上、錘の落下高は2m程度として施工しなけ
ればならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 5 0 1 3-2-3-5 縁石工 3 2 3 5 0 1 3-2-3-5 縁石工 無
3 2 3 5 1 1 1.一般事項 縁石工の施工にあたり、縁石ブロック等は、あらかじめ施工し

た基盤の上に据付けるものとする。敷モルタルの配合は、1：3
（セメント：砂）とし、この敷モルタルを基礎上に敷均した
後、縁石ブロック等を図面に定められた線形及び高さに合うよ
う十分注意して据付けなければならない。

3 2 3 5 1 1 1.一般事項 縁石工の施工にあたり、縁石ブロック等は、あらかじめ施工し
た基盤の上に据付けるものとする。敷モルタルの配合は、1：3
（セメント：砂）とし、この敷モルタルを基礎上に敷均した
後、縁石ブロック等を契約図面に定められた線形及び高さに合
うよう十分注意して据付けなければならない。

有 表記修正

3 2 3 6 0 1 3-2-3-6 小型標識工 3 2 3 6 0 1 3-2-3-6 小型標識工 無
3 2 3 6 1 1 1.一般事項 受注者は、認識上適切な反射特性を持ち、耐久性があり、維持

管理が容易な反射材料を用いなければならない。
3 2 3 6 1 1 1.一般事項 受注者は、視認上適切な反射性能を持ち、耐久性があり、維持

管理が確実かつ容易な反射材料を用いなければならない。
有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 6 2 1 2.反射標識の取扱い 受注者は、全面反射の標識を用いるものとするが、警戒標識及
び補助標識の黒色部分は無反射としなければならない。

3 2 3 6 2 1 2.反射標識の取扱
い

受注者は、全面反射の標識を用いるものとする。ただし、警戒
標識及び補助標識の黒色部分は無反射としなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 6 3 1 3.標示板基板の表面
状態

受注者は、標示板基板表面を機械的に研磨（サウンディング処
理）しラッカーシンナーまたは、表面処理液（弱アルカリ性処
理液）で脱脂洗浄を施した後乾燥を行い、反射シートを貼付け
るのに最適な表面状態を保たなければならない。

3 2 3 6 3 1 3.標示板基板の表
面状態

受注者は、標示板基板表面をサンドペーパーや機械的により研
磨（サンディング処理）しラッカーシンナーまたは、表面処理
液（弱アルカリ性界面活性剤）で脱脂洗浄を施した後乾燥を行
い、反射シートを貼付けるのに最適な表面状態を保たなければ
ならない。

有 諸基準の改定に伴う
誤記修正
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
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無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 3 6 4 1 4.反射シート一般事
項

受注者は，反射シートの貼付けは，真空式加熱圧着機で行なわ
なければならない。やむを得ず他の機械で行う場合は，あらか
じめ施工計画書にその理由・機械名等を記載し，使用にあたっ
ては，その性能を十分に確認しなければならない。手作業によ
る貼付けを行う場合は，反射シートが基板に密着するよう脱脂
乾燥を行い，ゴムローラーなどを用い転圧しなければならな

3 2 3 6 4 1 4.反射シート一般
事項

受注者は，反射シートの貼付けは，真空式加熱圧着機で行なわ
なければならない。やむを得ず他の機械で行う場合は，あらか
じめ施工計画書にその理由・機械名等を記載し，使用にあたっ
ては，その性能を十分に確認しなければならない。手作業によ
る貼付けを行う場合は，反射シートが基板に密着するよう脱脂
乾燥を行い，ゴムローラーなどを用い転圧しなければならな

無

3 2 3 6 4 2 なお、気温が10℃以下における屋外での貼付け及び0.5m2以上の
貼付けは行ってはならない。

3 2 3 6 4 2 なお、気温が10℃以下における屋外での貼付け及び0.5㎡以上の
貼付けは行ってはならない。

有 表記統一

3 2 3 6 5 1 5.反射シートの貼付
け方式

受注者は，重ね貼り方式または，スクリーン印刷方式により，
反射シートの貼付けを行わなければならない。

3 2 3 6 5 1 5.反射シートの貼
付け方式

受注者は、重ね貼り方式または、スクリーン印刷方式により、
反射シートの貼付けを行わなければならない。印刷乾燥後は色
むら・にじみ・ピンホールなどが無いことを確認しなければな
らない。また、必要がある場合はインク保護などを目的とし
た、クリアーやラミネート加工を行うものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 6 8 1 8.2枚以上の反射
シートの重ね合わせ

受注者は、2枚以上の反射シートを接合して使用する場合には、
10mm程度重ね合わせなければならない。

3 2 3 6 8 1 8.2枚以上の反射
シートの重ね合わ
せ

受注者は、2枚以上の反射シートを接合して使用する場合には、
10mm以上重ね合わせなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 6 10 1 10.素材加工 受注者は、素材加工に際し、縁曲げ加工をする標示板について
は、基板の端部を円弧に切断し、グラインダーなどで表面を滑
らかにしなければならない。

3 2 3 6 10 1 10.素材加工 受注者は、素材加工に際し、縁曲げ加工をする標示板について
は、基板の端部を円弧に切断し、グラインダなどで表面を滑ら
かにしなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 6 12 1 12.錆止めの実施 受注者は、標示板の素材に鋼板を用いる場合には、塗装に先立
ち脱錆（酸洗い）などの下地処理を行った後、燐酸塩被膜法な
どによる錆止めを施さなければならない。

3 2 3 6 12 1 12.錆止めの実施 受注者は、標示板の素材に鋼板を用いる場合には、塗装に先立
ち脱錆（酸洗い）などの下地処理を行った後、リン酸塩被膜法
などによる錆止めを施さなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 6 15 1 15.溶融亜鉛めっき
の基準

受注者は、支柱用鋼管及び取付け鋼板などに溶融亜鉛めっきす
る場合、その付着量をJIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種の
（HDZ55）550g/m2（片面の付着量）以上としなければならな
い。ただし、厚さ3.2mm以上、6mm未満の鋼材については2種
（HDZ45）450g/m2以上、厚さ3.2mm未満の鋼材については2種
（HDZ35）350g/m2（片面の付着量）以上としなければならな

3 2 3 6 15 1 15.溶融亜鉛めっ
きの基準

受注者は、支柱用鋼管及び取付鋼板などに溶融亜鉛めっきする
場合、その付着量をJIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種の
（HDZ55）550g/㎡（片面の付着量）以上としなければならな
い。ただし、厚さ3.2mm以上、6mm未満の鋼材については2種
（HDZ45）450g/㎡以上、厚さ3.2mm未満の鋼材については2種
（HDZ35）350g/㎡（片面の付着量）以上としなければならな

有 表記統一

3 2 3 6 18 1 18.ジンクリッチ塗
装用塗料

ジンクリッチ塗装用塗料は、亜鉛粉末の無機質塗料として塗装
は2回塗りで400～500g/m2、または塗装厚は2回塗りで、40～50
μmとしなければならない。

3 2 3 6 18 1 18.ジンクリッチ
塗装用塗料

ジンクリッチ塗装用塗料は、亜鉛粉末の無機質塗料として塗装
は2回塗りで400～500g/㎡、または塗装厚は2回塗りで、40～50
μmとしなければならない。

有 表記統一

3 2 3 7 0 1 3-2-3-7 防止柵工 3 2 3 7 0 1 3-2-3-7 防止柵工 無
3 2 3 7 3 1 3.亜鉛めっき地肌の

基準
塗装を行わずに、亜鉛めっき地肌のままの部材等を使用する場
合に受注者は、ケーブル以外は成形加工後、溶融亜鉛めっきを
JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ35）の350g/m2（片面付
着量）以上となるよう施工しなければならない。

3 2 3 7 3 1 3.亜鉛めっき地肌
の基準

塗装を行わずに、亜鉛めっき地肌のままの部材等を使用する場
合に受注者は、ケーブル以外は成形加工後、溶融亜鉛めっきを
JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種（HDZ35）の350g/㎡（片面付
着量）以上となるよう施工しなければならない。

有 表記統一

3 2 3 8 0 1 3-2-3-8 路側防護柵工 3 2 3 8 0 1 3-2-3-8 路側防護柵工 無
3 2 3 8 6 1 6.ガードケーブルの

支柱取付
受注者は、ガードケーブルを支柱に取付ける場合、ケーブルに
ねじれなどを起こさないようにするとともに所定の張力（A種は
20kN、B種及びC種は9.8kN）を与えなければならない。

3 2 3 8 6 1 6.ガードケーブル
の支柱取付

受注者は、ガードケーブルを支柱に取付ける場合、ケーブルに
ねじれなどを起こさないようにするとともに所定の張力（A種は
20kN/本、B種及びC種は9.8kN/本）を与えなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 12 0 1 3-2-3-12 プレテンション桁製作工（購入工） 3 2 3 12 0 1 3-2-3-12 プレテンション桁製作工（購入工） 無
3 2 3 12 2 1 2.適用規定 受注者は，以下の規定を満足した桁を用いなければならない。 3 2 3 12 2 1 2.適用規定 受注者は，以下の規定を満足した桁を用いなければならない。 無
3 2 3 12 2 3 （2） プレストレッシング時のコンクリート圧縮強度が30N/mm2以上で

あることを確認し、製作されたもの。
3 2 3 12 2 3 (2) プレストレッシング時のコンクリート圧縮強度が30N/ 以上で

あることを確認し、製作されたもの。
有 表記統一

3 2 3 12 2 4 なお，圧縮強度の確認は，構造物と同様な養生条件におかれた
供試体を用いるものとする。

3 2 3 12 2 4 なお，圧縮強度の確認は，構造物と同様な養生条件におかれた
供試体を用いるものとする。

無

3 2 3 12 2 5 （3） コンクリートの施工について，以下の規定により製作されたも
の。

3 2 3 12 2 5 (3) コンクリートの施工について，以下の規定により製作されたも
の。

無

3 2 3 12 2 7 ② 蒸気養生を行う場合は，コンクリートの打込み後2時間以上経過
してから加熱を始めて製作されたもの。また，養生室の温度上
昇は1時間あたり15度以下とし，養生中の温度は65度以下として
製作されたものとする。

3 2 3 12 2 7 ② 蒸気養生を行う場合は、コンクリートの打込み後2時間以上経過
してから加熱を始めて製作されたもの。また、養生室の温度上
昇は1時間あたり15度以下とし、養生中の温度は65度以下として
製作されたものとする。また、養生終了後は急激に温度を降下
させてはならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 13 0 1 3-2-3-13 ポストテンション桁製作工 3 2 3 13 0 1 3-2-3-13 ポストテンション桁製作工 無
3 2 3 13 1 1 1.コンクリートの施

工
受注者は，コンクリートの施工については，以下の事項に従わ
なければならない。

3 2 3 13 1 1 1.コンクリートの
施工

受注者は，コンクリートの施工については，以下の事項に従わ
なければならない。

無

3 2 3 13 1 6 (5) 受注者は，コンクリートの打込み後にコンクリート表面が早期
の乾燥を受けて収縮ひび割れが発生しないように，適切に仕上
げなければならない。

有 新規追加

3 2 3 13 3 1 3.PC緊張の施工 PC緊張の施工については，以下の規定によるものとする。 3 2 3 13 3 1 3.PC緊張の施工 PC緊張の施工については，以下の規定によるものとする。 無
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3 2 3 13 3 12 （8） プレストレッシングの施工は、「道路橋示方書・同解説（Ⅲコ
ンクリート橋編）20.8PC鋼材工及び緊張工」（日本道路協会、
平成24年3月）に基づき管理するものとし、順序、緊張力、PC鋼
材の抜出し量、緊張の日時、コンクリートの強度等の記録を整
備及び保管し、監督職員または検査職員から請求があった場合
は速やかに提示しなければならない。

3 2 3 13 3 12 (8) プレストレッシングの施工は、「道路橋示方書・同解説（Ⅲコ
ンクリート橋・コンクリート部材編）17.11PC鋼材工及び緊張
工」（日本道路協会、平成29年11月）に基づき管理するものと
し、順序、緊張力、PC鋼材の抜出し量、緊張の日時、コンク
リートの強度等の記録を整備及び保管し、監督職員または検査
職員から請求があった場合は速やかに提示しなければならな

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 13 4 1 4.グラウトの施工 受注者は，グラウトの施工については，以下の規定による。 3 2 3 13 4 1 4.グラウトの施工 受注者は，グラウトの施工については，以下の規定による。 無
3 2 3 13 4 3 ① グラウトに用いるセメントは、JIS R 5210（ポルトランドセメ

ント）に適合する普通ポルトランドセメントを標準とするが、
これにより難い場合は監督職員と協議しなければならない。

3 2 3 13 4 3 ① グラウトに用いるセメントは，JIS R 5210（ポルトランドセメ
ント）に適合するポルトランドセメントを標準とするが，これ
により難い場合は監督職員と協議しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 13 4 6 ④ グラウトの材齢28日における圧縮強度は、30.0N/mm2以上とする
ものとする。

3 2 3 13 4 6 ④ グラウトの材齢28日における圧縮強度は、30.0N/ 以上とする
ものとする。

有 表記統一

3 2 3 13 4 19 （6） 寒中におけるグラウトの施工については、グラウト温度は注入
後少なくとも5日間、5℃以上に保ち、凍結することのないよう
に行わなければならない。

3 2 3 13 4 19 (6) 寒中におけるグラウトの施工については、グラウト温度は注入
後少なくとも3日間、＋5℃以上に保ち、凍結することのないよ
うに行わなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 13 7 1 7.プレグラウトPC鋼
材

プレグラウトPC鋼材を使用する場合は、以下の規定によるもの
とする。

3 2 3 13 7 1 7.プレグラウトさ
れたPC鋼材

プレグラウトされたPC鋼材を使用する場合は、以下の規定によ
るものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 13 7 3 （2） 使用する樹脂は、所定の緊張可能期間を有し、PC鋼材を防食す
るとともに、コンクリートとPC鋼材とを付着により一体化しな
ければならない。

3 2 3 13 7 3 (2) 使用する樹脂またはグラウトは、所定の緊張可能期間を有し、
PC鋼材を防食するとともに、コンクリート部材とPC鋼材とを付
着により一体化しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 13 7 4 （3） 被覆材は、所定の強度、耐久性を有し部材コンクリートと一体
化が図られるものとする。

3 2 3 13 7 4 (3) 被覆材は、所定の強度、耐久性能を有しコンクリート部材と一
体化が図られるものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 13 7 5 （4） プレグラウトPC鋼材として（1）から（3）を使用して加工され
た製品は、所要の耐久性能を有するものとする。

3 2 3 13 7 5 (4) プレグラウトされたPC鋼材として（1）から（3）を使用して加
工された製品は、所要の耐久性能を有するものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 14 0 1 3-2-3-14 プレキャストセグメント主桁組立工 3 2 3 14 0 1 3-2-3-14 プレキャストセグメント主桁組立工 無
3 2 3 14 2 1 2.ブロック組立て施

工
ブロック組立ての施工については，以下の規定によるものとす
る。

3 2 3 14 2 1 2.ブロック組立て
施工

ブロック組立ての施工については，以下の規定によるものとす
る。

無

3 2 3 14 2 2 （1） プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材
質がエポキシ樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロッ
ク同等以上で、かつ、表3-2-3に示す条件を満足するものを使用
するものとする。エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合は、室
内で密封し、原則として製造後6ヶ月以上経過したものは使用し
てはならない。これ以外の場合は、設計図書によるものとす
る。

3 2 3 14 2 2 (1) プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材
質がエポキシ樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロッ
ク同等以上のものを使用するものとする。エポキシ樹脂系接着
剤を使用する場合は、室内で密封して保管し、原則として製造
後6ヶ月以上経過したものは使用してはならない。また、水分を
含むと品質が劣化するので、雨天の時の作業は中止しなければ
ならない。これ以外の場合は、設計図書によるものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 14 2 3 未硬化の接着剤の外観，粘度，可使時間，だれ最小厚さ，硬化
した接着剤の比重，引張強さ，圧縮強さ，引張せん断接着強
さ，接着強さ，硬さ，特殊な条件下で使用する場合は，高温時
の引張強さ，水中硬化時の引張強さ，衝撃強さ，圧縮ヤング係
数，熱膨張係数，硬化収縮率，吸水率等について，必要に応じ
て試験を行い性能を確認しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 14 2 3 なお、接着剤の試験方法はJSCE-H101-2013プレキャストコンク
リート用樹脂系接着剤（橋げた用）品質規格（案）「コンク
リート標準示方書・（規準編）」（土木学会、平成25年11月）
による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければ
ならない。

3 2 3 14 2 4 なお、接着剤の試験方法は「コンクリート標準示方書（規準
編）」（土木学会、平成30年10月）における、JSCE-H101-2013
プレキャストコンクリート用樹脂系接着剤（橋げた用）品質規
格による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なけれ
ばならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 14 2 4 表3-2-3 エポキシ樹脂系接着剤の品質規格の標準 有 項目削除
3 2 3 14 2 6 （3） プレキャストブロックの接合にあたって、設計図書に示す品質

が得られるように施工しなければならない。
3 2 3 14 2 6 (3) プレキャストブロックの連結にあたって、設計図書に示す品質

が得られるように施工しなければならない。
有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 14 2 7 （4） プレキャストブロックを接合する場合に、ブロックの位置、形
状及びダクトが一致するようにブロックを設置し、プレスト
レッシング中に、くい違いやねじれが生じないようにしなけれ
ばならない。

3 2 3 14 2 7 (4) プレキャストブロックを連結する場合に、ブロックの位置、形
状及びダクトが一致するようにブロックを設置し、プレスト
レッシング中に、くい違いやねじれが生じないようにしなけれ
ばならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 15 0 1 3-2-3-15 PCホロースラブ製作工 3 2 3 15 0 1 3-2-3-15 PCホロースラブ製作工 無
3 2 3 15 5 1 5.PC固定及びPC継手

の施工
受注者は，主ケーブルに片引きによるPC固定及びPC継手がある
場合は，「プレストレストコンクリート工法設計施工指針 第6
章施工」（土木学会，平成3年3月）の規定により施工しなけれ
ばならない。

3 2 3 15 5 1 5.PC固定及びPC継
手の施工

受注者は，主ケーブルに片引きによるPC固定及びPC継手がある
場合は，「プレストレストコンクリート工法設計施工指針 第6
章 施工」（土木学会，平成3年3月）の規定により施工しなけれ
ばならない。

有 軽微な修正(スペース)

3 2 3 23 0 1 3-2-3-23 現場継手工 3 2 3 23 0 1 3-2-3-23 現場継手工 無
3 2 3 23 1 1 1.一般事項 受注者は、高力ボルト継手の接合を摩擦接合としなければなら

ない。また、接合される材片の接触面を表3-2-4に示すすべり係
数が得られるように、以下に示す処置を施すものとする。

3 2 3 23 1 1 1.一般事項 受注者は、高力ボルト継手の接合を摩擦接合としなければなら
ない。また、接合される材片の接触面を表3-2-3に示すすべり係
数が得られるように、以下に示す処置を施すものとする。

有 表番号の修正
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 3 23 1 3 （2） 接触面を塗装する場合は、表3-2-5に示す条件に基づき、無機ジ
ンクリッチペイントを使用するものとする。

3 2 3 23 1 3 (2) 接触面を塗装する場合は、表3-2-4に示す条件に基づき、無機ジ
ンクリッチペイントを使用するものとする。

有 表番号の修正

3 2 3 23 1 4 表3-2-4　すべり係数 3 2 3 23 1 4 表3-2-3　すべり係数 有 表番号の修正
3 2 3 23 1 5 表3-2-5　無機ジンクリッチペイントを塗装する場合の条件 3 2 3 23 1 5 表3-2-4　無機ジンクリッチペイントを塗装する場合の条件 有 表番号の修正
3 2 3 23 3 1 3.ボルトの締付け ボルトの締付けについては，以下の規定によるものとする。 3 2 3 23 3 1 3.ボルトの締付け ボルトの締付けについては，以下の規定によるものとする。 無
3 2 3 23 3 5 （4） ボルトの締付けを回転法によって行う場合，接触面の肌すきが

なくなる程度にトルクレンチで締めた状態，または組立て用ス
パナで力いっぱい締めた状態から，以下に示す回転角を与えな
ければならない。ただし，回転法はF8T，B8Tのみに用いるもの

3 2 3 23 3 5 (4) ボルトの締付けを回転法によって行う場合，接触面の肌すきが
なくなる程度にトルクレンチで締めた状態，または組立て用ス
パナで力いっぱい締めた状態から，以下に示す回転角を与えな
ければならない。ただし，回転法はF8T，B8Tのみに用いるもの

無

3 2 3 23 3 7 ② ボルト長が径の5倍を越える場合：施工条件に一致した予備試験
によって目標回転数を決定する。

3 2 3 23 3 7 ② ボルト長が径の5倍を超える場合：施工条件に一致した予備試験
によって目標回転数を決定する。

有 誤記修正

3 2 3 23 3 9 （6） ボルトの締付け機、測量器具などの検定を現地施工に先立ち現
地搬入直前に1回、搬入後はトルクレンチは1ヶ月毎にその他の
機器は3ヶ月毎に点検を行い、精度を確認しなければならない。

3 2 3 23 3 9 (6) ボルトの締付け機、測定器具などの検定は、下記に示す時期に
行いその精度を確認しなければならない。

有 表記修正

3 2 3 23 3 10 ・軸力計は現場搬入直前に1回，その後は3ヶ月に1回検定を行
う。

有 新規追加

3 2 3 23 3 11 ・トルクレンチは現場搬入時に1回，搬入後は1ヶ月に1回検定を
行う。

有 新規追加

3 2 3 23 3 12 ・ボルト締付け機は現場搬入前に1回点検し，搬入後は3ヶ月に1
回検定を行う。ただし，トルシア形高力ボルト専用締付け機は
検定の必要はなく，整備点検を行えばよい。

有 新規追加

3 2 3 23 4 1 4.締付けボルト軸力 締付けボルト軸力については，以下の規定によるものとする。 3 2 3 23 4 1 4.締付けボルト軸
力

締付けボルト軸力については，以下の規定によるものとする。 無

3 2 3 23 4 3 （2） 摩擦接合ボルトを、表3-2-5に示す設計ボルト軸力が得られるよ
うに締付けなければならない。

3 2 3 23 4 3 (2) 摩擦接合ボルトを、表3-2-5に示す設計ボルト軸力が得られるよ
うに締付けなければならない。

有 表番号の修正

3 2 3 23 4 4 表3-2-5　設計ボルト軸力（kN） 3 2 3 23 4 4 表3-2-5　設計ボルト軸力（kN） 有 表番号の修正
3 2 3 23 4 6 （4） トルシア形高力ボルトの締付けボルト軸力試験は、締付け以前

に一つの製造ロットから5組の供試セットを無作為に抽出し、行
うものとする。試験の結果、平均値は表3-2-7及び表3-2-8に示
すボルト軸力の範囲に入るものとする。

3 2 3 23 4 6 (4) トルシア形高力ボルトの締付けボルト軸力試験は、締付け以前
に一つの製造ロットから5組の供試セットを無作為に抽出し、行
うものとする。試験の結果、平均値は表3-2-6及び表3-2-7に示
すボルト軸力の範囲に入るものとする。

有 表番号の修正

3 2 3 23 4 7 表3-2-7　常温時（10～30℃）の締付けボルト軸力の平均値 3 2 3 23 4 7 表3-2-6　常温時（10～30℃）の締付けボルト軸力の平均値 有 表番号の修正
3 2 3 23 4 8 表3-2-8　常温時以外（0～10℃、30～60℃）の締付けボルト軸

力の平均値
3 2 3 23 4 8 表3-2-7　常温時以外（0～10℃、30～60℃）の締付けボルト軸

力の平均値
有 表番号の修正

3 2 3 23 4 9 （5） 耐力点法によって締付ける場合の締付けボルト軸力は、使用す
る締付け機に対して一つの製造ロットから5組の供試セットを無
作為に抽出して試験を行った場合の平均値が、表3-2-9に示すボ
ルトの軸力の範囲に入るものとする。

3 2 3 23 4 9 (5) 耐力点法によって締付ける場合の締付けボルト軸力は、使用す
る締付け機に対して一つの製造ロットから5組の供試セットを無
作為に抽出して試験を行った場合の平均値が、表3-2-8に示すボ
ルトの軸力の範囲に入るものとする。

有 表番号の修正

3 2 3 23 4 10 表3-2-9　耐力点法による締付けボルトの軸力の平均値 3 2 3 23 4 10 表3-2-8　耐力点法による締付けボルトの軸力の平均値 有 表番号の修正
3 2 3 23 7 1 7.締付け確認 締付け確認については，以下の規定によるものとする。 3 2 3 23 7 1 7.締付け確認 締付け確認については，以下の規定によるものとする。 無
3 2 3 23 7 3 （2） ボルトの締付け確認については，以下の規定によるものとす 3 2 3 23 7 3 (2) ボルトの締付け確認については，以下の規定によるものとす 無
3 2 3 23 7 5 ② トルシア形高力ボルトの場合は、全般につきピンテールの切断

の確認とマーキングによる外観確認を行わなければならない。
3 2 3 23 7 5 ② トルシア形高力ボルトの場合は、全数につきピンテールの切断

の確認とマーキングによる外観確認を行わなければならない。
有 誤記修正

3 2 3 25 0 1 3-2-3-25 銘板工 3 2 3 25 0 1 3-2-3-25 銘板工 無
3 2 3 25 1 1 1.一般事項 受注者は，橋歴板の作成については，材質はJIS H 2202（鋳物

用銅合金地金）を使用し，寸法及び記載事項は，図3-2-2によら
なければならない。ただし，記載する技術者等の氏名につい
て，これにより難い場合は監督職員と協議しなければならな

3 2 3 25 1 1 1.一般事項 受注者は，橋歴板の作成については，材質はJIS H 2202（鋳物
用銅合金地金）を使用し，寸法及び記載事項は，図3-2-2を基本
とする。ただし，記載する内容や技術者等の氏名について，こ
れにより難い場合は監督職員と協議しなければならない。

有 表記修正【県独自】

3 2 3 25 1 2 図3-2-2　銘板の寸法及び記載事項 3 2 3 25 1 2 図3-2-2　銘板の寸法及び記載事項 有 表記修正【県独自】
3 2 3 31 0 1 3-2-3-31 現場塗装工 3 2 3 31 0 1 3-2-3-31 現場塗装工 無
3 2 3 31 8 1 8.付着塩分の水洗い 受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸

送を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部
材に塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行
いNaClが50mg/m2以上の時は水洗いしなければならない。

3 2 3 31 8 1 8.付着塩分の水洗
い

受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸
送を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部
材に塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行
いNaClが50mg/㎡以上の時は水洗いしなければならない。

有 表記統一

3 2 3 31 9 1 9.塗装の禁止条件 受注者は、以下の場合塗装を行ってはならない。これ以外の場
合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。
塗装禁止条件は、表3-2-9に示すとおりである。

3 2 3 31 9 1 9.塗装の禁止条件 受注者は、以下の場合塗装を行ってはならない。これ以外の場
合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。
塗装禁止条件は、表3-2-9に示すとおりである。

有 表番号の修正

3 2 3 31 9 2 表3-2-10　塗装禁止条件 3 2 3 31 9 2 表3-2-9　塗装禁止条件 有 表番号の修正
3 2 3 31 16 1 16.検査 3 2 3 31 16 1 16.検査 無
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編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 3 31 16 3 （3） 受注者は、同一工事、同一塗装系、同一塗装方法により塗装さ
れた500m2単位毎に25点（1点当たり5回測定）以上塗膜厚の測定
をしなければならない。ただし、1ロットの面積が200m2に満た
ない場合は10m2ごとに1点とする。

3 2 3 31 16 3 (3) 受注者は、同一工事、同一塗装系、同一塗装方法により塗装さ
れた500㎡単位毎に25点（1点あたり5回測定）以上塗膜厚の測定
をしなければならない。ただし、1ロットの面積が200㎡に満た
ない場合は10㎡ごとに1点とする。

有 表記統一
表記修正

3 2 3 31 16 6 （6） 受注者は，以下に示す要領により塗膜厚の判定をしなければな
らない。

3 2 3 31 16 6 (6) 受注者は，以下に示す要領により塗膜厚の判定をしなければな
らない。

無

3 2 3 31 16 7 ① 塗膜厚測定値（5回平均）の平均値は、目標塗膜厚(合計値)の
90％以上とするものとする。

3 2 3 31 16 7 ① 塗膜厚測定値（5回平均）の平均値は、目標塗膜厚合計値の90％
以上とするものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 31 16 8 ② 塗膜厚測定値（5回平均）の最小値は、目標塗膜厚(合計値)の
70％以上とするものとする。

3 2 3 31 16 8 ② 塗膜厚測定値（5回平均）の最小値は、目標塗膜厚合計値の70％
以上とするものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 31 16 9 ③ 塗膜厚測定値（5回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚(合
計値)の20％を越えないものとする。ただし、平均値が標準塗膜
厚以上の場合は合格とする。

3 2 3 31 16 9 ③ 塗膜厚測定値（5回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚合計
値の20％を越えないものとする。ただし、標準偏差が20％を超
えた場合、測定値の平均値が目標塗膜厚合計値より大きい場合
は合格とする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 31 16 10 ④ 平均値、最小値、標準偏差のうち1つでも不合格の場合はさらに
同数の測定を行い、当初の測定値と合わせて計算した結果が基
準値を満足すれば合格とし、不合格の場合は塗増し、再検査し
なければならない。

3 2 3 31 16 10 ④ 平均値、最小値、標準偏差のうち1つでも不合格の場合はさらに
同数の測定を行い、当初の測定値と合わせて計算した結果が管
理基準値を満足すれば合格とし、不合格の場合は、最上層の塗
料を増し塗りして、再検査しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 31 16 11 （7） 受注者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないまま
で現場に搬入し、使用しなければならない。

3 2 3 31 16 11 (7) 受注者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないまま
で現場に搬入し、塗料の品質、製造年月日、ロット番号、色彩
及び数量を監督職員に提示しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 31 16 12 また、受注者は、塗布作業の開始前に出荷証明書、塗料成績表
（製造年月日、ロット番号、色採、数量を明記）の確認を監督
職員に受けなければならない。

3 2 3 31 16 12 また、受注者は、塗布作業の開始前に出荷証明書及び塗料成績
表（製造年月日、ロット番号、色採、数量を明記）を確認し、
記録、保管し、監督職員または検査職員の請求があった場合は
速やかに提示しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 3 32 0 1 3-2-3-32 かごマット工 3 2 3 32 0 1 3-2-3-32 かごマット工 無
3 2 3 32 1 1 1.一般事項 かごマットの構造及び要求性能については、「鉄線籠型護岸の

設計・施工技術基準（案）」（国土交通省、平成21年4月24日改
定）（以下「鉄線籠型基準」という。）によるほか、図面及び
以下による。

3 2 3 32 1 1 1.一般事項 かごマットの構造及び要求性能については、「鉄線籠型護岸の
設計・施工技術基準（案）」（国土交通省、平成21年4月）（以
下「鉄線籠型基準」という。）によるほか、契約図面及び以下
による。

有 表記統一

3 2 3 32 3 1 3.表示標の提出 受注者は，納入された製品について監督職員が指定する表示標
（底網，蓋網，側網及び仕切網毎に網線に使用した線材の製造
工場名及び表示番号，製造年月日を記載したもの）を監督職員
に提出しなければならない。

3 2 3 32 3 1 3.表示標の提出 受注者は，納入された製品について監督職員が指定する表示標
（底網，蓋網，側網及び仕切網毎に網線に使用した線材の製造
工場名及び表示番号，製造年月日を記載したもの）を監督職員
に提出しなければならない。

無

3 2 3 32 3 2 また，監督職員が指定する各網の表示標に記載された番号に近
い線材の公的機関における試験結果を提出しなければならな

3 2 3 32 3 2 また，監督職員が指定する各網の表示標に記載された番号に近
い線材の公的機関における試験結果を提出しなければならな

無

3 2 3 32 3 2 表3-2-11　要求性能の確認方法 3 2 3 32 3 2 表3-2-10　要求性能の確認方法 有 表番号の修正
3 2 3 32 6 1 6.連結方法 連結の方法はコイル式とし表3-2-12のとおりとする。また、側

網と仕切網、流水方向の底網と底網、外周部については、接続
長の全長を連結するものとし、その他の部分は接続長1／2以上
（1本/m）を連結するものとする。連結終了時のコイルは両端の
線端末を内側に向けるものとする。

3 2 3 32 6 1 6.連結方法 連結の方法はコイル式とし表3-2-11のとおりとする。また、側
網と仕切網、流水方向の底網と底網、外周部については、接続
長の全長を連結するものとし、その他の部分は接続長1／2以上
（1本/m）を連結するものとする。連結終了時のコイルは両端の
線端末を内側に向けるものとする。

有 表番号の修正

3 2 3 32 6 2 表3-2-12　連結コイル線 3 2 3 32 6 2 表3-2-11　連結コイル線 有 表番号の修正
3 2 3 32 6 3 表3-2-13　線材の品質管理試験の内容 3 2 3 32 6 3 表3-2-12　線材の品質管理試験の内容 有 表番号の修正
3 2 3 33 0 1 3-2-3-33 袋詰玉石工 3 2 3 33 0 1 3-2-3-33 袋詰玉石工 無
3 2 3 33 2 1 2.根固め用袋材の性

能
袋型根固め用袋材は、表3-2-14に示す性能を満足することを確
認しなければならない。

3 2 3 33 2 1 2.根固め用袋材の
性能

袋型根固め用袋材は、表3-2-13に示す性能を満足することを確
認しなければならない。

有 表番号の修正

3 2 3 33 3 1 3.根固め用袋材の要
求性能の確認

要求性能の確認は、表3-2-14に記載する確認方法で行うことを
原則とし、受注者は基準値に適合することを示した公的試験機
関の証明書または公的試験機関の試験結果を事前に監督職員に
提出し、確認を受けなければならない。

3 2 3 33 3 1 3.根固め用袋材の
要求性能の確認

要求性能の確認は、表3-2-13に記載する確認方法で行うことを
原則とし、受注者は基準値に適合することを示した公的試験機
関の証明書または公的試験機関の試験結果を事前に監督職員に
提出し、確認を受けなければならない。

有 表番号の修正

3 2 3 33 3 2 表3-2-14（1）　袋型根固め袋材の要求性能及び確認方法 3 2 3 33 3 2 表3-2-13（1）　袋型根固め用袋材の要求性能及び確認方法 有 誤記修正
表番号の修正

3 2 3 33 3 3 表3-2-14（2）　参考資料 3 2 3 33 3 3 表3-2-13（2）　参考資料 有 表番号の修正
3 2 4 0 0 1 第4節 基礎工 3 2 4 0 0 1 第4節 基礎工 無
3 2 4 4 0 1 3-2-4-4 既製杭工 3 2 4 4 0 1 3-2-4-4 既製杭工 無
3 2 4 4 3 1 3.試験杭の施工 受注者は，試験杭の施工に際して，設計図書に従って試験杭を

施工しなければならない。また，設計図書に示されていない場
合には，各基礎ごとに，試験杭を施工しなければならない。

3 2 4 4 3 1 3.試験杭の施工 受注者は，試験杭の施工に際して，設計図書に従って試験杭を
施工しなければならない。また，設計図書に示されていない場
合には，各基礎ごとに，試験杭を施工しなければならない。

無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 4 4 3 2 なお，設計図書に示されていない場合には，各基礎ごとに，設
計図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるよう
に最初の一本を試験杭として施工してもよい。

3 2 4 4 3 2 なお，設計図書に示されていない場合には，各基礎ごとに，設
計図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるよう
に最初の一本を試験杭として施工してもよい。

無

3 2 4 4 3 3 また，一本だけで施工管理のための十分な情報が得られない場
合は，次に施工する杭も試験杭として実施することで不足する
情報を補足し，以降の杭施工に反映するものとする。

有 新規追加

3 2 4 4 11 1 11.中掘り杭工法に
よる既製杭工施工

受注者は、中掘り杭工法で既製杭工を施工する場合には、掘削
及び沈設中は土質性状の変化や杭の沈設状況などを観察し、杭
先端部及び杭周辺地盤を乱さないように、沈設するとともに必
要に応じて所定の位置に保持しなければならない。また、先端
処理については、試験杭等の条件に基づいて、管理を適正に行
わなければならない。

3 2 4 4 11 1 11.中掘り杭工法
による既製杭工施
工

受注者は、中掘り杭工法で既製杭工を施工する場合には、掘削
及び沈設中は土質性状の変化や杭の沈設状況などを観察し、杭
周辺及び先端地盤の乱れを最小限に留めるように沈設するとと
もに、必要に応じて所定の位置に保持しなければならない。ま
た、先端処理については、試験杭等の条件に基づいて、管理を
適正に行わなければならない。杭の掘削・沈設速度は杭径や土
質条件によって異なるが、試験杭により確認した現場に適した

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 4 11 2 なお，施工管理装置は，中掘り掘削・沈設及びセメントミルク
噴出撹拌方式の根固部の築造時，コンクリート打設方式の孔底
処理に必要な施工管理項目について常時表示・記録できるもの
を選定する。

有 新規追加

3 2 4 4 14 1 14.杭支持層の確
認・記録

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コン
クリートくいの施工標準）8施工8.3くい施工で、8.3.2埋込み工
法を用いる施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌方
式または、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が設計図書
に示された支持層付近に達した時点で支持層の確認をするとと
もに、確認のための資料を整備及び保管し、監督職員の請求が
あった場合は、速やかに提示するとともに、工事完成時に監督
職員へ提出しなければならない。セメントミルク噴出撹拌方式
の場合は、受注者は、過度の掘削や長時間の撹拌などによって
杭先端周辺の地盤を乱さないようにしなければならない。

3 2 4 4 14 1 14.杭支持層の確
認・記録

受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コン
クリートくいの施工標準）7施工7.4くい施工で、7.4.2埋込み工
法を用いる施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌方
式または、コンクリート打設方式の場合は、杭先端が設計図書
に示された支持層付近に達した時点で支持層の確認をするとと
もに、確認のための資料を整備及び保管し、監督職員の請求が
あった場合は、速やかに提示するとともに、工事完成時に監督
職員へ提出しなければならない。セメントミルク噴出撹拌方式
の場合は、受注者は、過度の掘削や長時間の撹拌などによって
杭先端周辺の地盤を乱さないようにしなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 4 14 2 また，コンクリート打設方式の場合においては，受注者は，根
固めを造成する生コンクリートを打込むにあたり，孔底沈殿物
（スライム）を除去した後，トレミー管などを用いて杭先端部
を根固めしなければならない。

3 2 4 4 14 2 また，コンクリート打設方式の場合においては，受注者は，根
固めを造成する生コンクリートを打込むにあたり，孔底沈殿物
（スライム）を除去した後，トレミー管などを用いて杭先端部
を根固めしなければならない。

無

3 2 4 4 15 1 15.既製コンクリー
ト杭又は鋼管杭の先
端処理

受注者は，既製コンクリート杭または鋼管杭の先端処理をセメ
ントミルク噴出攪拌方式による場合は，杭基礎施工便覧に示さ
れている工法技術またはこれと同等の工法技術によるものと
し，受注者は施工に先立ち，当該工法技術について，設計図書
に関して監督職員の承諾を得なければならない。

3 2 4 4 15 1 15.既製コンク
リート杭または鋼
管杭の先端処理

受注者は，既製コンクリート杭または鋼管杭の先端処理をセメ
ントミルク噴出攪拌方式による場合は，杭基礎施工便覧に示さ
れている工法技術またはこれと同等の工法技術によるものと
し，受注者は施工に先立ち，当該工法技術について，設計図書
に関して監督職員の承諾を得なければならない。

有 表記修正

3 2 4 4 15 2 ただし，最終打撃方式及びコンクリート打設方式はこれらの規
定には該当しない。

3 2 4 4 15 2 ただし，最終打撃方式及びコンクリート打設方式はこれらの規
定には該当しない。

無

3 2 4 4 16 1 16.セメントミルク
の水セメント比

受注者は，既製コンクリート杭の施工を行うにあたり，根固め
球根を造成するセメントミルクの水セメント比は設計図書に示
されていない場合は，60％以上かつ70％以下としなければなら
ない。掘削時及びオーガ引上げ時に負圧を発生させてボイリン
グを起こす可能性がある場合は，杭中空部の孔内水位を常に地
下水位より低下させないよう十分注意して掘削しなければなら

3 2 4 4 16 1 16.セメントミル
クの水セメント比

受注者は，既製コンクリート杭の施工を行うにあたり，根固め
球根を造成するセメントミルクの水セメント比は設計図書に示
されていない場合は，60％以上かつ70％以下としなければなら
ない。掘削時及びオーガ引上げ時に負圧を発生させてボイリン
グを起こす可能性がある場合は，杭中空部の孔内水位を常に地
下水位より低下させないよう十分注意して掘削しなければなら

無

3 2 4 4 16 2 また、撹拌完了後のオーガの引上げに際して、吸引現象を防止
する必要がある場合には、貧配合の安定液を噴出しながら、
ゆっくりと引上げなければならない。

3 2 4 4 16 2 また、撹拌完了後のオーガの引上げに際して、吸引現象を防止
する必要がある場合には、セメントミルクを噴出しながら、
ゆっくりと引き上げなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 4 21 1 21.鋼管杭・Ｈ鋼杭
の現場継手

既製杭工における鋼管杭及びＨ鋼杭の現場継手については，以
下の各号の規定によるものとする。

3 2 4 4 21 1 21.鋼管杭・Ｈ鋼
杭の現場継手

既製杭工における鋼管杭及びＨ鋼杭の現場継手については，以
下の各号の規定によるものとする。

無

3 2 4 4 21 2 （1） 受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の現場継手を溶接継手による場合
については、アーク溶接継手とし、現場溶接に際しては溶接工
の選定及び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工管
理技術者を常駐させるとともに、以下の規定による。

3 2 4 4 21 2 (1) 受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の現場継手を溶接継手による場合
については、アーク溶接継手とし、現場溶接に際しては溶接工
の選定及び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工技
術者を常駐させるとともに、以下の規定による。

有 誤記修正
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 4 4 21 3 （2） 受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接は、JIS Z 3801（手溶接技
術検定における試験方法及び判定基準）に定められた試験のう
ち、その作業に該当する試験（または同等以上の検定試験）に
合格した者でかつ現場溶接の施工経験が6ヶ月以上の者に行わさ
せなければならない。ただし半自動溶接を行う場合は､JIS Z
3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）に
定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験（また
はこれと同等以上の検定試験）に合格した者でなければならな
い。

3 2 4 4 21 3 (2) 受注者は、鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接は、JIS Z 3801（手溶接技
術検定における試験方法及び判定基準）に定められた試験のう
ち、その作業に該当する試験（または同等以上の検定試験）に
合格した者でかつ現場溶接の施工経験が6ヶ月以上の者に行わさ
せなければならない。ただし半自動溶接を行う場合は､JIS Z
3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）に
定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験（また
はこれと同等以上の検定試験）に合格した者でかつ現場溶接の
施工経験が6ヶ月以上の者に行わさせなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 4 21 7 （5） 受注者は，降雪雨時，強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接
作業を行ってはならない。ただし，作業が可能なように，遮へ
いした場合等には，設計図書に関して監督職員の承諾を得て作
業を行うことができる。また，気温が5℃以下の時は溶接を行っ
てはならない。ただし，気温が－10～＋5℃の場合で，溶接部か
ら100mm以内の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合は施工で
きる。

3 2 4 4 21 7 (5) 受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接
作業を行ってはならない。風は、セルフシールドアーク溶接の
場合には10m/sec以内、ガスシールドアーク溶接の場合には
2m/sec以内とする。ただし、作業が可能なように、遮へいした
場合等には、設計図書に関して監督職員の承諾を得て作業を行
うことができる。また、気温が5℃以下の時は溶接を行ってはな
らない。ただし、気温が－10～＋5℃の場合で、溶接部から
100mm以内の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合は施工でき

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 4 21 9 （7） 受注者は、鋼管杭の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一致
するように行い、表3-2-15の許容値を満足するように施工しな
ければならない。

3 2 4 4 21 9 (7) 受注者は、鋼管杭の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一致
するように行い、表3-2-14の許容値を満足するように施工しな
ければならない。

有 表番号の修正

3 2 4 4 21 10 なお，測定は，上杭の軸方向を直角に近い異なる二方向から行
わなければならない。

3 2 4 4 21 10 なお，測定は，上杭の軸方向を直角に近い異なる二方向から行
わなければならない。

無

3 2 4 4 21 11 表3-2-15　現場円周溶接部の目違いの許容値 3 2 4 4 21 11 表3-2-14　現場円周溶接部の目違いの許容値 有 表番号の修正
3 2 4 4 21 12 （8） 受注者は，鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接完了後，溶接箇所につい

て，欠陥の有無の確認を行わなければならない。
3 2 4 4 21 12 (8) 受注者は，鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接完了後，溶接箇所につい

て，欠陥の有無の確認を行わなければならない。
無

3 2 4 4 21 13 なお、確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要するもの
については、グラインダーまたはガウジングなどで完全にはつ
りとり、再溶接して補修しなければならない。

3 2 4 4 21 13 なお、確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要するもの
については、グラインダまたはガウジングなどで完全にはつり
とり、再溶接して補修しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 5 0 1 3-2-4-5 場所打杭工 3 2 4 5 0 1 3-2-4-5 場所打杭工 無
3 2 4 5 1 1 1.試験杭 受注者は，試験杭の施工に際して，設計図書に従って試験杭を

施工しなければならない。また，設計図書に示されていない場
合には，各基礎ごとに，試験杭を施工しなければならない。

3 2 4 5 1 1 1.試験杭 受注者は，試験杭の施工に際して，設計図書に従って試験杭を
施工しなければならない。また，設計図書に示されていない場
合には，各基礎ごとに，試験杭を施工しなければならない。

無

3 2 4 5 1 2 なお，設計図書に示されていない場合には，各基礎ごとに，設
計図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるよう
に最初の一本を試験杭として施工してもよい。

3 2 4 5 1 2 なお，設計図書に示されていない場合には，各基礎ごとに，設
計図書に示す工事目的物の基礎杭の一部として使用できるよう
に最初の一本を試験杭として施工してもよい。

無

3 2 4 5 1 3 また，一本だけで施工管理のための十分な情報が得られない場
合は，次に施工する杭も試験杭として実施することで不足する
情報を補足し，以降の杭施工に反映するものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 5 9 1 9.鉄筋かごの建込み 受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの建込み中及び建込み
後に、湾曲、脱落座屈などを防止するとともに、鉄筋かごに
は、設計図書に示されたかぶりが確保できるように、スペー
サーを同一深さ位置に4ヶ所以上、深さ方向5m間隔以下で取付け
なければならない。

3 2 4 5 9 1 9.鉄筋かごの建込
み

受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの建込み中及び建込み
後に、湾曲、脱落座屈などを防止するとともに、鉄筋かごに
は、設計図書に示されたかぶりが確保できるように、スペーサ
を同一深さ位置に4ヶ所以上、深さ方向3m間隔程度で取り付けな
ければならない。特に杭頭部は、位置がずれやすいことから鉄
筋かご円周長に対して500～700mmの間隔で設置するものとす

有 表記統一(コンクリート標準示方書)
諸基準の改定に伴う

3 2 4 5 11 1 11.鉄筋かごの組立
て

受注者は，場所打杭工における鉄筋かごの組立てにあたって
は，形状保持などのための溶接を行ってはならない。ただし，
これにより難い場合には監督職員と協議するものとする。ま
た，コンクリート打込みの際に鉄筋が動かないように堅固なも
のとしなければならない。

3 2 4 5 11 1 11.鉄筋かごの組
立て

受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの組立てにあたって
は、形状保持などのための溶接を構造設計上考慮する鉄筋に対
して行ってはならない。ただし、これにより難い場合には監督
職員と協議するものとする。また、コンクリート打込みの際に
鉄筋が動かないように堅固なものとしなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 5 11 2 なお，鉄筋かごを運搬する場合には，変形を生じないようにし
なければならない。

3 2 4 5 11 2 なお，鉄筋かごを運搬する場合には，変形を生じないようにし
なければならない。

無

3 2 4 5 12 1 12.コンクリート打
設

受注者は、場所打杭工のコンクリート打込みにあたっては、ト
レミー管を用いたプランジャー方式によるものとし、打込み量
及び打込み高を常に計測しなければならない。これにより難い
場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならな
い。また、受注者は、トレミー管下端とコンクリート立上り高
の関係をトレミー管の位置、コンクリート打込み数量より検討
し、トレミー管をコンクリート内に打込み開始時を除き、2m以
上入れておかなければならない。

3 2 4 5 12 1 12.コンクリート
打設

受注者は、場所打杭工のコンクリート打込みにあたっては、ト
レミー管を用いたプランジャー方式によるものとし、打込み量
及び打込み高を常に計測しなければならない。これにより難い
場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならな
い。また、受注者は、トレミー管下端とコンクリート立上り高
の関係をトレミー管の位置、コンクリート打込み数量より検討
し、トレミー管をコンクリートの上面から打込み開始時を除
き、2m以上入れておかなければならない。

有 諸基準の改定に伴う
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 4 5 14 1 14.オールケーシン
グ工法の施工

受注者は、オールケーシング工法の施工におけるケーシング
チューブの引抜きにあたり、鉄筋かごの共上りを起こさないよ
うにするとともに、引抜き最終時を除き、ケーシングチューブ
下端をコンクリート打設面より2m以上コンクリート内に挿入し
ておかなければならない。

3 2 4 5 14 1 14.オールケーシ
ング工法の施工

受注者は、オールケーシング工法の施工におけるケーシング
チューブの引抜きにあたり、鉄筋かごの共上りを起こさないよ
うにするとともに、引抜き最終時を除き、ケーシングチューブ
下端をコンクリートの上面から2m以上コンクリート内に挿入し
ておかなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 5 17 1 17.鉄筋かご建込み
時の孔壁崩壊防止

受注者は、リバース工法、アースドリル工法、ダウンザホール
ハンマー工法及び大口径ボーリングマシン工法において鉄筋か
ごを降下させるにあたり、孔壁に接触させて孔壁崩壊を生じさ
せないようにしなければならない。

3 2 4 5 17 1 17.鉄筋かご建込
み時の孔壁崩壊防
止

受注者は、リバース工法、アースドリル工法、ダウンザホール
ハンマー工法及び大口径ボーリングマシン工法において鉄筋か
ごを降下させるにあたり、孔壁に接触させて孔壁崩壊を生じさ
せてはならない。

有 表記修正

3 2 4 6 0 1 3-2-4-6 深礎工 3 2 4 6 0 1 3-2-4-6 深礎工 無
3 2 4 6 6 1 6.鉄筋組立て 受注者は、深礎工において鉄筋を組立てる場合は、適切な仮設

計画のもと所定の位置に堅固に組立てるとともに、曲がりやよ
じれが生じないように、土留材に固定しなければならない。た
だし、鉄筋の組立てにおいては、組立て上の形状保持のための
溶接を行ってはならない。

3 2 4 6 6 1 6.鉄筋組立て 受注者は、深礎工において鉄筋を組み立てる場合は、適切な仮
設計画のもと所定の位置に堅固に組み立てるとともに、曲がり
やよじれが生じないように、土留材に固定しなければならな
い。ただし、鉄筋の組立てにおいては、組立て上の形状保持等
のための溶接を構造設計上考慮する鉄筋に対して行ってはなら

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 6 7 1 7.鉄筋の継手 軸方向鉄筋の継手は機械式継手とし、せん断補強鉄筋は重ね継
手又は機械式継手とする。これにより難い場合は、監督職員の
承諾を得なければならない。

3 2 4 6 7 1 7.鉄筋の継手 軸方向鉄筋の継手は機械式継手とし、せん断補強鉄筋は重ね継
手または機械式継手とする。これにより難い場合は、監督職員
の承諾を得なければならない。

有 表記修正

3 2 4 6 9 1 9.裏込材注入圧力 裏込材注入圧力は、低圧（0.1N/mm2程度）とするが、これによ
り難い場合は、施工に先立って監督職員の承諾を得なければな
らない。

3 2 4 6 9 1 9.裏込材注入圧力 裏込材注入圧力は、低圧（0.1N/ 程度）とするが、これにより
難い場合は、施工に先立って監督職員の承諾を得なければなら
ない。

有 表記統一

3 2 4 8 0 1 3-2-4-8 ニューマチックケーソン基礎工 3 2 4 8 0 1 3-2-4-8 ニューマチックケーソン基礎工 無
3 2 4 8 8 1 8.中埋コンクリート

施工前の作業
受注者は、中埋コンクリートを施工する前にあらかじめニュー
マチックケーソン底面地盤の不陸整正を行い、作業室内部の刃
口や天井スラブ、シャフト及びエアロックに付着している土砂
を除去するなど、作業室内を清掃しなければならない。

3 2 4 8 8 1 8.中埋めコンク
リート施工前の作
業

受注者は、中埋めコンクリートを施工する前にあらかじめ
ニューマチックケーソン底面地盤の不陸整正を行い、作業室内
部の刃口や天井スラブ、シャフト及びエアロックに付着してい
る土砂を除去するなど、作業室内を清掃しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 8 9 1 9.中埋コンクリート
の打設

受注者は、中埋コンクリートを施工するにあたり、作業室内の
気圧を管理しながら、作業に適するワーカビリティーの中埋め
コンクリートを用いて、刃口周辺から中央へ向って打込み、打
込み後24時間以上、気圧を一定に保ち養生し、断気しなければ
ならない。

3 2 4 8 9 1 9.中埋めコンク
リートの打設

受注者は、中埋めコンクリートを施工するにあたり、作業室内
の気圧を管理しながら、作業に適するワーカビリティーの中埋
めコンクリートを用いて、刃口周辺から中央へ向って打込み、
打込み後24時間以上、気圧を一定に保ち養生し、断気しなけれ
ばならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 8 11 1 11.砂セントルの解
体

受注者は、砂セントルを解体するにあたり、打設したコンク
リートの圧縮強度が14N/mm2以上かつコンクリート打設後3日以
上経過した後に行わなければならない。

3 2 4 8 11 1 11.砂セントルの
解体

受注者は、砂セントルを解体するにあたり、打設したコンク
リートの圧縮強度が14N/ 以上かつコンクリート打設後3日以上
経過した後に行わなければならない。

有 表記統一

3 2 4 9 11 1 11.鋼管矢板の溶接 鋼管矢板基礎工において鋼管矢板の溶接を行う場合について
は，以下の各号の規定によるものとする。

3 2 4 9 11 1 11.鋼管矢板の溶
接

鋼管矢板基礎工において鋼管矢板の溶接を行う場合について
は，以下の各号の規定によるものとする。

無

3 2 4 9 11 2 （1） 受注者は、鋼管矢板の現場継手を溶接継手による場合について
は、アーク溶接継手とし、現場溶接に際しては溶接工の選定及
び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工管理技術者
を常駐させなければならない。

3 2 4 9 11 2 (1) 受注者は、鋼管矢板の現場継手を溶接継手による場合について
は、アーク溶接継手とし、現場溶接に際しては溶接工の選定及
び溶接の管理、指導、検査及び記録を行う溶接施工技術者を常
駐させなければならない。

有 誤記修正

3 2 4 9 11 3 （2） 受注者は、鋼管矢板の溶接については、JIS Z 3801（手溶接技
術検定における試験方法及び判定基準）に定められた試験のう
ち、その作業に該当する試験（または同等以上の検定試験）に
合格した者で、かつ現場溶接の施工経験が6ヶ月以上の者に行わ
させなければならない。ただし半自動溶接を行う場合は､JIS Z
3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）に
定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験（また
はこれと同等以上の検定試験）に合格した者でなければならな
い。

3 2 4 9 11 3 (2) 受注者は、鋼管矢板の溶接については、JIS Z 3801（手溶接技
術検定における試験方法及び判定基準）に定められた試験のう
ち、その作業に該当する試験（または同等以上の検定試験）に
合格した者で、かつ現場溶接の施工経験が6ヶ月以上の者に行わ
させなければならない。ただし半自動溶接を行う場合は､JIS Z
3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）に
定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験（また
はこれと同等以上の検定試験）に合格した者で、かつ現場溶接
の施工経験が6ヶ月以上の者に行わせなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 4 9 11 9 （7） 受注者は、鋼管矢板の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一
致するように行い、表3-2-16の許容値を満足するように施工し
なければならない。

3 2 4 9 11 9 (7) 受注者は、鋼管矢板の上杭の建込みにあたっては、上下軸が一
致するように行い、表3-2-15の許容値を満足するように施工し
なければならない。

有 表番号の修正

3 2 4 9 11 11 表3-2-16　現場円周溶接部の目違いの許容値 3 2 4 9 11 11 表3-2-15　現場円周溶接部の目違いの許容値 有 表番号の修正
3 2 4 9 11 12 （8） 受注者は，鋼管矢板の溶接完了後，設計図書に示された方法，

個数につき，指定された箇所について欠陥の有無を確認しなけ
ればならない。

3 2 4 9 11 12 (8) 受注者は，鋼管矢板の溶接完了後，設計図書に示された方法，
個数につき，指定された箇所について欠陥の有無を確認しなけ
ればならない。

無

3 2 4 9 11 13 なお、確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要するもの
については、その箇所をグラインダーまたはガウジングなどで
完全にはつりとり再溶接して補修しなければならない。

3 2 4 9 11 13 なお、確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要するもの
については、その箇所をグラインダまたはガウジングなどで完
全にはつりとり再溶接して補修しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 4 9 13 1 13.建込み精度管理 受注者は、鋼管矢板の建込みに際しては、導枠のマーキング位
置に鋼管矢板を設置し、トランシットで二方向から鉛直性を確
認しながら施工しなければならない。受注者は、打込みを行う
際には、鋼管矢板を閉合させる各鋼管矢板の位置決めを行い、
建込みや精度を確認後に行わなければならない。建込み位置に
ずれや傾斜が生じた場合には、鋼管矢板を引抜き、再度建込み
を行わなければならない。

3 2 4 9 13 1 13.建込み精度管
理

受注者は，鋼管矢板の建込みに際しては，導枠のマーキング位
置に鋼管矢板を設置して二方向から鉛直性を確認しながら施工
しなければならない。受注者は，打込みを行う際には，鋼管矢
板を閉合させる各鋼管矢板の位置決めを行い，建込みや精度を
確認後に行わなければならない。建込み位置にずれや傾斜が生
じた場合には，鋼管矢板を引抜き，再度建込みを行わなければ
ならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 5 0 0 1 第5節 石・ブロック積（張）工 3 2 5 0 0 1 第5節 石・ブロック積（張）工 無
3 2 5 3 0 1 3-2-5-3 コンクリートブロック工 3 2 5 3 0 1 3-2-5-3 コンクリートブロック工 無
3 2 5 3 5 1 5.コンクリートブ

ロック工の練積又は
練張の施工

受注者は，コンクリートブロック工の練積または練張の施工に
あたり，合端を合わせ尻かいを用いて固定し，胴込めコンク
リートを充填した後に締固め，合端付近に空隙が生じないよう
にしなければならない。

3 2 5 3 5 1 5.コンクリートブ
ロック工の練積ま
たは練張の施工

受注者は，コンクリートブロック工の練積または練張の施工に
あたり，合端を合わせ尻かいを用いて固定し，胴込めコンク
リートを充填した後に締固め，合端付近に空隙が生じないよう
にしなければならない。

有 表記修正

3 2 6 0 0 1 第6節 一般舗装工 3 2 6 0 0 1 第6節 一般舗装工 無
3 2 6 1 0 1 3-2-6-1 一般事項 3 2 6 1 0 1 3-2-6-1 一般事項 無
3 2 6 1 4 1 4.有害物の除去 受注者は、路盤の施工に先だって、路床面または下層路盤面の

浮石、その他の有害物を除去しなければならない。
3 2 6 1 4 1 4.有害物の除去 受注者は、路盤の施工に先立って、路床面または下層路盤面の

浮石、その他の有害物を除去しなければならない。
有 表記統一

3 2 6 2 0 1 3-2-6-2 材料 3 2 6 2 0 1 3-2-6-2 材料 無
3 2 6 2 1 1 1.適用規定 舗装工で使用する材料については、以下の各規定によらなけれ

ばならない。舗装工で使用する材料については、第3編3-2-6-3
アスファルト舗装の材料、3-2-6-4コンクリート舗装の材料の規
定による。

3 2 6 2 1 1 1.適用規定 舗装工で使用する材料については，第3編3-2-6-3アスファルト
舗装の材料，3-2-6-4コンクリート舗装の材料の規定による。

有 表記修正

3 2 6 3 0 1 3-2-6-3 アスファルト舗装の材料 3 2 6 3 0 1 3-2-6-3 アスファルト舗装の材料 無
3 2 6 3 2 1 2.事前審査認定書 受注者は、アスファルト混合物事前審査委員会の事前審査で認

定された加熱アスファルト混合物を使用する場合は、事前に認
定書（認定証、混合物総括表）の写しを監督職員に提出するも
のとし、アスファルト混合物及び混合物の材料に関する品質証
明、試験成績表の提出及び試験練りは省略できる。

有 新規追加(国に準拠)

3 2 6 3 2 2 なお、上記以外の場合においては、以下による。 有 新規追加(国に準拠)
3 2 6 3 6 1 5.小規模工事の試験

成績書
受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000m2未満）においては、使用実績のある以下の材料の試
験成績書の提出によって、試験結果の提出に代えることができ

3 2 6 3 6 1 6.小規模工事の試
験成績書

受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000㎡未満）においては、使用実績のある以下の材料の試
験成績書の提出によって、試験結果の提出に代えることができ

有 表記統一

3 2 6 3 7 1 6.小規模工事の骨材
試験

受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000m2未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験結果の提出
により、以下の骨材の骨材試験を省略することができる。

3 2 6 3 7 1 7.小規模工事の骨
材試験

受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000㎡未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験結果の提出
により、以下の骨材の骨材試験を省 略することができる。

有 表記統一

3 2 6 3 8 1 7.下層路盤の材料規
格

下層路盤に使用する粒状路盤材は、以下の規格に適合するもの
とする。

3 2 6 3 8 1 8.下層路盤の材料
規格

下層路盤に使用する粒状路盤材は、以下の規格に適合するもの
とする。

無

3 2 6 3 8 2 （1） 下層路盤に使用する粒状路盤材は、粘土塊、有機物、ごみ等を
有害量含まず、表3-2-17の規格に適合するものとする。

3 2 6 3 8 2 （1） 下層路盤に使用する粒状路盤材は、粘土塊、有機物、ごみ等を
有害量含まず、表3-2-16の規格に適合するものとする。

有 表番号の修正

3 2 6 3 8 3 表3-2-17　下層路盤の品質規格 3 2 6 3 8 3 表3-2-16　下層路盤の品質規格 有 表番号の修正
3 2 6 3 9 1 8.上層路盤の材料規

格
上層路盤に使用する粒度調整路盤材は以下の規格に適合するも
のとする。

3 2 6 3 9 1 9.上層路盤の材料
規格

上層路盤に使用する粒度調整路盤材は以下の規格に適合するも
のとする。

無

3 2 6 3 9 2 （1） 粒度調整路盤材は、粒度調整砕石、再生粒度調整砕石、粒度調
整鉄鋼スラグ、水硬性粒度調整鉄鋼スラグ、または、砕石、ク
ラッシャラン、鉄鋼スラグ、砂、スクリーニングス等を本項
（2）に示す粒度範囲に入るように混合したものとする。これら
の粒度調整路盤材は、細長いあるいは偏平な石片、粘土塊、有
機物ごみ、その他を有害量含まず、表3-2-18、表3-2-19、表3-
2-20の規格に適合するものとする。

3 2 6 3 9 2 （1） 粒度調整路盤材は、粒度調整砕石、再生粒度調整砕石、粒度調
整鉄鋼スラグ、水硬性粒度調整鉄鋼スラグ、または、砕石、ク
ラッシャラン、鉄鋼スラグ、砂、スクリーニングス等を本項
（2）に示す粒度範囲に入るように混合したものとする。これら
の粒度調整路盤材は、細長いあるいは偏平な石片、粘土塊、有
機物ごみ、その他を有害量含まず、表3-2-17、表3-2-18、表3-
2-19の規格に適合するものとする。

有 表番号の修正

3 2 6 3 9 3 表3-2-18　上層路盤の品質規格 3 2 6 3 9 3 表3-2-17　上層路盤の品質規格 有 表番号の修正
3 2 6 3 9 4 表3-2-19　上層路盤の品質規格 3 2 6 3 9 4 表3-2-18　上層路盤の品質規格 有 表番号の修正
3 2 6 3 9 5 表3-2-20　上層路盤の品質規格 3 2 6 3 9 5 表3-2-19　上層路盤の品質規格 有 表番号の修正
3 2 6 3 9 6 （2） 粒度調整路盤材の粒度範囲は、表3-2-21の規格に適合するもの

とする。
3 2 6 3 9 6 （2） 粒度調整路盤材の粒度範囲は、表3-2-20の規格に適合するもの

とする。
有 表番号の修正

3 2 6 3 9 7 表3-2-21　粒度調整路盤材の粒度範囲 3 2 6 3 9 7 表3-2-20　粒度調整路盤材の粒度範囲 有 表番号の修正
3 2 6 3 11 1 10.アスファルト安

定処理の材料規格
加熱アスファルト安定処理に使用する製鋼スラグ及びアスファ
ルトコンクリート再生骨材は表3-2-22、表3-2-23の規格に適合
するものとする。

3 2 6 3 11 1 11.アスファルト
安定処理の材料規
格

加熱アスファルト安定処理に使用する製鋼スラグ及びアスファ
ルトコンクリート再生骨材は表3-2-21、表3-2-22の規格に適合
するものとする。

有 表番号の修正

3 2 6 3 11 2 表3-2-22　鉄鋼スラグの品質規格 3 2 6 3 11 2 表3-2-21　鉄鋼スラグの品質規格 有 表番号の修正
3 2 6 3 11 3 表3-2-23　アスファルトコンクリート再生骨材の品質 3 2 6 3 11 3 表3-2-22　アスファルトコンクリート再生骨材の品質 有 表番号の修正
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編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
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有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 6 3 15 1 15.適用規格（再生
アスファルト(2)）

再生アスファルト混合物及び材料の規格は、舗装再生便覧によ
る。

3 2 6 3 15 1 15.適用規格（再
生アスファルト

再生アスファルト混合物及び材料の規格は、舗装再生便覧（日
本道路協会、平成22年11月）による。

有 表記統一

3 2 6 3 20 1 20.適用規定（加熱
アスファルト）

アスファルト舗装の基層及び表層に使用する加熱アスファルト
混合物は、以下の各規定に従わなければならない。

3 2 6 3 20 1 20.適用規定（加
熱アスファルト）

アスファルト舗装の基層及び表層に使用する加熱アスファルト
混合物は、以下の各規定に従わなければならない。

無

3 2 6 3 20 2 （1） アスファルト舗装の基層及び表層に使用する加熱アスファルト
混合物は、表3-2-24、3-2-25の規格に適合するものとする。

3 2 6 3 20 2 （1） アスファルト舗装の基層及び表層に使用する加熱アスファルト
混合物は、表3-2-23、表3-2-24の規格に適合するものとする。

有 表記統一
表番号の修正

3 2 6 3 21 1 21.マーシャル安定
度試験

表3-2-24、3-2-25に示す種類以外の混合物のマーシャル安定度
試験の基準値及び粒度範囲は、設計図書によらなければならな
い。

3 2 6 3 21 1 21.マーシャル安
定度試験

表3-2-23、表3-2-24に示す種類以外の混合物のマーシャル安定
度試験の基準値及び粒度範囲は、設計図書によらなければなら
ない。

有 表記統一
表番号の修正

3 2 6 3 21 2 表3-2-24　マーシャル安定度試験基準値 3 2 6 3 21 2 表3-2-23　マーシャル安定度試験基準値 有 表番号の修正
3 2 6 3 21 3 表3-2-25　アスファルト混合物の種類と粒度範囲 3 2 6 3 21 3 表3-2-24　アスファルト混合物の種類と粒度範囲 有 表番号の修正
3 2 6 7 0 1 3-2-6-7 アスファルト舗装工 3 2 6 7 0 1 3-2-6-7 アスファルト舗装工 無
3 2 6 7 1 1 1.下層路盤の規定 受注者は、下層路盤の施工において以下の各規定に従わなけれ

ばならない。
3 2 6 7 1 1 1.下層路盤の規定 受注者は、下層路盤の施工において以下の各規定に従わなけれ

ばならない。
無

3 2 6 7 1 2 （1） 受注者は、粒状路盤の敷均しにあたり、材料の分離に注意しな
がら、1層の仕上がり厚さで20cmを超えないように均一に敷均さ
なければならない。

3 2 6 7 1 2 （1） 受注者は、粒状路盤の敷均しにあたり、材料の分離に注意しな
がら、一層の仕上がり厚さで20cmを超えないように均一に敷均
さなければならない。

有 表記統一

3 2 6 7 3 1 3.セメント及び石灰
安定処理の規定

受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合
に、以下の各規定に従わなければならない。

3 2 6 7 3 1 3.セメント及び石
灰安定処理の規定

受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合
に、以下の各規定に従わなければならない。

無

3 2 6 7 3 3 （2） 受注者は、施工に先だって、「舗装調査・試験法便覧」（日本
道路協会、平成19年6月）に示される「E013安定処理混合物の一
軸圧縮試験方法」により一軸圧縮試験を行い、使用するセメン
ト量及び石灰量について監督職員の承諾を得なければならな

3 2 6 7 3 3 （2） 受注者は、施工に先立って、「舗装調査・試験法便覧」（日本
道路協会、平成31年3月）に示される「E013安定処理混合物の一
軸圧縮試験方法」により一軸圧縮試験を行い、使用するセメン
ト量及び石灰量について監督職員の承諾を得なければならな

有 表記統一
諸基準の改定に伴う

3 2 6 7 3 4 （3） セメント量及び石灰量決定の基準とする一軸圧縮強さは、設計
図書に示す場合を除き、表3-2-26の規格による。

3 2 6 7 3 4 （3） セメント量及び石灰量決定の基準とする一軸圧縮強さは、設計
図書に示す場合を除き、表3-2-25の規格による。

有 表番号の修正

3 2 6 7 3 5 ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書に示すセメン
ト量及び石灰量の路盤材が、基準を満足することが明らかであ
り、監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略するこ
とができる。

3 2 6 7 3 5 ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書に示すセメン
ト量及び石灰量の路盤材が、基準を満足することが明らかであ
り、監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略するこ
とができる。

無

3 2 6 7 3 6 表3-2-26　安定処理路盤の品質規格 3 2 6 7 3 6 表3-2-25　安定処理路盤の品質規格 有 表番号の修正
3 2 6 7 3 7 （4） 受注者は、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成19

年6月）に示される「F007突固め試験方法」によりセメント及び
石灰安定処理路盤材の最大乾燥密度を求め、監督職員の承諾を
得なければならない。

3 2 6 7 3 7 （4） 受注者は、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成31
年3月）に示される「F007突固め試験方法」によりセメント及び
石灰安定処理路盤材の最大乾燥密度を求め、監督職員の承諾を
得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 6 7 3 11 （8） 受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、締固め後の1層の
仕上がり厚さが30cmを超えないように均一に敷均さなければな
らない。

3 2 6 7 3 11 （8） 受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、締固め後の一層
の仕上がり厚さが30cmを超えないように均一に敷均さなければ
ならない。

有 表記統一

3 2 6 7 3 15 （12） 受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、1層の仕上がり厚
さは、最小厚さが最大粒径の3倍以上かつ10cm以上、最大厚さの
上限は20cm以下でなければならない。ただし締固めに振動ロー
ラを使用する場合には、仕上がり厚の上限を30cmとすることが
できる。

3 2 6 7 3 15 （12） 受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、一層の仕上がり
厚さは、最小厚さが最大粒径の3倍以上かつ10cm以上、最大厚さ
の上限は20cm以下でなければならない。ただし締固めに振動
ローラを使用する場合には、仕上がり厚の上限を30cmとするこ
とができる。

有 表記統一

3 2 6 7 3 18 （15） 受注者は、セメント及び石灰安定処理路盤を2層以上に施工する
場合の縦継目の位置を1層仕上がり厚さの2倍以上、横継目の位
置は、1m以上ずらさなければならない。

3 2 6 7 3 18 （15） 受注者は、セメント及び石灰安定処理路盤を二層以上に施工す
る場合の縦継目の位置を一層仕上がり厚さの2倍以上、横継目の
位置は、1m以上ずらさなければならない。

有 表記統一

3 2 6 7 4 1 4.加熱アスファルト
安定処理の規定

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合
に、以下の各規定による。

3 2 6 7 4 1 4.加熱アスファル
ト安定処理の規定

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合
に、以下の各規定による。

無

3 2 6 7 4 2 （1） 加熱アスファルト安定処理路盤材は、表3-2-27に示すマーシャ
ル安定度試験基準値に適合するものとする。供試体の突固め回
数は両面各々50回とするものとする。

3 2 6 7 4 2 （1） 加熱アスファルト安定処理路盤材は、表3-2-26に示すマーシャ
ル安定度試験基準値に適合するものとする。供試体の突固め回
数は両面各々50回とするものとする。

有 表番号の修正

3 2 6 7 4 3 表3-2-27　マーシャル安定度試験基準値 3 2 6 7 4 3 表3-2-26　マーシャル安定度試験基準値 有 表番号の修正
3 2 6 7 4 5 （3） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工

面積2,000m2未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験による試験
結果の提出によって、配合設計を省略することができる。

3 2 6 7 4 5 （3） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000㎡未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験による試験
結果の提出によって、配合設計を省 略することができる。

有 表記統一

3 2 6 7 4 8 （5） 受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の排出時の温度に
ついて監督職員の承諾を得なければならない。また、その変動
は、承諾を得た温度に対して±25℃の範囲内としなければなら
ない。

3 2 6 7 4 8 （5） 受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の排出時（出荷
時）の温度について監督職員の承諾を得なければならない。ま
た、その変動は、承諾を得た温度に対して±25℃の範囲内とし
なければならない。

有 実態に合わせ修正
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3 2 6 7 4 15 （12） 受注者は、設計図書に示す場合を除き、加熱アスファルト安定
処理混合物を敷均したときの混合物の温度は110℃以上、また、
1層の仕上がり厚さは10cm以下としなければならない。ただし、
混合物の種類によって敷均しが困難な場合は、設計図書に関し
て監督職員と協議の上、混合物の温度を決定するものとする。

3 2 6 7 4 15 （12） 受注者は、設計図書に示す場合を除き、加熱アスファルト安定
処理混合物を敷均したときの混合物の温度は110℃以上、また、
一層の仕上がり厚さは10cm以下としなければならない。ただ
し、混合物の種類によって敷均しが困難な場合は、設計図書に
関して監督職員と協議の上、混合物の温度を決定するものとす

有 表記統一

3 2 6 7 5 4 （2） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000m2未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験による配合
設計書の提出によって配合設計を省略することができる。

3 2 6 7 5 4 （2） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000㎡未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験による配合
設計書の提出によって配合設計を省 略することができる。

有 表記統一

3 2 6 7 5 6 （4） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000m2未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験による試験
練り結果報告書の提出によって試験練りを省略することができ

3 2 6 7 5 6 （4） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000㎡未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験による試験
練り結果報告書の提出によって試験練りを省 略することがで

有 表記統一

3 2 6 7 5 12 （8） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000m2未満）においては、実績（過去1年以内にプラント
から生産され使用した）や定期試験で得られている基準密度の
試験結果を提出することにより、基準密度の試験を省略するこ
とができる。

3 2 6 7 5 12 （8） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000㎡未満）においては、実績（過去1年以内にプラント
から生産され使用した）や定期試験で得られている基準密度の
試験結果を提出することにより、基準密度の試験を省 略する
ことができる。

有 表記統一

3 2 6 8 0 1 3-2-6-8 半たわみ性舗装工 3 2 6 8 0 1 3-2-6-8 半たわみ性舗装工 無
3 2 6 8 4 1 4.適用規定 受注者は、半たわみ性舗装工の施工にあたっては、「舗装施工

便覧第9章9-4-1半たわみ性舗装工」(日本道路協会、平成18年2
月)の規定、「舗装施工便覧第5章及び第6章構築路床・路盤の施
工及びアスファルト・表層の施工」(日本道路協会、平成18年2
月)の規定、「アスファルト舗装工事共通仕様書解説第10章10-
3-7施工」(日本道路協会、平成4年12月)の規定、舗装再生便覧
第2章2-7施工」(日本道路協会、平成25年12月)の規定による。
これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならな
い。

3 2 6 8 4 1 4.適用規定 受注者は、半たわみ性舗装工の施工にあたっては、「舗装施工
便覧 第9章 9-4-1半たわみ性舗装工」（日本道路協会、平成18
年2月）の規定、「舗装施工便覧 第5章及び第6章 構築路床・路
盤の施工及びアスファルト・表層の施工」（日本道路協会、平
成18年2月）の規定、「アスファルト舗装工事共通仕様書解説
第10章 10-3-7施工」（日本道路協会、平成4年12月）の規定、
「舗装再生便覧 第2章 2-7施工」（日本道路協会、平成22年11
月）の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を
得なければならない。

有 表記統一

3 2 6 9 0 1 3-2-6-9 排水性舗装工 3 2 6 9 0 1 3-2-6-9 排水性舗装工 無
3 2 6 9 2 1 2.適用規定（2） 受注者は、排水性舗装工の施工については、「舗装施工便覧第7

章ポーラスアスファルト混合物の施工、第9章9-3-1排水機能を
有する舗装」（日本道路協会、平成18年2月）の規定、「舗装再
生便覧2-7施工」（日本道路協会、平成25年12月）の規定によ
る。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければなら
ない。

3 2 6 9 2 1 2.適用規定（2） 受注者は、排水性舗装工の施工については、「舗装施工便覧第7
章 ポーラスアスファルト混合物の施工、第9章 9-3-1排水機能
を有する舗装」（日本道路協会、平成18年2月）の規定、「舗装
再生便覧 第2章 2-7施工」（日本道路協会、平成22年11月）の
規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なけ
ればならない。

有 表記統一

3 2 6 9 3 1 3.バインダ（アス
ファルト）の標準的
性状

ポーラスアスファルト混合物に用いるバインダ（アスファル
ト）はポリマー改質アスファルトＨ型とし、表3-2-28の標準的
性状を満足するものでなければならない。

3 2 6 9 3 1 3.バインダ（アス
ファルト）の標準
的性状

ポーラスアスファルト混合物に用いるバインダ（アスファル
ト）はポリマー改質アスファルトＨ型とし、表3-2-27の標準的
性状を満足するものでなければならない。

有 表番号の修正

3 2 6 9 3 2 表3-2-28　ポリマー改質アスファルトＨ型の標準的性状 3 2 6 9 3 2 表3-2-27　ポリマー改質アスファルトＨ型の標準的性状 有 表番号の修正
3 2 6 9 4 1 4.タックコートに用

いる瀝青材
タックコートに用いる瀝青材は、原則としてゴム入りアスファ
ルト乳剤（PKR-T）を使用することとし、表3-2-29の標準的性状
を満足するものでなければならない。

3 2 6 9 4 1 4.タックコートに
用いる瀝青材

タックコートに用いる瀝青材は、原則としてゴム入りアスファ
ルト乳剤（PKR-T）を使用することとし、表3-2-28の標準的性状
を満足するものでなければならない。

有 表番号の修正

3 2 6 9 4 2 表3-2-29　アスファルト乳剤の標準的性状 3 2 6 9 4 2 表3-2-28　アスファルト乳剤の標準的性状 有 表番号の修正
3 2 6 9 5 1 5.ポーラスアスファ

ルト混合物の配合
ポーラスアスファルト混合物の配合は表3-2-30を標準とし、表
3-2-31に示す目標値を満足するように決定する。

3 2 6 9 5 1 5.ポーラスアス
ファルト混合物の
配合

ポーラスアスファルト混合物の配合は表3-2-29を標準とし、表
3-2-30に示す目標値を満足するように決定する。

有 表番号の修正

3 2 6 9 5 2 なお、ポーラスアスファルト混合物の配合設計は、「舗装設計
施工指針」（日本道路協会、平成18年2月）及び「舗装施工便
覧」（日本道路協会、平成18年2月）に従い、最適アスファルト
量を設定後、密度試験、マーシャル安定度試験、透水試験及び
ホイールトラッキング試験により設計アスファルト量を決定す
る。ただし、同一の材料でこれまでに実績（過去1年以内にプラ
ントから生産され使用した）がある配合設計の場合には、これ
までの実績または定期試験による配合設計書について監督職員
が承諾した場合に限り、配合設計を省略することができる。

3 2 6 9 5 2 なお、ポーラスアスファルト混合物の配合設計は、「舗装設計
施工指針」（日本道路協会、平成18年2月）及び「舗装施工便
覧」（日本道路協会、平成18年2月）に従い、最適アスファルト
量を設定後、密度試験、マーシャル安定度試験、透水試験及び
ホイールトラッキング試験により設計アスファルト量を決定す
る。ただし、同一の材料でこれまでに実績（過去1年以内にプラ
ントから生産され使用した）がある配合設計の場合には、これ
までの実績または定期試験による配合設計書について監督職員
が承諾した場合に限り、配合設計を省略することができる。

無

3 2 6 9 5 2 表3-2-30　ポーラスアスファルト混合物の標準的な粒度範囲 3 2 6 9 5 2 表3-2-29　ポーラスアスファルト混合物の標準的な粒度範囲 有 表番号の修正
3 2 6 9 5 3 表3-2-31　ポーラスアスファルト混合物の目標値 3 2 6 9 5 3 表3-2-30　ポーラスアスファルト混合物の目標値 有 表番号の修正
3 2 6 10 0 1 3-2-6-10 透水性舗装工 3 2 6 10 0 1 3-2-6-10 透水性舗装工 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 6 10 1 1 1.透水性舗装工の施
工

透水性舗装工の施工については、舗装施工便覧第7章ポーラスア
スファルト舗装工、第9章9-3-2透水機能を有する舗装、第3編3-
2-6-7アスファルト舗装工の規定による。これにより難い場合
は、監督職員の承諾を得なければならない。

3 2 6 10 1 1 1.透水性舗装工の
施工

透水性舗装工の施工については、「舗装施工便覧 第7章ポーラ
スアスファルト舗装工、第9章 9-3-2透水機能を有する舗装」
（日本道路協会、平成18年2月）、第3編 3-2-6-7アスファルト
舗装工の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾
を得なければならない。

有 表記統一

3 2 6 11 0 1 3-2-6-11 グースアスファルト舗装工 3 2 6 11 0 1 3-2-6-11 グースアスファルト舗装工 無
3 2 6 11 5 1 5.グースアスファル

ト舗装工の施工
受注者は、グースアスファルト舗装工の施工については、舗装
施工便覧 第9章 9-4-2グースアスファルト舗装の規定による。

3 2 6 11 5 1 5.グースアスファ
ルト舗装工の施工

受注者は、グースアスファルト舗装工の施工については、「舗
装施工便覧 第9章 9-4-2グースアスファルト舗装」（日本道路
協会、平成18年2月）の規定による。

有 表記統一

3 2 6 11 6 3 （2） 接着剤の規格は表3-2-32、表3-2-33を満足するものでなければ
ならない。

3 2 6 11 6 3 （2） 接着剤の規格は表3-2-31、表3-2-32を満足するものでなければ
ならない。

有 表番号の修正

3 2 6 11 6 4 表3-2-32　接着剤の規格鋼床版用 3 2 6 11 6 4 表3-2-31　接着剤の規格鋼床版用 有 表番号の修正
3 2 6 11 6 5 表3-2-33（1）　接着剤の規格コンクリート床版用 3 2 6 11 6 5 表3-2-32（1）　接着剤の規格コンクリート床版用 有 表番号の修正
3 2 6 11 6 6 表3-2-33（2）　シート系床版防水層（流し貼り型、加熱溶着

型、常温粘着型）プライマーの品質
3 2 6 11 6 6 表3-2-32（2）　シート系床版防水層（流し貼り型、加熱溶着

型、常温粘着型）プライマーの品質
有 表番号の修正

3 2 6 11 6 7 （3） 受注者は、火気を厳禁し、鋼床版面にハケ・ローラーバケ等を
用いて、0.3～0.4 /m2の割合で塗布しなければならない。塗布
は、鋼床版面にハケ・ローラーバケ等を用いて、0.15～0.2 /m2
の割合で1層を塗布し、その層を約3時間乾燥させた後に1層目の
上に同じ要領によって2層目を塗布するものとする。

3 2 6 11 6 7 （3） 受注者は、火気を厳禁し、鋼床版面にハケ・ローラーバケ等を
用いて、0.3～0.4 /㎡の割合で塗布しなければならない。塗布
は、鋼床版面にハケ・ローラーバケ等を用いて、0.15～0.2 /㎡
の割合で一層を塗布し、その層を約3時間乾燥させた後に一層目
の上に同じ要領によって二層目を塗布するものとする。

有 表記統一

3 2 6 11 6 8 （4） 受注者は、塗布された接着層が損傷を受けないようにして、2層
目の施工後12時間以上養生しなければならない。

3 2 6 11 6 8 （4） 受注者は、塗布された接着層が損傷を受けないようにして、二
層目の施工後12時間以上養生しなければならない。

有 表記統一

3 2 6 11 8 1 8.グースアスファル
トの示方配合

グースアスファルトの示方配合は、以下の各規定による。 3 2 6 11 8 1 8.グースアスファ
ルトの示方配合

グースアスファルトの示方配合は、以下の各規定による。 無

3 2 6 11 8 2 （1） 骨材の標準粒度範囲は表3-2-34に適合するものとする。 3 2 6 11 8 2 （1） 骨材の標準粒度範囲は表3-2-33に適合するものとする。 有 表番号の修正
3 2 6 11 8 3 表3-2-34　骨材の標準粒度範囲 3 2 6 11 8 3 表3-2-33　骨材の標準粒度範囲 有 表番号の修正
3 2 6 11 8 5 表3-2-35　標準アスファルト量 3 2 6 11 8 5 表3-2-34　標準アスファルト量 有 表番号の修正
3 2 6 11 9 1 9.設計アスファルト

量の決定
設計アスファルト量の決定については、以下の各規定による。 3 2 6 11 9 1 9.設計アスファル

ト量の決定
設計アスファルト量の決定については、以下の各規定による。 無

3 2 6 11 9 2 （1） 示方配合されたアスファルトプラントにおけるグースアスファ
ルト混合物は表3-2-36の基準値を満足するものでなければなら
ない。

3 2 6 11 9 2 （1） 示方配合されたアスファルトプラントにおけるグースアスファ
ルト混合物は表3-2-35の基準値を満足するものでなければなら
ない。

有 表番号の修正

3 2 6 11 9 3 表3-2-36　アスファルトプラントにおけるグースアスファルト
混合物の基準値

3 2 6 11 9 3 表3-2-35　アスファルトプラントにおけるグースアスファルト
混合物の基準値

有 表番号の修正

3 2 6 11 9 4 （2） グースアスファルト混合物の流動性については同一温度で同一
のリュエル流動性であっても施工方法や敷きならし機械の重量
などにより現場での施工法に差がでるので、受注者は、配合設
計時にこれらの条件を把握するとともに過去の実績などを参考
にして、最も適した値を設定しなければならない。

3 2 6 11 9 4 （2） グースアスファルト混合物の流動性については同一温度で同一
のリュエル流動性であっても施工方法や敷きならし機械の質量
などにより現場での施工法に差がでるので、受注者は、配合設
計時にこれらの条件を把握するとともに過去の実績などを参考
にして、最も適した値を設定しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 6 11 11 1 11.混合物の製造 混合物の製造にあたっては、以下の各規定による。 3 2 6 11 11 1 11.混合物の製造 混合物の製造にあたっては、以下の各規定による。 無
3 2 6 11 11 2 （1） アスファルトプラントにおけるグースアスファルトの標準加熱

温度は表3-2-37を満足するものとする。
3 2 6 11 11 2 （1） アスファルトプラントにおけるグースアスファルトの標準加熱

温度は表3-2-36を満足するものとする。
有 表番号の修正

3 2 6 11 11 3 表3-2-37　アスファルトプラントにおける標準加熱温度 3 2 6 11 11 3 表3-2-36　アスファルトプラントにおける標準加熱温度 有 表番号の修正
3 2 6 11 11 4 （2） ミキサ排出時の混合物の温度は、180～220℃とする。 3 2 6 11 11 4 （2） ミキサー排出時の混合物の温度は、180～220℃とする。 有 JIS名称変更
3 2 6 11 13 1 13.目地工の施工 目地工の施工にあたっては、以下の各規定による。 3 2 6 11 13 1 13.目地工の施工 目地工の施工にあたっては、以下の各規定による。 無
3 2 6 11 13 5 （4） 成型目地材はそれを溶融して試験した時、注入目地材は、表3-

2-38の規格を満足するものでなければならない。
3 2 6 11 13 5 （4） 成型目地材はそれを溶融して試験した時、注入目地材は、表3-

2-37の規格を満足するものでなければならない。
有 表番号の修正

3 2 6 11 13 6 表3-2-38　目地材の規格 3 2 6 11 13 6 表3-2-37　目地材の規格 有 表番号の修正
3 2 6 11 13 11 （9） プライマーの使用量は、目地内部に対しては0.3 /m2、構造物側

面に対しては0.2 /m2、成型目地材面に対しては0.3 /m2とす
3 2 6 11 13 11 （9） プライマーの使用量は、目地内部に対しては0.3 /㎡、構造物側

面に対しては0.2 /㎡、成型目地材面に対しては0.3 /㎡とす
有 表記統一

3 2 6 12 0 1 3-2-6-12 コンクリート舗装工 3 2 6 12 0 1 3-2-6-12 コンクリート舗装工 無
3 2 6 12 1 1 1.下層路盤の規定 受注者は、下層路盤の施工において以下の各規定に従わなけれ

ばならない。
3 2 6 12 1 1 1.下層路盤の規定 受注者は、下層路盤の施工において以下の各規定に従わなけれ

ばならない。
無

3 2 6 12 1 2 （1） 受注者は、粒状路盤の敷均しにあたり、材料の分離に注意しな
がら、1層の仕上がり厚さで20cmを超えないように均一に敷均さ
なければならない。

3 2 6 12 1 2 （1） 受注者は、粒状路盤の敷均しにあたり、材料の分離に注意しな
がら、一層の仕上がり厚さで20cmを超えないように均一に敷均
さなければならない。

有 表記統一

3 2 6 12 3 1 3.セメント及び石灰
安定処理の規定

受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合
に、以下の各規定に従わなければならない。

3 2 6 12 3 1 3.セメント及び石
灰安定処理の規定

受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合
に、以下の各規定に従わなければならない。

無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 6 12 3 3 （2） 受注者は、施工に先立って、「舗装調査・試験法便覧」（日本
道路協会、平成19年6月）に示される「E013安定処理混合物の一
軸圧縮試験方法」により一軸圧縮試験を行い、使用するセメン
ト量及び石灰量について監督職員の承諾を得なければならな

3 2 6 12 3 3 （2） 受注者は、施工に先立って、「舗装調査・試験法便覧」（日本
道路協会、平成31年3月）に示される「E013安定処理混合物の一
軸圧縮試験方法」により一軸圧縮試験を行い、使用するセメン
ト量及び石灰量について監督職員の承諾を得なければならな

有 諸基準の改定に伴う

3 2 6 12 3 4 （3） 下層路盤、上層路盤に使用するセメント及び石灰安定処理に使
用するセメント石灰安定処理混合物の品質規格は、設計図書に
示す場合を除き、表3-2-39、表3-2-40の規格に適合するものと

3 2 6 12 3 4 （3） 下層路盤、上層路盤に使用するセメント及び石灰安定処理に使
用するセメント石灰安定処理混合物の品質規格は、設計図書に
示す場合を除き、表3-2-38、表3-2-39の規格に適合するものと

有 表番号の修正

3 2 6 12 3 6 表3-2-39　安定処理路盤（下層路盤）の品質規格 3 2 6 12 3 6 表3-2-38　安定処理路盤（下層路盤）の品質規格 有 表番号の修正
3 2 6 12 3 7 表3-2-40　安定処理路盤（上層路盤）の品質規格 3 2 6 12 3 7 表3-2-39　安定処理路盤（上層路盤）の品質規格 有 表番号の修正
3 2 6 12 3 8 （4） 受注者は、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成19

年6月）に示される「F007突固め試験方法」によりセメント及び
石灰安定処理路盤材の最大乾燥密度を求め、監督職員の承諾を
得なければならない。

3 2 6 12 3 8 （4） 受注者は、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成31
年3月）に示される「F007突固め試験方法」によりセメント及び
石灰安定処理路盤材の最大乾燥密度を求め、監督職員の承諾を
得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 6 12 3 12 （8） 受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、締固め後の1層の
仕上がり厚さが30cmを超えないように均一に敷均さなければな
らない。

3 2 6 12 3 12 （8） 受注者は、下層路盤の安定処理を行う場合に、締固め後の一層
の仕上がり厚さが30cmを超えないように均一に敷均さなければ
ならない。

有 表記統一

3 2 6 12 3 16 （12） 受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、1層の仕上がり厚
さは、最小厚さが最大粒径の3倍以上かつ10cm以上、最大厚さの
上限は20cm以下でなければならない。ただし締固めに振動ロー
ラを使用する場合には、仕上がり厚の上限を30cmとすることが
できる。

3 2 6 12 3 16 （12） 受注者は、上層路盤の安定処理を行う場合に、一層の仕上がり
厚さは、最小厚さが最大粒径の3倍以上かつ10cm以上、最大厚さ
の上限は20cm以下でなければならない。ただし締固めに振動
ローラを使用する場合には、仕上がり厚の上限を30cmとするこ
とができる。

有 表記統一

3 2 6 12 3 19 （15） 受注者は、セメント及び石灰安定処理路盤を2層以上に施工する
場合の縦継目の位置を1層仕上がり厚さの2倍以上、横継目の位
置は、1m以上ずらさなければならない。

3 2 6 12 3 19 （15） 受注者は、セメント及び石灰安定処理路盤を二層以上に施工す
る場合の縦継目の位置を一層仕上がり厚さの2倍以上、横継目の
位置は、1m以上ずらさなければならない。

有 表記統一

3 2 6 12 4 1 4.加熱アスファルト
安定処理の規定

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合
に、以下の各規定に従わなければならない。

3 2 6 12 4 1 4.加熱アスファル
ト安定処理の規定

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合
に、以下の各規定に従わなければならない。

無

3 2 6 12 4 2 （1） 加熱アスファルト安定処理路盤材は、表3-2-41に示すマーシャ
ル安定度試験基準値に適合するものとする。供試体の突固め回
数は両面各々50回とする。

3 2 6 12 4 2 （1） 加熱アスファルト安定処理路盤材は、表3-2-40に示すマーシャ
ル安定度試験基準値に適合するものとする。供試体の突固め回
数は両面各々50回とする。

有 表番号の修正

3 2 6 12 4 3 表3-2-41　マーシャル安定度試験基準値 3 2 6 12 4 3 表3-2-40　マーシャル安定度試験基準値 有 表番号の修正
3 2 6 12 4 5 （3） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工

面積2,000m2未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験による試験
結果の提出によって、配合設計を省略することができる。

3 2 6 12 4 5 （3） 受注者は、ごく小規模な工事（総使用量500t未満あるいは施工
面積2,000㎡未満）においては、これまでの実績（過去1年以内
にプラントから生産され使用した）または定期試験による試験
結果の提出によって、配合設計を省 略することができる。

有 表記統一

3 2 6 12 4 11 （8） 受注者は、混合作業においてバッチ式のプラントを用いる場合
は、基準とする粒度に合うよう各ホットビンごとの計量値を決
定しなければならない。自動計量式のプラントでは、ホットビ
ンから計量する骨材の落差補正を行うものとする。

3 2 6 12 4 11 （8） 受注者は、混合作業においてバッチ式のプラントを用いる場合
は、基準とする粒度に合うよう各ホットビンごとの計量値を決
定しなければならない。自動計量式のプラントでは、ホットビ
ンから計量する骨材の落差補正を行うものとする。

無

3 2 6 12 4 12 なお、ミキサでの混合時間は、均一な混合物を得るのに必要な
時間とするものとする。

3 2 6 12 4 12 なお、ミキサーでの混合時間は、均一な混合物を得るのに必要
な時間とするものとする。

有 JIS名称変更

3 2 6 12 4 20 （16） 受注者は、設計図書に示す場合を除き、加熱アスファルト安定
処理混合物を敷均したときの混合物の温度は110℃以上、また、
1層の仕上がり厚さは10cm以下としなければならない。ただし、
混合物の種類によって敷均しが困難な場合は監督職員と協議の
上、混合物の温度を決定するものとする。

3 2 6 12 4 20 （16） 受注者は、設計図書に示す場合を除き、加熱アスファルト安定
処理混合物を敷均したときの混合物の温度は110℃以上、また、
一層の仕上がり厚さは10cm以下としなければならない。ただ
し、混合物の種類によって敷均しが困難な場合は監督職員と協
議の上、混合物の温度を決定するものとする。

有 表記統一

3 2 6 12 6 1 6.コンクリートの配
合基準

コンクリート舗装で使用するコンクリートの配合基準は、表3-
2-42の規格に適合するものとする。

3 2 6 12 6 1 6.コンクリートの
配合基準

コンクリート舗装で使用するコンクリートの配合基準は、表3-
2-41の規格に適合するものとする。

有 表番号の修正

3 2 6 12 6 2 表3-2-42　コンクリートの配合基準 3 2 6 12 6 2 表3-2-41　コンクリートの配合基準 有 表番号の修正
3 2 6 12 7 1 7.材料の質量計量誤

差
コンクリート舗装で使用するコンクリートの材料の質量計量誤
差は1回計量分量に対し、表3-2-43の許容誤差の範囲内とする。

3 2 6 12 7 1 7.材料の質量計量
誤差

コンクリート舗装で使用するコンクリートの材料の質量計量誤
差は1回計量分量に対し、表3-2-42の許容誤差の範囲内とする。

有 表番号の修正

3 2 6 12 7 2 表3-2-43　計量誤差の許容値 3 2 6 12 7 2 表3-2-42　計量誤差の許容値 有 表番号の修正
3 2 6 12 8 1 8.コンクリート舗装

の規定
受注者は、コンクリート舗装の練りまぜ、型枠の設置、コンク
リートの運搬・荷卸しにあたって、以下の各規定に従わなけれ
ばならない。

3 2 6 12 8 1 8.コンクリート舗
装の規定

受注者は、コンクリート舗装の練りまぜ、型枠の設置、コンク
リートの運搬・荷卸しにあたって、以下の各規定に従わなけれ
ばならない。

無

3 2 6 12 8 2 （1） 受注者は、セメントコンクリート舗装の施工にあたって使用す
る現場練りコンクリートの練りまぜには、強制練りミキサまた
は可傾式ミキサを使用しなければならない。

3 2 6 12 8 2 （1） 受注者は、セメントコンクリート舗装の施工にあたって使用す
る現場練りコンクリートの練りまぜには、強制練りミキサーま
たは可傾式ミキサーを使用しなければならない。

有 JIS名称変更

3 2 6 12 9 1 9.コンクリート舗装
の敷均し、締固め規
定

受注者は、コンクリート舗装のコンクリートの敷均し、締固め
にあたって、以下の各規定に従わなければならない。

3 2 6 12 9 1 9.コンクリート舗
装の敷均し、締固
め規定

受注者は、コンクリート舗装のコンクリートの敷均し、締固め
にあたって、以下の各規定に従わなければならない。

無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 6 12 9 2 （1） 日平均気温が25℃を超える時期に施工する場合には暑中コンク
リートとしての施工ができるように準備しておき、コンクリー
トの打込み時における気温が30℃を超える場合には、暑中コン
クリートとするものとする。また、日平均気温が4℃以下また
は、舗設後6日以内に0℃となることが予想される場合には、寒
中コンクリートとするものとする。

3 2 6 12 9 2 （1） 日平均気温が25℃を超える時期に施工する場合には暑中コンク
リートとしての施工ができるように準備しておき、コンクリー
トの打込み時における気温が30℃を超える場合には、暑中コン
クリートとするものとする。また、日平均気温が4℃以下また
は、舗設後6日以内に0℃となることが予想される場合には、寒
中コンクリートとするものとする。

無

3 2 6 12 9 3 受注者は、暑中コンクリート及び寒中コンクリートの施工にあ
たっては、「舗装施工便覧 第8章8-4-10 暑中及び寒中における
コンクリート版の施工」（日本道路協会、平成18年2月）の規定
によるものとし、第1編1-1-1-4第1項の施工計画書に、施工・養
生方法等を記載しなければならない。

3 2 6 12 9 3 受注者は、暑中コンクリート及び寒中コンクリートの施工にあ
たっては、「舗装施工便覧 第8章 8-4-10 暑中及び寒中におけ
るコンクリート版の施工」（日本道路協会、平成18年2月）の規
定によるものとし、第1編1-1-1-4第1項の施工計画書に、施工・
養生方法等を記載しなければならない。

有 軽微な修正(スペース)

3 2 6 12 10 1 10.コンクリート舗
装の鉄網設置の規定

受注者は、コンクリート舗装の鉄網の設置にあたって、以下の
各規定に従わなければならない。

3 2 6 12 10 1 10.コンクリート
舗装の鉄網設置の
規定

受注者は、コンクリート舗装の鉄網の設置にあたって、以下の
各規定に従わなければならない。

無

3 2 6 12 10 2 （1） 受受注者は、鉄網を締固めるときに、たわませたり移動させた
りしてはならない。

3 2 6 12 10 2 （1） 受注者は、コンクリートを締固めるときに、鉄網をたわませた
り移動させたりしてはならない。

有 誤記修正

3 2 6 12 13 1 13.転圧コンクリー
ト舗装の規定

受注者は、転圧コンクリート舗装を施工する場合に以下の各規
定に従って行わなければならない。

3 2 6 12 13 1 13.転圧コンク
リート舗装の規定

受注者は、転圧コンクリート舗装を施工する場合に以下の各規
定に従って行わなければならない。

無

3 2 6 12 13 2 （1） 受注者は、施工に先立ち、転圧コンクリート舗装で使用するコ
ンクリートの配合を定めるための試験を行って理論配合、示方
配合を決定し、監督職員の承諾を得なければならない。

3 2 6 12 13 2 （1） 受注者は、施工に先立ち、転圧コンクリート舗装で使用するコ
ンクリートの配合を定めるための試験を行って理論配合、示方
配合を決定し、監督職員の承諾を得なければならない。

無

3 2 6 12 13 3 （2） 転圧コンクリート舗装において、下層路盤、上層路盤にセメン
ト安定処理工を使用する場合、セメント安定処理混合物の品質
規格は設計図書に示す場合を除き、表2-34、表2-35に適合する
ものとする。ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書
に示すセメント安定処理混合物の路盤材が、基準を満足するこ
とが明らかであり監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験
を省略することができる。

3 2 6 12 13 3 （2） 転圧コンクリート舗装において、下層路盤、上層路盤にセメン
ト安定処理工を使用する場合、セメント安定処理混合物の品質
規格は設計図書に示す場合を除き、表3-2-39、表3-2-40に適合
するものとする。ただし、これまでの実績がある場合で、設計
図書に示すセメント安定処理混合物の路盤材が、基準を満足す
ることが明らかであり監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮
試験を省略することができる。

有 表番号の修正

3 2 6 12 13 6 示方配合の標準的な表し方は、設計図書に示さない場合は表3-
2-44によるものとする。

3 2 6 12 13 6 示方配合の標準的な表し方は、設計図書に示さない場合は表3-
2-43によるものとする。

有 表番号の修正

3 2 6 12 13 7 表3-2-44　示方配合表 3 2 6 12 13 7 表3-2-43　示方配合表 有 表番号の修正
3 2 6 12 13 10 （7） 受注者は、転圧コンクリートの施工にあたって練りまぜ用ミキ

サとして、2軸パグミル型、水平回転型、あるいは可傾式のいず
れかのミキサを使用しなければならない。

3 2 6 12 13 10 （7） 受注者は、転圧コンクリートの施工にあたって練りまぜ用ミキ
サーとして、2軸パグミル型、水平回転型、あるいは可傾式のい
ずれかのミキサーを使用しなければならない。

有 JIS名称変更

3 2 6 12 14 1 14.コンクリート舗
装目地の規定

受注者は、コンクリート舗装の目地を施工する場合に、以下の
各規定に従わなければならない。

3 2 6 12 14 1 14.コンクリート
舗装目地の規定

受注者は、コンクリート舗装の目地を施工する場合に、以下の
各規定に従わなければならない。

無

3 2 6 12 14 10 （9） 注入目地材（加熱施工式）の品質は、表3-2-45を標準とする。 3 2 6 12 14 10 （9） 注入目地材（加熱施工式）の品質は、表3-2-44を標準とする。 有 表番号の修正
3 2 6 12 14 11 表3-2-45　注入目地材（加熱施工式）の品質 3 2 6 12 14 11 表3-2-44　注入目地材（加熱施工式）の品質 有 表番号の修正
3 2 6 16 0 1 3-2-6-16 舗装打換え工 3 2 6 16 0 1 3-2-6-16 舗装打換え工 無
3 2 6 16 1 1 1.既設舗装の撤去 3 2 6 16 1 1 1.既設舗装の撤去 無
3 2 6 16 1 3 （2） 受注者は、施工中、既設舗装の撤去によって周辺の舗装や構造

物に影響を及ぼす懸念がある場合や、計画撤去層により下層に
不良部分が発見された場合には、直ちに監督職員に連絡し、設
計図書に関して監督職員と協議しなければならない。

3 2 6 16 1 3 （2） 受注者は、施工中、既設舗装の撤去によって周辺の舗装や構造
物に影響を及ぼす懸念がある場合や、計画撤去層より下層に不
良部分が発見された場合には、直ちに監督職員に連絡し、設計
図書に関して監督職員と協議しなければならない。

有 誤記修正

3 2 6 18 12 1 12.クラック処理の
施工

受注者は、クラック処理の施工に先立ち、ひびわれ中のゴミ、
泥などを圧縮空気で吹き飛ばすなどの方法により清掃するもの
とし、ひびわれの周囲で動く破損部分は取り除かなければなら
ない。また、湿っている部分については、バーナーなどで加熱
し乾燥させなければならない。

3 2 6 18 12 1 12.クラック処理
の施工

受注者は、クラック処理の施工に先立ち、ひび割れ中のごみ、
泥などを圧縮空気で吹き飛ばすなどの方法により清掃するもの
とし、ひび割れの周囲で動く破損部分は取り除かなければなら
ない。また、湿っている部分については、バーナーなどで加熱
し乾燥させなければならない。

有 表記統一

3 2 6 19 0 1 3-2-6-19 コンクリート舗装補修工 3 2 6 19 0 1 3-2-6-19 コンクリート舗装補修工 無
3 2 6 19 11 1 11.目地の補修 受注者は、目地の補修において注入目地材により舗装版のひび

われ部の補修を行う場合には、注入できるひびわれはすべて注
入し、注入不能のひびわれは、施工前に設計図書に関して監督
職員と協議しなければならない。

3 2 6 19 11 1 11.目地の補修 受注者は、目地の補修において注入目地材により舗装版のひび
割れ部の補修を行う場合には、注入できるひび割れはすべて注
入し、注入不能のひび割れは、施工前に設計図書に関して監督
職員と協議しなければならない。

有 表記修正

3 2 6 19 12 1 12.クラック防止
シート張りを行う場
合の注意

受注者は、目地補修においてクラック防止シート張りを行う場
合には、舗装版目地部及びひびわれ部のすき間の石、ごみ等を
取り除き、接着部を清掃のうえ施工しなければならない。

3 2 6 19 12 1 12.クラック防止
シート張りを行う
場合の注意

受注者は、目地補修においてクラック防止シート張りを行う場
合には、舗装版目地部及びひび割れ部のすき間の石、ごみ等を
取り除き、接着部を清掃のうえ施工しなければならない。

有 表記修正

3 2 6 19 12 2 なお、自接着型以外のクラック防止シートを使用する場合は、
接着部にアスファルト乳剤を0.8 /m2程度を塗布のうえ張付けな
ければならない。

3 2 6 19 12 2 なお、自接着型以外のクラック防止シートを使用する場合は、
接着部にアスファルト乳剤を0.8 /㎡程度を塗布のうえ張付けな
ければならない。

有 表記統一
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 6 19 14 1 14.目地補修禁止の
状態

受注者は、目地補修において目地及びひびわれ部が湿っている
場合には、注入及び張付け作業を行ってはならない。

3 2 6 19 14 1 14.目地補修禁止
の状態

受注者は、目地補修において目地及びひび割れ部が湿っている
場合には、注入及び張付け作業を行ってはならない。

有 表記修正

3 2 7 0 0 1 第7節 地盤改良工 3 2 7 0 0 1 第7節 地盤改良工 無
3 2 7 3 0 1 3-2-7-3 置換工 3 2 7 3 0 1 3-2-7-3 置換工 無
3 2 7 3 3 1 3.締固め管理 受注者は、構造物基礎の置換工に当たり、構造物に有害な沈下

及びその他の影響が生じないように十分に締め固めなければな
らない。

3 2 7 3 3 1 3.締固め管理 受注者は、構造物基礎の置換工にあたり、構造物に有害な沈下
及びその他の影響が生じないように十分に締め固めなければな
らない。

有 表記修正

3 2 7 9 0 1 3-2-7-9 固結工 3 2 7 9 0 1 3-2-7-9 固結工 無
3 2 7 9 1 1 1.撹拌 撹拌とは、粉体噴射撹拌、高圧噴射撹拌、スラリー撹拌を示す

ものとする。
3 2 7 9 1 1 1.撹拌 撹拌とは、粉体噴射撹拌、高圧噴射撹拌、スラリー撹拌及び中

層混合処理を示すものとする。
有 諸基準の改定に伴う

3 2 7 9 6 1 6.中層混合処理 有 新規追加
3 2 7 9 6 2 （1） 改良材は、セメントまたはセメント系固化材とする。 有 新規追加
3 2 7 9 6 3 なお、土質等によりこれにより難い場合は、監督職員と協議し

なければならない。
有 新規追加

3 2 7 9 6 4 （2） 施工機械は、鉛直方向に撹拌混合が可能な攪拌混合機を用いること
とする。攪拌混合機とは、アーム部に攪拌翼を有し、プラントからの改
良材を攪拌翼を用いて原地盤と攪拌混合することで地盤改良を行う機
能を有する機械である。

有 新規追加

3 2 7 9 6 5 （3） 受注者は、設計図書に示す改良天端高並びに範囲を攪拌混合し
なければならない。

有 新規追加

3 2 7 9 6 6 なお、現地状況によりこれにより難い場合は、監督職員と協議
しなければならない。

有 新規追加

3 2 7 9 6 7 施工後の改良天端高については、撹拌及び注入される改良材に
よる盛上りが想定される場合、工事着手前に盛上り土の処理(利
用)方法について、監督職員と協議しなければならない。

有 新規追加

3 2 7 9 10 1 10.施工管理等 受注者は、薬液注入工における施工管理等については、「薬液
注入工事に係わる施工管理等について」（平成2年9月18日建設
省大臣官房技術調査室長通達）の規定による。

3 2 7 9 10 1 10.施工管理等 受注者は、薬液注入工における施工管理等については、「薬液
注入工事に係る施工管理等について」（平成2年9月18日建設省
大臣官房技術調査室長通達）の規定による。

有 誤記修正

3 2 7 9 10 2 なお、受注者は、注入の効果の確認が判定できる資料を作成
し、監督職員または検査職員の請求があった場合は速やかに提
示しなければならない。

3 2 7 9 10 2 なお、受注者は、注入の効果の確認が判定できる資料を作成
し、監督職員または検査職員の請求があった場合は速やかに提
示しなければならない。

無

3 2 9 0 0 1 第9節 構造物撤去工 3 2 9 0 0 1 第9節 構造物撤去工 無
3 2 9 3 0 1 3-2-9-3 構造物取壊し工 3 2 9 3 0 1 3-2-9-3 構造物取壊し工 無
3 2 9 3 6 1 6.根固めブロック撤

去
受注者は、根固めブロック撤去を行うにあたっては、根固めブ
ロックに付着した土砂、泥土、ゴミを現場内において取り除い
た後、運搬しなければならない。

3 2 9 3 6 1 6.根固めブロック
撤去

受注者は、根固めブロック撤去を行うにあたっては、根固めブ
ロックに付着した土砂、泥土、ごみを現場内において取り除い
た後、運搬しなければならない。

有 表記統一

3 2 9 9 0 1 3-2-9-9 かご撤去工 3 2 9 9 0 1 3-2-9-9 かご撤去工 無
3 2 9 9 1 1 1.供用中の施設への

影響防止
受注者は、じゃかご、ふとんかごの撤去にあたっては、ゴミを
現場内において取り除いた後、鉄線とぐり石を分けて運搬しな
ければならない。

3 2 9 9 1 1 1.供用中の施設へ
の影響防止

受注者は、じゃかご、ふとんかごの撤去にあたっては、ごみを
現場内において取り除いた後、鉄線とぐり石を分けて運搬しな
ければならない。

有 表記統一

3 2 9 14 0 1 3-2-9-14 骨材再生工 3 2 9 14 0 1 3-2-9-14 骨材再生工 無
3 2 9 14 1 1 1.骨材再生工の施工 骨材再生工の施工については、設計図書に明示した場合を除

き、第1編1-1-1-18建設副産物の規定による。
3 2 9 14 1 1 1.骨材再生工の施

工
骨材再生工の施工については、設計図書に明示した場合を除
き、第1編1-1-1-19建設副産物の規定による。

有

3 2 9 15 0 1 3-2-9-15 運搬処理工 3 2 9 15 0 1 3-2-9-15 運搬処理工 無
3 2 9 15 1 1 1.工事現場発生品の

規定
工事の施工に伴い生じた工事現場発生品については、第1編1-1-
1-17工事現場発生品の規定による。

3 2 9 15 1 1 1.工事現場発生品
の規定

工事の施工に伴い生じた工事現場発生品については、第1編1-1-
1-18工事現場発生品の規定による。

有

3 2 9 15 2 1 2.建設副産物の規定 工事の施工に伴い生じた建設副産物については、第1編1-1-1-18
建設副産物の規定による。

3 2 9 15 2 1 2.建設副産物の規
定

工事の施工に伴い生じた建設副産物については、第1編1-1-1-19
建設副産物の規定による。

有

3 2 10 0 0 1 第10節 仮設工 3 2 10 0 0 1 第10節 仮設工 無
3 2 10 5 0 1 3-2-10-5 土留・仮締切工 3 2 10 5 0 1 3-2-10-5 土留・仮締切工 無
3 2 10 5 3 1 3.適用規定 受注者は、河川堤防の開削をともなう施工にあたり、仮締切を

設置する場合には、国土交通省仮締切堤設置基準（案）の規定
による。

3 2 10 5 3 1 3.適用規定 受注者は、河川堤防の開削をともなう施工にあたり、仮締切を
設置する場合には、「仮締切堤設置基準（案）」（国土交通
省、平成22年6月）の規定による。

有 誤記修正

3 2 10 5 24 1 24.止水シートの設
置

受注者は、止水シートの設置にあたり、突起物やシートの接続
方法の不良により漏水しないように施工しなければならない。

3 2 10 5 24 1 24.止水シートの
設置

受注者は、止水シートの設置にあたり、突起物やシートの接続
方法の不良により漏水しないように施工しなければならない。
側壁や下床版等のコンクリートの打継部では必要に応じて増張
りを施すものとする。

有 誤記修正

3 2 10 15 0 1 3-2-10-15 コンクリート製造設備工 3 2 10 15 0 1 3-2-10-15 コンクリート製造設備工 無
3 2 10 15 2 1 2.コンクリートの練

りまぜ
受注者は、コンクリートの練りまぜにおいてはバッチミキサを
用いなければならない。

3 2 10 15 2 1 2.コンクリートの
練りまぜ

受注者は、コンクリートの練りまぜにおいてはバッチミキサー
を用いなければならない。

有 JIS名称変更
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 10 16 10 1 10.換気等の効果確
認

受注者は、換気の実施等の効果を確認するにあたって、半月以
内ごとに1回、定期に、定められた方法に従って、空気の粉じん
濃度等について測定を行わなければならない。この際、粉じん
濃度（吸入性粉じん濃度）目標レベルは3㎎/m3以下とし、掘削
断面積が小さいため、3㎎/m3を達成するのに必要な大きさ(口
径)の風管又は必要な本数の風管の設置、必要な容量の集じん装
置の設置等が施工上極めて困難であるものについては、可能な
限り、3㎎/m3に近い値を粉じん濃度目標レベルとして設定し、
当該値を記録しておくこと。また、各測定点における測定値の
平均値が目標レベルを超える場合には、作業環境を改善するた
めの必要な措置を講じなければならない。

3 2 10 16 10 1 10.換気等の効果
確認

受注者は、換気の実施等の効果を確認するにあたって、半月以
内ごとに1回、定期に、定められた方法に従って、空気の粉じん
濃度等について測定を行わなければならない。この際、粉じん
濃度（吸入性粉じん濃度）目標レベルは2㎎/ 以下とし、掘削
断面積が小さいため、2㎎/ を達成するのに必要な大きさ(口
径)の風管または必要な本数の風管の設置、必要な容量の集じん
装置の設置等が施工上極めて困難であるものについては、可能
な限り、2㎎/ に近い値を粉じん濃度目標レベルとして設定
し、当該値を記録しておくこと。また、各測定点における測定
値の平均値が目標レベルを超える場合には、作業環境を改善す
るための必要な措置を講じなければならない。

有 諸基準の改定に伴う
表記統一のため修正

3 2 10 23 0 1 3-2-10-23 足場工 3 2 10 23 0 1 3-2-10-23 足場工 無
3 2 10 23 1 1 受注者は、足場工の施工にあたり、「手すり先行工法等に関す

るガイドライン（厚生労働省平成21年4月）」によるものとし、
足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、全て
の作業床において二段手すり及び幅木の機能を有するものを設
置しなければならない。

3 2 10 23 1 1 受注者は、足場工の施工にあたり、「手すり先行工法等に関す
るガイドライン」（厚生労働省、平成21年4月）によるものと
し、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、
全ての作業床において二段手すり及び幅木の機能を有するもの
を設置しなければならない。

有 誤記修正

3 2 12 0 0 1 第12節 工場製作工（共通） 3 2 12 0 0 1 第12節 工場製作工（共通） 無
3 2 12 2 0 1 3-2-12-2 材料 3 2 12 2 0 1 3-2-12-2 材料 無
3 2 12 2 3 1 3.溶接材料 受注者は、溶接材料の使用区分を表3-2-46に従って設定しなけ

ればならない。
3 2 12 2 3 1 3.溶接材料 受注者は、溶接材料の使用区分を表3-2-45に従って設定しなけ

ればならない。
有 表番号の修正

3 2 12 2 3 2 表3-2-46　溶接材料区分 3 2 12 2 3 2 表3-2-45　溶接材料区分 有 表番号の修正
3 2 12 2 3 4 なお、被覆アーク溶接で施工する場合で以下の項目に該当する

場合は、低水素系溶接棒を使用するものとする。
3 2 12 2 3 4 なお、被覆アーク溶接で施工する場合で以下の項目に該当する

場合は、低水素系溶接材料を使用するものとする。
有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 2 3 5 （2） SM490以上の鋼材を溶接する場合 3 2 12 2 3 5 （2） SM490，SM490Y，SM520，SBHS400，SM570及びSBHS500を溶接する
場合

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 2 4 1 4.被覆アーク溶接棒 受注者は、被覆アーク溶接棒を表3-2-47に従って乾燥させなけ
ればならない。

3 2 12 2 4 1 4.被覆アーク溶接
棒

受注者は、被覆アーク溶接棒を表3-2-46に従って乾燥させなけ
ればならない。

無

3 2 12 2 4 2 表3-2-47　溶接棒乾燥の温度と時間 3 2 12 2 4 2 表3-2-46　溶接棒乾燥の温度と時間 有 表番号の修正
3 2 12 2 5 1 5.サブマージアーク

溶接に用いるフラッ
クス

受注者は、サブマージアーク溶接に用いるフラックスを表3-2-
48に従って乾燥させなければならない。

3 2 12 2 5 1 5.サブマージアー
ク溶接に用いるフ
ラックス

受注者は、サブマージアーク溶接に用いるフラックスを表3-2-
47に従って乾燥させなければならない。

有 表番号の修正

3 2 12 2 5 2 表3-2-48　フラックスの乾燥の温度と時間 3 2 12 2 5 2 表3-2-47　フラックスの乾燥の温度と時間 有 表番号の修正
3 2 12 2 6 1 6.CO2ガスシールド

アーク溶接に用いる
CO2ガス

CO2ガスシールドアーク溶接に用いるCO2ガスは、JIS K 1106
（液化二酸化炭素（液化炭酸ガス））に規定された第3種を使用
するものとする。

3 2 12 2 6 1 6.CO2ガスシール
ドアーク溶接に用
いるCO2ガス

CO2ガスシールドアーク溶接に用いるCO2ガスは、JIS K 1106
（液化二酸化炭素（液化炭酸ガス））に規定された3種を使用す
るものとする。

有 誤記修正

3 2 12 2 7 1 7.工場塗装工の材料 工場塗装工の材料については、以下の規定によるものとする。 3 2 12 2 7 1 7.工場塗装工の材
料

工場塗装工の材料については、以下の規定によるものとする。 無

3 2 12 2 7 3 （2） 受注者は，塗料を直射日光を受けない場所に保管し，その取扱
について，関係諸法令及び諸法規を遵守しなければならない。

3 2 12 2 7 3 (2) 受注者は，塗料を直射日光を受けない場所に保管し，その取扱
いについて，関係諸法令及び諸法規を遵守しなければならな

有 表記統一

3 2 12 2 7 5 （4） 受注者は、多液形塗料の可使時間は、表3-2-49の基準を遵守し
なければならない。

3 2 12 2 7 5 （4） 受注者は、多液形塗料の可使時間は、表3-2-48の基準を遵守し
なければならない。

有 表番号の修正

3 2 12 2 7 6 表3-2-49　多液形塗料の可使時間 3 2 12 2 7 6 表3-2-48　多液形塗料の可使時間 有 表番号の修正
3 2 12 2 7 7 （5） 受注者は、塗料の有効期限を、ジンクリッチペイントは製造後6

ケ月以内、その他の塗料は製造後12ケ月とし、有効期限を経過
した塗料は使用してはならない。

3 2 12 2 7 7 （5） 受注者は、塗料の有効期限を、ジンクリッチペイントは製造後
6ヶ月以内、その他の塗料は製造後12ヶ月とし、有効期限を経過
した塗料は使用してはならない。工期延期等やむを得ない理由
によって使用期間が、ジンクリッチペイントは6ヶ月を超えた場
合、その他の塗料は12ヶ月を超えた場合は、抜き取り試験を
行って品質を確認し、正常の場合使用することができる。

有 諸基準の改定に伴う
(鋼道路橋防食便覧H26.3に基づき追
記)

3 2 12 3 0 1 3-2-12-3 桁製作工 3 2 12 3 0 1 3-2-12-3 桁製作工 無
3 2 12 3 1 1 1.製作加工 製作加工については、以下の規定によるものとする。 3 2 12 3 1 1 1.製作加工 製作加工については、以下の規定によるものとする。 無
3 2 12 3 1 2 （1） 原寸 3 2 12 3 1 2 （1） 原寸 無
3 2 12 3 1 3 ① 受注者は、工作に着手する前に原寸図を作成し、図面の不備や

製作上に支障がないかどうかを確認しなければならない。
3 2 12 3 1 3 ① 受注者は、工作に着手する前にコンピュータによる原寸システ

ム等により図面の不備や製作上に支障がないかどうかを確認し
なければならない。

有 実態に合わせ修正

3 2 12 3 1 5 ② 受注者は、原寸図の一部または全部を省略する場合は、設計図
書に関して監督職員の承諾を得なければならない。

3 2 12 3 1 5 ② 受注者は、上記①においてコンピュータによる原寸システム等
を使用しない場合は監督職員の承諾を得なければならない。

有 実態に合わせ修正

3 2 12 3 1 6 ③ 受注者は、JISB7512（鋼製巻尺）の1級に合格した鋼製巻尺を使
用しなければならない。

3 2 12 3 1 6 ③ 原寸図を作成する場合、受注者は、JIS B 7512（鋼製巻尺）の1
級に合格した鋼製巻尺を使用しなければならない。

有 実態に合わせ修正

3 2 12 3 1 7 なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督職員の承
諾を得なければならない。

有 新規追加
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 12 3 1 8 ④ 受注者は、現場と工場の鋼製巻尺の使用にあたって、温度補正
を行わなければならない。

3 2 12 3 1 8 ④ 受注者は、現場と工場の鋼製巻尺の使用にあたって、温度補正
を行わなければならない。なお、桁に鋼製巻尺を添わせる場合
には、桁と同温度とみなせるため温度補正の必要はない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 1 9 （2） 工作 3 2 12 3 1 9 （2） 工作 無
3 2 12 3 1 10 ① 受注者は、主要部材の板取りにあたっては、主たる応力の方向

と圧延方向とが一致することを確認しなければならない。
3 2 12 3 1 10 ① 受注者は、主要部材の板取りにあたっては、主たる応力の方向

と圧延方向とが一致することを確認しなければならない。
無

3 2 12 3 1 11 ただし、圧延直角方向でJIS G 3106（溶接構造用圧延鋼材）の
機械的性質を満足する場合や、連結板などの溶接されない部材
について板取りする場合は、この限りではない。

3 2 12 3 1 11 ただし、圧延直角方向でJIS G 3106（溶接構造用圧延鋼材）の
機械的性質を満足する場合や、連結板などの溶接されない部材
について板取りする場合は、この限りではない。

無

また、連結板などの溶接されない部材についても除くものとす
る。

有 削除

3 2 12 3 1 12 なお、板取りに関する資料を保管し、工事完成時に提出しなけ
ればならない。ただし、それ以外で監督職員または検査職員か
らの請求があった場合は、速やかに提示しなければならない。

3 2 12 3 1 12 なお、板取りに関する資料を保管し、監督職員または検査職員
からの請求があった場合は、速やかに提示しなければならな
い。

有 条文修正

3 2 12 3 1 14 ③ 受注者は、主要部材の切断を自動ガス切断法、プラズマアーク
切断法またはレーザー切断法により行わなければならない。ま
た、フィラー・タイプレート、形鋼、板厚10mm以下のガセット
プレート及び補剛材は、せん断により切断してよいが、切断線
に肩落ち、かえり、不揃い等のある場合は縁削りまたはグライ
ンダ仕上げを行って平滑に仕上げるものとする。

3 2 12 3 1 14 ③ 受注者は、主要部材の切断を自動ガス切断法、プラズマアーク
切断法またはレーザー切断法により行わなければならない。ま
た、フィラー・タイプレート、形鋼、板厚10mm以下のガセット
プレート及び補剛材等は、せん断により切断してよいが、切断
線に肩落ち、かえり、不揃い等のある場合は縁削りまたはグラ
インダ仕上げを行って平滑に仕上げるものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 1 15 ④ 受注者は、塗装される主要部材において、組立てた後に自由縁
となる切断面の角は面取りを行うものとし、半径2mm以上の曲面
仕上げを行うものとする。

3 2 12 3 1 15 ④ 受注者は、塗装等の防錆・防食を行う部材において、組立てた
後に自由縁となる部材の角は面取りを行うものとし、半径2mm以
上の曲面仕上げを行うものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 1 20 ⑦ 受注者は、主要部材において冷間曲げ加工を行う場合、内側半
径は板厚の15倍以上にしなければならない。

3 2 12 3 1 20 ⑦ 受注者は、主要部材において冷間曲げ加工を行う場合、内側半
径は板厚の15倍以上にしなければならない。

無

3 2 12 3 1 21 なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督職員の承
諾を得なければならない。

有 新規追加

3 2 12 3 1 22 ただし、JIS Z 2242（金属材料のシャルピー衝撃試験方法）に
規定するシャルピー衝撃試験の結果が表3-2-50に示す条件を満
たし、かつ化学成分中の窒素が0.006％を超えない材料について
は、内側半径を板厚の7倍以上または5倍以上とすることができ
る。

3 2 12 3 1 22 ただし、JIS Z 2242（金属材料のシャルピー衝撃試験方法）に
規定するシャルピー衝撃試験の結果が表3-2-49に示す条件を満
たし、かつ化学成分中の窒素が0.006％を超えない材料について
は、内側半径を板厚の7倍以上または5倍以上とすることができ
る。

有 表番号の修正

3 2 12 3 1 23 表3-2-50　シャルピー吸収エネルギーに対する冷間曲げ加工半
径の許容値

3 2 12 3 1 23 表3-2-49　シャルピー吸収エネルギーに対する冷間曲げ加工半
径の許容値

有 表番号の修正

3 2 12 3 1 25 （3） 溶接施工 3 2 12 3 1 25 （3） 溶接施工 無
3 2 12 3 1 35 ② 受注者は、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び

判定基準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当す
る試験または、これと同等以上の検定試験に合格した溶接作業
者を従事させなければならない。

3 2 12 3 1 35 ② 受注者は、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び
判定基準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当す
る試験または、これと同等以上の検定試験に合格した溶接作業
者を従事させなければならない。

無

3 2 12 3 1 36 ただし、半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841（半自動溶接技
術検定における試験方法及び判定基準）に定められた試験の種
類のうち、その作業に該当する試験または、これと同等以上の
検定試験に合格した溶接作業者を従事させるものとする。

3 2 12 3 1 36 ただし、半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841（半自動溶接技
術検定における試験方法及び判定基準）に定められた試験の種
類のうち、その作業に該当する試験または、これと同等以上の
検定試験に合格した溶接作業者を従事させるものとする。

無

3 2 12 3 1 37 また、サブマージアーク溶接を行う場合は、A-2Fまたは、これ
と同等以上の検定試験に合格した溶接作業者を従事させるもの
とする。

3 2 12 3 1 37 また、サブマージアーク溶接を行う場合は、A-2Fまたは、これ
と同等以上の検定試験に合格した溶接作業者を従事させるもの
とする。

無

3 2 12 3 1 38 なお、工場溶接に従事する溶接作業者は、6ヶ月以上溶接工事に
従事し、かつ工事前2ケ月以上引き続きその工場において、溶接
工事に従事した者でなければならない。また、現場溶接に従事
する溶接作業者は、6ヶ月以上溶接工事に従事し、かつ適用する
溶接施工方法の経験がある者または十分な訓練を受けた者でな
ければならない。

3 2 12 3 1 38 なお、工場溶接に従事する溶接作業者は、6ヶ月以上溶接工事に
従事し、かつ工事前2ヶ月以上引き続きその工場において、溶接
工事に従事した者でなければならない。また、現場溶接に従事
する溶接作業者は、6ヶ月以上溶接工事に従事し、かつ適用する
溶接施工方法の経験がある者または十分な訓練を受けた者でな
ければならない。

有 表記統一

3 2 12 3 1 39 （4） 溶接施工試験 3 2 12 3 1 39 （4） 溶接施工試験 無
3 2 12 3 1 40 ① 受注者は、以下の事項のいずれかに該当する場合は、溶接施工

試験を行わなければならない。
3 2 12 3 1 40 ① 受注者は、以下の事項のいずれかに該当する場合は、溶接施工

試験を行わなければならない。
無

3 2 12 3 1 41 ただし、二次部材については、除くものとする。 3 2 12 3 1 41 ただし、二次部材については、除くものとする。 無
3 2 12 3 1 42 なお、すでに過去に同等またはそれ以上の条件で溶接施工試験

を行い、かつ施工経験をもつ工場では、その溶接施工試験報告
書について、監督職員の承諾を得た上で溶接施工試験を省略す
ることができる。

3 2 12 3 1 42 なお、すでに過去に同等またはそれ以上の条件で溶接施工試験
を行い、かつ施工経験をもつ工場では、その溶接施工試験報告
書について、監督職員の承諾を得た上で溶接施工試験を省略す
ることができる。

無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 12 3 1 44 2） SM490、SM490Yにおいて、1パスの入熱量が10,000J/mmを超える
場合。

3 2 12 3 1 44 2） SBHS500、SBHS500W、SBHS400、SBHS400W、SM490Y及びSM490にお
いて、1パスの入熱量が10,000J/mmを超える場合

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 1 58 （6） 材片の組合わせ精度 3 2 12 3 1 58 （6） 材片の組合わせ精度 無
3 2 12 3 1 61 ① 開先溶接 3 2 12 3 1 61 ① 開先溶接 無
3 2 12 3 1 62 ルート間隔の誤差：規定値±1.0mm以下 3 2 12 3 1 62 ルート間隔の誤差：規定値±1.0mm以下 無
3 2 12 3 1 63 板厚方向の材片の偏心：t≦50薄い方の板厚の10％以下 3 2 12 3 1 63 板厚方向の材片の偏心：t≦50mm薄い方の板厚の10％以下 有 表記修正
3 2 12 3 1 64 50＜t5mm以下 3 2 12 3 1 64 50mm＜t5mm以下 有 表記修正
3 2 12 3 1 65 t：薄い方の板厚 3 2 12 3 1 65 t：薄い方の板厚 無
3 2 12 3 1 66 裏当金を用いる場合の密着度：0.5mm以下 3 2 12 3 1 66 裏当て金を用いる場合の密着度：0.5mm以下 有 表記修正
3 2 12 3 1 67 開先角度：規定値±10゜ 3 2 12 3 1 67 開先角度：規定値±10゜ 無
3 2 12 3 1 73 （8） 予熱 3 2 12 3 1 73 （8） 予熱 無
3 2 12 3 1 74 受注者は、鋼種及び溶接方法に応じて、溶接線の両側100mm及び

アークの前方100mm範囲の母材を表3-2-51により予熱することを
標準とする。

3 2 12 3 1 74 受注者は、鋼種及び溶接方法に応じて、溶接線の両側100mm範囲
の母材を表3-2-51の条件を満たす場合に限り、表3-2-50により
予熱することを標準とする。

有 諸基準の改定に伴う
表番号の修正

3 2 12 3 1 75 なお、鋼材のPCM値を低減すれば予熱温度を低減できる。この場
合の予熱温度は表3-2-52とする。

有 新規追加

3 2 12 3 1 76 表3-2-51　予熱温度の標準 3 2 12 3 1 76 表3-2-50　予熱温度の標準 有 表番号の修正
3 2 12 3 1 77 表3-2-51　予熱温度の標準を適用する場合のPCMの条件 有 新規追加
3 2 12 3 1 78 表3-2-52　PCM値と予熱温度の標準 有 新規追加

3 2 12 3 1 79 （9） 溶接施工上の注意 3 2 12 3 1 79 （9） 溶接施工上の注意 無
3 2 12 3 1 82 ② 受注者は、開先溶接及び主桁のフランジと腹板のすみ肉溶接等

の施工にあたって、原則として部材と同等な開先を有するエン
ドタブを取付け、溶接の始端及び終端が溶接する部材上に入ら
ないようにしなければならない。

3 2 12 3 1 82 ② 受注者は、開先溶接及び主桁のフランジと腹板のすみ肉溶接等
の施工にあたって、原則として部材と同等な開先を有するエン
ドタブを取付け、溶接の始端及び終端が溶接する部材上に入ら
ないようにしなければならない。

無

3 2 12 3 1 83 エンドタブは、部材の溶接端部において所定の溶接品質を確保
できる寸法形状の材片を使用するものとする。

3 2 12 3 1 83 エンドタブは、部材の溶接端部において所定の溶接品質を確保
できる寸法形状の材片を使用するものとする。

無

3 2 12 3 1 84 なお、エンドタブは、溶接終了後ガス切断法によって除去し、
グラインダー仕上げするものとする。

3 2 12 3 1 84 なお、エンドタブは、溶接終了後ガス切断法によって除去し、
グラインダ仕上げするものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 1 93 （11） 溶接の検査 3 2 12 3 1 93 （11） 溶接の検査 無
3 2 12 3 1 94 ① 受注者は、工場で行う完全溶込み突合せ溶接継手のうち主要部

材の突合わせ継手を、放射線透過試験、超音波探傷試験で、表
3-2-52に示す1グループごとに1継手の抜取り検査を行わなけれ
ばならない。

3 2 12 3 1 94 ① 受注者は、工場で行う完全溶込み突合せ溶接継手のうち主要部
材の突合わせ継手を、放射線透過試験、超音波探傷試験で、表
3-2-53に示す1グループごとに1継手の抜取り検査を行わなけれ
ばならない。

有 表番号の修正

3 2 12 3 1 95 ただし、監督職員の指示がある場合には、それによるものとす
る。

3 2 12 3 1 95 ただし、監督職員の指示がある場合には、それによるものとす
る。

無

3 2 12 3 1 96 表3-2-52　主要部材の完全溶込みの突合せ継手の非破壊試験検
査率

3 2 12 3 1 96 表3-2-53　主要部材の完全溶込みの突合せ継手の非破壊試験検
査率

有 表番号の修正
表記修正

3 2 12 3 1 97 ② 受注者は、現場溶接を行う完全溶込みの突合せ溶接継手のう
ち、鋼製橋脚のはり及び柱、主桁のフランジ及び腹板、鋼床版
のデッキプレートの溶接部については、表3-2-53に示す非破壊
試験に従い行わなければならない。

3 2 12 3 1 97 ② 受注者は、現場溶接を行う完全溶込みの突合せ溶接継手のう
ち、鋼製橋脚のはり及び柱、主桁のフランジ及び腹板、鋼床版
のデッキプレートの溶接部については、表3-2-54に示す非破壊
試験に従い行わなければならない。

有 表番号の修正

3 2 12 3 1 98 また、その他の部材の完全溶込みの突合せ溶接継手において、
許容応力度を工場溶接の同種の継手と同じ値にすることを設計
図書に明示された場合には、継手全長にわたって非破壊試験を
行うものとする。

3 2 12 3 1 98 また、その他の部材の完全溶込みの突合せ溶接継手において、
許容応力度を工場溶接の同種の継手と同じ値にすることを設計
図書に明示された場合には、継手全長にわたって非破壊試験を
行うものとする。

無

3 2 12 3 1 99 表3-2-53　現場溶接を行う完全溶込みの突合せ溶接継手の非破
壊試験検査率

3 2 12 3 1 99 表3-2-54　現場溶接を行う完全溶込みの突合せ溶接継手の非破
壊試験検査率

有 表番号の修正

3 2 12 3 1 112 ④ 受注者は、溶接ビード及びその周辺にいかなる場合も割れを発
生させてはならない。割れの検査は肉眼で行うものとするが、
疑わしい場合には、磁粉探傷試験または浸透探傷試験により検
査するものとする。

3 2 12 3 1 112 ④ 受注者は、溶接ビード及びその周辺にいかなる場合も割れを発
生させてはならない。割れの検査は、溶接線全線を対象として
肉眼で行うものとするが、判定が困難な場合には、磁粉探傷試
験または浸透探傷試験により検査するものとする。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 1 113 ⑤ 受注者は、主要部材の突合わせ継手及び断面を構成するT継手、
かど継手に関しては、ビード表面にピットを発生させてはなら
ない。

3 2 12 3 1 113 ⑤ 受注者は、断面に考慮する突合せ溶接継手、十字溶接継手、T溶
接継手、角溶接継手に関しては、ビード表面にピットを発生さ
せてはならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 1 117 2） 受注者は、アンダーカットの深さを0.5mm以下とし、オーバー
ラップを生じさせてはならない。

3 2 12 3 1 117 2） 受注者は、アンダーカットの深さを設計上許容される値以下と
し、オーバーラップを生じさせてはならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 1 118 ⑥ 外部きずの検査について、磁粉探傷試験または浸透探傷試験を
行う者は、それぞれの試験の種類に応じたJIS Z 2305（非破壊
試験－技術者の資格及び認証）に規定するレベル2以上の資格を
有していなければならない。

3 2 12 3 1 118 ⑥ 外部きずの検査について、磁粉探傷試験または浸透探傷試験を
行う者は、それぞれの試験の種類に応じたJIS Z 2305（非破壊
試験－技術者の資格及び認証）に規定するレベル2以上の資格を
有していなければならない。

無
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項
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改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

3 2 12 3 1 119 なお、極間法を適用する場合には、磁粉探傷試験の資格のう
ち、極間法に限定された磁粉探傷試験のレベル2以上の資格を有
するものとする。

有 新規追加

3 2 12 3 1 120 内部きずの検査について、放射線透過試験または超音波探傷試
験を行う者は、それぞれの試験の種類に応じてJIS Z 2305（非
破壊試験－技術者の資格及び認証）に基づく次の1)～3)に示す
資格を有していなければならない。

3 2 12 3 1 120 内部きずの検査について、放射線透過試験または超音波探傷試
験を行う者は、それぞれの試験の種類に応じてJIS Z 2305（非
破壊試験技術者の資格及び認証）に基づく次の1)～3)に示す資
格を有していなければならない。

有 誤記修正

3 2 12 3 1 124 （12） 欠陥部の補修 3 2 12 3 1 124 （12） 欠陥部の補修 無
3 2 12 3 1 125 受注者は、欠陥部の補修を行わなければならない。この場合、

補修によって母材に与える影響を検討し、注意深く行うものと
する。

3 2 12 3 1 125 受注者は、欠陥部の補修を行わなければならない。この場合、
補修によって母材に与える影響を検討し、注意深く行うものと
する。

無

3 2 12 3 1 126 補修方法は、表3-2-54に示すとおり行なうものとする。これ以
外の場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければな
らない。

3 2 12 3 1 126 補修方法は、表3-2-55に示すとおり行なうものとする。これ以
外の場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければな
らない。

有 表番号の修正

3 2 12 3 1 127 なお、補修溶接のビードの長さは40mm以上とし、補修にあたっ
ては予熱等の配慮を行うものとする。

3 2 12 3 1 127 なお、補修溶接のビードの長さは40mm以上とし、補修にあたっ
ては予熱等の配慮を行うものとする。

無

3 2 12 3 1 128 表3-2-54　欠陥の補修方法 3 2 12 3 1 128 表3-2-55　欠陥の補修方法 有 表番号の修正
諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 1 129 （13） ひずみとり 3 2 12 3 1 129 （13） ひずみとり 無
3 2 12 3 1 130 受注者は、溶接によって部材の変形が生じた場合、プレス、ガ

ス炎加熱法等によって矯正しなければならない。ガス炎加熱法
によって矯正する場合の鋼材表面温度及び冷却法は、表3-2-55
によるものとする。

3 2 12 3 1 130 受注者は、溶接によって部材の変形が生じた場合、プレス、ガ
ス炎加熱法等によって矯正しなければならない。ガス炎加熱法
によって矯正する場合の鋼材表面温度及び冷却法は、表3-2-56
によるものとする。

有 表番号の修正

3 2 12 3 1 131 表3-2-55　ガス炎加熱法による線状加熱時の鋼材表面温度及び
冷却法

3 2 12 3 1 131 表3-2-56　ガス炎加熱法による線状加熱時の鋼材表面温度及び
冷却法

有 表番号の修正

3 2 12 3 1 134 （14） 仮組立て 3 2 12 3 1 134 （14） 仮組立て 無
3 2 12 3 1 135 ① 受注者が、仮組立てを行う場合は、実際に部材を組み立てて行

うこと（以下「実仮組立」という。）を基本とする。
3 2 12 3 1 135 ① 受注者が、仮組立てを行う場合は、実際に部材を組み立てて行

うこと（以下「実仮組立」という。）を基本とする。
無

3 2 12 3 1 136 ただし、他の方法によって実仮組立てと同等の精度の検査が行
える場合は、監督職員の承諾を得て実施できる。

3 2 12 3 1 136 ただし、シミュレーション仮組立などの他の方法によって実仮
組立てと同等の精度の検査が行える場合は、監督職員の承諾を
得てこれに代えることができる。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 12 3 2 1 2.ボルトナット 3 2 12 3 2 1 2.ボルトナット 無
3 2 12 3 2 2 （1） ボルト孔の径は、表3-2-56に示すとおりとする。 3 2 12 3 2 2 （1） ボルト孔の径は、表3-2-57に示すとおりとする。 有 表番号の修正
3 2 12 3 2 3 表3-2-56　ボルト孔の径 3 2 12 3 2 3 表3-2-57　ボルト孔の径 有 表番号の修正
3 2 12 3 2 11 （2） ボルト孔の径の許容差は、表3-2-57に示すとおりとする。 3 2 12 3 2 11 （2） ボルト孔の径の許容差は、表3-2-58に示すとおりとする。 有 表番号の修正
3 2 12 3 2 12 ただし、摩擦接合の場合は1ボルト群の20％に対しては＋1.0mm

まで良いものとする。
3 2 12 3 2 12 ただし、摩擦接合の場合は1ボルト群の20％に対しては＋1.0mm

まで良いものとする。
無

3 2 12 3 2 13 表3-2-57　ボルト孔の径の許容差 3 2 12 3 2 13 表3-2-58　ボルト孔の径の許容差 有 表番号の修正
3 2 12 3 2 14 （3） 仮組立て時のボルト孔の精度 3 2 12 3 2 14 （3） 仮組立て時のボルト孔の精度 無
3 2 12 3 2 15 ① 受注者は摩擦接合を行う材片を組み合わせた場合、孔のずれは

1.0mm以下としなければならない。
無

3 2 12 3 2 16 ② 受注者は、支圧接合を行う材片を組合わせた場合、孔のずれは
0.5mm以下にしなければならない。

3 2 12 3 2 15 ① 受注者は、支圧接合を行う材片を組合わせた場合、孔のずれは
0.5mm以下にしなければならない。

有 表番号の修正

3 2 12 3 2 17 ③ 受注者は、ボルト孔において貫通ゲージの貫通率及び停止ゲー
ジの停止率を、表3-2-58のとおりにしなければならない。

3 2 12 3 2 16 ② 受注者は、ボルト孔において貫通ゲージの貫通率及び停止ゲー
ジの停止率を、表3-2-59のとおりにしなければならない。

有 表番号の修正

3 2 12 3 2 18 表3-2-58　ボルト孔の貫通率及び停止率 3 2 12 3 2 17 表3-2-59　ボルト孔の貫通率及び停止率 有 表番号の修正
3 2 12 4 0 1 3-2-12-4 検査路製作工 3 2 12 4 0 1 3-2-12-4 検査路製作工 無
3 2 12 4 1 1 1.製作加工 3 2 12 4 1 1 1.製作加工 無
3 2 12 4 1 3 （2） 受注者は、亜鉛めっきのため油抜き等の処理を行い、めっき後

は十分なひずみ取りを行わなければならない。
3 2 12 4 1 3 （2） 受注者は、亜鉛めっきのため油抜き等の処理を行い、めっき後

は十分なひずみとりを行わなければならない。
有 表記修正

3 2 12 7 0 1 3-2-12-7 橋梁用防護柵製作工 3 2 12 7 0 1 3-2-12-7 橋梁用防護柵製作工 無
3 2 12 7 1 1 1.製作加工 3 2 12 7 1 1 1.製作加工 無
3 2 12 7 1 2 （1） 亜鉛めっき後に塗装仕上げをする場合 3 2 12 7 1 2 （1） 亜鉛めっき後に塗装仕上げをする場合 無
3 2 12 7 1 4 ② 受注者は、亜鉛の付着量をJISG3302（溶融亜鉛めっき鋼板及び

鋼帯）Z27の275g/m2（両面付着量）以上としなければならな
い。その場合受注者は、亜鉛の付着量が前途以上であることを
確認しなければならない。

3 2 12 7 1 4 ② 受注者は、めっき付着量を両面で275g/㎡以上としなければなら
ない。その場合、受注者は、めっき付着量が前述以上であるこ
とを確認しなければならない。

有 表記統一
諸基準の改定に伴う

3 2 12 7 1 5 ③ 受注者は、熱化性アクリル樹脂塗料を用いて、20μm以上の塗膜
厚で仕上げ塗装をしなければならない。

3 2 12 7 1 5 ③ 受注者は、熱硬化性アクリル樹脂塗料を用いて、20μm以上の塗
膜厚で仕上げ塗装をしなければならない。

有 誤記修正

3 2 12 7 1 6 （2） 亜鉛めっき地肌のままの場合 3 2 12 7 1 6 （2） 亜鉛めっき地肌のままの場合 無
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3 2 12 7 1 8 ② 受注者は、亜鉛の付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パド
ル、支柱の場合JISH8641（溶融亜鉛めっき）2種の（HDZ55）の
550g/m2（片面の付着量）以上とし、その他の部材（ケーブルは
除く）の場合は、同じく2種（HDZ35）の350g/m2（片面の付着
量）以上としなければならない。

3 2 12 7 1 8 ② 受注者は、めっき付着量をビーム、パイプ、ブラケット、パド
ル、支柱の場合JIS H 8641（溶融亜鉛めっき）2種の（HDZ55）
の550g/㎡（片面の付着量）以上とし、その他の部材（ケーブル
は除く）の場合は、同じく2種（HDZ35）の350g/㎡（片面の付着
量）以上としなければならない。

有 表記統一
諸基準の改定に伴う

3 2 12 8 0 1 3-2-12-8 アンカーフレーム製作工 3 2 12 8 0 1 3-2-12-8 アンカーフレーム製作工 無
3 2 12 8 2 1 2.アンカーボルトの

ねじの種類ピッチ及
び精度

受注者は、アンカーボルトのねじの種類、ピッチ及び精度は、
表3-2-59によらなければならない。

3 2 12 8 2 1 2.アンカーボルト
のねじの種類ピッ
チ及び精度

受注者は、アンカーボルトのねじの種類、ピッチ及び精度は、
表3-2-60によらなければならない。

有 表番号の修正

3 2 12 8 2 2 表3-2-59　ねじの種類、ピッチ及び精度 3 2 12 8 2 2 表3-2-60　ねじの種類、ピッチ及び精度 有 表番号の修正
3 2 12 11 0 1 3-2-12-11 工場塗装工 3 2 12 11 0 1 3-2-12-11 工場塗装工 無
3 2 12 11 3 1 3.気温湿度の条件 受注者は、気温、湿度の条件が表3-2-60の塗装禁止条件を満足

しない場合、塗装を行ってはならない。ただし、塗装作業所が
屋内で、温度、湿度が調節されているときは、屋外の気象条件
に関係なく塗装してもよい。これ以外の場合は、監督職員と協
議しなければならない。

3 2 12 11 3 1 3.気温湿度の条件 受注者は、気温、湿度の条件が表3-2-61の塗装禁止条件に該当
する場合、塗装を行ってはならない。ただし、塗装作業所が屋
内で、温度、湿度が調節されているときは、屋外の気象条件に
関係なく塗装してもよい。これ以外の場合は、監督職員と協議
しなければならない。

有 表記統一

3 2 12 11 3 2 表3-2-60　塗装禁止条件 3 2 12 11 3 2 表3-2-61　塗装禁止条件 有 表番号の修正
3 2 12 11 12 1 12.検査 3 2 12 11 12 1 12.検査 無
3 2 12 11 12 4 （3） 受注者は、同一工事、同一塗装系及び同一塗装方法により塗装

された500m2単位毎25点（1点当たり5回測定）以上塗膜厚の測定
をしなければならない。ただし、1ロットの面積が200m2に満た
ない場合は10m2ごとに1点とする。

3 2 12 11 12 4 （3） 受注者は、同一工事、同一塗装系及び同一塗装方法により塗装
された500㎡単位毎25点（1点あたり5回測定）以上塗膜厚の測定
をしなければならない。ただし、1ロットの面積が200㎡に満た
ない場合は10㎡ごとに1点とする。

有 表記統一
表記修正

3 2 13 0 0 1 第13節 橋梁架設工 3 2 13 0 0 1 第13節 橋梁架設工 無
3 2 13 3 0 1 3-2-13-3 架設工（クレーン架設） 3 2 13 3 0 1 3-2-13-3 架設工（クレーン架設） 無
3 2 13 3 2 1 2.桁架設 桁架設については、以下の規定によるものとする。 3 2 13 3 2 1 2.桁架設 桁架設については、以下の規定によるものとする。 無
3 2 13 3 2 5 （4） 大きな反力を受けるベント上の主桁は、その支点反力・応力、

断面チェックを行い、必要に応じて事前にに補強しなければな
らない。

3 2 13 3 2 5 （4） 大きな反力を受けるベント上の主桁は、その支点反力・応力、
断面チェックを行い、必要に応じて事前に補強しなければなら
ない。

有 誤記修正

3 2 14 0 0 1 第14節 法面工（共通） 3 2 14 0 0 1 第14節 法面工（共通） 無
3 2 14 2 0 1 3-2-14-2 植生工 3 2 14 2 0 1 3-2-14-2 植生工 無

3 2 14 2 2 2 種子の種類，品質，配合については，地山条件，気象条件等を
考慮し監督職員と協議し決定するものとする。また，肥料，養
生材等については，監督職員の確認を受けなければならない。
なお，植生基材及び種子吹付の主な種子の種類は，下表のとお
りとする。

有 新規追加【県独自】
H280208技術管理室長通知

3 2 14 2 2 3 表3-2-62 種子の種類 有 新規追加【県独自】
H280208技術管理室長通知

3 2 14 2 2 4 環境省が指定している「我が国の生態系等に被害を及ぼすおそ
れのある外来種リスト（生態系被害防止外来種リスト）」に該
当する植物は使用しないこととする。

有 新規追加【県独自】
H280208技術管理室長通知

3 2 14 2 8 1 8.芝串 受注者は張芝の脱落を防止するため、1m2当たり20～30本の芝串
で固定するものとする。また、張付けにあたっては芝の長手を
水平方向とし、縦目地を通さず施工しなければならない。

3 2 14 2 8 1 8.芝串 受注者は張芝の脱落を防止するため、1㎡あたり20～30本の芝串
で固定するものとする。また、張付けにあたっては芝の長手を
水平方向とし、縦目地を通さず施工しなければならない。

有 表記統一

3 2 14 3 0 1 3-2-14-3 吹付工 3 2 14 3 0 1 3-2-14-3 吹付工 無
3 2 14 3 9 1 9.層間はく離の防止 受注者は、吹付けを2層以上に分けて行う場合には、層間にはく

離が生じないように施工しなければならない。
3 2 14 3 9 1 9.層間はく離の防

止
受注者は、吹付けを二層以上に分けて行う場合には、層間には
く離が生じないように施工しなければならない。

有 表記統一

3 2 14 4 0 1 3-2-14-4 法枠工 3 2 14 4 0 1 3-2-14-4 法枠工 無
3 2 14 4 18 1 18.層間はく離の防

止
受注者は、吹付けを2層以上に分けて行う場合には、層間にはく
離が生じないように施工しなければならない。

3 2 14 4 18 1 18.層間はく離の
防止

受注者は、吹付けを二層以上に分けて行う場合には、層間には
く離が生じないように施工しなければならない。

有 表記統一

3 2 14 5 0 1 3-2-14-5 法面施肥工 3 2 14 5 0 1 3-2-14-5 法面施肥工 無
3 2 14 5 3 1 3.支障物の撤去 受注者は、施肥の施工に支障となるゴミ等を撤去した後、施工

しなければならない。
3 2 14 5 3 1 3.支障物の撤去 受注者は、施肥の施工に支障となるごみ等を撤去した後、施工

しなければならない。
有 表記統一

3 2 14 7 0 1 3-2-14-7 かご工 3 2 14 7 0 1 3-2-14-7 かご工 無
3 2 14 7 2 1 2.詰石 受注者は、じゃかごの詰石については、じゃかごの先端から石

を詰込み、じゃかご内の空隙を少なくしなければならない。
3 2 14 7 2 1 2.詰石 受注者は、じゃかごの詰石については、じゃかごの先端から石

を詰込み、じゃかご内の空隙を少なくしなければならない。
無

3 2 14 7 2 2 なお、じゃかごの法肩及び法尻の屈折部が、偏平にならないよ
うにしなければならない。

3 2 14 7 2 2 なお、じゃかごの法肩及び法尻の屈折部が、扁平にならないよ
うにしなければならない。

有 表記統一

3 2 15 0 0 1 第15節 擁壁工（共通） 3 2 15 0 0 1 第15節 擁壁工（共通） 無
3 2 15 3 0 1 3-2-15-3 補強土壁工 3 2 15 3 0 1 3-2-15-3 補強土壁工 無
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3 2 15 3 3 1 3.伐開除根 受注者は、第1層の補強材の敷設に先立ち、現地盤の伐開除根及
び不陸の整地を行うとともに、設計図書に関して監督職員と協
議のうえ、基盤面に排水処理工を行わなければならない。

3 2 15 3 3 1 3.伐開除根 受注者は、第一層の補強材の敷設に先立ち、現地盤の伐開除根
及び不陸の整地を行うとともに、設計図書に関して監督職員と
協議のうえ、基盤面に排水処理工を行わなければならない。

有 表記統一

3 2 17 0 0 1 第17節 植栽維持工 3 2 17 0 0 1 第17節 植栽維持工 無
3 2 17 2 0 1 3-2-17-2 材料 3 2 17 2 0 1 3-2-17-2 材料 無
3 2 17 2 1 1 1.一般事項 受注者は、樹木・芝生管理工の施工に使用する肥料、薬剤につ

いては、施工前に監督職員に品質を証明する資料等の、確認を
受けなければならない。

3 2 17 2 1 1 1.一般事項 受注者は、樹木・芝生管理工の施工に使用する肥料、薬剤につ
いては、施工前に監督職員に品質を証明する資料等の、確認を
受けなければならない。

無

3 2 17 2 1 2 なお、薬剤については農薬取締法（平成19年3月改正法律第8
号）に基づくものでなければならない。

3 2 17 2 1 2 なお、薬剤については農薬取締法（令和元年12月改正法律第62
号）に基づくものでなければならない。

有 諸法令の改正に伴う

3 2 17 3 0 1 3-2-17-3 樹木・芝生管理工 3 2 17 3 0 1 3-2-17-3 樹木・芝生管理工 無
3 2 17 3 2 1 2.剪定の施工 受注者は、剪定の施工については、各樹種の特性及び施工箇所

に合った剪定形式により行なわなければならない。
3 2 17 3 2 1 2.剪定の施工 受注者は、剪定の施工にあたり、「チェーンソーによる伐木等

作業の安全に関するガイドライン」の策定について（厚生労働
省　令和2年1月）によるものとし、各樹種の特性及び施工箇所
に合った剪定形式により行なわなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

3 2 17 3 2 1 なお、剪定形式について監督職員より指示があった場合は、そ
の指示によらなければならない。

3 2 17 3 2 1 なお、剪定形式について監督職員より指示があった場合は、そ
の指示によらなければならない。

無

3 2 17 3 4 1 4.剪定、芝刈、雑草
抜き取り等の施工

受注者は、剪定、芝刈、雑草抜き取り、植付けの施工にあた
り、路面への枝、草、掘削土等の飛散防止に努めるものとし、
発生した枝、草、掘削土等を交通に支障のないように、速やか
に処理しなければならない。

3 2 17 3 4 1 4.剪定、芝刈、雑
草抜き取り（抜
根）等の施工

受注者は、剪定、芝刈、雑草抜き取り（抜根）、植付けの施工
にあたり、路面への枝、草、掘削土等の飛散防止に努めるもの
とし、発生した枝、草、掘削土等を交通に支障のないように、
速やかに処理しなければならない。

有 実態に合わせた規定の変更

3 2 17 3 15 1 15.幹巻き 受注者は、幹巻きする場合は、こもまたはわらを使用する場
合、わら繩またはしゅろなわで巻き上げるものとし、緑化テー
プを使用する場合は緑化テープを重ねながら巻き上げた後、幹
に緊結しなければならない。

3 2 17 3 15 1 15.幹巻き 受注者は、幹巻きする場合は、こもまたはわらを使用する場
合、わら繩またはしゅろ縄で巻き上げるものとし、緑化テープ
を使用する場合は緑化テープを重ねながら巻き上げた後、幹に
緊結しなければならない。

有 表記統一

3 2 17 3 16 1 16.支柱の設置 受注者は、支柱の設置については、ぐらつきのないよう設置し
なければならない。また、樹幹と支柱との取付け部について
は、杉皮等を巻きしゅろなわを用いて動かぬよう結束しなけれ
ばならない。

3 2 17 3 16 1 16.支柱の設置 受注者は、支柱の設置については、ぐらつきのないよう設置し
なければならない。また、樹幹と支柱との取付け部について
は、杉皮等を巻きしゅろ縄を用いて動かぬよう結束しなければ
ならない。

有 表記統一

3 2 17 3 19 1 19.施肥の施工前作
業

受注者は、施肥の施工については、施工前に樹木の根元周辺に
散乱する堆積土砂やゴミ等の除去及び除草を行わなければなら
ない。

3 2 17 3 19 1 19.施肥の施工前
作業

受注者は、施肥の施工については、施工前に樹木の根元周辺に
散乱する堆積土砂やごみ等の除去及び除草を行わなければなら
ない。

有 表記統一

3 2 18 0 0 1 第18節 床版工 3 2 18 0 0 1 第18節 床版工 無
3 2 18 2 0 1 3-2-18-2 床版工 3 2 18 2 0 1 3-2-18-2 床版工 無
3 2 18 2 1 1 1.鉄筋コンクリート

床版
鉄筋コンクリート床版については、以下の規定によるものとす
る。

3 2 18 2 1 1 1.鉄筋コンクリー
ト床版

鉄筋コンクリート床版については、以下の規定によるものとす
る。

無

3 2 18 2 1 3 （2） 受注者、は施工に先立ち、あらかじめ桁上面の高さ、幅、配置
等を測量し、桁の出来形を確認しなければならない。出来形に
誤差のある場合、その処置について設計図書に関して監督職員
と協議しなければならない。

3 2 18 2 1 3 （2） 受注者は、施工に先立ち、あらかじめ桁上面の高さ、幅、配置
等を測量し、桁の出来形を確認しなければならない。出来形に
誤差のある場合、その処置について設計図書に関して監督職員
と協議しなければならない。

有 誤記修正

3 2 18 2 1 5 （4） 受注者は、スペーサーについては、コンクリート製もしくはモ
ルタル製を使用するのを原則とし、本体コンクリートと同等の
品質を有するものとしなければならない。

3 2 18 2 1 5 （4） 受注者は、スペーサについては、コンクリート製もしくはモル
タル製を使用するのを原則とし、本体コンクリートと同等の品
質を有するものとしなければならない。

有 表記統一(コンクリート標準示方書)

3 2 18 2 1 6 なお、それ以外のスペーサーを使用する場合はあらかじめ設計
図書に関して監督職員と協議しなければならない。スペーサー
は、1m2当たり4個を配置の目安とし、組立及びコンクリートの
打込中、その形状を保つものとする。

3 2 18 2 1 6 なお、それ以外のスペーサを使用する場合はあらかじめ設計図
書に関して監督職員と協議しなければならない。スペーサは、1
㎡あたり4個を配置の目安とし、組立及びコンクリートの打込
中、その形状を保つものとする。

有 表記統一(コンクリート標準示方書,
単位)

3 2 18 2 1 17 （12） 受注者は、床版コンクリート打設前及び完了後、キャンバーを
測定し、その記録を整備及び保管し、監督職員または検査職員
の請求があった場合は速やかに提示しなければならない。

3 2 18 2 1 17 （12） 受注者は、床版コンクリート打設前においては主桁のそり、打
設後においては床版の基準高を測定し、その記録を整備及び保
管し、監督職員または検査職員の請求があった場合は速やかに
提示しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 0 0 0 0 1 第6編 河川編 6 0 0 0 0 1 第6編 河川編 無
6 1 7 0 0 1 第7節 法覆護岸工 6 1 7 0 0 1 第7節 法覆護岸工 無
6 1 7 2 0 1 6-1-7-2 材料 6 1 7 2 0 1 6-1-7-2 材料 無
6 1 7 2 1 1 1.遮水シート 遮水シートは、止水材と被覆材からなり、シート有効幅2.0mの

（1）または（2）のいずれかの仕様による。
6 1 7 2 1 1 1.遮水シート 遮水シートは、止水材と被覆材からなり、シート有効幅2.0mの

（1）または（2）のいずれかの仕様による。
無

6 1 7 2 1 2 （1） 遮水シートAは、以下の仕様による。 6 1 7 2 1 2 （1） 遮水シートAは、以下の仕様による。 無
6 1 7 2 1 6 ④ 止水材の品質規格は表6-1-1または2による。 6 1 7 2 1 6 ④ 止水材の品質規格は表6-1-1または2による。 無
6 1 7 2 1 7 表6-1-1　純ポリ塩化ビニル：（厚さ1mm、色：透明）の品質規 6 1 7 2 1 7 表6-1-1　純ポリ塩化ビニル：（厚さ1mm、色：透明）の品質規 有 図表修正
6 1 7 2 1 8 表6-1-2　エチレン酢酸ビニル：（厚さ1mm、色：透明）の品質

規格
6 1 7 2 1 8 表6-1-2　エチレン酢酸ビニル：（厚さ1mm、色：透明）の品質

規格
有 図表修正
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

6 1 7 2 1 17 ⑤ 止水材の品質規格は、表6-1-4による。 6 1 7 2 1 17 ⑤ 止水材の品質規格は、表6-1-4による。 無
6 1 7 2 1 18 表6-1-4　止水材の品質規格 6 1 7 2 1 18 表6-1-4　止水材の品質規格 有 JIS名称変更に伴う修正
6 1 7 2 1 20 （3） 品質管理 6 1 7 2 1 20 （3） 品質管理 無
6 1 7 2 1 27 5） 「公的試験機関による品質試験成績表」は、製品の生産過程に

おいて20,000m2に1回の割合で行ったもののうち、納入製品に該
当するものとする。

6 1 7 2 1 27 5） 「公的試験機関による品質試験成績表」は、製品の生産過程に
おいて20,000㎡に1回の割合で行ったもののうち、納入製品に該
当するものとする。

有 表記統一

6 1 12 0 0 1 第12節 付帯道路施設工 6 1 12 0 0 1 第12節 付帯道路施設工 無
6 1 12 2 0 1 6-1-12-2 境界工 6 1 12 2 0 1 6-1-12-2 境界工 無
6 1 12 2 3 1 3.設置位置 受注者は、境界杭の設置にあたっては、設計図書に示す場合を

除き、杭の中心点を用地境界線上に一致させ、文字「国」が内
側（官地側）になるようにしなければならない。

6 1 12 2 3 1 3.設置位置 受注者は，境界柱の設置にあたっては，設計図書に示す場合を
除き，杭頭部に示す中心点又は矢印先端部を用地境界線と一致
させ，側面の文字「鹿児島県」が民地側になるようにしなけれ
ばならない。

有 実態に合わせた規定の変更
【県独自】

6 1 13 3 0 1 6-1-13-3 配管工 6 1 13 3 0 1 6-1-13-3 配管工 無
6 1 13 3 2 1 2.単管の配管 受注者は、単管の場合には、スペーサー等を用いて敷設間隔が

均一となるよう施工しなければならない。
6 1 13 3 2 1 2.単管の配管 受注者は、単管の場合には、スペーサ等を用いて敷設間隔が均

一となるよう施工しなければならない。
有 表記統一(コンクリート標準示方書)

6 3 0 0 0 1 第3章 樋門・樋管 6 3 0 0 0 1 第3章 樋門・樋管 無
6 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 6 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
6 3 2 0 2 3 国土交通省仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改正） 6 3 2 0 2 3 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改 有 軽微な修正(スペース)
6 3 2 0 2 4 建設省河川砂防技術基準（平成9年10月） 6 3 2 0 2 4 国土交通省　河川砂防技術基準（令和元年7月） 有 発行年月の修正
6 3 2 0 5 6 国土交通省機械工事共通仕様書（案）（平成25年3月） 6 3 2 0 5 6 国土交通省　機械工事共通仕様書（案）（令和2年3月） 有 発行年月の修正
6 3 2 0 6 7 国土交通省機械工事施工管理基準（案）（平成22年4月） 6 3 2 0 6 7 国土交通省　機械工事施工管理基準（案）（令和元年10月） 有 発行年月の修正
6 3 8 0 0 1 第8節 付属物設置工 6 3 8 0 0 1 第8節 付属物設置工 無
6 3 8 4 0 1 6-3-8-4 境界工 6 3 8 4 0 1 6-3-8-4 境界工 無
6 3 8 4 3 1 3.杭（鋲）の設置 受注者は、杭（鋲）の設置にあたっては、設計図書に示す場合

を除き、杭の中心点を用地境界線上に一致させ、文字「国」が
内側（官地側）になるようにしなければならない。

6 3 8 4 3 1 3.境界柱（境界
板）の設置

受注者は，境界柱（境界板）の設置にあたっては，設計図書に
示す場合を除き，杭頭部に示す中心点又は矢印先端部を用地境
界線と一致させ，側面の文字「鹿児島県」が民地側になるよう
にしなければならない。

有 実態に合わせた規定の変更
【県独自】

6 4 0 0 0 1 第4章 水門 6 4 0 0 0 1 第4章 水門 無
6 4 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 6 4 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
6 4 2 0 0 3 国土交通省仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改正） 6 4 2 0 0 3 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改 有 軽微な修正(スペース)
6 4 2 0 0 4 ダム・堰施設技術協会ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説

編・設備計画マニュアル編）（平成26年9月）
6 4 2 0 0 4 ダム・堰施設技術協会　ダム・堰施設技術基準（案）（基準解

説編・設備計画マニュアル編）（平成28年10月）
有 発行年月の修正

6 4 2 0 0 5 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成24年3
月）

6 4 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年
11月）

有 発行年月の修正

6 4 2 0 0 6 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）（平
成24年3月）

6 4 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

有 発行年月の修正

6 4 2 0 0 7 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コン
クリート部材編）（平成24年3月）

6 4 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コ
ンクリート部材編）（平成29年11月）

有 発行年月の修正

6 4 2 0 0 8 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成24
年3月）

6 4 2 0 0 8 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成
29年11月）

有 発行年月の修正

6 4 2 0 0 10 国土交通省機械工事施工管理基準（案）（平成22年4月） 6 4 2 0 0 10 国土交通省　機械工事施工管理基準（案）（令和元年10月） 有 諸基準の改定に伴う

6 4 2 0 0 12 日本道路協会道路橋支承便覧（平成16年4月） 6 4 2 0 0 12 日本道路協会　道路橋支承便覧（平成30年12月） 有 諸基準の改定に伴う
6 4 3 0 0 1 第3節 工場製作工 6 4 3 0 0 1 第3節 工場製作工 無
6 4 3 6 0 1 6-4-3-6 鋼製排水管製作工 6 4 3 6 0 1 6-4-3-6 鋼製排水管製作工 無
6 4 3 6 1 1 6 4 3 6 1 1 鋼製排水管製作工の施工については，第3編3-2-12-10鋼製排水

管製作工の規定による。
有 表記統一

1.製作加工（1） 受注者は、排水管及び取付金具の防食ついては、設計図書によ
らなければならない。

有 削除(他項参照に伴う)

1.製作加工（2） 受注者は、取付金具と桁本体との取付けピースは工場内で溶接
を行うものとし、工場溶接と同等以上の条件下で行わなければ
ならない。やむを得ず現場で取付ける場合は十分な施工管理を
行わなければならない。

有 削除(他項参照に伴う)

1.製作加工（3） 受注者は、桁本体に仮組立て時点で取付け、取合いの確認を行
わなければならない。

有 削除(他項参照に伴う)

2.適用規定 ボルト・ナットの施工については、第3編3-2-12-3桁製作工の規
定による。

有 削除(他項参照に伴う)

有 削除(他項参照に伴う)
6 4 5 0 0 1 第5節 軽量盛土工 6 4 5 0 0 1 第5節 軽量盛土工 無
6 4 5 1 0 1 6-4-5-1 一般事項 6 4 5 1 0 1 6-4-5-1 一般事項 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

6 4 5 1 1 2 本節は、軽量盛土工として、輸送工その他これらに類する工種
について定める。

6 4 5 1 1 2 本節は、軽量盛土工として、軽量盛土工その他これらに類する
工種について定める。

有 誤記修正

6 4 9 0 0 1 第9節 鋼管理橋上部工 6 4 9 0 0 1 第9節 鋼管理橋上部工 無
6 4 9 10 0 1 6-4-9-10 支承工 6 4 9 10 0 1 6-4-9-10 支承工 無
6 4 9 10 1 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第5章

支承部の施工」（日本道路協会、平成16年4月）による。これに
より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 4 9 10 1 2 受注者は，支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会，平成30年12月）による。これ
により難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 4 14 0 0 1 第14節 コンクリート管理橋上部工（PC橋） 6 4 14 0 0 1 第14節 コンクリート管理橋上部工（PC橋） 無
6 4 14 1 0 1 6-4-14-1 一般事項 6 4 14 1 0 1 6-4-14-1 一般事項 無
6 4 14 1 5 1 5.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

6 4 14 1 5 1 5.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

6 4 14 6 0 1 6-4-14-6 支承工 6 4 14 6 0 1 6-4-14-6 支承工 無
6 4 14 6 0 2 支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第5章 支承部の施

工」（日本道路協会、平成16年4月）の規定による。これにより
難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 4 14 6 0 2 支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章 支承部の施
工」（日本道路協会，平成30年12月）の規定による。これによ
り難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 4 15 0 0 1 第15節 コンクリート管理橋上部工（PCホロースラブ橋） 6 4 15 0 0 1 第15節 コンクリート管理橋上部工（PCホロースラブ橋） 無
6 4 15 3 0 1 6-4-15-3 支承工 6 4 15 3 0 1 6-4-15-3 支承工 無
6 4 15 3 2 2 支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第5章 支承部の施

工」（日本道路協会、平成16年4月）の規定による。これにより
難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 4 15 3 2 2 支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章 支承部の施
工」（日本道路協会，平成30年12月）の規定による。これによ
り難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 4 18 0 0 1 第18節 舗装工 6 4 18 0 0 1 第18節 舗装工 無
6 4 18 1 0 1 6-4-18-1 一般事項 6 4 18 1 0 1 6-4-18-1 一般事項 無
6 4 18 1 2 1 2.舗装工 受注者は、舗装工において、使用する材料のうち、試験が伴う

材料については、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、
平成19年6月）の規定に基づき試験を実施しなければならない。

6 4 18 1 2 1 2.舗装工 受注者は、舗装工において、使用する材料のうち、試験が伴う
材料については、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、
平成31年3月）の規定に基づき試験を実施しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 4 18 10 0 1 6-4-18-10 コンクリート舗装工 6 4 18 10 0 1 6-4-18-10 コンクリート舗装工 無
6 4 18 10 4 1 4.初期養生 初期養生においては、コンクリート皮膜養生剤を原液濃度で

70g/m2程度を入念に散布し、三角屋根、麻袋等で十分に行うも
のとする。

6 4 18 10 4 1 4.初期養生 初期養生においては、コンクリート皮膜養生剤を原液濃度で
70g/㎡程度を入念に散布し、三角屋根、麻袋等で十分に行うも
のとする。

有 表記統一

6 5 0 0 0 1 第5章 堰 6 5 0 0 0 1 第5章 堰 無
6 5 1 0 0 1 第1節 適用 6 5 1 0 0 1 第1節 適用 無
6 5 1 0 5 1 5.適用規定（3） 受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは「機械

工事共通仕様書（案）」の規定による。
6 5 1 0 5 1 5.適用規定’(3) 受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは「機械

工事共通仕様書（案）」（国土交通省、令和2年3月）の規定に
よる。

有 諸基準の改定に伴う

6 5 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 6 5 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
6 5 2 0 5 3 ダム・堰施設技術協会ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説

編・設備計画マニュアル編）（平成26年9月）
6 5 2 0 5 3 ダム・堰施設技術協会　ダム・堰施設技術基準（案）（基準解

説編・設備計画マニュアル編）（平成28年10月）
有 発行年月の修正

6 5 2 0 5 6 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成24年3
月）

6 5 2 0 5 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年
11月）

有 発行年月の修正

6 5 2 0 5 7 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）（平
成24年3月）

6 5 2 0 5 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

有 発行年月の修正

6 5 2 0 5 8 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コン
クリート部材編）（平成29年11月）

6 5 2 0 5 8 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コ
ンクリート部材編）（平成29年11月）

有 発行年月の修正

6 5 2 0 5 9 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成24
年3月）

6 5 2 0 5 9 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成
29年11月）

有 発行年月の修正

6 5 2 0 5 10 日本道路協会鋼道路橋施工便覧（昭和60年2月） 6 5 2 0 5 10 日本道路協会　鋼道路橋施工便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

6 5 2 0 5 11 日本道路協会道路橋支承便覧（平成16年4月） 6 5 2 0 5 11 日本道路協会　道路橋支承便覧（平成30年12月） 有 諸基準の改定に伴う
6 5 6 0 0 1 第6節 可動堰本体工 6 5 6 0 0 1 第6節 可動堰本体工 無
6 5 6 1 0 1 6-5-6-1 一般事項 6 5 6 1 0 1 6-5-6-1 一般事項 無
6 5 6 1 2 1 2.適用規定 受注者は、可動堰本体工の施工にあたっては、「ダム・堰施設

技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）」（ダ
ム・堰施設技術協会、平成26年9月）第7章 施工の規定による。
これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならな
い。

6 5 6 1 2 1 2.適用規定 受注者は、可動堰本体工の施工にあたっては、「ダム・堰施設
技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）」（ダ
ム・堰施設技術協会、平成28年10月）及び、「ダム・堰施設技
術基準（案）第7章 施工」（国土交通省、平成28年3月）の規定
による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければ
ならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 5 7 0 0 1 第7節 固定堰本体工 6 5 7 0 0 1 第7節 固定堰本体工 無
6 5 7 1 0 1 6-5-7-1 一般事項 6 5 7 1 0 1 6-5-7-1 一般事項 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

6 5 7 1 2 1 2.適用規定 受注者は、固定堰本体工の施工にあたっては、「ダム・堰施設
技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）」（ダ
ム・堰施設技術協会、平成26年9月）第7章 施工の規定による。
これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならな
い。

6 5 7 1 2 1 2.適用規定 受注者は、固定堰本体工の施工にあたっては、「ダム・堰施設
技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）」（ダ
ム・堰施設技術協会、平成28年10月）及び、「ダム・堰施設技
術基準（案）第7章 施工」（国土交通省、平成28年3月）の規定
による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければ
ならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 5 8 0 0 1 第8節 魚道工 6 5 8 0 0 1 第8節 魚道工 無
6 5 8 1 0 1 6-5-8-1 一般事項 6 5 8 1 0 1 6-5-8-1 一般事項 無
6 5 8 1 2 1 2.適用規定 受注者は、魚道工の施工にあたっては、「ダム・堰施設技術基

準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）」（ダム・堰
施設技術協会、平成26年9月）第7章 施工の規定による。これに
より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 5 8 1 2 1 2.適用規定 受注者は、魚道工の施工にあたっては、「ダム・堰施設技術基
準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル編）」（ダム・堰
施設技術協会、平成28年10月）及び、「ダム・堰施設技術基準
（案）第7章 施工」（国土交通省、平成28年3月）の規定によ
る。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければなら

有 諸基準の改定に伴う

6 5 10 0 0 1 第10節 鋼管理橋上部工 6 5 10 0 0 1 第10節 鋼管理橋上部工 無
6 5 10 10 0 1 6-5-10-10 支承工 6 5 10 10 0 1 6-5-10-10 支承工 無
6 5 10 10 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧」（日

本道路協会） 第5章 支承部の施工による。これにより難い場合
は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 5 10 10 0 2 受注者は，支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会，平成30年12月）による。これ
により難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 5 15 0 0 1 第15節 コンクリート管理橋上部工（PC橋） 6 5 15 0 0 1 第15節 コンクリート管理橋上部工（PC橋） 無
6 5 15 1 0 1 6-5-15-1 一般事項 6 5 15 1 0 1 6-5-15-1 一般事項 無
6 5 15 1 5 1 5.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合するを使用しなければならな
い。

6 5 15 1 5 1 5.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は，PC鋼材両端のねじの使用については，JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正
誤記修正

6 5 15 6 0 1 6-5-15-6 支承工 6 5 15 6 0 1 6-5-15-6 支承工 無
6 5 15 6 0 2 支承工の施工については、「道路橋支承便覧」（日本道路協

会） 第5章 支承部の施工の規定による。これにより難い場合
は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 5 15 6 0 2 支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章 支承部の施
工」（日本道路協会，平成30年12月）の規定による。これによ
り難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 5 16 0 0 1 第16節 コンクリート管理橋上部工（PCホロースラブ橋） 6 5 16 0 0 1 第16節 コンクリート管理橋上部工（PCホロースラブ橋） 無
6 5 16 1 0 1 6-5-16-1 一般事項 6 5 16 1 0 1 6-5-16-1 一般事項 無
6 5 16 1 5 1 5.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

6 5 16 1 5 1 5.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

6 5 16 3 0 1 6-5-16-3 支承工 6 5 16 3 0 1 6-5-16-3 支承工 無
6 5 16 3 0 2 支承工の施工については、「道路橋支承便覧」（日本道路協

会） 第5章 支承部の施工の規定による。これにより難い場合
は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 5 16 3 0 2 支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章 支承部の施
工」（日本道路協会，平成30年12月）の規定による。これによ
り難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 5 17 0 0 1 第17節 コンクリート管理橋上部工（PC箱桁橋） 6 5 17 0 0 1 第17節 コンクリート管理橋上部工（PC箱桁橋） 無
6 5 17 1 0 1 6-5-17-1 一般事項 6 5 17 1 0 1 6-5-17-1 一般事項 無
6 5 17 1 5 1 5.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

6 5 17 1 5 1 5.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

6 5 17 3 0 1 6-5-17-3 支承工 6 5 17 3 0 1 6-5-17-3 支承工 無
6 5 17 3 0 2 支承工の施工については、「道路橋支承便覧」（日本道路協

会） 第5章 支承部の施工の規定による。これにより難い場合
は、監督職員の承諾を得なければならない。

6 5 17 3 0 2 支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章 支承部の施
工」（日本道路協会，平成30年12月）の規定による。これによ
り難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

6 6 0 0 0 1 第6章 排水機場 6 6 0 0 0 1 第6章 排水機場 無
6 6 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 6 6 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
6 6 2 0 0 4 ダム・堰施設技術協会ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説

編・マニュアル編）（平成26年9月）
6 6 2 0 0 4 ダム・堰施設技術協会　ダム・堰施設技術基準（案）（基準解

説編・設備計画マニュアル編）（平成28年10月）
有 発行年月の修正

6 6 2 0 0 6 河川ポンプ施設技術協会揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説（平成13年）

6 6 2 0 0 6 河川ポンプ施設技術協会　揚排水ポンプ設備技術基準（案）同
解説（令和2年1月）

有 発行年月の修正

河川ポンプ施設技術協会揚排水ポンプ設備設計指針（案）同解
説（平成13年）

有 廃止(基準統合による)

6 7 0 0 0 1 第7章 床止め・床固め 6 7 0 0 0 1 第7章 床止め・床固め 無
6 7 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 6 7 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
6 7 2 0 4 3 国土交通省仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改正） 6 7 2 0 4 3 国土交通省　仮締切堤設置基準（案）（平成26年12月一部改 有 軽微な修正(スペース)
6 7 6 0 0 1 第6節 山留擁壁工 6 7 6 0 0 1 第6節 山留擁壁工 無
6 7 6 3 0 1 6-7-6-3 コンクリート擁壁工 6 7 6 3 0 1 6-7-6-3 コンクリート擁壁工 無
6 7 6 3 1 1 1.一般事項 受注者は、コンクリート擁壁工の施工に先だって設計図書に示

す厚さに砕石、割栗石、または、クラッシャランを敷設し、締
め固めを行わなければならない。

6 7 6 3 1 1 1.一般事項 受注者は、コンクリート擁壁工の施工に先立って設計図書に示
す厚さに砕石、割栗石、または、クラッシャランを敷設し、締
め固めを行わなければならない。

有 表記統一
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編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

6 8 2 0 4 4 日本道路協会道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 6 8 2 0 4 4 日本道路協会　道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 有 軽微な修正(スペース)
6 8 4 0 0 1 第4節 除草工 6 8 4 0 0 1 第4節 除草工 無
6 8 4 2 0 1 6-8-4-2 堤防除草工 6 8 4 2 0 1 6-8-4-2 堤防除草工 無
6 8 4 2 1 1 1.草刈りの範囲 受注者は、兼用道路区間について、肩及びのり先（小段が兼用

道路）より1mは草刈りをしない。
6 8 4 2 1 1 1.草刈りの範囲 受注者は、兼用道路区間について、のり肩及びのり先（小段が

兼用道路）より1mは草刈りをしない。
有 実態に合わせ修正

6 8 4 2 2 1 2.刈残し 受注者は、補助刈り等を含め刈残しがないように草刈りしなけ
ればならない。

6 8 4 2 2 1 2.刈残し 受注者は、補助刈り（機械除草に係わる人力による除草）等を
含め刈残しがないように草刈りしなければならない。

有 実態に合わせ修正

6 8 4 2 4 1 4.自走式除草機械 受注者は、自走式除草機械を使用して施工する場合は、のり面
の状況を把握して、堤防に損傷を与えないよう施工しなければ
ならない。

6 8 4 2 4 1 4.自走式除草機械 受注者は、自走式除草機械を使用して施工する場合は、のり面
の状況を把握して、堤防等の河川管理施設（許可工作物を含
む）に損傷を与えないよう施工しなければならない。

有 実態に合わせ修正

6 8 5 0 0 1 第5節 堤防養生工 6 8 5 0 0 1 第5節 堤防養生工 無
6 8 5 2 0 1 6-8-5-2 芝養生工 6 8 5 2 0 1 6-8-5-2 芝養生工 無
6 8 5 2 1 1 1.草等の処理 受注者は、抜き取りした草等をすべて処理しなければならな

い。ただし、設計図書及び監督職員の指示した場合はこの限り
ではない。

6 8 5 2 1 1 1.草等の処理 受注者は、抜き取り（抜根）した草等をすべて処理しなければ
ならない。ただし、設計図書及び監督職員の指示した場合はこ
の限りではない。

有 実態に合わせ修正

6 8 5 2 3 1 3.雑草 受注者は、人力により雑草の抜き取りを施工しなければならな
い。

6 8 5 2 3 1 3.雑草の抜き取り
（抜根）

受注者は，人力により雑草の抜き取り（抜根）を施工しなけれ
ばならない。

有 実態に合わせた規定の変更

6 8 6 0 0 1 第6節 構造物補修工 6 8 6 0 0 1 第6節 構造物補修工 無
6 8 6 2 0 1 6-8-6-2 材料 6 8 6 2 0 1 6-8-6-2 材料 無
6 8 6 2 2 2 クラック補修工、ボーリンググラウト工、欠損部補修工に使用

するコンクリート及びセメントミルクについては設計図書によ
らなければならない。

6 8 6 2 2 2 クラック補修工、ボーリンググラウト工、欠損部補修工に使用
するコンクリート及びセメントミルク等については設計図書に
よらなければならない。

有 実態に合わせ修正

6 8 6 4 0 1 6-8-6-4 ボーリンググラウト工 6 8 6 4 0 1 6-8-6-4 ボーリンググラウト工 無
6 8 6 4 13 1 13.一時中断の処置 受注者は、注入中に異状が認められ、やむを得ず注入を一時中

断する場合には、設計図書に関して監督職員の承諾を得なけれ
ばならない。

6 8 6 4 13 1 13.一時中断の処
置

受注者は、注入中に異常が認められ、やむを得ず注入を一時中
断する場合には、設計図書に関して監督職員の承諾を得なけれ
ばならない。

有 誤記修正

6 9 0 0 0 1 第9章 河川修繕 6 9 0 0 0 1 第9章 河川修繕 無
6 9 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 6 9 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
6 9 2 0 1 3 日本道路協会鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 6 9 2 0 1 3 日本道路協会 鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 有 軽微な修正(スペース)
6 9 2 0 1 4 日本道路協会道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 6 9 2 0 1 4 日本道路協会 道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 有 軽微な修正(スペース)
6 9 2 0 1 5 ダム・堰施設技術協会ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説

編・設備計画マニュアル編）（平成26年9月）
6 9 2 0 1 5 ダム・堰施設技術協会　ダム・堰施設技術基準（案）（基準解

説編・設備計画マニュアル編）（平成28年10月）
有 発行年月の修正

6 9 2 0 1 6 河川ポンプ施設技術協会揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解
説（平成13年）

6 9 2 0 1 6 河川ポンプ施設技術協会　揚排水ポンプ設備技術基準（案）同
解説（令和2年1月）

有 発行年月の修正

6 9 8 0 0 1 第8節 現場塗装工 6 9 8 0 0 1 第8節 現場塗装工 無
6 9 8 3 0 1 6-9-8-3 付属物塗装工 6 9 8 3 0 1 6-9-8-3 付属物塗装工 無
6 9 8 3 2 1 2.塩分付着の水洗い 受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸

送を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部
材に塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行
いNaClが50mg/m2以上の時は水洗いしなければならない。

6 9 8 3 2 1 2.塩分付着の水洗
い

受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸
送を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部
材に塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行
いNaClが50mg/㎡以上の時は水洗いしなければならない。

有 表記統一

7 0 0 0 0 1 第7編 河川海岸編 7 0 0 0 0 1 第7編 河川海岸編 無
7 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 7 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
7 1 2 0 0 4 土木学会海洋コンクリート構造物設計施工指針（案）（昭和51

年12月）
7 1 2 0 0 4 土木学会　海洋コンクリート構造物設計施工指針（案）（昭和

51年12月）
有 軽微な修正(スペース)

7 1 2 0 0 5 土木学会水中不分離性コンクリート設計施工指針（案）（平成3
年5月）

7 1 2 0 0 5 土木学会　水中不分離性コンクリート設計施工指針（案）（平
成3年5月）

有 軽微な修正(スペース)

7 1 2 0 0 6 農林水産省、国土交通省海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月）

7 1 2 0 0 6 農林水産省，国土交通省海岸保全施設の技術上の基準について
（平成27年2月）

有 発行年月の修正

7 1 5 0 0 1 第5節 護岸基礎工 7 1 5 0 0 1 第5節 護岸基礎工 無
7 1 5 1 0 1 7-1-5-1 一般事項 7 1 5 1 0 1 7-1-5-1 一般事項 無
7 1 5 1 6 1 6.裏込め材の注入 受注者は、護岸基礎の施工にあたっては、裏込め材は締固め機

械を用いて施工しなければならない。
7 1 5 1 6 1 6.裏込め材の施工 受注者は、護岸基礎の施工にあたっては、裏込め材の締固めは

締固め機械を用いて施工しなければならない。
有 表記統一

7 1 11 0 0 1 第11節 カルバート工 7 1 11 0 0 1 第11節 カルバート工 無
7 1 11 1 0 1 7-1-11-1 一般事項 7 1 11 1 0 1 7-1-11-1 一般事項 無
7 1 11 1 2 1 2.一般事項（2） 受注者は、カルバートの施工にあたっては、「道路土工－カル

バート工指針 7-1基本方針、道路土工要綱 2-7排水施設の施
工」（日本道路協会、平成22年3月）の規定によらなければなら
ない。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければな
らない。

7 1 11 1 2 1 2.一般事項’(2) 受注者は、カルバートの施工にあたっては、「道路土工－カル
バート工指針 7-1基本方針」（日本道路協会、平成22年3月）、
「道路土工要綱 2-7排水施設の施工」（日本道路協会、平成22
年3月）の規定によらなければならない。これにより難い場合
は、監督職員の承諾を得なければならない。

有 誤記修正

7 1 13 0 0 1 第13節 付属物設置工 7 1 13 0 0 1 第13節 付属物設置工 無
7 1 13 4 0 1 7-1-13-4 境界工 7 1 13 4 0 1 7-1-13-4 境界工 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

7 1 13 4 3 1 3.杭（鋲）の設置 受注者は、杭（鋲）の設置にあたっては、設計図書に示す場合
を除き、杭の中心点を用地境界線上に一致させ、文字「国」が
内側（官地側）になるようにしなければならない。

7 1 13 4 3 1 3.境界柱（境界
板）の設置

受注者は，境界柱（境界板）の設置にあたっては，設計図書に
示す場合を除き，頭部に示す中心点又は矢印先端部を用地境界
線と一致させ，側面の文字「鹿児島県」が民地側になるように
しなければならない。

有 実態に合わせた規定の変更
【県独自】

7 2 0 0 0 1 第2章 突堤・人工岬 7 2 0 0 0 1 第2章 突堤・人工岬 無
7 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 7 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
7 2 2 0 0 4 土木学会海洋コンクリート構造物設計施工指針（案）（昭和51

年12月）
7 2 2 0 0 4 土木学会　海洋コンクリート構造物設計施工指針（案）（昭和

51年12月）
有 軽微な修正(スペース)

7 2 2 0 0 5 土木学会水中不分離性コンクリート設計施工指針（案）（平成3
年5月）

7 2 2 0 0 5 土木学会　水中不分離性コンクリート設計施工指針（案）（平
成3年5月）

有 軽微な修正(スペース)

7 2 2 0 0 6 農林水産省、国土交通省海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月）

7 2 2 0 0 6 農林水産省，国土交通省海岸保全施設の技術上の基準について
（平成27年2月）

有 発行年月の修正

7 2 4 5 0 1 7-2-4-5 吸出し防止工 7 2 4 5 0 1 7-2-4-5 吸出し防止工 無
7 2 4 5 1 1 1.粗朶沈床工 受注者は、粗朶沈床工にあたって、連柴は梢を一方に向け径

15cmを標準とし、緊結は長さ約60cm毎に連柴締金を用いて締付
け、亜鉛引鉄線または、棕侶なわ等にて結束し、この間2ヶ所を
二子なわ等をもって結束するものとし、連柴の長さは格子を結
んだとき端にそれぞれ約15cmを残すようにしなければならな

7 2 4 5 1 1 1.粗朶沈床工 受注者は、粗朶沈床工にあたって、連柴は梢を一方に向け径
15cmを標準とし、緊結は長さ約60cm毎に連柴締金を用いて締付
け、亜鉛引鉄線または、しゅろ縄等にて結束し、この間2ヶ所を
二子なわ等をもって結束するものとし、連柴の長さは格子を結
んだとき端にそれぞれ約15cmを残すようにしなければならな

有 表記統一

7 2 5 11 0 1 7-2-5-11 ケーソン工 7 2 5 11 0 1 7-2-5-11 ケーソン工 無
7 2 5 11 24 1 24.曳航、回航に当

たっての事故防止
受注者は、ケーソン曳航、回航にあたっては、監視を十分に行
い、他航行船舶との事故防止につとめなければならない。

7 2 5 11 24 1 24.曳航、回航に
あたっての事故防

受注者は，ケーソン曳航，回航にあたっては，監視を十分に行
い，他航行船舶との事故防止につとめなければならない。

有 表記修正

7 2 5 11 27 1 27.回航中の寄港又
は避難

受注者は、回航中、寄港または避難した場合は、ただちにケー
ソンの異常の有無を監督職員に連絡しなければならない。ま
た、目的地に到着時も同様にしなければならない。また、回航
計画に定める地点を通過したときは、通過時刻及び異常の有無
を同様に連絡しなければならない。

7 2 5 11 27 1 27.回航中の寄港
または避難

受注者は，回航中，寄港または避難した場合は，ただちにケー
ソンの異常の有無を監督職員に連絡しなければならない。ま
た，目的地に到着時も同様にしなければならない。また，回航
計画に定める地点を通過したときは，通過時刻及び異常の有無
を同様に連絡しなければならない。

有 表記修正

7 3 0 0 0 1 第3章 海域堤防（人工リーフ、離岸堤、潜堤） 7 3 0 0 0 1 第3章 海域堤防（人工リーフ，離岸堤，潜堤） 無
7 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 7 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
7 3 2 0 0 4 土木学会海洋コンクリート構造物設計施工指針（案）（昭和51

年12月）
7 3 2 0 0 4 土木学会　海洋コンクリート構造物設計施工指針（案）（昭和

51年12月）
有 軽微な修正(スペース)

7 3 2 0 0 5 土木学会水中不分離性コンクリート設計施工指針（案）（平成3
年5月）

7 3 2 0 0 5 土木学会　水中不分離性コンクリート設計施工指針（案）（平
成3年5月）

有 軽微な修正(スペース)

7 3 2 0 0 6 農林水産省、国土交通省海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月）

7 3 2 0 0 6 農林水産省，国土交通省海岸保全施設の技術上の基準について
（平成27年2月）

有 発行年月の修正

8 0 0 0 0 1 第8編 砂防編 8 0 0 0 0 1 第8編 砂防編 無
8 1 0 0 0 1 第1章 砂防堰堤 8 1 0 0 0 1 第1章 砂防堰堤 無
8 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 8 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
8 1 2 0 0 4 土木学会コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編）（平

成25年10月）
8 1 2 0 0 4 土木学会 コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編）

（平成25年10月）
有 軽微な修正(スペース)

8 1 2 0 0 5 土木学会コンクリート標準示方書（施工編）（平成25年3月） 8 1 2 0 0 5 土木学会　コンクリート標準示方書（施工編）（平成30年3月） 有 発行年月の修正
8 1 2 0 0 6 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成24年3

月）
8 1 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年

11月）
有 発行年月の修正

8 1 2 0 0 7 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）（平
成24年3月）

8 1 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）
（平成29年11月）

有 発行年月の修正

8 1 2 0 0 8 日本道路協会鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 8 1 2 0 0 8 日本道路協会 鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 有 軽微な修正(スペース)
8 1 2 0 0 9 砂防・地すべり技術センター砂防ソイルセメント施工便覧（平

成28年版）
有 新規追加

8 1 6 0 0 1 第6節 法面工 8 1 6 0 0 1 第6節 法面工 無
8 1 6 1 2 1 2.適用規定 受注者は、法面の施工にあたって、「道路土工－のり面工・斜

面安定工指針 3設計と施工」（日本道路協会、平成21年6月）、
「のり枠工の設計・施工指針 第8章 吹付枠工、第9章 プレキャ
スト枠工、第10章 現場打ちコンクリート枠工、第11章 中詰
工」（全国特定法面保護協会、平成25年10月）、「グラウンド
アンカー設計・施工基準、同解説 第7章 施工」（地盤工学会、
平成24年5月）の規定による。これ以外の施工方法による場合
は、施工前に設計図書に関して監督職員の承諾を得なければな

8 1 6 1 2 1 2.適用規定 受注者は、法面の施工にあたって、「道路土工－切土工・斜面
安定工指針 3設計と施工」（日本道路協会、平成21年6月）、
「のり枠工の設計・施工指針 第8章 吹付枠工、第9章 プレキャ
スト枠工、第10章 現場打ちコンクリート枠工、第11章 中詰
工」（全国特定法面保護協会、平成25年10月）、「グラウンド
アンカー設計・施工基準、同解説 第7章 施工」（地盤工学会、
平成24年5月）の規定による。これ以外の施工方法による場合
は、施工前に設計図書に関して監督職員の承諾を得なければな

有 誤記修正

（1） コンクリート打設現場の日平均気温が4℃以下になるおそれのあ
る場合。

有 項目削除

8 1 8 4 0 1 8-1-8-4 コンクリート堰堤本体工 8 1 8 4 0 1 8-1-8-4 コンクリート堰堤本体工 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

8 1 8 4 7 1 7.1層の厚さ 受注者は、1リフトを数層に分けて打込むときには、締固めた後
の1層の厚さが、40～50cm以下を標準となるように打込まなけれ
ばならない。

8 1 8 4 7 1 7.一層の厚さ 受注者は、1リフトを数層に分けて打込むときには、締固めた後
の一層の厚さが、40～50cm以下を標準となるように打込まなけ
ればならない。

有 表記統一

8 1 8 4 12 1 12.砂防ソイルセ
メント

受注者は，砂防ソイルセメントの施工にあたって，設計図書に
おいて特に定めのない事項については，「砂防ソイルセメント
施工便覧」（砂防・地すべり技術センター，平成28年9月），現
位置撹拌混合固化工法（ISM工法）設計・施工マニュアル第1回
改訂版（先端建設技術センターISM工法研究会，平成19年3月）
の規定による。

有 新規追加

8 1 8 4 12 2 なお，これにより難い場合は，監督職員の承諾を得なければな
らない。

有 新規追加

8 1 8 4 12 1 12.吸出し防止材の
施工

受注者は，吸出し防止材の施工については，吸出し防止材を施
工面に平滑に設置しなければならない。

8 1 8 4 13 1 13.吸出し防止材
の施工

受注者は，吸出し防止材の施工については，吸出し防止材を施
工面に平滑に設置しなければならない。

有 表記統一

8 1 11 0 0 1 第11節 砂防堰堤付属物設置工 8 1 11 0 0 1 第11節 砂防堰堤付属物設置工 無
8 1 11 4 0 1 8-1-11-4 境界工 8 1 11 4 0 1 8-1-11-4 境界工 無
8 1 11 4 3 1 3.杭（鋲）の設置 受注者は、杭（鋲）の設置にあたっては、設計図書に示す場合

を除き、杭の中心点を用地境界線上に一致させ、文字「国」が
内側（官地側）になるようにしなければならない。

8 1 11 4 3 1 3.境界柱（境界
板）の設置

受注者は，境界柱（境界板）の設置にあたっては，設計図書に
示す場合を除き，頭部に示す中心点又は矢印先端部を用地境界
線と一致させ，側面の文字「鹿児島県」が民地側になるように
しなければならない。

有 実態に合わせた規定の変更
【県独自】

8 2 0 0 0 1 第2章 流路 8 2 0 0 0 1 第2章 流路 無
8 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 8 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
8 2 2 0 0 4 日本道路協会道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 8 2 2 0 0 4 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 有 軽微な修正(スペース)
8 2 2 0 0 5 日本道路協会道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 8 2 2 0 0 5 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 有 軽微な修正(スペース)
8 2 2 0 0 6 日本道路協会道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 8 2 2 0 0 6 日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 有 軽微な修正(スペース)
8 3 0 0 0 1 第3章 斜面対策 8 3 0 0 0 1 第3章 斜面対策 無
8 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 8 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
8 3 2 0 0 4 全国治水砂防協会新・斜面崩壊防止工事の設計と実例（平成19

年9月）
8 3 2 0 0 4 全国治水砂防協会　新・斜面崩壊防止工事の設計と実例（令和

元年6月）
有 発行年月の修正

8 3 2 0 0 5 全国特定法面保護協会のり枠工の設計施工指針（平成25年10
月）

8 3 2 0 0 5 全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針（平成25年10
月）

有 軽微な修正(スペース)

8 3 2 0 0 6 日本道路協会道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 8 3 2 0 0 6 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 有 軽微な修正(スペース)
8 3 2 0 0 7 日本道路協会道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 8 3 2 0 0 7 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 有 軽微な修正(スペース)
8 3 2 0 0 8 日本道路協会道路土工指針－仮設構造物工指針（平成11年3月） 8 3 2 0 0 8 日本道路協会 道路土工指針－仮設構造物工指針（平成11年3

月）
有 軽微な修正(スペース)

8 3 2 0 0 9 土木研究センター補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マ
ニュアル（平成26年8月）

8 3 2 0 0 9 土木研究センター 補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工
マニュアル（平成26年8月）

有 軽微な修正(スペース)

8 3 2 0 0 10 地盤工学会グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説（平成
24年5月）

8 3 2 0 0 10 地盤工学会 グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説（平
成24年5月）

有 軽微な修正(スペース)

8 3 2 0 0 11 PCフレーム協会PCフレーム工法設計・施工の手引き（平成24年9
月）

8 3 2 0 0 11 PCフレーム協会 PCフレーム工法設計・施工の手引き（平成24
年9月）

有 軽微な修正(スペース)

8 3 2 0 0 12 斜面防災対策技術協会地すべり鋼管杭設計要領（平成20年5月） 8 3 2 0 0 12 斜面防災対策技術協会　新版地すべり鋼管杭設計要領（平成28
年3月）

有 発行年月の修正

8 3 2 0 0 13 斜面防災対策技術協会地すべり対策技術設計実施要領（平成19
年12月）

8 3 2 0 0 13 斜面防災対策技術協会 地すべり対策技術設計実施要領（平成
19年12月）

有 軽微な修正(スペース)

8 3 5 0 0 1 第5節 擁壁工 8 3 5 0 0 1 第5節 擁壁工 無
8 3 5 8 0 1 8-3-5-8 落石防護工 8 3 5 8 0 1 8-3-5-8 落石防護工 無
8 3 5 8 2 1 2.ケーブル金網式の

設置
受注者は、ケーブル金網式の設置にあたっては、初期張力を与
えたワイヤロープにゆるみがないように施工し、金網を設置し
なければならない。

8 3 5 8 2 1 2.ワイヤロープ及
び金網の設置

受注者は、ワイヤロープ及び金網の設置にあたっては、初期張
力を与えたワイヤロープにゆるみがないように施工し、金網を
設置しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

8 3 7 4 0 1 8-3-7-4 集排水ボーリング工 8 3 7 4 0 1 8-3-7-4 集排水ボーリング工 無
8 3 7 4 4 1 4.せん孔完了後の標

識板
受注者は，せん孔完了後，各箇所ごとに，せん孔地点の脇に，
番号，完了年月日，孔径，延長，施工業者名を記入した標示板
を立てなければならない。

8 3 7 4 4 1 4.せん孔完了後の
標示板

受注者は，せん孔完了後，各箇所ごとに，せん孔地点の脇に，
番号，完了年月日，孔径，延長，施工業者名を記入した標示板
を立てなければならない。

有 表記修正

9 0 0 0 0 1 第9編 ダム編 9 0 0 0 0 1 第9編 ダム編 無
9 1 0 0 0 1 第1章 コンクリートダム 9 1 0 0 0 1 第1章 コンクリートダム 無
9 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 9 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
9 1 2 0 0 4 土木学会コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編）（平

成25年10月）
9 1 2 0 0 4 土木学会 コンクリート標準示方書（ダムコンクリート編）

（平成25年10月）
有 軽微な修正(スペース)

9 1 3 0 0 1 第3節 掘削工 9 1 3 0 0 1 第3節 掘削工 無
9 1 3 3 0 1 9-1-3-3 過掘の処理 9 1 3 3 0 1 9-1-3-3 過掘の処理 無
9 1 3 3 1 1 1.一般事項 受注者は、過掘のない様に施工しなければならない。 9 1 3 3 1 1 1.一般事項 受注者は、過掘のないように施工しなければならない。 有 表記統一
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

9 1 4 6 0 1 9-1-4-6 練りまぜ 9 1 4 6 0 1 9-1-4-6 練りまぜ 無
9 1 4 6 2 1 2.ミキサの練りまぜ

性能試験
受注者は､JIS A 8603-2（コンクリートミキサ第2部：練混ぜ性
能試験方法）によりミキサの練りまぜ性能試験を行い、十分な
性能を有することを確かめてから使用するものとし、試験結果
は整理・保管するとともに、監督職員または検査職員から請求
があった場合は速やかに提示しなければならない。また、試験
の結果、異常が発見された場合は速やかに監督職員へ報告しな
ければならない。

9 1 4 6 2 1 2.ミキサーの練り
まぜ性能試験

受注者は､JIS A 8603-2（コンクリートミキサー第2部：練混ぜ
性能試験方法）によりミキサーの練りまぜ性能試験を行い、十
分な性能を有することを確かめてから使用するものとし、試験
結果は整理・保管するとともに、監督職員または検査職員から
請求があった場合は速やかに提示しなければならない。また、
試験の結果、異常が発見された場合は速やかに監督職員へ報告
しなければならない。

有 JIS名称変更

9 1 4 6 3 1 3.使用機器 受注者は，コンクリートの練りまぜにあたっては，バッチミキ
サを用いなければならない。

9 1 4 6 3 1 3.使用機器 受注者は、コンクリートの練りまぜにあたっては、バッチミキ
サーを用いなければならない。

有 JIS名称変更

9 1 4 6 4 1 4.材料分離 ミキサは、練り上がりコンクリートを排出する時に、材料の分
離を起こさないものとする。

9 1 4 6 4 1 4.材料分離 ミキサーは、練り上がりコンクリートを排出する時に、材料の
分離を起こさないものとする。

有 JIS名称変更

9 1 4 6 5 1 5.1練りの量及び練
りまぜ時間の決定

受注者は、1練りの量及び練りまぜ時間を､JIS A 8603-2（コン
クリートミキサ第2部：練混ぜ性能試験方法）により試験を行っ
たうえで決定しなければならない。

9 1 4 6 5 1 5.1練りの量及び
練りまぜ時間の決
定

受注者は、1練りの量及び練りまぜ時間を､JIS A 8603-2（コン
クリートミキサー第2部：練混ぜ性能試験方法）により試験を
行ったうえで決定しなければならない。

有 JIS名称変更

9 1 4 6 5 2 （1） 可傾式ミキサの練りまぜ時間は、ミキサ内にセメント、混和
材、混和剤及び骨材を全部投入したときからとし、その最小時
間は表9-1-1を標準とする。

9 1 4 6 5 2 (1) 可傾式ミキサの練りまぜ時間は、ミキサー内にセメント、混和
材、混和剤及び骨材を全部投入したときからとし、その最小時
間は表9-1-1を標準とする。

有 JIS名称変更

9 1 4 6 5 3 表9-1-1　ミキサの標準最小練りまぜ時間 9 1 4 6 5 3 表9-1-1　ミキサーの標準最小練りまぜ時間 有 JIS名称変更
9 1 4 6 5 4 （2） 受注者は､強制練りミキサを用いる場合は、JIS A 8603-2（コン

クリートミキサ第2部：練混ぜ性能試験方法）により練りまぜ性
能試験を行い、十分な性能を有することを確かめるものとし、
試験結果は整理・保管するとともに、監督職員または検査職員
から請求があった場合は速やかに提示しなければならない。ま
た、試験の結果、異常が発見された場合は速やかに監督職員へ
報告しなければばらない。

9 1 4 6 5 4 (2) 受注者は､強制練りミキサーを用いる場合は、JIS A 8603-2（コ
ンクリートミキサー第2部：練混ぜ性能試験方法）により練りま
ぜ性能試験を行い、十分な性能を有することを確かめるものと
し、試験結果は整理・保管するとともに、監督職員または検査
職員から請求があった場合は速やかに提示しなければならな
い。また、試験の結果、異常が発見された場合は速やかに監督
職員へ報告しなければばらない。

有 JIS名称変更

9 1 4 6 7 1 7.排出 受注者は、ミキサ内のコンクリートを全部排出した後でなけれ
ば、新たに材料を投入してはならない。

9 1 4 6 7 1 7.排出 受注者は、ミキサー内のコンクリートを全部排出した後でなけ
れば、新たに材料を投入してはならない。

有 JIS名称変更

9 1 4 6 8 1 8.付着物の除去 受注者は、コンクリートの打込み作業開始前及び打込み作業終
了後にはミキサを清掃し、ミキサ内に付着したコンクリート及
び雑物を除去しなければならない。

9 1 4 6 8 1 8.付着物の除去 受注者は、コンクリートの打込み作業開始前及び打込み作業終
了後にはミキサーを清掃し、ミキサー内に付着したコンクリー
ト及び雑物を除去しなければならない。

有 JIS名称変更

9 1 4 9 0 1 9-1-4-9 コンクリートの打込み 9 1 4 9 0 1 9-1-4-9 コンクリートの打込み 無
9 1 4 9 7 1 7.打込み厚さ 受注者は、1リフトを数層に分けて打込むときには、締固めた後

の1層の厚さが、40～50cmになるように打込まなければならな
い。

9 1 4 9 7 1 7.打込み厚さ 受注者は、1リフトを数層に分けて打込むときには、締固めた後
の一層の厚さが、40～50cmになるように打込まなければならな
い。

有 表記統一

9 1 7 0 0 1 第7節 埋設物設置工 9 1 7 0 0 1 第7節 埋設物設置工 無
9 1 7 2 0 1 9-1-7-2 冷却管設置 9 1 7 2 0 1 9-1-7-2 冷却管設置 無
9 1 7 2 4 1 4.通水試験 受注者は、冷却管及び附属品の設置が完了したときには、コン

クリートの打込み前に通水試験を行い、監督職員の確認を得た
後でなければならない。

9 1 7 2 4 1 4.通水試験 受注者は、冷却管及び附属品の設置が完了したときには、コン
クリートの打込み前に通水試験を行い、監督職員の確認を得な
ければならない。

有 誤記修正

9 1 7 3 0 1 9-1-7-3 継目グラウチング設備設置 9 1 7 3 0 1 9-1-7-3 継目グラウチング設備設置 無
9 1 7 3 2 1 2.パイプづまり対策 受注者は、サプライ、リターン等に標識板を取付け、パイプづ

まりのないようにしなければならない。
9 1 7 3 2 1 2.パイプづまり対

策
受注者は、サプライ、リターン等に標示板を取付け、パイプづ
まりのないようにしなければならない。

有 表記修正

9 1 7 3 3 1 3.通気又は通水試験 受注者は，コンクリートの打込み完了後には，通気または通水
試験を行い，パイプづまり等がないようにしなければならな

9 1 7 3 3 1 3.通気または通水
試験

受注者は，コンクリートの打込み完了後には，通気または通水
試験を行い，パイプづまり等がないようにしなければならな

有 表記修正

9 3 0 0 0 1 第3章 基礎グラウチング 9 3 0 0 0 1 第3章 基礎グラウチング 無
9 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 9 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
9 3 2 0 0 4 国土技術研究センターグラウチング技術指針・同解説（平成15

年7月）
9 3 2 0 0 4 国土技術研究センター グラウチング技術指針・同解説（平成

15年7月）
有 軽微な修正(スペース)

10 0 0 0 0 1 第10編 道路編 10 0 0 0 0 1 第10編 道路編 無
10 1 0 0 0 1 第1章 道路改良 10 1 0 0 0 1 第1章 道路改良 無
10 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無

10 1 2 0 0 4 日本道路協会 道路土工構造物技術基準・同解説 （平成29年3
月）

有 諸基準の改定に伴う

10 1 2 0 0 5 地盤工学会グラウンドアンカー設計・施工基準、同解説（平成
24年5月）

10 1 2 0 0 5 地盤工学会　グラウンドアンカー設計・施工基準，同解説（平
成24年5月）

有 軽微な修正(スペース)

10 1 2 0 0 6 日本道路協会道路土工要綱（平成21年6月） 10 1 2 0 0 6 日本道路協会 道路土工要綱（平成21年6月） 有 軽微な修正(スペース)
10 1 2 0 0 7 日本道路協会道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成21年6

月）
10 1 2 0 0 7 日本道路協会 道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成21年6

月）
有 軽微な修正(スペース)

10 1 2 0 0 8 日本道路協会道路土工－盛土工指針（平成22年4月） 10 1 2 0 0 8 日本道路協会 道路土工－盛土工指針（平成22年4月） 有 軽微な修正(スペース)
10 1 2 0 0 9 日本道路協会道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 10 1 2 0 0 9 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 有 軽微な修正(スペース)

本編　51



土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以
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（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 1 2 0 0 10 日本道路協会道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 10 1 2 0 0 10 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 1 2 0 0 11 日本道路協会道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 10 1 2 0 0 11 日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 1 2 0 0 12 全日本建設技術協会土木構造物標準設計第2巻（平成12年9月） 10 1 2 0 0 12 全日本建設技術協会 土木構造物標準設計第2巻（平成12年9 有 軽微な修正(スペース)
10 1 2 0 0 13 全国特定法面保護協会のり枠工の設計施工指針（平成25年10

月）
10 1 2 0 0 13 全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針（平成25年10

月）
有 軽微な修正(スペース)

10 1 2 0 0 14 日本道路協会落石対策便覧（平成12年6月） 10 1 2 0 0 14 日本道路協会 落石対策便覧（平成12年6月） 有 軽微な修正(スペース)
10 1 2 0 0 15 日本道路協会鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 10 1 2 0 0 15 日本道路協会 鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 1 2 0 0 16 土木研究センタージオテキスタイルを用いた補強土の設計施工

マニュアル（平成25年12月）
10 1 2 0 0 16 土木研究センター ジオテキスタイルを用いた補強土の設計施

工マニュアル（平成25年12月）
有 軽微な修正(スペース)

10 1 2 0 0 17 土木研究センター補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マ
ニュアル（平成26年8月）

10 1 2 0 0 17 土木研究センター 補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工
マニュアル（平成26年8月）

有 軽微な修正(スペース)

10 1 2 0 0 18 土木研究センター多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マ
ニュアル（平成26年8月）

10 1 2 0 0 18 土木研究センター 多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マ
ニュアル（平成26年8月）

有 軽微な修正(スペース)

10 1 2 0 0 19 日本道路協会道路防雪便覧（平成2年5月） 10 1 2 0 0 19 日本道路協会 道路防雪便覧（平成2年5月） 有 軽微な修正(スペース)
10 1 2 0 0 20 日本建設機械化協会除雪・防雪ハンドブック（除雪編）（平成

16年12月）
10 1 2 0 0 20 日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（除雪編）（平

成16年12月）
有 軽微な修正(スペース)

10 1 2 0 0 21 日本建設機械化協会除雪・防雪ハンドブック（防雪編）（平成
16年12月）

10 1 2 0 0 21 日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（防雪編）（平
成16年12月）

有 軽微な修正(スペース)

10 1 2 0 0 22 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 1 2 0 0 23 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 1 9 0 0 1 第9節 カルバート工 10 1 9 0 0 1 第9節 カルバート工 無
10 1 9 1 0 1 10-1-9-1 一般事項 10 1 9 1 0 1 10-1-9-1 一般事項 無
10 1 9 1 4 1 4.コンクリート構造

物非破壊試験
コンクリート構造物非破壊試験（配筋状態及びかぶり測定）に
ついては、以下による。

10 1 9 1 4 1 4.コンクリート構
造物非破壊試験

コンクリート構造物非破壊試験（配筋状態及びかぶり測定）に
ついては，以下による。

無

10 1 9 1 4 3 （2） 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋
状態及びかぶり測定要領（以下、「要領」という。）」に従い
行わなければならない。

10 1 9 1 4 3 (2) 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋
状態及びかぶり測定要領」（以下、「要領」という。）（国土
交通省、平成30年10月）に従い行わなければならない。

有 発行年月の修正
表記修正

10 1 9 8 0 1 10-1-9-8 防水工 10 1 9 8 0 1 10-1-9-8 防水工 無
10 1 9 8 1 1 1.一般事項 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等におい

て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。
10 1 9 8 1 1 1.一般事項 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい

て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。
有 表記修正

10 1 10 6 0 1 10-1-10-6 地下排水工 10 1 10 6 0 1 10-1-10-6 地下排水工 無
10 1 10 6 2 1 2.埋戻し時の注意 受注者は、排水管を設置した後のフィルター材は、設計図書に

よる材料を用いて施工するものとし、目づまり、有孔管の穴が
詰まらないよう埋戻ししなければならない。

10 1 10 6 2 1 2.埋戻し時の注意 受注者は、排水管を設置した後のフィルター材は、設計図書に
よる材料を用いて施工するものとし、目づまり、有孔管の孔が
詰まらないよう埋戻ししなければならない。

有 表記修正

10 1 11 5 0 1 10-1-11-5 落石防護柵工 10 1 11 5 0 1 10-1-11-5 落石防護柵工 無
10 1 11 5 2 1 2.ケーブル金網式の

設置
受注者は、ケーブル金網式の設置にあたっては、初期張力を与
えたワイヤロープにゆるみがないように施工し、金網を設置し
なければならない。

10 1 11 5 2 1 2.ワイヤロープ及
び金網の設置

受注者は、ワイヤロープ及び金網の設置にあたっては、初期張
力を与えたワイヤロープにゆるみがないように施工し、金網を
設置しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 1 12 0 0 1 第12節 遮音壁工 10 1 12 0 0 1 第12節 遮音壁工 無
10 1 12 2 0 1 10-1-12-2 材料 10 1 12 2 0 1 10-1-12-2 材料 無
10 1 12 2 3 1 3.背面板（受音板）

の材料
背面板（受音板）の材料は、JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板
及び鋼帯）に規定する溶融亜鉛めっき鋼板SPG3Sまたは、これと
同等以上の品質を有するものとする。

10 1 12 2 3 1 3.背面板（受音
板）の材料

背面板（受音板）の材料は、JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板
及び鋼帯）に規定する溶融亜鉛めっき鋼板SGH、SGCまたは、こ
れと同等以上の品質を有するものとする。

有 諸基準の改定に伴う

10 2 0 0 0 1 第2章 舗装 10 2 0 0 0 1 第2章 舗装 無
10 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 2 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 2 2 0 0 4 日本道路協会アスファルト舗装工事共通仕様書解説（平成4年12

月）
10 2 2 0 0 4 日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説（平成4年

12月）
有 軽微な修正(スペース)

10 2 2 0 0 5 日本道路協会道路土工要綱（平成21年6月） 10 2 2 0 0 5 日本道路協会 道路土工要綱（平成21年6月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 6 日本道路協会道路緑化技術基準・同解説（昭和63年12月） 10 2 2 0 0 6 日本道路協会　道路緑化技術基準・同解説（平成28年3月） 有 発行年月の修正
10 2 2 0 0 7 日本道路協会舗装再生便覧（平成22年11月） 10 2 2 0 0 7 日本道路協会 舗装再生便覧（平成22年11月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 8 日本道路協会舗装調査・試験法便覧（平成19年6月） 10 2 2 0 0 8 日本道路協会　舗装調査・試験法便覧（平成31年3月） 有 発行年月の修正
10 2 2 0 0 9 日本道路協会道路照明施設設置基準・同解説（平成19年10月） 10 2 2 0 0 9 日本道路協会 道路照明施設設置基準・同解説（平成19年10 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 10 日本道路協会視線誘導標設置基準・同解説（昭和59年10月） 10 2 2 0 0 10 日本道路協会 視線誘導標設置基準・同解説（昭和59年10月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 11 日本道路協会道路反射鏡設置指針（昭和55年12月） 10 2 2 0 0 11 日本道路協会 道路反射鏡設置指針（昭和55年12月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 12 国土交通省防護柵の設置基準の改定について（平成16年3月） 10 2 2 0 0 12 国土交通省 防護柵の設置基準の改定について（平成16年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 13 日本道路協会防護柵の設置基準・同解説（平成20年1月） 10 2 2 0 0 13 日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説（令和3年3月） 有 発行年月の修正
10 2 2 0 0 14 日本道路協会道路標識設置基準・同解説（昭和62年1月） 10 2 2 0 0 14 日本道路協会　道路標識設置基準・同解説（令和2年6月） 有 発行年月の修正
10 2 2 0 0 15 日本道路協会視覚障害者誘導用ブロック設置指針・同解説（昭

和60年9月）
10 2 2 0 0 15 日本道路協会 視覚障害者誘導用ブロック設置指針・同解説

（昭和60年9月）
有 軽微な修正(スペース)
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10 2 2 0 0 16 日本道路協会道路橋床版防水便覧（平成19年3月） 10 2 2 0 0 16 日本道路協会 道路橋床版防水便覧（平成19年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 17 建設省道路附属物の基礎について（昭和50年7月） 10 2 2 0 0 17 建設省 道路附属物の基礎について（昭和50年7月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 18 日本道路協会アスファルト混合所便覧（平成8年度版）（平成8

年10月）
10 2 2 0 0 18 日本道路協会 アスファルト混合所便覧（平成8年度版）（平成

8年10月）
有 軽微な修正(スペース)

10 2 2 0 0 19 日本道路協会舗装施工便覧（平成18年2月） 10 2 2 0 0 19 日本道路協会 舗装施工便覧（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 20 日本道路協会舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13年9

月）
10 2 2 0 0 20 日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13

年9月）
有 軽微な修正(スペース)

10 2 2 0 0 21 日本道路協会舗装設計施工指針（平成18年2月） 10 2 2 0 0 21 日本道路協会 舗装設計施工指針（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 22 日本道路協会舗装設計便覧（平成18年2月） 10 2 2 0 0 22 日本道路協会 舗装設計便覧（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 2 2 0 0 23 土木学会舗装標準示方書（平成19年3月） 10 2 2 0 0 23 土木学会　舗装標準示方書（平成27年10月） 有 発行年月の修正

10 2 2 0 0 24 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 2 2 0 0 25 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 2 4 0 0 1 第4節 舗装工 10 2 4 0 0 1 第4節 舗装工 無
10 2 4 1 0 1 10-2-4-1 一般事項 10 2 4 1 0 1 10-2-4-1 一般事項 無
10 2 4 1 2 1 2.適用規定 受注者は、舗装工において、使用する材料のうち、試験が伴う

材料については、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、
平成19年6月）の規定に基づき試験を実施する。これにより難い
場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 2 4 1 2 1 2.適用規定 受注者は、舗装工において、使用する材料のうち、試験が伴う
材料については、「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、
平成31年3月）の規定に基づき試験を実施する。これにより難い
場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 2 4 10 0 1 10-2-4-10 コンクリート舗装工 10 2 4 10 0 1 10-2-4-10 コンクリート舗装工 無
10 2 4 10 4 1 4.初期養生 初期養生において、コンクリート被膜養生剤を原液濃度で

70g/m2程度を入念に散布し、三角屋根、麻袋等で十分に養生を
行うこと。

10 2 4 10 4 1 4.初期養生 初期養生は、コンクリート被膜養生剤を原液濃度で70g/㎡程度
を入念に散布し、三角屋根、麻袋等で十分に養生を行うこと。

有 表記統一

10 2 8 0 0 1 第8節 防護柵工 10 2 8 0 0 1 第8節 防護柵工 無
10 2 8 1 0 1 10-2-8-1 一般事項 10 2 8 1 0 1 10-2-8-1 一般事項 無
10 2 8 1 3 1 3.適用規定 受注者は、防護柵工の施工にあたって、「防護柵の設置基準・

同解説4-1．施工の規定」（日本道路協会、平成20年1月改
訂）、「道路土工要綱第5章施工計画」（日本道路協会、平成21
年6月）の規定及び第3編3-2-3-8路側防護柵工、3-2-3-7防止柵
工の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得
なければならない。

10 2 8 1 3 1 3.適用規定 受注者は，防護柵工の施工にあたって，「防護柵の設置基準・
同解説 4-1．施工」（日本道路協会，令和3年3月）の規定，
「道路土工要綱 第5章 施工計画」（日本道路協会，平成21年6
月）の規定及び第3編3-2-3-8路側防護柵工，3-2-3-7防止柵工の
規定による。これにより難い場合は，監督職員の承諾を得なけ
ればならない。

有 表記修正
発行年月の修正

10 2 9 0 0 1 第9節 標識工 10 2 9 0 0 1 第9節 標識工 無
10 2 9 1 0 1 10-2-9-1 一般事項 10 2 9 1 0 1 10-2-9-1 一般事項 無
10 2 9 1 3 1 3.適用規定 受注者は、標識工の施工にあたって、「道路標識設置基準・同

解説第4章基礎及び施工」（日本道路協会、昭和62年1月）の規
定、「道路土工要綱第5章施工計画」（日本道路協会、平成21年
6月）の規定、第3編3-2-3-6小型標識工、3-2-3-3作業土工（床
掘り・埋戻し）、3-2-10-5土留・仮締切工の規定、及び「道路
標識ハンドブック」（全国道路標識・標示業協会、平成25年2
月）による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なけ
ればならない。

10 2 9 1 3 1 3.適用規定 受注者は、標識工の施工にあたって、「道路標識設置基準・同
解説 第4章道路標識の設計，施工」（日本道路協会、令和2年6
月）の規定、「道路土工要綱 第5章 施工計画」（日本道路協
会、平成21年6月）の規定、第3編3-2-3-6小型標識工、3-2-3-3
作業土工（床掘り・埋戻し）、3-2-10-5土留・仮締切工の規
定、及び「道路標識ハンドブック」（全国道路標識・標示業協
会、令和元年8月）による。これにより難い場合は、監督職員の
承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 2 9 2 4 1 4.リブの取付 受注者は、標識板には設計図書に示す位置にリブを標識板の表
面にヒズミの出ないようスポット溶接をしなければならない。

10 2 9 2 4 1 4.補強材の取付 受注者は、標示板には設計図書に示す位置に補強材を標示板の
表面にヒズミの出ないようスポット溶接をしなければならな
い。アルミニウム合金材の溶接作業は（一社）軽金属溶接協会
規格LWS P7903-1979「スポット溶接作業標準（アルミニウム及
びアルミニウム合金）」（（一社）日本溶接協会規格WES7302と
同一規格）を参考に行うことが望ましい。

有 諸基準の改定に伴う
表記修正

10 2 9 2 5 1 5.下地処理 受注者は、標識板の下地処理にあったては脱脂処理を行い、必
ず洗浄を行わなければならない。

10 2 9 2 5 1 5.下地処理 受注者は、標示板の下地処理にあたっては脱脂処理を行い、必
ず洗浄を行わなければならない。

有 表記修正

10 2 9 2 6 1 6.文字・記号等 受注者は、標識板の文字・記号等を「道路標識、区画線及び道
路標示に関する命令」（標識令）及び道路標識設置基準・同解
説による色彩と寸法で、標示する。これにより難い場合は、監
督職員の承諾を得なければならない。

10 2 9 2 6 1 6.文字・記号等 受注者は、標示板の文字・記号等を「道路標識、区画線及び道
路標示に関する命令」（標識令）及び「道路標識設置基準・同
解説」（日本道路協会　令和2年6月）による色彩と寸法で、標
示する。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければ
ならない。

有 諸基準の改定に伴う
表記修正

10 2 10 0 0 1 第10節 区画線工 10 2 10 0 0 1 第10節 区画線工 無
10 2 10 1 0 1 10-2-10-1 一般事項 10 2 10 1 0 1 10-2-10-1 一般事項 無
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10 2 10 1 3 1 3.適用規定 受注者は、区画線工の施工にあたって、道路標識・区画線及び
道路表示に関する命令、「道路土工要綱第5章施工計画」（日本
道路協会、平成21年6月）の規定、及び第3編3-2-3-9区画線工の
規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なけ
ればならない。

10 2 10 1 3 1 3.適用規定 受注者は、区画線工の施工にあたって、「道路標識・区画線及
び道路表示に関する命令」、及び第3編3-2-3-9区画線工の規定
による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければ
ならない。

有 誤記修正

10 2 11 0 0 1 第11節 道路植栽工 10 2 11 0 0 1 第11節 道路植栽工 無
10 2 11 1 0 1 10-2-11-1 一般事項 10 2 11 1 0 1 10-2-11-1 一般事項 無
10 2 11 1 3 1 3.適用規定 受注者は、道路植栽工の施工については、「道路緑化技術基

準・同解説第4章設計・施工」（日本道路協会、昭和63年12月）
の規定、「道路土工要綱」（日本道路協会、平成21年6月）の規
定及び本編10-2-11-3道路植栽工の規定による。これにより難い
場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 2 11 1 3 1 3.適用規定 受注者は、道路植栽工の施工については、「道路緑化技術基
準・同解説 2-3施工」（日本道路協会、平成28年3月）の規定、
「道路土工要綱」（日本道路協会、平成21年6月）の規定及び本
編10-2-11-3道路植栽工の規定による。これにより難い場合は、
監督職員の承諾を得なければならない。

有 発行年月の修正

10 2 11 3 0 1 10-2-11-3 道路植栽工 10 2 11 3 0 1 10-2-11-3 道路植栽工 無
10 2 11 3 10 1 10.添木の設置 受注者は、添木の設置について、ぐらつきのないよう設置しな

ければならない。樹幹と添木との取付け部は、杉皮等を巻き
しゅろなわを用いて動かぬよう結束するものとする。

10 2 11 3 10 1 10.添木の設置 受注者は、添木の設置について、ぐらつきのないよう設置しな
ければならない。樹幹と添木との取付け部は、杉皮等を巻き
しゅろ縄を用いて動かぬよう結束するものとする。

有 表記統一

10 2 11 3 13 1 13.幹巻き 受注者は、幹巻きする場合は、こもまたは、わらを使用する場
合、わら縄または、しゅろなわで巻き上げるものとし、天然繊
維材を使用する場合は天然繊維材を重ねながら巻き上げた後、
幹に緊結しなければならない。

10 2 11 3 13 1 13.幹巻き 受注者は、幹巻きする場合は、こもまたは、わらを使用する場
合、わら縄または、しゅろ縄で巻き上げるものとし、天然繊維
材を使用する場合は天然繊維材を重ねながら巻き上げた後、幹
に緊結しなければならない。

有 表記統一

10 2 11 3 14 1 14.支柱の設置 受注者は、支柱の設置については、ぐらつきのないよう設置し
なければならない。また、樹幹と支柱との取付け部は、杉皮等
を巻きしゅろなわを用いて動かぬよう結束する。

10 2 11 3 14 1 14.支柱の設置 受注者は、支柱の設置については、ぐらつきのないよう設置し
なければならない。また、樹幹と支柱との取付け部は、杉皮等
を巻きしゅろ縄を用いて動かぬよう結束する。

有 表記統一

10 2 11 3 16 1 16.除草 受注者は、施肥の施工については、施工前に樹木の根元周辺に
散乱する堆積土砂やゴミ等を取り除いたり、きれいに除草しな
ければならない。

10 2 11 3 16 1 16.除草 受注者は、施肥の施工については、施工前に樹木の根元周辺に
散乱する堆積土砂やごみ等を取り除いたり、きれいに除草しな
ければならない。

有 表記統一

10 2 12 0 0 1 第12節 道路付属施設工 10 2 12 0 0 1 第12節 道路付属施設工 無
10 2 12 3 0 1 10-2-12-3 境界工 10 2 12 3 0 1 10-2-12-3 境界工 無
10 2 12 3 1 1 1.一般事項 受注者は、境界杭及び境界鋲の施工にあたっては、原則とし

て、杭の中心線が境界線と一致するよう施工しなければならな
い。

10 2 12 3 1 1 1.一般事項 受注者は，境界柱及び境界板の施工にあたっては，原則とし
て，杭頭部に示す中心点又は矢印先端部を境界線と一致させ，
側面の文字「鹿児島県」が民地側になるようにしなければなら

有 実態に合わせた規定の変更
【県独自】

10 2 13 0 0 1 第13節 橋梁付属物工 10 2 13 0 0 1 第13節 橋梁付属物工 無
10 2 13 2 0 1 10-2-13-2 伸縮装置工 10 2 13 2 0 1 10-2-13-2 伸縮装置工 無
10 2 13 2 0 2 伸縮装置工の施工については、「第3編3-2-3-24伸縮装置工」の

規定による。
10 2 13 2 0 2 伸縮装置工の施工については、第3編3-2-3-24伸縮装置工の規定

による。
有 表記統一

10 3 0 0 0 1 第3章 橋梁下部 10 3 0 0 0 1 第3章 橋梁下部 無
10 3 1 0 0 1 第1節 適用 10 3 1 0 0 1 第1節 適用 無
10 3 1 0 4 1 4.コンクリート構造

物非破壊試験
コンクリート構造物非破壊試験（配筋状態及びかぶり測定）に
ついては、以下による。

10 3 1 0 4 1 4.コンクリート構
造物非破壊試験

コンクリート構造物非破壊試験（配筋状態及びかぶり測定）に
ついては，以下による。

無

10 3 1 0 4 3 （2） 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋
状態及びかぶり測定要領（国土交通省大臣官房技術調査課、平
成24年3月）（以下、「要領」という。）」に従い行わなければ
ならない。

10 3 1 0 4 3 (2) 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋
状態及びかぶり測定要領」（以下、「要領」という。）（国土
交通省、平成30年10月）に従い行わなければならない。

有 表記統一
諸基準の改定に伴う

10 3 1 0 5 1 5.強度測定 コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）について
は、以下による。

10 3 1 0 5 1 5.強度測定 コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）について
は，以下による。

無

10 3 1 0 5 3 （2） 微破壊・非破壊試験は「微破壊・非破壊試験によるコンクリー
ト構造物の強度測定要領（国土交通省大臣官房技術調査課、平
成24年3月）（以下、「要領」という。）」に従い行わなければ
ならない。

10 3 1 0 5 3 (2) 微破壊・非破壊試験は「微破壊・非破壊試験によるコンクリー
ト構造物の強度測定要領」（以下，「要領」という。）（国土
交通省，平成30年10月）に従い行わなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 3 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 3 2 0 0 4 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成24年3

月）
10 3 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年

11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 3 2 0 0 5 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）（平

成24年3月）
10 3 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）

（平成29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 3 2 0 0 6 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成24

年3月）
10 3 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成

29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 3 2 0 0 7 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成24

年3月）
10 3 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成

29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 3 2 0 0 8 日本道路協会鋼道路橋施工便覧（昭和60年2月） 10 3 2 0 0 8 日本道路協会　鋼道路橋施工便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

10 3 2 0 0 9 日本道路協会道路橋支承便覧（平成16年4月） 10 3 2 0 0 9 日本道路協会　道路橋支承便覧（平成30年12月） 有 発行年月の修正
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 3 2 0 0 10 日本道路協会鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 10 3 2 0 0 10 日本道路協会 鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 3 2 0 0 11 日本道路協会道路橋補修便覧（昭和54年2月） 10 3 2 0 0 11 日本道路協会 道路橋補修便覧（昭和54年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 3 2 0 0 12 日本道路協会杭基礎施工便覧（平成19年1月） 10 3 2 0 0 12 日本道路協会　杭基礎施工便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

10 3 2 0 0 13 日本道路協会杭基礎設計便覧（平成19年1月） 10 3 2 0 0 13 日本道路協会　杭基礎設計便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

10 3 2 0 0 14 日本道路協会鋼管矢板基礎設計施工便覧（平成9年12月） 10 3 2 0 0 14 日本道路協会 鋼管矢板基礎設計施工便覧（平成9年12月） 有 軽微な修正(スペース)
10 3 2 0 0 15 日本道路協会道路土工要綱（平成21年6月） 10 3 2 0 0 15 日本道路協会 道路土工要綱（平成21年6月） 有 軽微な修正(スペース)
10 3 2 0 0 16 日本道路協会道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 10 3 2 0 0 16 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 有 軽微な修正(スペース)
10 3 2 0 0 17 日本道路協会道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 10 3 2 0 0 17 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 3 2 0 0 18 日本道路協会道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 10 3 2 0 0 18 日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 有 軽微な修正(スペース)

10 3 2 0 0 19 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 3 2 0 0 20 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 3 6 0 0 1 第6節 橋台工 10 3 6 0 0 1 第6節 橋台工 無
10 3 6 8 0 1 10-3-6-8 橋台躯体工 10 3 6 8 0 1 10-3-6-8 橋台躯体工 無
10 3 6 8 3 1 3.防錆処置 受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防

錆のため鉄筋にモルタルペーストを塗布しなければならない。
10 3 6 8 3 1 3.防錆処置 受注者は、鉄筋を露出した状態で工事を完了する場合には、防

錆、防食、損傷等を受けないようにこれらを保護しなければな
らない。

有 実態に合わせ修正

10 3 6 8 3 2 これ以外の施工方法による場合は、設計図書に関して監督職員
の承諾を得なければならない。

10 3 6 8 3 2 なお、施工方法に関しては監督職員の承諾を得なければならな
い。

有 実態に合わせ修正

10 3 6 8 4 1 4.適用規定 受注者は、支承部の箱抜きの施工については、「道路橋支承便
覧第5章支承部の施工」（日本道路協会、平成25年8月）の規定
による。これ以外の施工方法による場合は、設計図書に関して
監督職員の承諾を得なければならない。

10 3 6 8 4 1 4.適用規定 受注者は、支承部の箱抜きの施工については、「道路橋支承便
覧 第6章 支承部の施工」（日本道路協会、平成30年12月）の規
定による。これ以外の施工方法による場合は、設計図書に関し
て監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 3 6 8 6 1 6.モルタル仕上げ 受注者は、支承部を箱抜きにした状態で工事を完了する場合
は、箱抜き部分に中詰砂を入れて薄くモルタル仕上げしなけれ
ばならない。ただし、継続して上部工事を行う予定がある場合
やこれ以外による場合は、設計図書に関して監督職員と協議し
なければならない。

10 3 6 8 6 1 6.モルタル仕上げ 受注者は、支承部等を箱抜きにした状態で工事を完了する場合
は、箱抜き部分に中詰砂を入れて薄くモルタル仕上げしなけれ
ばならない。ただし、継続して上部工事を行う予定がある場合
やこれ以外による場合は、設計図書に関して監督職員と協議し
なければならない。

有 実態に合わせ修正

10 3 8 0 0 1 第8節 鋼製橋脚工 10 3 8 0 0 1 第8節 鋼製橋脚工 無
10 3 8 9 0 1 10-3-8-9 橋脚フーチング工 10 3 8 9 0 1 10-3-8-9 橋脚フーチング工 無
10 3 8 9 4 1 4.適用規定 受注者は、アンカーフレームの架設については、「鋼道路橋施

工便覧Ⅳ架設編第3章架設工法」（日本道路協会、昭和60年2
月）による。コンクリートの打込みによって移動することがな
いように据付け方法を定め、施工計画書に記載しなければなら

10 3 8 9 4 1 4.適用規定 受注者は、アンカーフレームの架設については、「鋼道路橋施
工便覧Ⅲ現場施工編第3章架設」（日本道路協会、令和2年9月）
による。コンクリートの打込みによって移動することがないよ
うに据付け方法を定め、施工計画書に記載しなければならな

有 発行年月の修正
諸基準の改定に伴う

10 3 8 9 4 2 また、フーチングのコンクリート打設が終了するまでの間、ア
ンカーボルト・ナットが損傷を受けないように保護しなければ
ならない。

10 3 8 9 4 2 また，フーチングのコンクリート打設が終了するまでの間，ア
ンカーボルト・ナットが損傷を受けないように保護しなければ
ならない。

無

10 3 8 9 6 1 6.フーチングの箱抜
きの施工

受注者は、フーチングの箱抜きの施工については、「道路橋支
承便覧第5章支承部の施工」（日本道路協会、平成25年8月）の
規定による。これ以外の施工方法による場合は、設計図書に関
して監督職員の承諾を得なければならない。

10 3 8 9 6 1 6.フーチングの箱
抜きの施工

受注者は，フーチングの箱抜きの施工については，「道路橋支
承便覧 第6章 支承部の施工」（日本道路協会，平成30年12月）
の規定による。これ以外の施工方法による場合は，設計図書に
関して監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 3 8 10 0 1 10-3-8-10 橋脚架設工 10 3 8 10 0 1 10-3-8-10 橋脚架設工 無
10 3 8 10 1 1 1.適用規定 受注者は、橋脚架設工の施工については、第3編3-2-13-3架設工

（クレーン架設）、「道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋編）第18
章施工」（日本道路協会、平成24年3月）の規定による。これ以
外の施工方法による場合は、設計図書に関して監督職員の承諾
を得なければならない。

10 3 8 10 1 1 1.適用規定 受注者は、橋脚架設工の施工については、第3編3-2-13-3架設工
（クレーン架設）、「道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材
編）第20章 施工」（日本道路協会、平成29年11月）の規定によ
る。これ以外の施工方法による場合は、設計図書に関して監督
職員の承諾を得なければならない。

有 発行年月の修正

2.仮締めボルト 受注者は、部材の組立てに使用する仮締めボルトとドリフトピ
ンの合計をその箇所の連結ボルト数の1／2以上とし、架設応力
に耐えるだけの仮締めボルトとドリフトピンを用いなければな
らない。

有 削除(諸基準の改定に伴う)

10 3 8 11 0 1 10-3-8-11 現場継手工 10 3 8 11 0 1 10-3-8-11 現場継手工 無
10 3 8 11 2 1 2.適用規定（2） 受注者は、現場継手工の施工については、「道路橋示方書・同

解説（Ⅱ鋼橋編）18章施工」（日本道路協会、平成24年3月）、
「鋼道路橋施工便覧Ⅳ架設編第2章架設工事」（日本道路協会、
昭和60年2月）の規定による。これ以外による場合は、設計図書
に関して監督職員の承諾を得なければならない。

10 3 8 11 2 1 2.適用規定’(2) 受注者は、現場継手工の施工については、「道路橋示方書・同
解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）第20章 施工」（日本道路協会、平成
29年11月）、「鋼道路橋施工便覧Ⅲ現場施工編 第3章架設」
（日本道路協会、令和2年9月）の規定による。これ以外による
場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならな

有 発行年月の修正

諸基準の改定に伴う

10 4 0 0 0 1 第4章 鋼橋上部 10 4 0 0 0 1 第4章 鋼橋上部 無
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項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 4 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 4 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 4 2 0 0 4 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成24年3

月）
10 4 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年

11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 4 2 0 0 5 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）（平

成24年3月）
10 4 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）

（平成29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 4 2 0 0 6 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成24

年3月）
10 4 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成

29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 4 2 0 0 7 日本道路協会鋼道路橋施工便覧（昭和60年2月） 10 4 2 0 0 7 日本道路協会　鋼道路橋施工便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

10 4 2 0 0 8 日本道路協会鋼道路橋設計便覧（昭和55年8月） 10 4 2 0 0 8 日本道路協会 鋼道路橋設計便覧（昭和55年8月） 有 軽微な修正(スペース)
10 4 2 0 0 9 日本道路協会道路橋支承便覧（平成16年4月） 10 4 2 0 0 9 日本道路協会　道路橋支承便覧（平成30年12月） 有 発行年月の修正
10 4 2 0 0 10 日本道路協会鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 10 4 2 0 0 10 日本道路協会 鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 4 2 0 0 11 日本道路協会道路照明施設設置基準・同解説（平成19年10月） 10 4 2 0 0 11 日本道路協会 道路照明施設設置基準・同解説（平成19年10 有 軽微な修正(スペース)
10 4 2 0 0 12 日本道路協会防護柵の設置基準・同解説（平成20年1月） 10 4 2 0 0 12 日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説（令和3年3月） 有 発行年月の修正
10 4 2 0 0 13 日本道路協会立体横断施設技術基準・同解説（昭和54年1月） 10 4 2 0 0 13 日本道路協会 立体横断施設技術基準・同解説（昭和54年1月） 有 軽微な修正(スペース)
10 4 2 0 0 14 日本道路協会鋼道路橋の細部構造に関する資料集（平成3年7

月）
10 4 2 0 0 14 日本道路協会 鋼道路橋の細部構造に関する資料集（平成3年7

月）
有 軽微な修正(スペース)

10 4 2 0 0 15 日本道路協会道路橋床版防水便覧（平成19年3月） 10 4 2 0 0 15 日本道路協会 道路橋床版防水便覧（平成19年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 4 2 0 0 16 日本道路協会鋼道路橋の疲労設計指針（平成14年3月） 10 4 2 0 0 16 日本道路協会 鋼道路橋の疲労設計指針（平成14年3月） 有 軽微な修正(スペース)

10 4 2 0 0 17 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 4 2 0 0 18 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 4 3 0 0 1 第3節 工場製作工 10 4 3 0 0 1 第3節 工場製作工 無
10 4 3 1 0 1 10-4-3-1 一般事項 10 4 3 1 0 1 10-4-3-1 一般事項 無
10 4 3 1 2 1 2.施工計画書 受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に関する事項を施工計画

書へ記載しなければならない。
10 4 3 1 2 1 2.施工計画書 受注者は，原寸，工作，溶接，仮組立に関する事項を施工計画

書へ記載しなければならない。
無

10 4 3 1 2 2 なお、設計図書に示されている場合または設計図書に関して監
督職員の承諾を得た場合は、上記項目の全部または一部を省略
することができるものとする。

10 4 3 1 2 2 なお、設計図書に示されている場合または設計図書に関して監
督職員の承諾を得た場合は、上記項目の全部または一部の記載
を省略することができるものとする。

有 解釈の追記

10 4 5 0 0 1 第5節 鋼橋架設工 10 4 5 0 0 1 第5節 鋼橋架設工 無
10 4 5 10 0 1 10-4-5-10 支承工 10 4 5 10 0 1 10-4-5-10 支承工 無
10 4 5 10 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第6章

支承部の施工」（日本道路協会、平成25年8月）による。これに
より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 4 5 10 0 2 受注者は，支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会，平成30年12月）による。これ
により難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 4 8 0 0 1 第8節 橋梁付属物工 10 4 8 0 0 1 第8節 橋梁付属物工 無
10 4 8 6 0 1 10-4-8-6 橋梁用防護柵工 10 4 8 6 0 1 10-4-8-6 橋梁用防護柵工 無
10 4 8 6 0 2 受注者は、橋梁用防護柵工の施工については、設計図書に従

い、正しい位置、勾配、平面線形に設置しなければならない。
10 4 8 6 0 2 (1) 受注者は，橋梁用防護柵工の施工については，設計図書に従

い，正しい位置，勾配，平面線形に設置しなければならない。
有 表記統一

10 4 8 6 0 3 (2) 鋼製材料の支柱をコンクリートに埋め込む場合（支柱を土中に
埋め込む場合であって地表面をコンクリートで覆う場合を含
む）において，支柱地際部の比較的早期の劣化が想定される以
下のような場所には，一般的な防錆・防食処理方法に加え，必
要に応じて支柱地際部の防錆・防食強化を図らなければならな

有 新規追加

10 4 8 6 0 4 ① 海岸に近接し，潮風が強く当たる場所 有 新規追加
10 4 8 6 0 5 ② 雨水や凍結防止剤を含んだ水分による影響を受ける可能性があ

る場所
有 新規追加

10 4 8 6 0 6 ③ 路面上の水を路側に排水する際，その途上に支柱がある場合 有 新規追加
10 5 0 0 0 1 第5章 コンクリート橋上部 10 5 0 0 0 1 第5章 コンクリート橋上部 無
10 5 1 0 0 1 第1節 適用 10 5 1 0 0 1 第1節 適用 無
10 5 1 0 4 1 4.コンクリート構造

物非破壊試験
コンクリート構造物非破壊試験（配筋状態及びかぶり測定）に
ついては、以下による。

10 5 1 0 4 1 4.コンクリート構
造物非破壊試験

コンクリート構造物非破壊試験（配筋状態及びかぶり測定）に
ついては，以下による。

無

10 5 1 0 4 3 （2） 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋
状態及びかぶり測定要領（国土交通省大臣官房技術調査課、平
成24年3月）（以下、「要領」という。）」に従い行わなければ
ならない。

10 5 1 0 4 3 (2) 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋
状態及びかぶり測定要領」（以下、「要領」という。）（国土
交通省、平成30年10月）に従い行わなければならない。

有 表記統一
諸基準の改定に伴う

10 5 1 0 5 1 5.強度測定 コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）について
は、以下によるものとする。

10 5 1 0 5 1 5.強度測定 コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）について
は，以下によるものとする。

無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 5 1 0 5 3 （2） 微破壊・非破壊試験は「微破壊・非破壊試験によるコンクリー
ト構造物の強度測定要領（国土交通省大臣官房技術調査課、平
成24年3月）（以下、「要領」という。）」に従い行わなければ
ならない。

10 5 1 0 5 3 (2) 微破壊・非破壊試験は「微破壊・非破壊試験によるコンクリー
ト構造物の強度測定要領」（以下、「要領」という。）（国土
交通省、平成30年10月）に従い行わなければならない。

有 表記統一
諸基準の改定に伴う

10 5 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 5 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 5 2 0 0 4 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成24年3

月）
10 5 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年

11月）
有 諸基準の改定に伴う

10 5 2 0 0 5 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コン
クリート部材編）（平成24年3月）

10 5 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コ
ンクリート部材編）（平成29年11月）

有 軽微な修正(スペース)
発行年月の修正

10 5 2 0 0 6 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成24
年3月）

10 5 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成
29年11月）

有 諸基準の改定に伴う

10 5 2 0 0 7 日本道路協会道路橋支承便覧（平成16年4月） 10 5 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋支承便覧（平成30年12月） 有 発行年月の修正
10 5 2 0 0 8 土木学会プレストレストコンクリート工法設計施工指針（平成3

年3月）
10 5 2 0 0 8 土木学会 プレストレストコンクリート工法設計施工指針（平

成3年3月）
有 軽微な修正(スペース)

10 5 2 0 0 9 日本道路協会コンクリート道路橋設計便覧（平成6年2月） 10 5 2 0 0 9 日本道路協会　コンクリート道路橋設計便覧（令和2年9月） 有 諸基準の改定に伴う
10 5 2 0 0 10 日本道路協会コンクリート道路橋施工便覧（平成10年1月） 10 5 2 0 0 10 日本道路協会　コンクリート道路橋施工便覧（令和2年9月） 有 諸基準の改定に伴う
10 5 2 0 0 11 日本道路協会防護柵の設置基準・同解説（平成20年1月） 10 5 2 0 0 11 日本道路協会　防護柵の設置基準・同解説（令和3年3月） 有 発行年月の修正
10 5 2 0 0 12 日本道路協会道路照明施設設置基準・同解説（平成19年10月） 10 5 2 0 0 12 日本道路協会 道路照明施設設置基準・同解説（平成19年10 有 軽微な修正(スペース)
10 5 2 0 0 13 建設省土木研究所プレキャストブロック工法によるプレストレ

ストコンクリート道路橋設計・施工指針（案）（平成7年12月）
10 5 2 0 0 13 建設省 土木研究所プレキャストブロック工法によるプレスト

レストコンクリート道路橋設計・施工指針（案）（平成7年12
有 軽微な修正(スペース)

10 5 2 0 0 14 国土技術研究センタープレビーム合成桁橋設計施工指針（平成9
年7月）

10 5 2 0 0 14 国土技術研究センター　プレビーム合成桁橋設計施工指針（平
成30年8月）

有 諸基準の改定に伴う

10 5 2 0 0 15 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 5 2 0 0 16 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 5 5 0 0 1 第5節 PC橋工 10 5 5 0 0 1 第5節 PC橋工 無
10 5 5 1 0 1 10-5-5-1 一般事項 10 5 5 1 0 1 10-5-5-1 一般事項 無
10 5 5 1 5 1 5.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

10 5 5 1 5 1 5.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

10 5 5 6 0 1 10-5-5-6 支承工 10 5 5 6 0 1 10-5-5-6 支承工 無
10 5 5 6 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第5章

支承部の施工」（日本道路協会、平成25年8月）による。これに
より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 5 5 6 0 2 受注者は，支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会，平成30年12月）による。これ
により難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 5 6 0 0 1 第6節 プレビーム桁橋工 10 5 6 0 0 1 第6節 プレビーム桁橋工 無
10 5 6 1 0 1 10-5-6-1 一般事項 10 5 6 1 0 1 10-5-6-1 一般事項 無
10 5 6 1 1 1 1.適用工種 本節は、プレビーム桁橋工としてプレビーム桁製作工（現

場）、支承工、架設工（ｸﾚｰﾝ架設）、架設工（架設桁架設）、
床版･横組工、局部（部分）プレストレス工、床版・横桁工、落
橋防止装置工その他これらに類する工種について定める。

10 5 6 1 1 1 1.適用工種 本節は、プレビーム桁橋工としてプレビーム桁製作工（現
場）、支承工、架設工（クレーン架設）、架設工（架設桁架
設）、床版･横組工、局部（部分）プレストレス工、床版・横桁
工、落橋防止装置工その他これらに類する工種について定め

有 表記統一

10 5 6 1 7 1 7.PC鋼材両端のねじ
の使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

10 5 6 1 7 1 7.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

10 5 6 2 0 1 10-5-6-2 プレビーム桁製作工（現場） 10 5 6 2 0 1 10-5-6-2 プレビーム桁製作工（現場） 無
10 5 6 2 2 1 2.リリース（応力解

放）の施工
リリース（応力解放）の施工については、下記の規定による。 10 5 6 2 2 1 2.リリース（応力

解放）の施工
リリース（応力解放）の施工については，下記の規定による。 無

10 5 6 2 2 2 （1） リリースを行うときの下フランジコンクリートの圧縮強度は、
リリース直後にコンクリートに生じる最大圧縮応力度の1.7倍以
上で、かつ設計基準強度の90％以上であることを確認する。

10 5 6 2 2 2 (1) リリースを行うときの下フランジコンクリートは、リリース直
後にコンクリートに生じる最大圧縮応力度が圧縮強度の0.6倍以
下で、かつ圧縮強度が設計基準強度の90％以上であることを確
認する。

有 諸基準の改定に伴う

10 5 6 3 0 1 10-5-6-3 支承工 10 5 6 3 0 1 10-5-6-3 支承工 無
10 5 6 3 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第5章

支承部の施工」（日本道路協会、平成25年8月）による。これに
より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 5 6 3 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会、平成30年12月）による。これ
により難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 5 7 0 0 1 第7節 PCホロースラブ橋工 10 5 7 0 0 1 第7節 PCホロースラブ橋工 無
10 5 7 1 0 1 10-5-7-1 一般事項 10 5 7 1 0 1 10-5-7-1 一般事項 無
10 5 7 1 7 1 7.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

10 5 7 1 7 1 7.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

10 5 7 3 0 1 10-5-7-3 支承工 10 5 7 3 0 1 10-5-7-3 支承工 無
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編 章 節 条 項
項
以
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（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
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（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 5 7 3 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第5章
支承部の施工」（日本道路協会、平成25年8月）による。これに
より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 5 7 3 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会、平成30年12月）による。これ
により難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 5 8 0 0 1 第8節 RCホロースラブ橋工 10 5 8 0 0 1 第8節 RCホロースラブ橋工 無
10 5 8 1 0 1 10-5-8-1 一般事項 10 5 8 1 0 1 10-5-8-1 一般事項 無
10 5 8 1 7 1 7.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

10 5 8 1 7 1 7.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

10 5 8 3 0 1 10-5-8-3 支承工 10 5 8 3 0 1 10-5-8-3 支承工 無
10 5 8 3 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第6章

支承部の施工」（日本道路協会、平成31年2月）による。これに
より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 5 8 3 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会、平成30年12月）による。これ
により難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 5 9 0 0 1 第9節 PC版桁橋工 10 5 9 0 0 1 第9節 PC版桁橋工 無
10 5 9 1 0 1 10-5-9-1 一般事項 10 5 9 1 0 1 10-5-9-1 一般事項 無
10 5 9 1 5 1 5.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

10 5 9 1 5 1 5.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

10 5 10 0 0 1 第10節 PC箱桁橋工 10 5 10 0 0 1 第10節 PC箱桁橋工 無
10 5 10 1 0 1 10-5-10-1 一般事項 10 5 10 1 0 1 10-5-10-1 一般事項 無
10 5 10 1 7 1 7.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

10 5 10 1 7 1 7.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

10 5 10 3 0 1 10-5-10-3 支承工 10 5 10 3 0 1 10-5-10-3 支承工 無
10 5 10 3 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第5章

支承部の施工」（日本道路協会、平成25年8月）による。これに
より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 5 10 3 0 2 受注者は，支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会，平成30年12月）による。これ
により難い場合は，監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 5 11 0 0 1 第11節 PC片持箱桁橋工 10 5 11 0 0 1 第11節 PC片持箱桁橋工 無
10 5 11 1 0 1 10-5-11-1 一般事項 10 5 11 1 0 1 10-5-11-1 一般事項 無
10 5 11 1 7 1 7.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205
（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければ
ならない。

10 5 11 1 7 1 7.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

10 5 11 3 0 1 10-5-11-3 支承工 10 5 11 3 0 1 10-5-11-3 支承工 無
10 5 11 3 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第5章

支承部の施工」（日本道路協会、平成25年8月）による。これに
より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

10 5 11 3 0 2 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会、平成30年12月）による。これ
により難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 5 12 0 0 1 第12節 PC押出し箱桁橋工 10 5 12 0 0 1 第12節 PC押出し箱桁橋工 無
10 5 12 1 0 1 10-5-12-1 一般事項 10 5 12 1 0 1 10-5-12-1 一般事項 無
10 5 12 1 7 1 7.PC鋼材両端のねじ

の使用
受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JISB0205（一
般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなければなら
ない。

10 5 12 1 7 1 7.PC鋼材両端のね
じの使用

受注者は、PC鋼材両端のねじの使用については、JIS B 0205-1
～4（一般用メートルねじ）に適合する転造ねじを使用しなけれ
ばならない。

有 表記修正

10 6 0 0 0 1 第6章 トンネル（NATM） 10 6 0 0 0 1 第6章 トンネル（NATM） 無
10 6 1 0 0 1 第1節 適用 10 6 1 0 0 1 第1節 適用 無
10 6 1 0 9 1 9.坑内観察調査 受注者は、設計図書により、坑内観察調査等を行わなければな

らない。
10 6 1 0 9 1 9.坑内観察調査 受注者は，設計図書により，坑内観察調査等を行わなければな

らない。
無

10 6 1 0 9 2 なお、地山条件等に応じて計測Bが必要と判断される場合は、設
計図書に関して監督職員と協議する。また、計測は、技術的知
識、経験を有する現場責任者により、行わなければならない。

10 6 1 0 9 2 なお，地山条件等に応じて計測Bが必要と判断される場合は，設
計図書に関して監督職員と協議する。また，計測は，技術的知
識，経験を有する現場責任者により，行わなければならない。

無

10 6 1 0 9 3 なお、計測記録を整備保管し、監督職員の請求があった場合
は、速やかに提示しなければならない。

10 6 1 0 9 3 受注者は、計測記録を整備保管し、監督職員の請求があった場
合は、速やかに提示しなければならない。

有 表記統一

10 6 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 6 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 6 2 0 0 4 建設省道路トンネル技術基準（平成元年5月） 10 6 2 0 0 4 建設省 道路トンネル技術基準（平成元年5月） 有 軽微な修正(スペース)
10 6 2 0 0 5 日本道路協会道路トンネル技術基準（構造編）・同解説（平成

15年11月）
10 6 2 0 0 5 日本道路協会 道路トンネル技術基準（構造編）・同解説（平

成15年11月）
有 軽微な修正(スペース)

10 6 2 0 0 6 日本道路協会道路トンネル非常用施設設置基準・同解説（平成
13年10月）

10 6 2 0 0 6 日本道路協会　道路トンネル非常用施設設置基準・同解説（令
和元年9月）

有 発行年月の修正

10 6 2 0 0 7 土木学会トンネル標準示方書山岳工法編・同解説（平成18年7
月）

10 6 2 0 0 7 土木学会　トンネル標準示方書山岳工法編・同解説（平成28年8
月）

有 発行年月の修正

10 6 2 0 0 8 土木学会トンネル標準示方書開削工法編・同解説（平成18年7
月）

10 6 2 0 0 8 土木学会　トンネル標準示方書開削工法編・同解説（平成28年8
月）

有 発行年月の修正

10 6 2 0 0 9 土木学会トンネル標準示方書シールド工法編・同解説（平成18
年7月）

10 6 2 0 0 9 土木学会　トンネル標準示方書シールド工法編・同解説（平成
28年8月）

有 発行年月の修正
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編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条
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項
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（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 6 2 0 0 10 日本道路協会道路トンネル観察・計測指針（平成21年2月） 10 6 2 0 0 10 日本道路協会 道路トンネル観察・計測指針（平成21年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 6 2 0 0 11 建設省道路トンネルにおける非常用施設（警報装置）の標準仕

様（昭和43年12月）
10 6 2 0 0 11 建設省 道路トンネルにおける非常用施設（警報装置）の標準

仕様（昭和43年12月）
有 軽微な修正(スペース)

10 6 2 0 0 12 建設省道路トンネル非常用施設設置基準（平成11年9月） 10 6 2 0 0 12 国土交通省　道路トンネル非常用施設設置基準（平成31年3月） 有 発行年月の修正
10 6 2 0 0 13 日本道路協会道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 10 6 2 0 0 13 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 有 軽微な修正(スペース)
10 6 2 0 0 14 日本道路協会道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 10 6 2 0 0 14 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 6 2 0 0 15 日本道路協会道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 10 6 2 0 0 15 日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 6 2 0 0 16 建設業労働災害防止協会ずい道等建設工事における換気技術指

針（換気技術の設計及び粉じん等の測定）（平成24年3月）
10 6 2 0 0 16 建設業労働災害防止協会 ずい道等建設工事における換気技術

指針（換気技術の設計及び粉じん等の測定）（平成24年3月）
有 軽微な修正(スペース)

10 6 2 0 0 17 日本道路協会道路トンネル安全施工技術指針（平成8年10月） 10 6 2 0 0 17 日本道路協会 道路トンネル安全施工技術指針（平成8年10月） 有 軽微な修正(スペース)
10 6 2 0 0 18 厚生労働省ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガイ

ドライン（平成23年3月）
10 6 2 0 0 18 厚生労働省　ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガ

イドライン（令和2年7月）
有 発行年月の修正

10 6 2 0 0 19 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 6 2 0 0 20 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 6 2 0 0 21 厚生労働省　山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止
対策に係るガイドライン（平成30年1月）

有 新規追加

10 6 3 0 0 1 第3節 トンネル掘削工 10 6 3 0 0 1 第3節 トンネル掘削工 無
10 6 3 2 0 1 10-6-3-2 掘削工 10 6 3 2 0 1 10-6-3-2 掘削工 無

10 6 3 2 8 1 8.切羽監視責任者
の配置

切羽監視責任者は，原則専任で配置するものとする。ただし，
現場の状況によりこれにより難い場合は，設計図書に関して監
督職員と協議し配置不要とすることができる。

有 新規追加

10 6 4 0 0 1 第4節 支保工 10 6 4 0 0 1 第4節 支保工 無
10 6 4 1 0 1 10-6-4-1 一般事項 10 6 4 1 0 1 10-6-4-1 一般事項 無
10 6 4 1 2 1 2.異常時の処置 受注者は、施工中、自然条件の変化等により、支保工に異常が

生じた場合は、工事を中止し、監督職員と協議しなければなら
ない。ただし、緊急を要する場合には応急措置をとった後、直
ちにその措置内容を監督職員に連絡しなければならない。

10 6 4 1 2 1 2.異常時の処置 受注者は，自然条件の変化等により，支保工に異常が生じた場
合は，工事を中止し，監督職員と協議しなければならない。た
だし，緊急を要する場合には応急措置をとった後，直ちにその
措置内容を監督職員に連絡しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 6 4 4 0 1 10-6-4-4 ロックボルト工 10 6 4 4 0 1 10-6-4-4 ロックボルト工 無
10 6 4 4 3 1 3.ナット緊結 受注者は、ロックボルトの定着後、ベアリングプレートが掘削

面や吹付けコンクリート面に密着するようにナットで緊結しな
ければならない。

10 6 4 4 3 1 3.ナット緊結 受注者は、ロックボルトの定着後、ベアリングプレートが掘削
面や吹付けコンクリート面に密着するように、スパナやパイプ
レンチを用いてナットで緊結しなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 6 4 4 3 2 プレストレスを導入する場合には、設計図書に示す軸力が導入
できるように施工するものとする。

10 6 4 4 3 2 プレストレスを導入する場合には，設計図書に示す軸力が導入
できるように施工するものとする。

無

10 6 4 6 0 1 10-6-4-6 金網工 10 6 4 6 0 1 10-6-4-6 金網工 無
10 6 4 6 0 2 受注者は、金網を設置する場合は吹付けコンクリート第1層の施

工後に、吹付けコンクリートに定着するように配置し、吹付け
作業によって移動、振動等が起こらないよう固定しなければな
らない。また、金網の継目は15cm（一目以上）以上重ね合わせ
なければならない。

10 6 4 6 0 2 受注者は、金網を設置する場合は吹付けコンクリート第一層の
施工後に、吹付けコンクリートに定着するように配置し、吹付
け作業によって移動、振動等が起こらないよう固定しなければ
ならない。また、金網の継目は15cm（一目以上）以上重ね合わ
せなければならない。

有 表記統一

10 6 5 3 0 1 10-6-5-3 覆工コンクリート工 10 6 5 3 0 1 10-6-5-3 覆工コンクリート工 無
10 6 5 3 3 1 3.コンクリートの締

固め
受注者は、コンクリートの締固めにあたっては、棒状バイブ
レータを用い、打込み後速やかに締め固めなければならない。
ただし、棒状バイブレータの使用が困難で、かつ型枠に近い場
所には型枠バイブレータを使用して確実に締め固めなければな

10 6 5 3 3 1 3.コンクリートの
締固め

受注者は，コンクリートの締固めにあたっては，棒状バイブ
レータを用い，打込み後速やかに締め固めなければならない。
ただし，棒状バイブレータの使用が困難で，かつ型枠に近い場
所には型枠バイブレータを使用して確実に締め固めなければな

無

10 6 5 3 3 2 なお，流動性を向上させた中流動コンクリート等を使用した場
合は，材料分離を防止するために内部振動機ではなく型枠バイ
ブレーターを使用するものとする。

有 新規追加

10 6 5 3 5 1 5.妻型枠の施工 受注者は、妻型枠の施工にあたり、コンクリートの圧力に耐え
られる構造とし、モルタル漏れのないように取り付けなければ
ならない。

10 6 5 3 5 1 5.つま型枠の施工 受注者は、つま型枠の施工にあたり、コンクリートの圧力に耐
えられる構造とし、モルタル漏れのないように取り付けなけれ
ばならない。つま型枠は、防水シートを破損しないように施工
しなければならない。また、溝型枠を設置する場合は、その構
造を十分に検討し不具合のないように施工しなければならな

有 諸基準の改定に伴う

10 6 8 0 0 1 第8節 坑門工 10 6 8 0 0 1 第8節 坑門工 無
10 6 8 6 0 1 10-6-8-6 銘板工 10 6 8 6 0 1 10-6-8-6 銘板工 無
10 6 8 6 3 1 3.標示板 受注者は、標示板に記載する幅員、高さは建築限界としなけれ

ばならない。
10 6 8 6 3 1 3.標示板 受注者は，標示板に記載する幅員，高さは建築限界としなけれ

ばならない。
無

10 6 8 6 3 2 図10-6-2　標示板の刻字標準図 10 6 8 6 3 2 図10-6-2　標示板の設置イメージ図 有 表記統一
10 6 9 0 0 1 第9節 掘削補助工 10 6 9 0 0 1 第9節 掘削補助工 無
10 6 9 4 0 1 10-6-9-4 掘削補助工B 10 6 9 4 0 1 10-6-9-4 掘削補助工B 無
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10 6 9 4 1 1 1.掘削補助工Bの施
工

受注者は、掘削補助工Bの施工については、設計図書に基づき水
抜きボーリング、垂直縫地、パイプルーフ、押え盛土、薬液注
入、ディープウエル、ウエルポイント、トンネル仮巻コンク
リート等の掘削補助工法Bを速やかに施工しなければならない。
また、設計図書に示されていない場合は、設計図書に関して監
督職員と協議しなければならない。

10 6 9 4 1 1 1.掘削補助工Bの
施工

受注者は，掘削補助工Bの施工については，設計図書に基づき水
抜きボーリング，垂直縫地，パイプルーフ，押え盛土，薬液注
入，ディープウエル，ウエルポイント，トンネル仮巻コンク
リート等の掘削補助工法Bを速やかに施工しなければならない。
また，設計図書に示されていない場合は，設計図書に関して監
督職員と協議しなければならない。

無

10 6 9 4 1 2 なお、掘削補助工法Bの範囲については、地山状態を計測等で確
認して、設計図書に関して監督職員と協議し、必要最小限とし
なければならない。また、その範囲により周辺環境に影響を与
える恐れがあるため、関連法規や周辺環境を調査して、施工計
画に記載しなければならない。

10 6 9 4 1 2 なお、掘削補助工法Bの範囲については、地山状態を計測等で確
認して、設計図書に関して監督職員と協議し、必要最小限とし
なければならない。また、その範囲により周辺環境に影響を与
えるおそれがあるため、関連法規や周辺環境を調査して、施工
計画に記載しなければならない。

有 誤記修正

10 7 0 0 0 1 第7章 コンクリートシェッド 10 7 0 0 0 1 第7章 コンクリートシェッド 無
10 7 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 7 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 7 2 0 0 4 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成24年3

月）
10 7 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年

11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 7 2 0 0 5 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コン

クリート部材編）（平成24年3月）
10 7 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コ

ンクリート部材編）（平成29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 7 2 0 0 6 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成24

年3月）
10 7 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成

29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 7 2 0 0 7 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成24

年3月）
10 7 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成

29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 7 2 0 0 8 日本道路協会道路土工要綱（平成21年6月） 10 7 2 0 0 8 日本道路協会 道路土工要綱（平成21年6月） 有 軽微な修正(スペース)
10 7 2 0 0 9 日本道路協会道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 10 7 2 0 0 9 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 有 軽微な修正(スペース)
10 7 2 0 0 10 日本道路協会道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 10 7 2 0 0 10 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 7 2 0 0 11 日本道路協会道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 10 7 2 0 0 11 日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 7 2 0 0 12 土木学会プレストレストコンクリート工法設計施工指針（平成3

年4月）
10 7 2 0 0 12 土木学会 プレストレストコンクリート工法設計施工指針（平

成3年4月）
有 軽微な修正(スペース)

10 7 2 0 0 13 日本道路協会杭基礎施工便覧（平成19年1月） 10 7 2 0 0 13 日本道路協会　杭基礎施工便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

10 7 2 0 0 14 日本道路協会杭基礎設計便覧（平成19年1月） 10 7 2 0 0 14 日本道路協会　杭基礎設計便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

10 7 2 0 0 15 日本道路協会コンクリート道路橋設計便覧（平成6年2月） 10 7 2 0 0 15 日本道路協会　コンクリート道路橋設計便覧（令和2年9月） 有 諸基準の改定に伴う
10 7 2 0 0 16 土木学会コンクリート標準示方書（設計編）（平成25年3月） 10 7 2 0 0 16 土木学会　コンクリート標準示方書（設計編）（平成30年3月） 有 発行年月の修正
10 7 2 0 0 17 土木学会コンクリート標準示方書（施工編）（平成25年3月） 10 7 2 0 0 17 土木学会　コンクリート標準示方書（施工編）（平成30年3月） 有 発行年月の修正
10 7 2 0 0 18 日本道路協会落石対策便覧（平成12年6月） 10 7 2 0 0 18 日本道路協会 落石対策便覧（平成12年6月） 有 軽微な修正(スペース)
10 7 2 0 0 19 日本建設機械化協会除雪・防雪ハンドブック（防雪編）（平成

16年12月）
10 7 2 0 0 19 日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（防雪編）（平

成16年12月）
有 軽微な修正(スペース)

10 7 2 0 0 20 日本道路協会道路橋支承便覧（平成16年4月） 10 7 2 0 0 20 日本道路協会　道路橋支承便覧（平成30年12月） 有 発行年月の修正
10 7 2 0 0 21 日本道路協会道路防雪便覧（平成2年5月） 10 7 2 0 0 21 日本道路協会 道路防雪便覧（平成2年5月） 有 軽微な修正(スペース)

10 7 2 0 0 22 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 7 2 0 0 23 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 7 4 0 0 1 第4節 プレキャストシェッド上部工 10 7 4 0 0 1 第4節 プレキャストシェッド上部工 無
10 7 4 3 0 1 10-7-4-3 架設工 10 7 4 3 0 1 10-7-4-3 架設工 無
10 7 4 3 2 1 2.適用規定（2） 受注者は、支承工の施工については、「道路橋支承便覧 第5章

支承部の施工」（日本道路協会、平成16年4月）の規定による。
これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければならな

10 7 4 3 2 1 2.適用規定’(2) 受注者は，支承工の施工については，「道路橋支承便覧 第6章
支承部の施工」（日本道路協会，平成30年12月）の規定によ
る。これにより難い場合は，監督職員の承諾を得なければなら

有 諸基準の改定に伴う

10 8 0 0 0 1 第8章 鋼製シェッド 10 8 0 0 0 1 第8章 鋼製シェッド 無
10 8 1 0 0 1 第1節 適用 10 8 1 0 0 1 第1節 適用 無
10 8 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 8 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 8 2 0 0 4 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成24年3

月）
10 8 2 0 0 4 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（平成29年

11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 8 2 0 0 5 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）（平

成24年3月）
10 8 2 0 0 5 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）

（平成29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 8 2 0 0 6 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成24

年3月）
10 8 2 0 0 6 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（平成

29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 8 2 0 0 7 日本道路協会道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成24

年3月）
10 8 2 0 0 7 日本道路協会　道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（平成

29年11月）
有 軽微な修正(スペース)

発行年月の修正
10 8 2 0 0 8 日本道路協会鋼道路橋施工便覧（昭和60年2月） 10 8 2 0 0 8 日本道路協会　鋼道路橋施工便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正
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現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 8 2 0 0 9 日本道路協会鋼道路橋設計便覧（昭和55年9月） 10 8 2 0 0 9 日本道路協会 鋼道路橋設計便覧（昭和55年9月） 有 軽微な修正(スペース)
10 8 2 0 0 10 日本道路協会道路橋支承便覧（平成16年4月） 10 8 2 0 0 10 日本道路協会　道路橋支承便覧（平成30年12月） 有 発行年月の修正
10 8 2 0 0 11 日本道路協会鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 10 8 2 0 0 11 日本道路協会 鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 8 2 0 0 12 日本道路協会立体横断施設技術基準・同解説（昭和54年1月） 10 8 2 0 0 12 日本道路協会 立体横断施設技術基準・同解説（昭和54年1月） 有 軽微な修正(スペース)
10 8 2 0 0 13 日本道路協会鋼道路橋の細部構造に関する資料集（平成3年7

月）
10 8 2 0 0 13 日本道路協会 鋼道路橋の細部構造に関する資料集（平成3年7

月）
有 軽微な修正(スペース)

10 8 2 0 0 14 日本道路協会杭基礎施工便覧（平成19年1月） 10 8 2 0 0 14 日本道路協会　杭基礎施工便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

10 8 2 0 0 15 日本道路協会杭基礎設計便覧（平成19年1月） 10 8 2 0 0 15 日本道路協会　杭基礎設計便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

10 8 2 0 0 16 日本建設機械化協会除雪・防雪ハンドブック（防雪編）（平成
16年12月）

10 8 2 0 0 16 日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（防雪編）（平
成16年12月）

有 軽微な修正(スペース)

10 8 2 0 0 17 日本道路協会道路土工要綱（平成21年6月） 10 8 2 0 0 17 日本道路協会 道路土工要綱（平成21年6月） 有 軽微な修正(スペース)
10 8 2 0 0 18 日本道路協会道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 10 8 2 0 0 18 日本道路協会 道路土工－擁壁工指針（平成24年7月） 有 軽微な修正(スペース)
10 8 2 0 0 19 日本道路協会道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 10 8 2 0 0 19 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 8 2 0 0 20 日本道路協会道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 10 8 2 0 0 20 日本道路協会 道路土工－仮設構造物工指針（平成11年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 8 2 0 0 21 日本道路協会斜面上の深礎基礎設計施工便覧（平成24年4月） 10 8 2 0 0 21 日本道路協会 斜面上の深礎基礎設計施工便覧（平成24年4月） 有 軽微な修正(スペース)
10 8 2 0 0 22 日本道路協会落石対策便覧（平成12年6月） 10 8 2 0 0 22 日本道路協会 落石対策便覧（平成12年6月） 有 軽微な修正(スペース)
10 8 2 0 0 23 日本道路協会道路防雪便覧（平成2年5月） 10 8 2 0 0 23 日本道路協会 道路防雪便覧（平成2年5月） 有 軽微な修正(スペース)

10 8 2 0 0 24 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 8 2 0 0 25 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 8 5 0 0 1 第5節 鋼製シェッド下部工 10 8 5 0 0 1 第5節 鋼製シェッド下部工 無
10 8 5 6 0 1 10-8-5-6 受台工 10 8 5 6 0 1 10-8-5-6 受台工 無
10 8 5 6 5 1 5.支承部の箱抜きの

施工
受注者は、支承部の箱抜きの施工については、道路橋支承便覧
第5章支承部の施工の規定による。これ以外の施工方法による場
合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならな
い。

10 8 5 6 5 1 5.支承部の箱抜き
の施工

受注者は，支承部の箱抜きの施工については，「道路橋支承便
覧 第6章 支承部の施工」（日本道路協会，平成30年12月）の規
定による。これ以外の施工方法による場合は，設計図書に関し
て監督職員の承諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う
表記統一のため修正

10 9 0 0 0 1 第9章 地下横断歩道 10 9 0 0 0 1 第9章 地下横断歩道 無
10 9 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 9 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 9 2 0 0 4 日本道路協会立体横断施設技術基準・同解説（昭和54年1月） 10 9 2 0 0 4 日本道路協会 立体横断施設技術基準・同解説（昭和54年1月） 有 軽微な修正(スペース)
10 9 2 0 0 5 日本道路協会杭基礎設計便覧（平成19年1月） 10 9 2 0 0 5 日本道路協会　杭基礎設計便覧（令和2年9月） 有 発行年月の修正

10 9 2 0 0 6 日本道路協会道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 10 9 2 0 0 6 日本道路協会 道路土工－カルバート工指針（平成22年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 9 2 0 0 7 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針

（案）とその解説－（平成29年11月）
有 新規追加

10 9 2 0 0 8 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 9 5 0 0 1 第5節 現場打構築工 10 9 5 0 0 1 第5節 現場打構築工 無
10 9 5 6 0 1 10-9-5-6 防水工 10 9 5 6 0 1 10-9-5-6 防水工 無
10 9 5 6 1 1 1.施工 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等におい

て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。
10 9 5 6 1 1 1.施工 受注者は，防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい

て，防水材相互が密着するよう施工しなければならない。
有 表記修正

10 10 0 0 0 1 第10章 地下駐車場 10 10 0 0 0 1 第10章 地下駐車場 無
10 10 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 10 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 10 2 0 0 4 日本道路協会駐車場設計・施工指針（平成4年11月） 10 10 2 0 0 4 日本道路協会 駐車場設計・施工指針（平成4年11月） 有 軽微な修正(スペース)
10 10 2 0 0 5 駐車場整備推進機構大規模機械式駐車場設計・施工技術資料

（平成10年6月）
10 10 2 0 0 5 駐車場整備推進機構 大規模機械式駐車場設計・施工技術資料

（平成10年6月）
有 軽微な修正(スペース)

10 10 2 0 0 6 日本道路協会道路構造令の解説と運用（平成16年2月） 10 10 2 0 0 6 日本道路協会　道路構造令の解説と運用（令和3年3月） 有 発行年月の修正
10 10 2 0 0 7 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針

（案）とその解説－（平成29年11月）
有 新規追加

10 10 2 0 0 8 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 10 6 0 0 1 第6節 構築工 10 10 6 0 0 1 第6節 構築工 無
10 10 6 3 0 1 10-10-6-3 防水工 10 10 6 3 0 1 10-10-6-3 防水工 無
10 10 6 3 1 1 1.防水工の接合部 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等におい

て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。
10 10 6 3 1 1 1.防水工の接合部 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい

て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。
有 表記修正

10 11 0 0 0 1 第11章 共同溝 10 11 0 0 0 1 第11章 共同溝 無
10 11 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 11 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 11 2 0 0 4 日本道路協会共同溝設計指針（昭和61年3月） 10 11 2 0 0 4 日本道路協会 共同溝設計指針（昭和61年3月） 有 軽微な修正(スペース)
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10 11 2 0 0 5 道路保全技術センタープレキャストコンクリート共同溝設計・
施工要領（案）（平成6年3月）

有 項目削除

10 11 2 0 0 6 土木学会トンネル標準示方書シールド工法編・同解説（平成18
年7月）

10 11 2 0 0 5 土木学会　トンネル標準示方書シールド工法編・同解説（平成
28年8月）

有 発行年月の修正

10 11 2 0 0 6 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 11 2 0 0 7 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 11 6 0 0 1 第6節 現場打構築工 10 11 6 0 0 1 第6節 現場打構築工 無
10 11 6 5 0 1 10-11-6-5 防水工 10 11 6 5 0 1 10-11-6-5 防水工 無
10 11 6 5 1 1 1.防水材相互の密着 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等におい

て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。
10 11 6 5 1 1 1.防水材相互の密

着
受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい
て、防水材相互が密着するよう施工しなければならない。

有 表記修正

10 12 0 0 0 1 第12章 電線共同溝 10 12 0 0 0 1 第12章 電線共同溝 無
10 12 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 12 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 12 2 0 0 4 道路保全技術センター電線共同溝（平成7年11月） 有 項目削除

10 12 2 0 0 4 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 12 2 0 0 5 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 12 5 0 0 1 第5節 電線共同溝工 10 12 5 0 0 1 第5節 電線共同溝工 無
10 12 5 2 0 1 10-12-5-2 管路工（管路部） 10 12 5 2 0 1 10-12-5-2 管路工（管路部） 無
10 12 5 2 2 1 2.単管を用いる場合

の施工
受注者は、単管を用いる場合には、スペーサー等を用いて敷設
間隔が均一となるよう施工しなければならない。

10 12 5 2 2 1 2.単管を用いる場
合の施工

受注者は、単管を用いる場合には、スペーサ等を用いて敷設間
隔が均一となるよう施工しなければならない。

有 表記統一(コンクリート標準示方書)

10 12 5 4 0 1 10-12-5-4 現場打ボックス工（特殊部） 10 12 5 4 0 1 10-12-5-4 現場打ボックス工（特殊部） 無
10 12 5 4 0 2 現場打ボックス工（特殊部）の施工については、第10編10-11-

6-2現場打躯体工の1項及び2項の規定による。
10 12 5 4 0 2 現場打ボックス工（特殊部）の施工については、第10編10-11-

6-2現場打躯体工の規定による。
有 表記修正

10 13 0 0 0 1 第13章 情報ボックス工 10 13 0 0 0 1 第13章 情報ボックス工 無
10 13 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 13 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 13 2 0 0 4 道路保全技術センター電線共同溝（平成7年11月） 有 項目削除

10 13 2 0 0 4 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 13 2 0 0 5 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 14 0 0 0 1 第14章 道路維持 10 14 0 0 0 1 第14章 道路維持 無
10 14 1 0 0 1 第1節 適用 10 14 1 0 0 1 第1節 適用 無
10 14 1 0 5 1 5.臨機の措置 受注者は、工事区間内での事故防止のため、やむを得ず臨機の

措置を行う必要がある場合は、第1編総則1-1-1-41臨機の措置の
規定に基づき処置しなければならない。

10 14 1 0 5 1 5.臨機の措置 受注者は、工事区間内での事故防止のため、やむを得ず臨機の
措置を行う必要がある場合は、第1編総則1-1-1-42臨機の措置の
規定に基づき処置しなければならない。

有 表記統一

10 14 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 14 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 14 2 0 0 4 日本道路協会道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 10 14 2 0 0 4 日本道路協会 道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 有 軽微な修正(スペース)
10 14 2 0 0 5 日本道路協会舗装再生便覧（平成22年11月） 10 14 2 0 0 5 日本道路協会 舗装再生便覧（平成22年11月） 有 軽微な修正(スペース)
10 14 2 0 0 6 日本道路協会舗装調査・試験法便覧（平成19年6月） 10 14 2 0 0 6 日本道路協会　舗装調査・試験法便覧（平成31年3月） 有 発行年月の修正
10 14 2 0 0 7 日本道路協会道路橋補修便覧（昭和54年2月） 10 14 2 0 0 7 日本道路協会 道路橋補修便覧（昭和54年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 14 2 0 0 8 日本道路協会道路トンネル維持管理便覧（平成5年11月） 10 14 2 0 0 8 日本道路協会　道路トンネル維持管理便覧（本体工編）（令和2

年8月）
有 発行年月の修正

10 14 2 0 0 9 日本道路協会　道路トンネル維持管理便覧（付属施設編）（平
成28年11月）

有 新規追加

10 14 2 0 0 10 日本道路協会道路緑化技術基準・同解説（昭和63年12月） 10 14 2 0 0 10 日本道路協会　道路緑化技術基準・同解説（平成28年3月） 有 発行年月の修正
10 14 2 0 0 11 日本道路協会舗装施工便覧（平成18年2月） 10 14 2 0 0 11 日本道路協会 舗装施工便覧（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 14 2 0 0 12 日本道路協会舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13年9

月）
10 14 2 0 0 12 日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13

年9月）
有 軽微な修正(スペース)

10 14 2 0 0 13 日本道路協会舗装設計施工指針（平成18年2月） 10 14 2 0 0 13 日本道路協会 舗装設計施工指針（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 14 2 0 0 14 日本道路協会舗装設計便覧（平成18年2月） 10 14 2 0 0 14 日本道路協会 舗装設計便覧（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 14 2 0 0 14 国土技術センター　景観に配慮した防護柵の整備ガイドライン

（平成16年5月）
有 項目削除

10 14 2 0 0 15 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 14 2 0 0 16 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 14 3 0 0 1 第3節 巡視・巡回工 10 14 3 0 0 1 第3節 巡視・巡回工 無
10 14 3 2 0 1 10-14-3-2 道路巡回工 10 14 3 2 0 1 10-14-3-2 道路巡回工 無
10 14 3 2 3 1 3.交通異常の場合の

処置
受注者は、通常巡回中に道路交通に異常が生じている場合また
は異常が生ずる恐れがある場合は、直ちに監督職員へ連絡し、
その処置について指示を受けなければならない。

10 14 3 2 3 1 3.交通異常の場合
の処置

受注者は、通常巡回中に道路交通に異常が生じている場合また
は異常が生ずるおそれがある場合は、直ちに監督職員へ連絡
し、その処置について指示を受けなければならない。

有 誤記修正

10 14 4 0 0 1 第4節 舗装工 10 14 4 0 0 1 第4節 舗装工 無
10 14 4 7 0 1 10-14-4-7 路上再生工 10 14 4 7 0 1 10-14-4-7 路上再生工 無
10 14 4 7 1 1 1.路上路盤再生工 路上路盤再生工については、以下の規定による。 10 14 4 7 1 1 1.路上路盤再生工 路上路盤再生工については，以下の規定による。 無
10 14 4 7 1 6 （2） 添加材料の使用量 10 14 4 7 1 6 (2) 添加材料の使用量 無
10 14 4 7 1 8 ② 受注者は、施工に先立って「舗装調査・試験法便覧」（日本道

路協会、平成19年6月）の「5-3再生路盤材料に関する試験」に
示される試験法により一軸圧縮試験を行い、使用するセメント
量について監督職員の承諾を得なければならない。ただし、こ
れまでの実績がある場合で、設計図書に示すセメント量の混合
物が基準を満足し、施工前に使用するセメント量について監督
職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略することができ

10 14 4 7 1 8 ② 受注者は、施工に先立って「舗装調査・試験法便覧 5-3再生路
盤材料に関する試験」（日本道路協会、平成31年3月）に示され
る試験法により一軸圧縮試験を行い、使用するセメント量につ
いて監督職員の承諾を得なければならない。ただし、これまで
の実績がある場合で、設計図書に示すセメント量の混合物が基
準を満足し、施工前に使用するセメント量について監督職員が
承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略することができるもの

有 諸基準の改定に伴う

10 14 4 7 1 11 （3） 最大乾燥密度 10 14 4 7 1 11 (3) 最大乾燥密度 無
10 14 4 7 1 12 受注者は、施工開始日に採取した破砕混合直後の試料を用い、

「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成19年6月）に示
される「G021砂置換法による路床の密度の測定方法」により路
上再生安定処理材料の最大乾燥密度を求め、監督職員の承諾を
得なければならない。

10 14 4 7 1 12 受注者は、施工開始日に採取した破砕混合直後の試料を用い、
「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成31年3月）に示
される「G021砂置換法による路床の密度の測定方法」により路
上再生安定処理材料の最大乾燥密度を求め、監督職員の承諾を
得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 14 4 7 2 1 2.路上表層再生工 路上表層再生工については、以下の規定による。 10 14 4 7 2 1 2.路上表層再生工 路上表層再生工については，以下の規定による。 無
10 14 4 7 2 8 （2） 室内配合 10 14 4 7 2 8 (2) 室内配合 無
10 14 4 7 2 9 ① 受注者は、リミックス方式の場合、設計図書に示す配合比率で

再生表層混合物を作製しマーシャル安定度試験を行い、その品
質が第3編3-2-6-3アスファルト舗装の材料、表3-2-24マーシャ
ル安定度試験基準値を満たしていることを確認し、施工前に設
計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。ただ
し、これまでの実績がある場合で、設計図書に示す配合比率の
再生表層混合物が基準を満足し、施工前に監督職員が承諾した
場合は、マーシャル安定度試験を省略することができるものと

10 14 4 7 2 9 ① 受注者は、リミックス方式の場合、設計図書に示す配合比率で
再生表層混合物を作製しマーシャル安定度試験を行い、その品
質が第3編3-2-6-3アスファルト舗装の材料、表3-2-23マーシャ
ル安定度試験基準値を満たしていることを確認し、施工前に設
計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。ただ
し、これまでの実績がある場合で、設計図書に示す配合比率の
再生表層混合物が基準を満足し、施工前に監督職員が承諾した
場合は、マーシャル安定度試験を省略することができるものと

有 表番号の修正

10 14 4 7 2 11 （3） 現場配合 10 14 4 7 2 11 (3) 現場配合 無
10 14 4 7 2 12 受注者は、リペーブ方式による新設アスファルト混合物を除

き、再生表層混合物の最初の1日の舗設状況を観察する一方、そ
の混合物についてマーシャル安定度試験を行い、第3編3-2-6-3
アスファルト舗装の材料、表3-2-24マーシャル安定度試験基準
値に示す基準値と照合しなければならない。もし基準値を満足
しない場合には、骨材粒度またはアスファルト量の修正を行
い、設計図書に関して監督職員の承諾を得て最終的な配合（現
場配合）を決定しなければならない。リペーブ方式における新
規アスファルト混合物の現場配合は、第3編3-2-6-3アスファル
ト舗装の材料の該当する項により決定しなければならない。

10 14 4 7 2 12 受注者は、リペーブ方式による新設アスファルト混合物を除
き、再生表層混合物の最初の1日の舗設状況を観察する一方、そ
の混合物についてマーシャル安定度試験を行い、第3編3-2-6-3
アスファルト舗装の材料、表3-2-23マーシャル安定度試験基準
値に示す基準値と照合しなければならない。もし基準値を満足
しない場合には、骨材粒度またはアスファルト量の修正を行
い、設計図書に関して監督職員の承諾を得て最終的な配合（現
場配合）を決定しなければならない。リペーブ方式における新
規アスファルト混合物の現場配合は、第3編3-2-6-3アスファル
ト舗装の材料の該当する項により決定しなければならない。

有 表番号の修正

10 14 4 7 2 13 （4） 基準密度 10 14 4 7 2 13 (4) 基準密度 無
10 14 4 7 2 14 受注者は、「路上表層再生工法技術指針（案）の7-3-2品質管

理」（日本道路協会、昭和62年1月）に示される方法に従い、ア
スファルト混合物の基準密度を求め、施工前に基準密度につい
て監督職員の承諾を得なければならない

10 14 4 7 2 14 受注者は、「路上表層再生工法技術指針（案）7-3-2品質管理」
（日本道路協会、昭和62年1月）に示される方法に従い、アス
ファルト混合物の基準密度を求め、施工前に基準密度について
監督職員の承諾を得なければならない

有 誤記修正

10 14 7 0 0 1 第7節 標識工 10 14 7 0 0 1 第7節 標識工 無
10 14 7 2 0 1 10-14-7-2 材料 10 14 7 2 0 1 10-14-7-2 材料 無
10 14 7 2 4 1 4.標識板 受注者は、標識板には設計図書に示す位置にリブを標識板の表

面にヒズミの出ないようスポット溶接をしなければならない。
10 14 7 2 4 1 4.標示板 受注者は、標示板には設計図書に示す位置に補強材を標示板の

表面にヒズミの出ないようスポット溶接をしなければならな
い。アルミニウム合金材の溶接作業は（一社）軽金属溶接協会
規格LWSP7903-1979「スポット溶接作業標準（アルミニウム及び
アルミニウム合金）」（（一社）日本溶接協会規格WES7302と同
一規格）を参考に行うことが望ましい。

有 諸基準の改定に伴う
表記修正

10 14 7 2 5 1 5.標識板の下地処理 受注者は、標識板の下地処理にあったては脱脂処理を行い、必
ず洗浄を行わなければならない。

10 14 7 2 5 1 5.標示板の下地処
理

受注者は、標示板の下地処理にあたっては脱脂処理を行い、必
ず洗浄を行わなければならない。

有 誤記修正
表記修正
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 14 7 2 6 1 6.標識板の文字・記
号等

受注者は、標識板の文字・記号等を「道路標識、区画線及び道
路標示に関する命令」（標識令）及び道路標識設置基準・同解
説による色彩と寸法で、標示する。これにより難い場合は、監
督職員の承諾を得なければならない。

10 14 7 2 6 1 6.標示板の文字・
記号等

受注者は、標示板の文字・記号等を「道路標識、区画線及び道
路標示に関する命令」（標識令）及び「道路標識設置基準・同
解説」（日本道路協会　令和2年6月）による色彩と寸法で、標
示する。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければ
ならない。

有 諸基準の改定に伴う
表記修正

10 14 14 0 0 1 第14節 橋梁床版工 10 14 14 0 0 1 第14節 橋梁床版工 無
10 14 14 3 0 1 10-14-14-3 床版補強工（鋼板接着工法） 10 14 14 3 0 1 10-14-14-3 床版補強工（鋼板接着工法） 無
10 14 14 3 5 1 5.油脂等の除去 受注者は、鋼板及びコンクリートの接合面の油脂及びゴミをア

セトン等により除去しなければならない。
10 14 14 3 5 1 5.油脂等の除去 受注者は、鋼板及びコンクリートの接合面の油脂及びごみをア

セトン等により除去しなければならない。
有 表記統一

10 14 14 4 0 1 10-14-14-4 床版補強工（増桁架設工法） 10 14 14 4 0 1 10-14-14-4 床版補強工（増桁架設工法） 無
10 14 14 4 6 1 6.スペーサの打込み 受注者は、床版の振動を樹脂剤の硬化時に与えないためスペー

サーを50cm程度の間隔で千鳥に打込まなければならない。
10 14 14 4 6 1 6.スペーサの打込

み
受注者は、床版の振動を樹脂剤の硬化時に与えないためスペー
サを50cm程度の間隔で千鳥に打込まなければならない。

有 表記統一(コンクリート標準示方書)

10 14 14 4 8 1 8.注入パイプの撤去 受注者は、注入材料が硬化後、注入パイプを撤去しグライン
ダー等で表面仕上げをしなければならない。

10 14 14 4 8 1 8.注入パイプの撤
去

受注者は、注入材料が硬化後、注入パイプを撤去しグラインダ
等で表面仕上げをしなければならない。

有 諸基準の改定に伴う

10 14 17 0 0 1 第17節 現場塗装工 10 14 17 0 0 1 第17節 現場塗装工 無
10 14 17 3 0 1 10-14-17-3 橋梁塗装工 10 14 17 3 0 1 10-14-17-3 橋梁塗装工 無
10 14 17 3 1 1 2.塩分の付着水洗い 受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸

送を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部
材に塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行
いNaClが50mg/m2以上の時は水洗いする。

10 14 17 3 1 1 1.塩分の付着水洗
い

受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸
送を行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部
材に塩分の付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行
いNaClが50mg/㎡以上の時は水洗いする。

有 表記統一
記載順変更

10 14 17 3 2 1 1.さび落とし清掃 受注者は、被塗物の表面を塗装に先立ち、さび落とし清掃を行
うものとし、素地調整は設計図書に示す素地調整種別に応じ
て、以下の仕様を適用しなければならない。

10 14 17 3 2 1 2.さび落とし清掃 受注者は，被塗物の表面を塗装に先立ち，さび落とし清掃を行
うものとし，素地調整は設計図書に示す素地調整種別に応じ
て，以下の仕様を適用しなければならない。

有 記載順変更

10 14 17 3 2 2 表10-14-2　素地調整程度と作業内容 10 14 17 3 2 2 表10-14-2　素地調整程度と作業内容 有 記載順変更
10 14 18 0 0 1 第18節 トンネル工 10 14 18 0 0 1 第18節 トンネル工 無
10 14 18 3 0 1 10-14-18-3 裏込注入工 10 14 18 3 0 1 10-14-18-3 裏込注入工 無
10 14 18 3 2 1 2.裏込め注入の施工 受注者は、裏込め注入の施工にあたって、縦断方向の施工順序

としては埋設注入管のうち標高の低い側より、遂次高い方へ片
押しで作業しなければならない。また、トンネル横断面内の施
工順序としては、下部から上部へ作業を進めるものとする。

10 14 18 3 2 1 2.裏込め注入の施
工

受注者は、裏込め注入の施工にあたって、縦断方向の施工順序
としては埋設注入管のうち標高の低い側より、遂次高い方へ片
押しで作業しなければならない。ただし、覆工コンクリートの
巻厚が薄く、注入材の偏りによって覆工コンクリートが変形
し、新たなひび割れが発生するおそれのある場合には、左右交
互にバランスのとれた注入順序とする。また、トンネル横断面
内の施工順序としては、下部から上部へ作業を進めるものとす

有 諸基準の改定に伴う

10 14 18 3 2 2 なお、下方の注入管より注入するに際して、上部の注入孔の栓
をあけて空気を排出するものとする。

10 14 18 3 2 2 なお，下方の注入管より注入するに際して，上部の注入孔の栓
をあけて空気を排出するものとする。

無

10 14 19 0 0 1 第19節 道路付属物復旧工 10 14 19 0 0 1 第19節 道路付属物復旧工 無
10 14 19 3 0 1 10-14-19-3 付属物復旧工 10 14 19 3 0 1 10-14-19-3 付属物復旧工 無
10 14 19 3 5 1 5.標識板復旧の施工 受注者は、標識板復旧の施工については、付近の構造物、道路

交通に特に注意し、支障にならないようにしなければならな
10 14 19 3 5 1 5.標示板復旧の施

工
受注者は、標示板復旧の施工については、付近の構造物、道路
交通に特に注意し、支障にならないようにしなければならな

有 表記修正

10 15 0 0 0 1 第15章 雪寒 10 15 0 0 0 1 第15章 雪寒 無
10 15 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 15 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 15 2 0 0 4 日本建設機械化協会除雪・防雪ハンドブック（除雪編）（平成

16年12月）
10 15 2 0 0 4 日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（除雪編）（平

成16年12月）
有 軽微な修正(スペース)

10 15 2 0 0 5 日本道路協会道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 10 15 2 0 0 5 日本道路協会 道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 有 軽微な修正(スペース)
10 15 2 0 0 6 日本建設機械化協会除雪・防雪ハンドブック（防雪編）（平成

16年12月）
10 15 2 0 0 6 日本建設機械化協会 除雪・防雪ハンドブック（防雪編）（平

成16年12月）
有 軽微な修正(スペース)

10 15 2 0 0 7 日本道路協会道路防雪便覧（平成2年5月） 10 15 2 0 0 7 日本道路協会 道路防雪便覧（平成2年5月） 有 軽微な修正(スペース)
10 15 2 0 0 8 日本道路協会舗装設計施工指針（平成18年2月） 10 15 2 0 0 8 日本道路協会 舗装設計施工指針（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 15 2 0 0 9 日本道路協会舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13年9

月）
10 15 2 0 0 9 日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13

年9月）
有 軽微な修正(スペース)

10 15 2 0 0 10 日本道路協会舗装施工便覧（平成18年2月） 10 15 2 0 0 10 日本道路協会 舗装施工便覧（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 15 2 0 0 11 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針

（案）とその解説－（平成29年11月）
有 新規追加

10 15 2 0 0 12 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 15 3 6 0 1 10-15-3-6 歩道除雪工 10 15 3 6 0 1 10-15-3-6 歩道除雪工 無
10 15 3 6 2 1 2.適用規定 受注者は、クローラ・ハンドガイド型除雪機により施工を行う

場合は、「歩道除雪機安全対策指針（案）」を参考とする。
10 15 3 6 2 1 2.適用規定 受注者は、クローラ・ハンドガイド型除雪機により施工を行う

場合は、「歩道除雪機安全対策指針（案）」（建設省、昭和63
年10月）を参考とする。

有 誤記修正

10 15 3 8 0 1 10-15-3-8 雪道巡回工 10 15 3 8 0 1 10-15-3-8 雪道巡回工 無
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

10 15 3 8 3 1 3.異常時の処置 受注者は、雪道通常巡回中に道路交通に異常が生じている場合
または異常が生ずる恐れがある場合は、直ちに監督職員へ連絡
し、その処置について指示を受けなければならない。

10 15 3 8 3 1 3.異常時の処置 受注者は、雪道通常巡回中に道路交通に異常が生じている場合
または異常が生ずるおそれがある場合は、直ちに監督職員へ連
絡し、その処置について指示を受けなければならない。

有 表記修正

10 16 0 0 0 1 第16章 道路修繕 10 16 0 0 0 1 第16章 道路修繕 無
10 16 1 0 0 1 第1節 適用 10 16 1 0 0 1 第1節 適用 無
10 16 1 0 5 1 5.臨機の措置 受注者は、工事区間内での事故防止のため、やむを得ず臨機の

措置を行う必要がある場合は、第1編総則1-1-1-41臨機の措置の
規定に基づき処置しなければならない。

10 16 1 0 5 1 5.臨機の措置 受注者は、工事区間内での事故防止のため、やむを得ず臨機の
措置を行う必要がある場合は、第1編総則1-1-1-42臨機の措置の
規定に基づき処置しなければならない。

有 表記統一

10 16 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 10 16 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無
10 16 2 0 0 4 日本道路協会道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 10 16 2 0 0 4 日本道路協会 道路維持修繕要綱（昭和53年7月） 有 軽微な修正(スペース)
10 16 2 0 0 5 日本道路協会鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 10 16 2 0 0 5 日本道路協会 鋼道路橋防食便覧（平成26年3月） 有 軽微な修正(スペース)
10 16 2 0 0 6 日本道路協会舗装調査・試験法便覧（平成19年6月） 10 16 2 0 0 6 日本道路協会　舗装調査・試験法便覧（平成31年3月） 有 発行年月の修正
10 16 2 0 0 7 日本道路協会舗装再生便覧（平成22年11月） 10 16 2 0 0 7 日本道路協会 舗装再生便覧（平成22年11月） 有 軽微な修正(スペース)
10 16 2 0 0 8 日本道路協会道路橋補修便覧（昭和54年2月） 10 16 2 0 0 8 日本道路協会 道路橋補修便覧（昭和54年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 16 2 0 0 9 日本道路協会舗装施工便覧（平成18年2月） 10 16 2 0 0 9 日本道路協会 舗装施工便覧（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 16 2 0 0 10 日本道路協会舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13年9

月）
10 16 2 0 0 10 日本道路協会 舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13

年9月）
有 軽微な修正(スペース)

10 16 2 0 0 11 日本道路協会舗装設計施工指針（平成18年2月） 10 16 2 0 0 11 日本道路協会 舗装設計施工指針（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)
10 16 2 0 0 12 日本道路協会舗装設計便覧（平成18年2月） 10 16 2 0 0 12 日本道路協会 舗装設計便覧（平成18年2月） 有 軽微な修正(スペース)

10 16 2 0 0 13 日本みち研究所　補訂版道路のデザイン－道路デザイン指針
（案）とその解説－（平成29年11月）

有 新規追加

10 16 2 0 0 14 日本みち研究所　景観に配慮した道路附属物等ガイドライン
（平成29年11月）

有 新規追加

10 16 3 0 0 1 第3節 工場製作工 10 16 3 0 0 1 第3節 工場製作工 無
10 16 3 1 0 1 10-16-3-1 一般事項 10 16 3 1 0 1 10-16-3-1 一般事項 無
10 16 3 1 1 1 1.適用工種 本節は、工場製作工として床版補強材製作工、桁補強材製作

工、落橋防止装置製作工、RC橋脚巻立て鋼板製作工その他これ
らに類する工種について定める。なお，設計図書に示されてい
る場合または設計図書に関して監督職員の承諾を得た場合は，
上記項目の全部または一部を省略することができるものとす

10 16 3 1 1 1 1.適用工種 本節は，工場製作工として床版補強材製作工，桁補強材製作
工，落橋防止装置製作工，RC橋脚巻立て鋼板製作工その他これ
らに類する工種について定める。

有 誤記修正

10 16 3 6 0 1 10-16-3-6 RC橋脚巻立て鋼板製作工 10 16 3 6 0 1 10-16-3-6 RC橋脚巻立て鋼板製作工 無
10 16 3 6 3 1 3.型鋼製作 10 16 3 6 3 1 3.形鋼製作 有 表記修正
10 16 3 6 3 3 （2） 型鋼の加工は、工場で行うものとする。 10 16 3 6 3 3 (2) 形鋼の加工は、工場で行うものとする。 有 表記修正
10 16 9 0 0 1 第9節 標識工 10 16 9 0 0 1 第9節 標識工 無
10 16 9 2 0 1 10-16-9-2 材料 10 16 9 2 0 1 10-16-9-2 材料 無
10 16 9 2 4 1 4.リブの取付 受注者は、標示板には設計図書に示す位置にリブを標識板の表

面にヒズミの出ないようスポット溶接をしなければならない。
10 16 9 2 4 1 4.リブの取付 受注者は、標示板には設計図書に示す位置にリブを標示板の表

面にヒズミの出ないようスポット溶接をしなければならない。
有 表記修正

10 16 9 2 5 1 5.脱脂処理 受注者は、標識板の下地処理にあたっては脱脂処理を行い、必
ず洗浄を行わなければならない。

10 16 9 2 5 1 5.脱脂処理 受注者は、標示板の下地処理にあたっては脱脂処理を行い、必
ず洗浄を行わなければならない。

有 表記修正

10 16 9 2 6 1 6.標識板の文字・記
号等

受注者は、標識板の文字・記号等を「道路標識、区画線及び道
路標示に関する命令」（標識令）及び「道路標識設置基準・同
解説」（日本道路協会、昭和62年1月）による色彩と寸法で、標
示しなければならない。これにより難い場合は、監督職員の承
諾を得なければならない。

10 16 9 2 6 1 6.標示板の文字・
記号等

受注者は、標示板の文字・記号等を「道路標識、区画線及び道
路標示に関する命令」（標識令）及び「道路標識設置基準・同
解説」（日本道路協会　令和2年6月）による色彩と寸法で、標
示しなければならない。これにより難い場合は、監督職員の承
諾を得なければならない。

有 諸基準の改定に伴う
表記修正

10 16 22 0 0 1 第22節 橋梁付属物工 10 16 22 0 0 1 第22節 橋梁付属物工 無
10 16 22 4 0 1 10-16-22-4 落橋防止装置工 10 16 22 4 0 1 10-16-22-4 落橋防止装置工 無
10 16 22 4 1 1 1.配筋状況の確認 受注者は、設計時に鉄筋探査器等により配筋状況が確認されて

いない場合は、工事着手前に鉄筋探査器等により既設上下部構
造の落橋防止装置取付部周辺の配筋状況の確認を実施しなけれ
ばならない。

10 16 22 4 1 1 1.配筋状況の確認 受注者は、設計時に鉄筋探査器等により配筋状況が確認されて
いない場合は、工事着手前に鉄筋探査器等により既設上下部構
造の落橋防止装置取付部周辺の配筋状況の確認を実施し報告し
なければならない。

有 表記統一

10 16 24 0 0 1 第24節 橋脚巻立て工 10 16 24 0 0 1 第24節 橋脚巻立て工 無
10 16 24 4 0 1 10-16-24-4 RC橋脚鋼板巻立て工 10 16 24 4 0 1 10-16-24-4 RC橋脚鋼板巻立て工 無
10 16 24 4 27 1 28.騒音と粉じん 受注者は、施工中、特にコンクリートへのアンカー孔の穿孔と

橋脚面の下地処理のために発生する騒音と粉じんについては、
第1編1-1-1-30環境対策の規定によらなければならない。

10 16 24 4 27 1 27.騒音と粉じん 受注者は、施工中、特にコンクリートへのアンカー孔の穿孔と
橋脚面の下地処理のために発生する騒音と粉じんについては、
第1編1-1-1-31環境対策の規定によらなければならない。

有 表記統一

10 16 24 4 27 2 なお、環境対策のために工法の変更等が必要な場合は、設計図
書に関して監督職員と協議しなければならない。

10 16 24 4 27 2 なお，環境対策のために工法の変更等が必要な場合は，設計図
書に関して監督職員と協議しなければならない。

無

10 16 24 5 0 1 10-16-24-5 橋脚コンクリート巻立て工 10 16 24 5 0 1 10-16-24-5 橋脚コンクリート巻立て工 無
10 16 24 5 6 1 6.騒音と粉じん対策 施工中、特にコンクリートへの削孔と橋脚面の下地処理のため

に発生する騒音と粉じんについては、第1編1-1-1-30環境対策の
規定による。

10 16 24 5 6 1 6.騒音と粉じん対
策

施工中、特にコンクリートへの削孔と橋脚面の下地処理のため
に発生する騒音と粉じんについては、第1編1-1-1-31環境対策の
規定による。

有 表記統一
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編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 0 0 0 0 0 第11編 その他 11 0 0 0 0 0 第11編 その他 無 【県独自】
11 1 0 0 0 1 第1章 下水道 11 1 0 0 0 1 第1章 下水道 無 【県独自】
11 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 11 1 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無 【県独自】
11 1 2 0 0 2 請負者は，設計図書において特に定めのない事項については，

下記の基準類によらなければならない。
11 1 2 0 0 2 受注者は，設計図書において特に定めのない事項については，

下記の基準類によらなければならない。
有 表記統一【県独自】

11 1 2 0 0 4 （社）日本下水道協会　下水道施設計画・設計指針及び解説
（平成13年）

11 1 2 0 0 4 （社）日本下水道協会　下水道施設計画・設計指針と解説（令
和元年9月）

有 発行年月の修正
【県独自】

11 1 2 0 0 5 （社）日本下水道協会　下水道維持管理指針（平成3年） 11 1 2 0 0 5 （社）日本下水道協会　下水道維持管理指針（平成26年9月） 有 発行年月の修正
【県独自】

11 1 2 0 0 6 （社）日本下水道協会　下水道推進工法の指針と解説（平成12
年）

11 1 2 0 0 6 （社）日本下水道協会　下水道推進工法の指針と解説（平成22
年10月）

有 発行年月の修正
【県独自】

11 1 2 0 0 7 （社）日本下水道協会　下水道排水設備指針と解説（平成8年） 11 1 2 0 0 7 （社）日本下水道協会　下水道排水設備指針と解説（平成26年
12月）

有 発行年月の修正
【県独自】

11 1 2 0 0 8 （社）日本下水道協会　下水道工事施工管理指針と解説（平成
元年）

11 1 2 0 0 8 （社）日本下水道協会　下水道工事施工管理指針と解説（平成
元年）

有 【県独自】

11 1 3 0 0 1 第3節 事前調査 11 1 3 0 0 1 第3節 事前調査 無 【県独自】
11 1 3 1 0 1 11-1-3-1 地下埋設物の支障物件 11 1 3 1 0 1 11-1-3-1 地下埋設物の支障物件 無 【県独自】
11 1 3 1 1 1 1. 請負者は，工事着手前に地下埋設物等の支障物件について調査

し，その結果を書面により監督職員に報告しなければならな
11 1 3 1 1 1 1. 受注者は，工事着手前に地下埋設物等の支障物件について調査

し，その結果を書面により監督職員に報告しなければならな
有 表記統一【県独自】

11 1 3 1 2 1 2. 請負者は，試掘の結果，地下埋設物が本工事の支障となり移設
が必要となった場合は，監督職員と協議しなければならない。

11 1 3 1 2 1 2. 受注者は，試掘の結果，地下埋設物が本工事の支障となり移設
が必要となった場合は，監督職員と協議しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 4 0 0 1 第4節 管布設工 11 1 4 0 0 1 第4節 管布設工 無 【県独自】
11 1 4 1 0 1 11-1-4-1 一般事項 11 1 4 1 0 1 11-1-4-1 一般事項 無 【県独自】
11 1 4 1 0 2 請負者は，第8編1-10-4管渠工によるほか，あらかじめ定められ

た施工計画書に基づき，保安施設，土留，排水，覆工，その他
必要な仮設の準備を終えた後で掘削に着手しなければならな

11 1 4 1 0 2 受注者は，第7編1-12-5管渠工によるほか，あらかじめ定められ
た施工計画書に基づき，保安施設，土留，排水，覆工，その他
必要な仮設の準備を終えた後で掘削に着手しなければならな

有 表記修正
【県独自】

11 1 4 2 0 1 11-1-4-2 接合 11 1 4 2 0 1 11-1-4-2 接合 無 【県独自】
11 1 4 2 1 1 1. 請負者は，陶管及び鉄筋コンクリート管を接合する場合は，接

合部の泥土等を除去清掃し，できる限り密着させて，これに十
分モルタルを充填し，モルタルが内面に突き出さないように施
工しなければならない。

11 1 4 2 1 1 1. 受注者は，陶管及び鉄筋コンクリート管を接合する場合は，接
合部の泥土等を除去清掃し，できる限り密着させて，これに十
分モルタルを充填し，モルタルが内面に突き出さないように施
工しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 4 2 2 1 2. 請負者は，カラーの陸継ぎを行う場合は，カラー幅の半分まで
管の一端にとりつくようにサポートを締め付け，管とカラーを
同心円の位置に保ったまま，その間隙の両面を清水で十分清掃
吸収させ，鋼製ランマーでモルタルを反復コーキングして確実
に接合し，48時間以上，十分養生しなければならない。

11 1 4 2 2 1 2. 受注者は，カラーの陸継ぎを行う場合は，カラー幅の半分まで
管の一端にとりつくようにサポートを締め付け，管とカラーを
同心円の位置に保ったまま，その間隙の両面を清水で十分清掃
吸収させ，鋼製ランマーでモルタルを反復コーキングして確実
に接合し，48時間以上，十分養生しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 4 2 3 1 3. 請負者は，ゴムリング接合による鉄筋コンクリート管の接合に
あたっては，継ぎ手部分を清掃し，差口に正しくゴムリングを
充填し，受口内面及びゴムリングに石けん液類を塗布し，密着
させなければならない。

11 1 4 2 3 1 3. 受注者は，ゴムリング接合による鉄筋コンクリート管の接合に
あたっては，継ぎ手部分を清掃し，差口に正しくゴムリングを
充填し，受口内面及びゴムリングに石けん液類を塗布し，密着
させなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 4 3 0 1 11-1-4-3 鉄筋コンクリート管 11 1 4 3 0 1 11-1-4-3 鉄筋コンクリート管 無 【県独自】
11 1 4 3 1 1 1. 請負者は，カラー継手，ソケット継手及び段付いんろう継手の

鉄筋コンクリート管の布設にあたっては，所定の基礎地形を施
した後，上流の方向にカラー，ソケット又は段付いんろう継手
の受口を向け，他の管端を既設管に密着させ，中心線勾配を正
確に保ち胴締めを施し，かつ，湧水，不陸，偏心等のないよう
に施工しなければならない。

11 1 4 3 1 1 1. 受注者は，カラー継手，ソケット継手及び段付いんろう継手の
鉄筋コンクリート管の布設にあたっては，所定の基礎地形を施
した後，上流の方向にカラー，ソケット又は段付いんろう継手
の受口を向け，他の管端を既設管に密着させ，中心線勾配を正
確に保ち胴締めを施し，かつ，湧水，不陸，偏心等のないよう
に施工しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 4 3 2 1 2. 請負者は陶製ソケットを取り付ける場合には，鉄筋コンクリー
ト管を丁寧に穿孔し陶製ソケットを取り付け，モルタルで接合
部の内外面とも仕上げなければならない。

11 1 4 3 2 1 2. 受注者は陶製ソケットを取り付ける場合には，鉄筋コンクリー
ト管を丁寧に穿孔し陶製ソケットを取り付け，モルタルで接合
部の内外面とも仕上げなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 4 4 0 1 11-1-4-4 人孔，ます等の基礎 11 1 4 4 0 1 11-1-4-4 人孔，ます等の基礎 無 【県独自】
11 1 4 4 1 1 1. 請負者は，人孔，ます等に使用する縁石類の据え付け接合を行

う場合は，モルタルを敷きならし，動揺しないように据え付
け，目地仕上げをしなければならない。

11 1 4 4 1 1 1. 受注者は，人孔，ます等に使用する縁石類の据え付け接合を行
う場合は，モルタルを敷きならし，動揺しないように据え付
け，目地仕上げをしなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 4 4 3 1 3. 請負者は，人孔と管との取り付け部は，取り合わせよく接合し
なければならない。

11 1 4 4 3 1 3. 受注者は，人孔と管との取り付け部は，取り合わせよく接合し
なければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 5 0 0 1 第5節 推進工 11 1 5 0 0 1 第5節 推進工 無 【県独自】
11 1 5 1 0 1 11-1-5-1 一般事項 11 1 5 1 0 1 11-1-5-1 一般事項 無 【県独自】
11 1 5 1 1 1 1. 請負者は，管の押し込みに先立ち，十分な排水設備及び押し込

みに十分耐える堅固な支圧壁及び山留めを施さなければならな
11 1 5 1 1 1 1. 受注者は，管の押し込みに先立ち，十分な排水設備及び押し込

みに十分耐える堅固な支圧壁及び山留めを施さなければならな
有 表記統一【県独自】
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 1 5 1 2 1 2. 請負者は，管の据付押し込みにあたっては，設計図書のとおり
に常に中心線及び勾配に注意し，誤差を生じないように推進用
管が１本推進するごとに中心測量，水準測量を実施しなければ
ならない。

11 1 5 1 2 1 2. 受注者は，管の据付押し込みにあたっては，設計図書のとおり
に常に中心線及び勾配に注意し，誤差を生じないように推進用
管が１本推進するごとに中心測量，水準測量を実施しなければ
ならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 5 1 3 1 3. 請負者は，管の押し込み中は，先掘りによって管の先端部周囲
の地盤をゆるめないように注意しなければならない。

11 1 5 1 3 1 3. 受注者は，管の押し込み中は，先掘りによって管の先端部周囲
の地盤をゆるめないように注意しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 5 1 4 1 4. 請負者は，管の接合部には，鋼製カラーを使用し，かつ止水を
目的とする伸縮性及び接着性のあるシール材によって目地詰め
し，推進完了後内部から硬練りモルタルを充填しなければなら

11 1 5 1 4 1 4. 受注者は，管の接合部には，鋼製カラーを使用し，かつ止水を
目的とする伸縮性及び接着性のあるシール材によって目地詰め
し，推進完了後内部から硬練りモルタルを充填しなければなら

有 表記統一【県独自】

11 1 5 1 5 1 5. 請負者は，押込みを終わったときは，継手用ボルト，管連結用
鋼材を取り除き，仕上げを行った後に内部を清掃しなければな
らない。

11 1 5 1 5 1 5. 受注者は，押込みを終わったときは，継手用ボルト，管連結用
鋼材を取り除き，仕上げを行った後に内部を清掃しなければな
らない。

有 表記統一【県独自】

11 1 5 2 0 1 11-1-5-2 裏込注入工 11 1 5 2 0 1 11-1-5-2 裏込注入工 無 【県独自】
11 1 5 2 1 1 1. 請負者は，裏込注入にあたっては，十分調査の上，施工しなけ

ればならない。
11 1 5 2 1 1 1. 受注者は，裏込注入にあたっては，十分調査の上，施工しなけ

ればならない。
有 表記統一【県独自】

11 1 5 2 2 1 2. 請負者は，注入用機械の選定にあたっては，注入量及び注入圧
に対し，十分余裕のあるものを使用しなければならない｡

11 1 5 2 2 1 2. 受注者は，注入用機械の選定にあたっては，注入量及び注入圧
に対し，十分余裕のあるものを使用しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 5 2 3 1 3. 請負者は，注入時は，注入液が十分管の背面に行き渡る範囲に
おいて，できる限り低圧にしなければならない。

11 1 5 2 3 1 3. 受注者は，注入時は，注入液が十分管の背面に行き渡る範囲に
おいて，できる限り低圧にしなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 6 0 0 1 第6節 セミシールド工 11 1 6 0 0 1 第6節 セミシールド工 無 【県独自】
11 1 6 1 0 1 11-1-6-1 一般事項 11 1 6 1 0 1 11-1-6-1 一般事項 無 【県独自】
11 1 6 1 1 1 1. 請負者は，掘進においては，地質に応じて，その方法，順序等

についてあらかじめ監督職員と協議しなければならない。
11 1 6 1 1 1 1. 受注者は，掘進においては，地質に応じて，その方法，順序等

についてあらかじめ監督職員と協議しなければならない。
有 表記統一【県独自】

11 1 6 1 2 1 2. 請負者は，掘進中は坑内の排水，換気及び照明に注意し，現場
状況に応じてそれに必要な設備を施さなければならない。

11 1 6 1 2 1 2. 受注者は，掘進中は坑内の排水，換気及び照明に注意し，現場
状況に応じてそれに必要な設備を施さなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 6 1 3 1 3. 請負者は，上段部の掘削に際しては，余掘，肌落ちのないよう
注意しなければならない。特に切羽からの湧水に対しては，肌
落ちを誘発しないよう適切な処置を施し，またシールド底部の
地盤をゆるめないよう十分注意するものとする。

11 1 6 1 3 1 3. 受注者は，上段部の掘削に際しては，余掘，肌落ちのないよう
注意しなければならない。特に切羽からの湧水に対しては，肌
落ちを誘発しないよう適切な処置を施し，またシールド底部の
地盤をゆるめないよう十分注意するものとする。

有 表記統一【県独自】

11 1 6 1 4 1 4. 請負者は，圧気工法による場合は，「高気圧作業安全衛生規
則」によるものとし，坑内掘進に影響のない圧力を常時保持す
るよう十分留意しなければならない。

11 1 6 1 4 1 4. 受注者は，圧気工法による場合は，「高気圧作業安全衛生規
則」によるものとし，坑内掘進に影響のない圧力を常時保持す
るよう十分留意しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 6 1 5 1 5. 請負者は，シールド機械の設計製作にあたっては，外圧，掘削
能力，地質を十分に考慮し，安全かつ能率的な構造及び設備と
しなければならない。

11 1 6 1 5 1 5. 受注者は，シールド機械の設計製作にあたっては，外圧，掘削
能力，地質を十分に考慮し，安全かつ能率的な構造及び設備と
しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 6 2 0 1 11-1-6-2 掘進 11 1 6 2 0 1 11-1-6-2 掘進 無 【県独自】
11 1 6 2 1 1 1. 請負者は，シールド掘進にあたっては，施工に先立ち，掘進方

向及び勾配を測定し，シールド掘進に誤差を生じないようにし
なければならない。

11 1 6 2 1 1 1. 受注者は，シールド掘進にあたっては，施工に先立ち，掘進方
向及び勾配を測定し，シールド掘進に誤差を生じないようにし
なければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 6 2 2 1 2. 請負者は，シールド掘進中は各種ジャッキ山留等に監視人をつ
け，シールドの掘進長，推力等を記録しておかなければならな
い。

11 1 6 2 2 1 2. 受注者は，シールド掘進中は各種ジャッキ山留等に監視人をつ
け，シールドの掘進長，推力等を記録しておかなければならな
い。

有 表記統一【県独自】

11 1 6 2 3 1 3. 請負者は，掘進は，地質に応じ，施工方法及び順序を決定し，
地表面に悪影響を及ぼさないよう一定速度で推進するととも
に，一箇所に長く停止することのないように施工管理しなけれ
ばならない。

11 1 6 2 3 1 3. 受注者は，掘進は，地質に応じ，施工方法及び順序を決定し，
地表面に悪影響を及ぼさないよう一定速度で推進するととも
に，一箇所に長く停止することのないように施工管理しなけれ
ばならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 0 0 1 第7節 シールド工 11 1 7 0 0 1 第7節 シールド工 無 【県独自】
11 1 7 1 0 1 11-1-7-1 一般事項 11 1 7 1 0 1 11-1-7-1 一般事項 無 【県独自】
11 1 7 1 1 1 1. 請負者は，シールド機械の設計製作にあたっては，外圧，掘削

能力，地質を十分に考慮し，安全確実かつ能率的な構造及び設
備とし，その製作図，諸機能等の詳細図を提出しなければなら

11 1 7 1 1 1 1. 受注者は，シールド機械の設計製作にあたっては，外圧，掘削
能力，地質を十分に考慮し，安全確実かつ能率的な構造及び設
備とし，その製作図，諸機能等の詳細図を提出しなければなら

有 表記統一【県独自】

11 1 7 1 2 1 2. 請負者は，セグメント及びシールドにかかる外圧の測定は，監
督職員の指示があった場合にこれを行い，その結果を報告しな
ければならない。

11 1 7 1 2 1 2. 受注者は，セグメント及びシールドにかかる外圧の測定は，監
督職員の指示があった場合にこれを行い，その結果を報告しな
ければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 1 3 1 3. 請負者は，本工事に先立ち，監督職員より指示を受けた測量基
準点をもとにシールド掘削時の方向，高低維持のために必要な
トラバーを組み，正確な図面を作成するとともに現場測点の維
持に努めなければならない。

11 1 7 1 3 1 3. 受注者は，本工事に先立ち，監督職員より指示を受けた測量基
準点をもとにシールド掘削時の方向，高低維持のために必要な
トラバーを組み，正確な図面を作成するとともに現場測点の維
持に努めなければならない。

有 表記統一【県独自】

本編　67
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編 章 節 条 項
項
以
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有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 1 7 1 4 1 4. 請負者は，本工事に圧気工法を併用する場合は，「高気圧障害
防止規則」に準じて行うものとし，地上への漏気噴出を防止す
るため監督職員と協議し，あらかじめ路線付近の井戸，横穴等
漏気噴出の経路となる物件を調査しておかなければならない。

11 1 7 1 4 1 4. 受注者は，本工事に圧気工法を併用する場合は，「高気圧障害
防止規則」に準じて行うものとし，地上への漏気噴出を防止す
るため監督職員と協議し，あらかじめ路線付近の井戸，横穴等
漏気噴出の経路となる物件を調査しておかなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 1 5 1 5. 請負者は，工事中は，地上，地下工作物に損傷を与えないよ
う，常に詳細な調査を行い，事故が発生した場合の適切な処置
方法の検討を行っておかなければならない。

11 1 7 1 5 1 5. 受注者は，工事中は，地上，地下工作物に損傷を与えないよ
う，常に詳細な調査を行い，事故が発生した場合の適切な処置
方法の検討を行っておかなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 1 6 1 6. 請負者は，停電による送気中断を予期し，常にその対策を講じ
なければならない。

11 1 7 1 6 1 6. 受注者は，停電による送気中断を予期し，常にその対策を講じ
なければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 1 7 1 7. 請負者は，工事中はシールド坑内と地上の連絡を緊密にし，連
絡用信号は工事関係者に熟知させ，常に信号に注意し，事故防
止に努めなければならない。

11 1 7 1 7 1 7. 受注者は，工事中はシールド坑内と地上の連絡を緊密にし，連
絡用信号は工事関係者に熟知させ，常に信号に注意し，事故防
止に努めなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 1 1 1. 請負者は，シールド掘進開始の日時を事前に監督職員に報告し
なければならない。

11 1 7 2 1 1 1. 受注者は，シールド掘進開始の日時を事前に監督職員に報告し
なければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 2 1 2. 請負者は，シールド掘進は，地質に応じて，その方法，順序等
十分に検討し，安全を確認した上で施工しなければならない｡

11 1 7 2 2 1 2. 受注者は，シールド掘進は，地質に応じて，その方法，順序等
十分に検討し，安全を確認した上で施工しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 3 1 3. 請負者は，シールド掘進中は，常に坑内の排水，換気及び照明
等に注意し，現場の状況に応じ，必要な設備を施さなければな
らない｡

11 1 7 2 3 1 3. 受注者は，シールド掘進中は，常に坑内の排水，換気及び照明
等に注意し，現場の状況に応じ，必要な設備を施さなければな
らない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 4 1 4. 請負者は，最上段部の掘削に際しては，常に余掘，肌落ちのな
いよう注意しなければならない。特に切羽からのゆう水に対し
ては肌落ちを誘発しないよう適切な処置を施すとともにシール
ド底部の地盤をゆるめないよう十分に注意しなければならな

11 1 7 2 4 1 4. 受注者は，最上段部の掘削に際しては，常に余掘，肌落ちのな
いよう注意しなければならない。特に切羽からのゆう水に対し
ては肌落ちを誘発しないよう適切な処置を施すとともにシール
ド底部の地盤をゆるめないよう十分に注意しなければならな

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 5 1 5. 請負者は，曲線部は定められた曲率を遵守して掘進しなければ
ならない。

11 1 7 2 5 1 5. 受注者は，曲線部は定められた曲率を遵守して掘進しなければ
ならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 6 1 6. 請負者は，シールド掘進作業は，あらかじめ定められた一区間
をなるべく停止させないように掘進しなければならない。ま
た，掘進速度は適正な速度を維持しなければならない｡

11 1 7 2 6 1 6. 受注者は，シールド掘進作業は，あらかじめ定められた一区間
をなるべく停止させないように掘進しなければならない。ま
た，掘進速度は適正な速度を維持しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 7 1 7. 請負者は，シールド掘進中は，各種ジャッキ，山留等に監視人
をつけ，シールドの掘進長，推力等を記録しておかなければな
らない。

11 1 7 2 7 1 7. 受注者は，シールド掘進中は，各種ジャッキ，山留等に監視人
をつけ，シールドの掘進長，推力等を記録しておかなければな
らない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 8 1 8. 請負者は，シールド掘進に先立ち地上に沈下測点を設け，シー
ルド掘進中及びシールド掘進前後の一定期間，定期的に沈下量
を測定し，監督職員に書面により報告しなければならない｡

11 1 7 2 8 1 8. 受注者は，シールド掘進に先立ち地上に沈下測点を設け，シー
ルド掘進中及びシールド掘進前後の一定期間，定期的に沈下量
を測定し，監督職員に書面により報告しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 9 1 9. 請負者は，シールド掘進中は，シールドの蛇行及び回転の傾向
をなるべく早期に把握するため，少なくとも1日1回は必ず坑内
精密測量を行い，その状況を監督職員に報告しなければならな

11 1 7 2 9 1 9. 受注者は，シールド掘進中は，シールドの蛇行及び回転の傾向
をなるべく早期に把握するため，少なくとも1日1回は必ず坑内
精密測量を行い，その状況を監督職員に報告しなければならな

有 表記統一【県独自】

11 1 7 2 10 1 10. 請負者は，監督職員が必要と認めた場合は，坑内測量のほかに
シールド基線に地表から計測管を下して中心線の偏位チェック
を行い，その結果を監督職員に報告しなければならない｡

11 1 7 2 10 1 10. 受注者は，監督職員が必要と認めた場合は，坑内測量のほかに
シールド基線に地表から計測管を下して中心線の偏位チェック
を行い，その結果を監督職員に報告しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 3 0 1 11-1-7-3 酸素欠乏症防止対策 11 1 7 3 0 1 11-1-7-3 酸素欠乏症防止対策 無 【県独自】
11 1 7 3 1 1 1. 請負者は，｢酸素欠乏症防止規則｣を遵守し，工事中酸素欠乏症

を防止するために必要な調査を行い，土質調査，酸素濃度の測
定，換気設備，安全設備，警報設備等，作業方法の確立，作業
環境の整備，救急蘇生の方法その他必要な措置を講じなければ
ならない。

11 1 7 3 1 1 1. 受注者は，｢酸素欠乏症防止規則｣を遵守し，工事中酸素欠乏症
を防止するために必要な調査を行い，土質調査，酸素濃度の測
定，換気設備，安全設備，警報設備等，作業方法の確立，作業
環境の整備，救急蘇生の方法その他必要な措置を講じなければ
ならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 3 2 1 2. 請負者は，施工に先立ち，所轄労働基準監督署に対し作業開始
届を提出し，その写しを監督職員に提出しなければならない。

11 1 7 3 2 1 2. 受注者は，施工に先立ち，所轄労働基準監督署に対し作業開始
届を提出し，その写しを監督職員に提出しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 3 3 1 3. 請負者は，施工前及び施工中において次の事項の報告をしなけ
ればならない。

11 1 7 3 3 1 3. 受注者は，施工前及び施工中において次の事項の報告をしなけ
ればならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 3 4 1 4. 請負者は，酸素欠乏の事態が発生した場合には，直ちに応急措
置を講ずるとともに関係先に緊急連絡を行い，関係機関の指示
に従わなければならない。

11 1 7 3 4 1 4. 受注者は，酸素欠乏の事態が発生した場合には，直ちに応急措
置を講ずるとともに関係先に緊急連絡を行い，関係機関の指示
に従わなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 4 0 1 11-1-7-4 圧気 11 1 7 4 0 1 11-1-7-4 圧気 無 【県独自】
11 1 7 4 1 1 1. 請負者は，圧気設備については，必要かつ十分な量の清浄な空

気を送気できる装置を設備し，送気室は，防音，防振装置につ
いて特に留意しなければならない｡

11 1 7 4 1 1 1. 受注者は，圧気設備については，必要かつ十分な量の清浄な空
気を送気できる装置を設備し，送気室は，防音，防振装置につ
いて特に留意しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 4 2 1 2. 請負者は，圧気内では火気に十分注意し，可燃物の圧気下にお
ける危険性について作業員に周知徹底させなければならない。
また，送気中は坑内に監視人をおき，送気異常の有無を確認さ
せなければならない。

11 1 7 4 2 1 2. 受注者は，圧気内では火気に十分注意し，可燃物の圧気下にお
ける危険性について作業員に周知徹底させなければならない。
また，送気中は坑内に監視人をおき，送気異常の有無を確認さ
せなければならない。

有 表記統一【県独自】
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11 1 7 4 3 1 3. 請負者は，坑内圧気は，土地及び地下水の状況に応じて調整す
ると同時に漏気の有無について常時監視し，漏気噴発を起こし
てはならない。

11 1 7 4 3 1 3. 受注者は，坑内圧気は，土地及び地下水の状況に応じて調整す
ると同時に漏気の有無について常時監視し，漏気噴発を起こし
てはならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 5 0 1 11-1-7-5 一時覆工 11 1 7 5 0 1 11-1-7-5 一時覆工 無 【県独自】
11 1 7 5 1 1 1. 請負者は，セグメントは，土圧，シールド掘進圧力等に十分耐

え得るものを使用しなければならない｡
11 1 7 5 1 1 1. 受注者は，セグメントは，土圧，シールド掘進圧力等に十分耐

え得るものを使用しなければならない｡
有 表記統一【県独自】

11 1 7 5 2 1 2. 請負者は，セグメント組立てにあたっては，１ストロークの
シールド掘進完了後直ちに着手すること。

11 1 7 5 2 1 2. 受注者は，セグメント組立てにあたっては，１ストロークの
シールド掘進完了後直ちに着手すること。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 5 3 1 3. 請負者は，セグメントは，組立て前に十分清掃水洗するととも
に組立てに際しては，特にセグメント継手面を丁寧に拭き取
り，互いに密着するよう注意しなければならない｡

11 1 7 5 3 1 3. 受注者は，セグメントは，組立て前に十分清掃水洗するととも
に組立てに際しては，特にセグメント継手面を丁寧に拭き取
り，互いに密着するよう注意しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 5 4 1 4. 請負者は，セグメントは，破壊しないよう丁寧に取り扱い，運
搬及び組立ての途中で破損が認められた場合は，使用してはな
らない。

11 1 7 5 4 1 4. 受注者は，セグメントは，破壊しないよう丁寧に取り扱い，運
搬及び組立ての途中で破損が認められた場合は，使用してはな
らない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 5 5 1 5. 請負者は，ボルト締結にあたっては，ボルト孔は目違いのない
よう調整し，ボルト全数を十分に締め付けなければならない。

11 1 7 5 5 1 5. 受注者は，ボルト締結にあたっては，ボルト孔は目違いのない
よう調整し，ボルト全数を十分に締め付けなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 5 6 1 6. 請負者は，セグメントの掘進における継手位置を必ず交互に組
み立てなければならない。

11 1 7 5 6 1 6. 受注者は，セグメントの掘進における継手位置を必ず交互に組
み立てなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 5 7 1 7. 請負者は，セグメント継手面には防水処理を施さなければなら
ない｡

11 1 7 5 7 1 7. 受注者は，セグメント継手面には防水処理を施さなければなら
ない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 5 8 1 8. 請負者は，掘進後，漏水箇所に充てんする目地材は，防水性に
富み，かつシールド掘進反力による振動に十分耐える弾力性及
び復元力を有する材料を使用しなければならない。

11 1 7 5 8 1 8. 受注者は，掘進後，漏水箇所に充てんする目地材は，防水性に
富み，かつシールド掘進反力による振動に十分耐える弾力性及
び復元力を有する材料を使用しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 6 0 1 11-1-7-6 裏込注入工 11 1 7 6 0 1 11-1-7-6 裏込注入工 無 【県独自】
11 1 7 6 1 1 1. 請負者は，シールド掘進によりセグメントと地山の間にできた

間隙には速やかに所定の充てん材を圧入しなければならない。
11 1 7 6 1 1 1. 受注者は，シールド掘進によりセグメントと地山の間にできた

間隙には速やかに所定の充てん材を圧入しなければならない。
有 表記統一【県独自】

11 1 7 6 2 1 2. 請負者は，裏込注入材は偏圧が生じないよう下方から上方に
向って左右対称に行うとともに低圧により，一次覆工背面の空
隙隅々にまで行き渡るようにしなければならない｡

11 1 7 6 2 1 2. 受注者は，裏込注入材は偏圧が生じないよう下方から上方に
向って左右対称に行うとともに低圧により，一次覆工背面の空
隙隅々にまで行き渡るようにしなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 6 3 1 3. 請負者は，セグメント組立てに先立ち既設セグメントとシール
ドとの間隙には，古麻又は適当な充てん材を１リングごとに入
念に充てんし，又はシールド機械に流出防止装置を設備して，
裏込材の流出を防止しなければならない。

11 1 7 6 3 1 3. 受注者は，セグメント組立てに先立ち既設セグメントとシール
ドとの間隙には，古麻又は適当な充てん材を１リングごとに入
念に充てんし，又はシールド機械に流出防止装置を設備して，
裏込材の流出を防止しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 7 0 1 11-1-7-7 二次覆工 11 1 7 7 0 1 11-1-7-7 二次覆工 無 【県独自】
11 1 7 7 1 1 1. 請負者は，覆工コンクリートに使用する型わくは，スケール

ホームとし，その形状，寸法等について監督職員の承諾を得な
ければならない｡

11 1 7 7 1 1 1. 受注者は，覆工コンクリートに使用する型わくは，スケール
ホームとし，その形状，寸法等について監督職員の承諾を得な
ければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 7 2 1 2. 請負者は，覆工コンクリートの打設に先立って，セグメントの
ボルト締め直しを完全に行い，さらに丁寧に清掃を行って付着
不純物を除去するとともに内面をブラシ類で水洗し，溜水を完
全に拭き取らなければならない。

11 1 7 7 2 1 2. 受注者は，覆工コンクリートの打設に先立って，セグメントの
ボルト締め直しを完全に行い，さらに丁寧に清掃を行って付着
不純物を除去するとともに内面をブラシ類で水洗し，溜水を完
全に拭き取らなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 7 7 3 1 3. 請負者は，覆工コンクリートの打設にあたっては，セグメント
の内面の隅々までコンクリｰトが行き渡るようにし，かつ骨材の
分離を起こさないよう振動機を使用し，締め固めなければなら
ない｡

11 1 7 7 3 1 3. 受注者は，覆工コンクリートの打設にあたっては，セグメント
の内面の隅々までコンクリｰトが行き渡るようにし，かつ骨材の
分離を起こさないよう振動機を使用し，締め固めなければなら
ない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 7 7 4 1 4. 請負者は，覆工コンクリートは，原則として無気圧状態で打設
するものとする。ただし，圧気内の打設を必要とする場合は，
監督職員の承諾を得なければならない｡

11 1 7 7 4 1 4. 受注者は，覆工コンクリートは，原則として無気圧状態で打設
するものとする。ただし，圧気内の打設を必要とする場合は，
監督職員の承諾を得なければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 1 8 0 0 1 第8節 薬液注入工 11 1 8 0 0 1 第8節 薬液注入工 無 【県独自】
11 1 8 1 0 1 11-1-8-1 一般事項 11 1 8 1 0 1 11-1-8-1 一般事項 無 【県独自】
11 1 8 1 1 1 1. 請負者は，薬液注入工を施工する場合には，「薬液注入工法に

よる建設工事の施工に関する暫定指針（建設省通達）」，「薬
液注入工法の設計・施工指針（日本薬液注入協会）」の規程に
よらなければならない。

11 1 8 1 1 1 1. 受注者は，薬液注入工を施工する場合には，「薬液注入工法に
よる建設工事の施工に関する暫定指針（建設省通達）」，「薬
液注入工法の設計・施工指針（日本薬液注入協会）」の規程に
よらなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 8 1 2 1 2. 請負者は，薬液注入工における施工管理等については，「薬液
注入工事に係る施工管理等について（建設省通達）の規程によ
らなければならない。

11 1 8 1 2 1 2. 受注者は，薬液注入工における施工管理等については，「薬液
注入工事に係る施工管理等について（建設省通達）の規程によ
らなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 8 1 2 2 なお，請負者は，注入の効果の確認が判定できる資料を作成
し，監督職員に提出するものとする。

11 1 8 1 2 2 なお，受注者は，注入の効果の確認が判定できる資料を作成
し，監督職員に提出するものとする。

有 表記統一【県独自】

11 1 8 2 0 1 11-1-8-2 注入作業 11 1 8 2 0 1 11-1-8-2 注入作業 無 【県独自】
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有
無
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現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 1 8 2 1 1 1. 請負者は，注入作業中は，付近の井戸等及び地下埋設物に注入
液が流入しないよう，また，注入圧力によって付近の地盤，地
下埋設物等に変動をきたさないよう常時監視しなければならな

11 1 8 2 1 1 1. 受注者は，注入作業中は，付近の井戸等及び地下埋設物に注入
液が流入しないよう，また，注入圧力によって付近の地盤，地
下埋設物等に変動をきたさないよう常時監視しなければならな

有 表記統一【県独自】

11 1 8 2 2 1 2. 請負者は，配合後の薬液は，注入に先立ち注入管より採取し，
ゲル化の状況をチェックしなければならない。

11 1 8 2 2 1 2. 受注者は，配合後の薬液は，注入に先立ち注入管より採取し，
ゲル化の状況をチェックしなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 8 2 3 1 3. 請負者は，注入中は注入圧力と注入量を常時監視し，異常な変
化を生じた場合は，直ちに注入を中止し，その原因を調査し適
切な措置を講じなければならない。

11 1 8 2 3 1 3. 受注者は，注入中は注入圧力と注入量を常時監視し，異常な変
化を生じた場合は，直ちに注入を中止し，その原因を調査し適
切な措置を講じなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 1 9 0 0 1 第9節 処理場，ポンプ場 11 1 9 0 0 1 第9節 処理場，ポンプ場 無 【県独自】
11 1 9 1 0 1 11-1-9-1 一般事項 11 1 9 1 0 1 11-1-9-1 一般事項 無 【県独自】
11 1 9 1 0 2 請負者は，ポンプ場及び処理場施設の建設にあたっては，土

木，建築，電気，機械工事等が競合するので，各施工関係者と
工程を協議し，互いに協調して施工しなければならない｡

11 1 9 1 0 2 受注者は，ポンプ場及び処理場施設の建設にあたっては，土
木，建築，電気，機械工事等が競合するので，各施工関係者と
工程を協議し，互いに協調して施工しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 0 0 0 1 第2章 公園緑地工 11 2 0 0 0 1 第2章 公園緑地工 無 【県独自】
11 2 1 0 0 1 第1節 敷地造成工 11 2 1 0 0 1 第1節 敷地造成工 無 【県独自】
11 2 1 1 0 1 11-2-1-1 共通事項 11 2 1 1 0 1 11-2-1-1 共通事項 無 【県独自】
11 2 1 1 1 1 1. 請負者は，伐開除根作業における伐開生産物の処理について監

督職員と協議するものとする｡
11 2 1 1 1 1 1. 受注者は，伐開除根作業における伐開生産物の処理について監

督職員と協議するものとする｡
有 表記統一【県独自】

11 2 1 1 2 1 2. 請負者は，伐開除根作業終了後は，監督職員に報告した後に，
次の作業に着手するものとする｡

11 2 1 1 2 1 2. 受注者は，伐開除根作業終了後は，監督職員に報告した後に，
次の作業に着手するものとする｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 1 3 1 3. 請負者は，樹木の伐開は，在来地盤に近い位置で行わなければ
ならない｡

11 2 1 1 3 1 3. 受注者は，樹木の伐開は，在来地盤に近い位置で行わなければ
ならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 2 0 1 11-2-1-2 材料 11 2 1 2 0 1 11-2-1-2 材料 無 【県独自】
11 2 1 2 1 1 1. 請負者は，工事に使用する土は，その目的に適合する土質で，

あらかじめ資料を提出し，監督職員の承諾を得なければならな
11 2 1 2 1 1 1. 受注者は，工事に使用する土は，その目的に適合する土質で，

あらかじめ資料を提出し，監督職員の承諾を得なければならな
有 表記統一【県独自】

11 2 1 3 0 1 11-2-1-3 その他 11 2 1 3 0 1 11-2-1-3 その他 無 【県独自】
11 2 1 3 1 1 1. 請負者は，築山等で修景上，主要な箇所の施工については，特

に監督職員と連絡を密にし，必要に応じ景姿図等を提出し，承
諾を得なければならない｡

11 2 1 3 1 1 1. 受注者は，築山等で修景上，主要な箇所の施工については，特
に監督職員と連絡を密にし，必要に応じ景姿図等を提出し，承
諾を得なければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 3 2 1 2. 請負者は，のり面等の端部で，周囲の状況から修景上の配慮を
要する箇所は，監督職員の指示によりなじみ良くすり付けを行
うこと｡

11 2 1 3 2 1 2. 受注者は，のり面等の端部で，周囲の状況から修景上の配慮を
要する箇所は，監督職員の指示によりなじみ良くすり付けを行
うこと｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 0 1 11-2-1-4 園地造成 11 2 1 4 0 1 11-2-1-4 園地造成 無 【県独自】
11 2 1 4 1 1 1. 盛土 11 2 1 4 1 1 1. 盛土 無 【県独自】
11 2 1 4 1 2 (1) 請負者は，盛土を行う場合は，最凹部より各層水平に締め固め

ながら逐次所定の高さまで盛り上げるものとし，設計図書に示
された場合のほか，ブルドｰザ等を用いて所定の各層ごとに十分
転圧し，仕上げるのを標準とする。締固め程度については，必
要に応じて所定の試験を行うものとする｡

11 2 1 4 1 2 (1) 受注者は，盛土を行う場合は，最凹部より各層水平に締め固め
ながら逐次所定の高さまで盛り上げるものとし，設計図書に示
された場合のほか，ブルドｰザ等を用いて所定の各層ごとに十分
転圧し，仕上げるのを標準とする。締固め程度については，必
要に応じて所定の試験を行うものとする｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 1 3 (2) 請負者は，１：４より急な勾配を有する地盤上に盛土を行う場
合には，特に指示する場合を除き，段切りを行い，盛土と現地
盤との密着を図り，滑動を防止しなければならない｡

11 2 1 4 1 3 (2) 受注者は，１：４より急な勾配を有する地盤上に盛土を行う場
合には，特に指示する場合を除き，段切りを行い，盛土と現地
盤との密着を図り，滑動を防止しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 1 4 (3) 請負者は，盛土作業中沈下等の有害な現象があったときは，直
ちに作業を中止するとともに速やかに監督職員と協議しなけれ
ばならない｡

11 2 1 4 1 4 (3) 受注者は，盛土作業中沈下等の有害な現象があったときは，直
ちに作業を中止するとともに速やかに監督職員と協議しなけれ
ばならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 1 5 (4) 請負者は，盛土面の施工にあたっては，排水勾配を考慮し，所
定の縦横断勾配を有し，一様で十分な支持力が得られるように
仕上げなければならない｡

11 2 1 4 1 5 (4) 受注者は，盛土面の施工にあたっては，排水勾配を考慮し，所
定の縦横断勾配を有し，一様で十分な支持力が得られるように
仕上げなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 2 1 2. 軟弱地盤の盛土 11 2 1 4 2 1 2. 軟弱地盤の盛土 無 【県独自】
11 2 1 4 2 2 (1) 請負者は，沈下のおそれのある場所の盛土の丁張は，常時点検

しなければならない｡
11 2 1 4 2 2 (1) 受注者は，沈下のおそれのある場所の盛土の丁張は，常時点検

しなければならない｡
有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 2 3 (2) 請負者は，沈下量の確認方法については，監督職員と協議しな
ければならない｡

11 2 1 4 2 3 (2) 受注者は，沈下量の確認方法については，監督職員と協議しな
ければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 2 4 (3) 請負者は，軟弱地盤及び地下水位の高い上に盛土を行う場合
は，速やかに排水溝等を設け，盛土敷の乾燥を図らなければな
らない｡

11 2 1 4 2 4 (3) 受注者は，軟弱地盤及び地下水位の高い上に盛土を行う場合
は，速やかに排水溝等を設け，盛土敷の乾燥を図らなければな
らない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 2 5 (4) 請負者は，盛土の一段階の高さは設計図書によるものとし，そ
の沈下を監視しながら監督職員の承諾を得た後に，次の盛土に
着手しなければならない｡

11 2 1 4 2 5 (4) 受注者は，盛土の一段階の高さは設計図書によるものとし，そ
の沈下を監視しながら監督職員の承諾を得た後に，次の盛土に
着手しなければならない｡

有 表記統一【県独自】
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現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 2 1 4 2 6 (5) 請負者は，工事中予期しない地盤の沈下又は滑動等を生じた場
合，あるいはそれらを生じるおそれがあるときは，直ちに工事
を中止し，監督職員と協議しなければならない｡

11 2 1 4 2 6 (5) 受注者は，工事中予期しない地盤の沈下又は滑動等を生じた場
合，あるいはそれらを生じるおそれがあるときは，直ちに工事
を中止し，監督職員と協議しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 3 1 3. 切土 11 2 1 4 3 1 3. 切土 無 【県独自】
11 2 1 4 3 2 (1) 請負者は，切取りは，できる限り上部から行うものとし，切土

中に土質の著しい変化のある場合又は埋設物を発見した場合
は，直ちに監督職員に報告し指示を受けなければならない｡

11 2 1 4 3 2 (1) 受注者は，切取りは，できる限り上部から行うものとし，切土
中に土質の著しい変化のある場合又は埋設物を発見した場合
は，直ちに監督職員に報告し指示を受けなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 3 4 (2) 請負者は，切土施工中，自然に崩壊，地すべり等が生じた場
合，あるいはそれらを生じるおそれがあるときは，直ちに工事
を中止し，速やかに監督職員と協議しなければならない。

11 2 1 4 3 4 (2) 受注者は，切土施工中，自然に崩壊，地すべり等が生じた場
合，あるいはそれらを生じるおそれがあるときは，直ちに工事
を中止し，速やかに監督職員と協議しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 3 5 (3) 請負者は，計画地盤の土質等で，所定の支持力が得られない場
合又は均等性に疑義がある場合には，監督職員と協議して施工
するものとする。

11 2 1 4 3 5 (3) 受注者は，計画地盤の土質等で，所定の支持力が得られない場
合又は均等性に疑義がある場合には，監督職員と協議して施工
するものとする。

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 4 1 4. のり面の仕上げ 11 2 1 4 4 1 4. のり面の仕上げ 無 【県独自】
11 2 1 4 4 2 (1) 請負者は，のり面は，丁張に合わせて正しく定められた勾配に

できるだけ凹凸なく仕上げなければならない｡
11 2 1 4 4 2 (1) 受注者は，のり面は，丁張に合わせて正しく定められた勾配に

できるだけ凹凸なく仕上げなければならない｡
有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 4 3 (2) 請負者は，指定された勾配で，のり面の安定を欠くおそれのあ
る場合，及び転石等でのり面の不陸を招くおそれのある場合な
どは，監督職員と協議しなければならない｡

11 2 1 4 4 3 (2) 受注者は，指定された勾配で，のり面の安定を欠くおそれのあ
る場合，及び転石等でのり面の不陸を招くおそれのある場合な
どは，監督職員と協議しなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 4 4 4 (3) 請負者は，土質の変化により，勾配の変わる箇所の取付けはな
じみ良く施工するものとする｡

11 2 1 4 4 4 (3) 受注者は，土質の変化により，勾配の変わる箇所の取付けはな
じみ良く施工するものとする｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 5 0 1 11-2-1-5 植栽地造成工 11 2 1 5 0 1 11-2-1-5 植栽地造成工 無 【県独自】
11 2 1 5 1 1 1. 請負者は，植栽地地盤は，十分な通気，透水が得られるように

配慮し，その造成にあたっては，過度に締め固めないように十
分注意すること｡

11 2 1 5 1 1 1. 受注者は，植栽地地盤は，十分な通気，透水が得られるように
配慮し，その造成にあたっては，過度に締め固めないように十
分注意すること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 5 2 1 2. 請負者は，一般に盛土の最下層部分は，在来地盤となじみ良く
すること｡

11 2 1 5 2 1 2. 受注者は，一般に盛土の最下層部分は，在来地盤となじみ良く
すること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 1 5 3 1 3. 請負者は，土壌改良を行う場合は，設計図書に従い，土壌改良
材を対象土と十分混ぜあわせること｡

11 2 1 5 3 1 3. 受注者は，土壌改良を行う場合は，設計図書に従い，土壌改良
材を対象土と十分混ぜあわせること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 2 0 0 1 第2節 溶接工 11 2 2 0 0 1 第2節 溶接工 無 【県独自】
11 2 2 2 0 1 11-2-2-2 溶接施工 11 2 2 2 0 1 11-2-2-2 溶接施工 無 【県独自】
11 2 2 2 1 1 1. 請負者は，溶接について必要な継手性能を満足するよう，次の

事項を確認した上で，施工しなければならない。
11 2 2 2 1 1 1. 受注者は，溶接について必要な継手性能を満足するよう，次の

事項を確認した上で，施工しなければならない。
有 表記統一【県独自】

11 2 2 2 3 1 3. 請負者は，その工事に従事する溶接工の名簿を監督職員に提出
しなければならない。

11 2 2 2 3 1 3. 受注者は，その工事に従事する溶接工の名簿を監督職員に提出
しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 2 2 3 0 1 11-2-2-3 母材の清掃 11 2 2 3 0 1 11-2-2-3 母材の清掃 無 【県独自】
11 2 2 3 0 2 請負者は，溶接に先立ち，母材の溶接面のスラグ，水分，ご

み，さび，油，塗料，その他の不純物を入念に除去しなければ
ならない。

11 2 2 3 0 2 受注者は，溶接に先立ち，母材の溶接面のスラグ，水分，ご
み，さび，油，塗料，その他の不純物を入念に除去しなければ
ならない。

有 表記統一【県独自】

11 2 2 4 0 1 11-2-2-4 溶接作業 11 2 2 4 0 1 11-2-2-4 溶接作業 無 【県独自】
11 2 2 4 1 1 1. 請負者は，溶接を行う場合は，原則として下向きの姿勢で行わ

なければならない。
11 2 2 4 1 1 1. 受注者は，溶接を行う場合は，原則として下向きの姿勢で行わ

なければならない。
有 表記統一【県独自】

11 2 2 4 2 1 2. 請負者は，溶接部の有害な欠陥は補修し，ひび割れの生じた部
分は完全にはつり取り，再溶接しなければならない。

11 2 2 4 2 1 2. 受注者は，溶接部の有害な欠陥は補修し，ひび割れの生じた部
分は完全にはつり取り，再溶接しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 2 2 4 3 1 3. 請負者は，次の場合には，溶接を行ってはならない｡ 11 2 2 4 3 1 3. 受注者は，次の場合には，溶接を行ってはならない｡ 有 表記統一【県独自】
11 2 3 0 0 1 第3節 左官工（モルタル塗り） 11 2 3 0 0 1 第3節 左官工（モルタル塗り） 無 【県独自】
11 2 3 1 0 1 11-2-3-1 下地等の処理 11 2 3 1 0 1 11-2-3-1 下地等の処理 無 【県独自】
11 2 3 1 0 2 請負者は，下地には，水洗い，水しめし，モルタル付け送り等

所要の処理を行わなければならない。
11 2 3 1 0 2 受注者は，下地には，水洗い，水しめし，モルタル付け送り等

所要の処理を行わなければならない。
有 表記統一【県独自】

11 2 3 2 0 1 11-2-3-2 ひび割れ防止 11 2 3 2 0 1 11-2-3-2 ひび割れ防止 無 【県独自】
11 2 3 2 0 2 請負者は，布状，メタルラスの増張り等の亀裂防止，目地切

り，見切り縁の処置など必要に応じてひび割れ防止の処理を行
わなければならない。

11 2 3 2 0 2 受注者は，布状，メタルラスの増張り等の亀裂防止，目地切
り，見切り縁の処置など必要に応じてひび割れ防止の処理を行
わなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 2 3 3 0 1 11-2-3-3 寒冷地の施工 11 2 3 3 0 1 11-2-3-3 寒冷地の施工 無 【県独自】
11 2 3 3 1 1 1. 請負者は，気温が５℃以下の場合は，工事を中止しなければな

らない｡
11 2 3 3 1 1 1. 受注者は，気温が５℃以下の場合は，工事を中止しなければな

らない｡
有 表記統一【県独自】

11 2 3 3 2 1 2. 請負者は，塗り面が凍害を受けた場合は，その部分を取り除い
て塗り直さなければならない。

11 2 3 3 2 1 2. 受注者は，塗り面が凍害を受けた場合は，その部分を取り除い
て塗り直さなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 2 3 4 0 2 請負者は，他の仕上げ面の汚損や，塗り面の汚染及び早期乾燥
を防止するため，シートがけ，散水等により養生しなければな
らない｡

11 2 3 4 0 2 受注者は，他の仕上げ面の汚損や，塗り面の汚染及び早期乾燥
を防止するため，シートがけ，散水等により養生しなければな
らない｡

有 表記統一【県独自】
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11 2 3 6 0 1 11-2-3-6 施工 11 2 3 6 0 1 11-2-3-6 施工 無 【県独自】
11 2 3 6 0 2 請負者は，施工にあたっては，下記によらなければならない。 11 2 3 6 0 2 受注者は，施工にあたっては，下記によらなければならない。 有 表記統一【県独自】
11 2 4 0 0 1 第4節 左官工（人造万塗り，研ぎ出し仕上げ，洗い出し仕上げ） 11 2 4 0 0 1 第4節 左官工（人造万塗り，研ぎ出し仕上げ，洗い出し仕上げ） 無 【県独自】
11 2 4 1 0 2 1. セメント及び白色セメントは，２－３－５材料によること｡ 11 2 4 1 0 2 1. セメント及び白色セメントは，11-2-3-5材料によること｡ 有 表記修正【県独自】
11 2 4 2 0 1 11-2-4-2 施工 11 2 4 2 0 1 11-2-4-2 施工 無 【県独自】
11 2 4 2 0 2 請負者は，施工にあたっては，下記によらなければならない。 11 2 4 2 0 2 受注者は，施工にあたっては，下記によらなければならない。 有 表記統一【県独自】
11 2 5 0 0 1 第5節 左官工（吹付仕上げ） 11 2 5 0 0 1 第5節 左官工（吹付仕上げ） 無 【県独自】
11 2 5 1 0 1 11-2-5-1 材料 11 2 5 1 0 1 11-2-5-1 材料 無 【県独自】
11 2 5 1 2 1 2. 合成樹脂エマルジョン砂壁状吹付材は，JIS A 6909「合成樹脂

エマルジョン砂壁状吹付材」により，種類は設計図書によるも
のとする。

11 2 5 1 2 1 2. 合成樹脂エマルジョン砂壁状吹付材は，JIS A 6909「建築用仕
上塗材」により，種類は設計図書によるものとする。

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 5 1 3 1 3. 複層模様吹付材は，JIS A 6910「複層模様吹付材」により，種
類は，設計図書によるものとする。ただし，明示がない場合
は，セメント系複層模様吹付材とする｡

11 2 5 1 3 1 3. 複層模様吹付材は，JIS A 6909「建築用仕上塗材」により，種
類は，設計図書によるものとする。ただし，明示がない場合
は，セメント系複層模様吹付材とする｡

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 5 1 4 1 4. セメントの砂壁状吹付材は，JIS A 6907「セメント砂壁状吹付
材」の規格品とすること｡

11 2 5 1 4 1 4. セメントの砂壁状吹付材は，JIS A 6909「建築用仕上塗材」の
規格品とすること｡

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 5 2 0 1 11-2-5-2 施工 11 2 5 2 0 1 11-2-5-2 施工 無 【県独自】
11 2 5 2 0 2 請負者は，施工にあたっては，下記によらなければならない。 11 2 5 2 0 2 受注者は，施工にあたっては，下記によらなければならない。 有 表記統一【県独自】
11 2 6 0 0 1 第6節 塗装工 11 2 6 0 0 1 第6節 塗装工 無 【県独自】
11 2 6 1 0 1 11-2-6-1 共通事項 11 2 6 1 0 1 11-2-6-1 共通事項 無 【県独自】
11 2 6 1 1 1 1. 本章に特に定めのない事項については，第３編２－12－11工場

塗装工の規定によるものとする。
11 2 6 1 1 1 1. 本章に特に定めのない事項については，3-2-12-11工場塗装工の

規定によるものとする。
有 表記修正【県独自】

11 2 6 1 2 1 2. 請負者は，塗装を行う場合は，塗装周辺部が汚損しないよう
に，十分な養生をしてから行なわなければならない。

11 2 6 1 2 1 2. 受注者は，塗装を行う場合は，塗装周辺部が汚損しないよう
に，十分な養生をしてから行なわなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 2 6 1 3 1 3. 請負者は，塗料の乾燥期間(放置時間)内に次の工程に移っては
ならない｡

11 2 6 1 3 1 3. 受注者は，塗料の乾燥期間(放置時間)内に次の工程に移っては
ならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 6 1 4 1 4. 請負者は，次に示す場合は，原則として塗装を行ってはならな
い｡

11 2 6 1 4 1 4. 受注者は，次に示す場合は，原則として塗装を行ってはならな
い｡

有 表記統一【県独自】

11 2 6 1 5 1 5. 請負者は，不透明塗料において，監督職員の指示がある場合
は，下塗り及び中塗りの工程は，上塗りと異なった色によって
塗り分けること｡

11 2 6 1 5 1 5. 受注者は，不透明塗料において，監督職員の指示がある場合
は，下塗り及び中塗りの工程は，上塗りと異なった色によって
塗り分けること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 6 1 6 1 6. 請負者は，手すり等の取付け後の防錆処理面の傷及び取付け溶
接部には，上塗りに適した防錆塗料によって補修塗りを行わな
ければならない｡

11 2 6 1 6 1 6. 受注者は，手すり等の取付け後の防錆処理面の傷及び取付け溶
接部には，上塗りに適した防錆塗料によって補修塗りを行わな
ければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 6 2 0 1 11-2-6-2 材料 11 2 6 2 0 1 11-2-6-2 材料 無 【県独自】
11 2 6 2 1 1 1. 請負者は，塗装材料はJISの規定のあるものについては，当該

JISマｰク表示品と使用しなければならない。また，商標等の表
示を完全に保ち，開封しないまま現場に搬入すること。

11 2 6 2 1 1 1. 受注者は，塗装材料はJISの規定のあるものについては，当該
JISマｰク表示品と使用しなければならない。また，商標等の表
示を完全に保ち，開封しないまま現場に搬入すること。

有 表記統一【県独自】

11 2 6 2 2 1 2. 請負者は，塗料を調合する場合は，原則として製造所の工場調
色とする。ただし，使用量の少ない場合，又は塗装工程上の色
変えの場合には，同一製造業者の塗料を使用し，現場調色をす
ることができるものとする｡

11 2 6 2 2 1 2. 受注者は，塗料を調合する場合は，原則として製造所の工場調
色とする。ただし，使用量の少ない場合，又は塗装工程上の色
変えの場合には，同一製造業者の塗料を使用し，現場調色をす
ることができるものとする｡

有 表記統一【県独自】

11 2 6 3 0 1 11-2-6-3 木部 11 2 6 3 0 1 11-2-6-3 木部 無 【県独自】
11 2 6 3 0 2 請負者は，木部の施工にあたっては，下記によらなければなら

ない。
11 2 6 3 0 2 受注者は，木部の施工にあたっては，下記によらなければなら

ない。
有 表記統一【県独自】

11 2 6 3 1 1 1. 素地ごしらえ 11 2 6 3 1 1 1. 素地ごしらえ 無 【県独自】
11 2 6 3 1 5 (4) 節及びその周辺は，JIS K 5431「セラッタニス」塗りとするこ

と｡
11 2 6 3 1 5 (4) 節及びその周辺は，「セラックニス」塗りとすること｡ 有 JIS廃止

【県独自】
11 2 6 3 3 1 3. オイルステイン塗り(O.S塗り) 11 2 6 3 3 1 3. オイルステイン塗り(O.S塗り) 無 【県独自】
11 2 6 3 3 4 (3) 色押えは，JIS K 5431とすること｡ 11 2 6 3 3 4 (3) 色押えは，セラックニスとすること｡ 有 JIS廃止

【県独自】
11 2 6 4 0 1 11-2-6-4 鉄部（亜鉛めっき面を除く） 11 2 6 4 0 1 11-2-6-4 鉄部（亜鉛めっき面を除く） 無 【県独自】
11 2 6 4 2 1 2. 合成樹脂調合ペイント塗り(O.P塗り) 11 2 6 4 2 1 2. 合成樹脂調合ペイント塗り(O.P塗り) 無 【県独自】
11 2 6 4 2 3 (2) 下塗りは，下記の塗料とし，設計図書あるいは監督職員の指示

により使用すること｡
11 2 6 4 2 3 (2) 下塗りは，下記の塗料とし，設計図書あるいは監督職員の指示

により使用すること｡
無 【県独自】

11 2 6 4 2 4 JIS K 5621「一般用さび止めペイント」 有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 6 4 2 4 JIS K 5622「鉛丹さび止めペイント」１種，２種 有 JIS廃止
【県独自】

11 2 6 4 2 5 JIS K 5623「亜酸化鉛さび止めペイント」１種，２種 有 JIS廃止
【県独自】
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11 2 6 4 2 6 JlS K 5624「塩基性クロム酸鉛さび止めペイント」１種，２種 有 JIS廃止
【県独自】

11 2 6 4 2 7 JIS K 5625「シアナミド鉛さび止めペイント」１種，２種 有 JIS廃止
【県独自】

11 2 6 5 0 1 11-2-6-5 亜鉛めっき面 11 2 6 5 0 1 11-2-6-5 亜鉛めっき面 無 【県独自】
11 2 6 5 0 2 請負者は，亜鉛めっき面の施工にあたっては，下記によらなけ

ればならない。
11 2 6 5 0 2 受注者は，亜鉛めっき面の施工にあたっては，下記によらなけ

ればならない。
有 表記統一【県独自】

11 2 6 5 2 1 2. 合成樹脂調合ペイント塗り(O.P塗り) 11 2 6 5 2 1 2. 合成樹脂調合ペイント塗り(O.P塗り) 無 【県独自】
11 2 6 5 2 3 (2) 下塗りは，下記の塗料とし，設計図書あるいは監督職員の指示

により使用すること｡
11 2 6 5 2 3 (2) 下塗りは，下記の塗料とし，設計図書あるいは監督職員の指示

により使用すること｡
無 【県独自】

11 2 6 5 2 4 JIS K 5621「一般用さび止めペイント」 有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 6 5 2 4 JIS K 5622「鉛丹さび止めペイント」２種 有 JIS廃止
【県独自】

11 2 6 5 2 5 JIS K 5623「亜酸化鉛さび止めペイント」２種 有 JIS廃止
【県独自】

11 2 6 5 2 6 JIS K 5624「塩基性クロム酸鉛さび止めペイント」２種 有 JIS廃止
【県独自】

11 2 6 5 2 7 JIS K 5625「シアナミド鉛さび止めペイント」２種 有 JIS廃止
【県独自】

11 2 6 6 0 1 11-2-6-6 コンクリート，モルタル面等 11 2 6 6 0 1 11-2-6-6 コンクリート，モルタル面等 無 【県独自】
11 2 6 6 0 2 請負者は，コンクリート，モルタル面の施工にあたっては，下

記によらなければならない。
11 2 6 6 0 2 受注者は，コンクリート，モルタル面の施工にあたっては，下

記によらなければならない。
有 表記統一【県独自】

11 2 7 0 0 1 第7節 舗装工 11 2 7 0 0 1 第7節 舗装工 無 【県独自】
11 2 7 1 0 1 11-2-7-1 適用範囲 11 2 7 1 0 1 11-2-7-1 適用範囲 無 【県独自】
11 2 7 1 0 5 日本道路協会　舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13

年7月）
11 2 7 1 0 5 日本道路協会　舗装の構造に関する技術基準・同解説（平成13

年9月）
有 誤記修正

【県独自】
11 2 7 1 0 6 日本道路協会　舗装設計施工指針（平成13年12月） 11 2 7 1 0 6 日本道路協会　舗装設計施工指針（平成18年2月） 有 発行年月の修正

【県独自】
11 2 7 1 0 7 日本道路協会　舗装施工便覧（平成13年12月） 11 2 7 1 0 7 日本道路協会　舗装施工便覧（平成18年2月） 有 発行年月の修正

【県独自】
11 2 7 1 0 8 日本道路協会　舗装試験法便覧（昭和63年11月） 11 2 7 1 0 8 日本道路協会　舗装調査・試験法便覧（平成31年3月） 有 発行年月の修正

他基準と統合
【県独自】

11 2 7 1 0 9 日本道路協会　舗装試験法便覧別冊（暫定試験方法）（平成8年
10月）

有 廃止(他基準へ統合)
【県独自】

11 2 7 1 0 13 日本道路協会　プラント再生舗装技術指針 （平成4年12月） 11 2 7 1 0 13 日本道路協会　舗装再生便覧 （平成22年11月） 有 発行年月の修正
他基準と統合
【県独自】

11 2 7 1 0 14 日本道路協会　路上再生路盤工法技術指針（案）（昭和62年1
月）

有 廃止(他基準へ統合)
【県独自】

11 2 7 1 0 15 日本道路協会　路上表層再生工法技術指針（案）（昭和63年11
月）

有 廃止(他基準へ統合)
【県独自】

11 2 7 1 0 16 鹿児島県　鹿児島県福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル
（平成12年2月）

11 2 7 1 0 16 鹿児島県　鹿児島県福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル
（平成16年7月）

有 発行年月の修正
【県独自】

11 2 7 2 0 1 11-2-7-2 共通事項 11 2 7 2 0 1 11-2-7-2 共通事項 無 【県独自】
11 2 7 2 3 1 3. 転圧，散水 11 2 7 2 3 1 3. 転圧，散水 無 【県独自】
11 2 7 2 3 2 (1) 請負者は，転圧にあたっては，周囲の低い方から始め高い中央

部で仕上げ，縦方向，横方向変亙に行うこと。また，開始から
仕上げまで連続して行い，前に転圧した幅の1/2以上を重ねて転
圧すること｡

11 2 7 2 3 2 (1) 受注者は，転圧にあたっては，周囲の低い方から始め高い中央
部で仕上げ，縦方向，横方向変亙に行うこと。また，開始から
仕上げまで連続して行い，前に転圧した幅の1/2以上を重ねて転
圧すること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 2 3 3 (2) 請負者は，散水に使用する水は，有害量のごみ，泥，油，酸，
強いアルカリ，有機物等を含まないものを使用しなければなら
ない｡

11 2 7 2 3 3 (2) 受注者は，散水に使用する水は，有害量のごみ，泥，油，酸，
強いアルカリ，有機物等を含まないものを使用しなければなら
ない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 3 0 1 11-2-7-3 路床，路盤工 11 2 7 3 0 1 11-2-7-3 路床，路盤工 無 【県独自】
11 2 7 3 2 1 2. 工法 11 2 7 3 2 1 2. 工法 無 【県独自】
11 2 7 3 2 2 (1) 路床 11 2 7 3 2 2 (1) 路床 無 【県独自】
11 2 7 3 2 3 ① 請負者は，締固めにあたっては，その土質に適した締固め機械

で所定の密度が得られるように一様に行うこと｡
11 2 7 3 2 3 ① 受注者は，締固めにあたっては，その土質に適した締固め機械

で所定の密度が得られるように一様に行うこと｡
有 表記統一【県独自】
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11 2 7 3 2 4 ② 請負者は，地下水，浸透水，湧水等が軽微な場合は，監督職員
と協議の上，地下排水管(砂，砕石等)等による排水処理を行う
こと｡

11 2 7 3 2 4 ② 受注者は，地下水，浸透水，湧水等が軽微な場合は，監督職員
と協議の上，地下排水管(砂，砕石等)等による排水処理を行う
こと｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 3 2 5 ③ 請負者は，路床土の中に，芝，草，木株等の有機物又は軽石そ
の他の有害物がある場合は，これを取り除かなければならない｡

11 2 7 3 2 5 ③ 受注者は，路床土の中に，芝，草，木株等の有機物又は軽石そ
の他の有害物がある場合は，これを取り除かなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 3 2 6 ④ 請負者は，路床面に雨水等が滞留しないように適切な方法で排
水すること｡

11 2 7 3 2 6 ④ 受注者は，路床面に雨水等が滞留しないように適切な方法で排
水すること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 3 2 7 (2) 路盤 11 2 7 3 2 7 (2) 路盤 無 【県独自】
11 2 7 3 2 8 ① 請負者は，路盤材は，路床面に損傷を与えないように，また粒

度バランスを損なわないように所定の厚さに均一に敷きなら
し，必要に応じて水締めを行うとともに，均質の密度が得られ
るように一様に転圧すること｡

11 2 7 3 2 8 ① 受注者は，路盤材は，路床面に損傷を与えないように，また粒
度バランスを損なわないように所定の厚さに均一に敷きなら
し，必要に応じて水締めを行うとともに，均質の密度が得られ
るように一様に転圧すること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 3 2 9 ② 請負者は，打継ぎをする場合は，前日に施工した締固め路盤面
の終端部をかき起こしてから当日の作業を行うこと｡

11 2 7 3 2 9 ② 受注者は，打継ぎをする場合は，前日に施工した締固め路盤面
の終端部をかき起こしてから当日の作業を行うこと｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 3 2 10 ③ 請負者は，仕上がり前に降雨等により著しく水を含み転圧作業
が困難な場合には，晴天時を待ってばっき乾燥を行うこと｡

11 2 7 3 2 10 ③ 受注者は，仕上がり前に降雨等により著しく水を含み転圧作業
が困難な場合には，晴天時を待ってばっき乾燥を行うこと｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 3 2 11 (3) その他 11 2 7 3 2 11 (3) その他 無 【県独自】
11 2 7 3 2 12 ① 請負者は，軟弱箇所を発見したときは，監督職員と協議しなけ

ればならない｡
11 2 7 3 2 12 ① 受注者は，軟弱箇所を発見したときは，監督職員と協議しなけ

ればならない｡
有 表記統一【県独自】

11 2 7 3 2 13 ② 請負者は，構造物の取付け部や路側の締固めは，不十分になり
がちであるので，小型の締固め機械等で特に入念に締め固めな
ければならない｡

11 2 7 3 2 13 ② 受注者は，構造物の取付け部や路側の締固めは，不十分になり
がちであるので，小型の締固め機械等で特に入念に締め固めな
ければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 4 0 1 11-2-7-4 砂，砕石，石灰岩ダスト舗装 11 2 7 4 0 1 11-2-7-4 砂，砕石，石灰岩ダスト舗装 無 【県独自】
11 2 7 4 2 1 2. 工法 11 2 7 4 2 1 2. 工法 無 【県独自】
11 2 7 4 2 2 (1) 請負者は，砂舗装の砂と良質土は，よく混合した後，均一に敷

きならし，散水，転圧及び不陸整正を繰り返して所定の高さ及
び厚さに仕上げる｡

11 2 7 4 2 2 (1) 受注者は，砂舗装の砂と良質土は，よく混合した後，均一に敷
きならし，散水，転圧及び不陸整正を繰り返して所定の高さ及
び厚さに仕上げる｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 5 0 1 11-2-7-5 アスファルト舗装 11 2 7 5 0 1 11-2-7-5 アスファルト舗装 無 【県独自】
11 2 7 5 2 1 2. 工法 11 2 7 5 2 1 2. 工法 無 【県独自】
11 2 7 5 2 2 (1) アスファルト舗装 11 2 7 5 2 2 (1) アスファルト舗装 無 【県独自】
11 2 7 5 2 4 ② 請負者は，舗設に先立ち，縁石，境界石，その他路面構造物と

の接触面は，清掃し，アスファルトを薄く塗布すること｡
11 2 7 5 2 4 ② 受注者は，舗設に先立ち，縁石，境界石，その他路面構造物と

の接触面は，清掃し，アスファルトを薄く塗布すること｡
有 表記統一【県独自】

11 2 7 5 2 5 ③ 請負者は，敷きならしの時の混合物の温度は，110℃を下回らな
いようにしなければならない｡

11 2 7 5 2 5 ③ 受注者は，敷きならしの時の混合物の温度は，110℃を下回らな
いようにしなければならない｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 5 2 6 ④ 請負者は，中間層を置く場合は，同日中に表層を仕上げるこ
と。ただし，悪天候のため表層仕上げが終わらなかった場合
は，中間層が十分乾燥するのを待ち，清掃後表層を仕上げるこ

11 2 7 5 2 6 ④ 受注者は，中間層を置く場合は，同日中に表層を仕上げるこ
と。ただし，悪天候のため表層仕上げが終わらなかった場合
は，中間層が十分乾燥するのを待ち，清掃後表層を仕上げるこ

有 表記統一【県独自】

11 2 7 5 2 7 ⑤ 請負者は，アスファルト加熱混合物の舗設を行う場合は，気温
が５℃以下の場合は行ってはならないが，特に監督職員の承諾
を得た場合は，次の事項に注意して施工することができる｡

11 2 7 5 2 7 ⑤ 受注者は，アスファルト加熱混合物の舗設を行う場合は，気温
が５℃以下の場合は行ってはならないが，特に監督職員の承諾
を得た場合は，次の事項に注意して施工することができる｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 5 2 9 ⑥ 請負者は，やむを得ず舗装作業を中断して継目を作る場合及び
施工幅の関係により縦継目を作る場合は，混合物を敷きならし
た区域の端に型わくを設け，端まで転圧仕上げを行い，継目を
作ること。

11 2 7 5 2 9 ⑥ 受注者は，やむを得ず舗装作業を中断して継目を作る場合及び
施工幅の関係により縦継目を作る場合は，混合物を敷きならし
た区域の端に型わくを設け，端まで転圧仕上げを行い，継目を
作ること。

有 表記統一【県独自】

11 2 7 5 2 10 ⑦ 請負者は，いかなる場合にも，下層継目の上に上層継目を重ね
て施工してはならない。継目間隔は，15㎝以上とすること。

11 2 7 5 2 10 ⑦ 受注者は，いかなる場合にも，下層継目の上に上層継目を重ね
て施工してはならない。継目間隔は，15㎝以上とすること。

有 表記統一【県独自】

11 2 7 5 2 11 (2) カラーアスファルト舗装 11 2 7 5 2 11 (2) カラーアスファルト舗装 無 【県独自】
11 2 7 5 2 13 ② 請負者は，やむを得ず，舗装作業を中断して継目を作る場合

は，前項アスファルト舗装によるが，色むら防止上，継目を縁
石，境界石，その他の路面構造物等との接触面に設定する等の
配慮を行うこと｡

11 2 7 5 2 13 ② 受注者は，やむを得ず，舗装作業を中断して継目を作る場合
は，前項アスファルト舗装によるが，色むら防止上，継目を縁
石，境界石，その他の路面構造物等との接触面に設定する等の
配慮を行うこと｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 6 0 1 11-2-7-6 コンクリート舗装 11 2 7 6 0 1 11-2-7-6 コンクリート舗装 無 【県独自】
11 2 7 6 2 1 2. 工法 11 2 7 6 2 1 2. 工法 無 【県独自】
11 2 7 6 2 2 (1) 準備エ 11 2 7 6 2 2 (1) 準備エ 無 【県独自】
11 2 7 6 2 3 ① 請負者は，路盤及び型わくの施工は，コンクリート打設前に完

了し，監督職員の確認を受けること｡
11 2 7 6 2 3 ① 受注者は，路盤及び型わくの施工は，コンクリート打設前に完

了し，監督職員の確認を受けること｡
有 表記統一【県独自】

11 2 7 6 2 4 ② 請負者は，型わくの高さは，舗装材の厚さと等しくかつ適当に
補強し，鋼製ピン等で堅固に地盤に定着することができ，ま
た，隣接型わくと緊接できるものとすること｡

11 2 7 6 2 4 ② 受注者は，型わくの高さは，舗装材の厚さと等しくかつ適当に
補強し，鋼製ピン等で堅固に地盤に定着することができ，ま
た，隣接型わくと緊接できるものとすること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 6 2 10 (2) 打込み，敷きならし 11 2 7 6 2 10 (2) 打込み，敷きならし 無 【県独自】
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11 2 7 6 2 11 ① 請負者は，コンクリートの打込みは，気温が４℃以下の場合
は，行ってはならない。

11 2 7 6 2 11 ① 受注者は，コンクリートの打込みは，気温が４℃以下の場合
は，行ってはならない。

有 表記統一【県独自】

11 2 7 6 2 15 ④ 溶接金網を設置する場合の打込みは，スペーサーブロックで溶
接金網を浮かした後，行うものとする｡

11 2 7 6 2 15 ④ 溶接金網を設置する場合の打込みは，スペーサブロックで溶接
金網を浮かした後，行うものとする｡

有 表記統一(コンクリート標準示方書)
【県独自】

11 2 7 6 2 16 (3) 締固め 11 2 7 6 2 16 (3) 締固め 無 【県独自】
11 2 7 6 2 17 ① 請負者は，締固めにあたっては，型わく，目地，すみ等の付近

は念入りに行うこと｡
11 2 7 6 2 17 ① 受注者は，締固めにあたっては，型わく，目地，すみ等の付近

は念入りに行うこと｡
有 表記統一【県独自】

11 2 7 6 2 18 ② 請負者は，鉄網コンクリｰトの締固めは，鉄網のたわみ及び移動
を生じないように注意して施工すること｡

11 2 7 6 2 18 ② 受注者は，鉄網コンクリｰトの締固めは，鉄網のたわみ及び移動
を生じないように注意して施工すること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 6 2 19 (4) 表面仕上げ 11 2 7 6 2 19 (4) 表面仕上げ 無 【県独自】
11 2 7 6 2 20 ① 請負者は，版表面の施工にあたっては，平担，ち密堅固で縦方

向の小波がないように仕上げること。
11 2 7 6 2 20 ① 受注者は，版表面の施工にあたっては，平担，ち密堅固で縦方

向の小波がないように仕上げること。
有 表記統一【県独自】

11 2 7 6 2 21 ② 請負者は，表面仕上げを手仕上げによる場合は，次によること｡ 11 2 7 6 2 21 ② 受注者は，表面仕上げを手仕上げによる場合は，次によること｡ 有 表記統一【県独自】
11 2 7 6 2 29 (6) 養生 11 2 7 6 2 29 (6) 養生 無 【県独自】
11 2 7 6 2 30 請負者は，コンクリートの表面は，仕上げ後，むしろ，シート

等で覆い，湿潤を保ち，日光の直射，風雨，乾燥，気温，荷
重，衝撃等による有害な影響を受けないように保護しなければ
ならない。

11 2 7 6 2 30 受注者は，コンクリートの表面は，仕上げ後，むしろ，シート
等で覆い，湿潤を保ち，日光の直射，風雨，乾燥，気温，荷
重，衝撃等による有害な影響を受けないように保護しなければ
ならない。

有 表記統一【県独自】

11 2 7 7 0 1 11-2-7-7 平板，レンガ，タイル舗装 11 2 7 7 0 1 11-2-7-7 平板，レンガ，タイル舗装 無 【県独自】
11 2 7 7 1 1 1. 材料 11 2 7 7 1 1 1. 材料 無 【県独自】
11 2 7 7 1 2 請負者は，平板，れんが，タイル舗装に使用する材料は，滑り

にくい仕上げのものを使用すること。
11 2 7 7 1 2 受注者は，平板，れんが，タイル舗装に使用する材料は，滑り

にくい仕上げのものを使用すること。
有 表記統一【県独自】

11 2 7 7 1 3 (1) 平板 11 2 7 7 1 3 (1) 平板 無 【県独自】
11 2 7 7 1 4 ① コンクリート平板は，JIS A 5304「歩道用コンクリート平板」

によるJISマーク表示品又はこれと同等以上の品質を有する製品
とすること｡

11 2 7 7 1 4 ① コンクリート平板は，JIS A 5371「プレキャスト無筋コンク
リート製品」によるJISマーク表示品又はこれと同等以上の品質
を有する製品とすること｡

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 7 7 1 10 (3) タイル 11 2 7 7 1 10 (3) タイル 無 【県独自】
11 2 7 7 1 11 ① タイルは，JIS A 5209「陶磁器質タイル」によるJISマーク表示

品又はこれと同等以上の品質を有する床タイルとし，磁器質又
はせっ器質とする｡

11 2 7 7 1 11 ① タイルは，JIS A 5209「セラミックタイル」によるJISマーク表
示品又はこれと同等以上の品質を有する床タイルとし，磁器質
又はせっ器質とする｡

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 7 7 2 1 2. 工法 11 2 7 7 2 1 2. 工法 無 【県独自】
11 2 7 7 2 2 (1) 割付け 11 2 7 7 2 2 (1) 割付け 無 【県独自】
11 2 7 7 2 3 ① 請負者は，コンクリート平板，れんが，タイル等の施工に際し

ては，舗装パターン，縁石その他の工作物との取り合い及び伸
縮目地を考慮した割付図を作成し，監督職員に提出し，その承
諾を得るものとする。

11 2 7 7 2 3 ① 受注者は，コンクリート平板，れんが，タイル等の施工に際し
ては，舗装パターン，縁石その他の工作物との取り合い及び伸
縮目地を考慮した割付図を作成し，監督職員に提出し，その承
諾を得るものとする。

有 表記統一【県独自】

11 2 7 7 2 4 ② 請負者は，割付けによって端数が生じた場合は，極力現場加工
によって納まりよく仕上げること｡

11 2 7 7 2 4 ② 受注者は，割付けによって端数が生じた場合は，極力現場加工
によって納まりよく仕上げること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 7 2 10 (3) 据付け 11 2 7 7 2 10 (3) 据付け 無 【県独自】
11 2 7 7 2 11 ① 請負者は，平板，れんが，タイル等の据付けは，所定の表面勾

配が得られるように水糸を張って施工する等正確に行うこと｡
11 2 7 7 2 11 ① 受注者は，平板，れんが，タイル等の据付けは，所定の表面勾

配が得られるように水糸を張って施工する等正確に行うこと｡
有 表記統一【県独自】

11 2 7 7 2 12 ② 請負者は，広い面積の舗装を行う場合は，側溝及び桝の配置を
考慮し，勾配をとる方向等を決定すること｡

11 2 7 7 2 12 ② 受注者は，広い面積の舗装を行う場合は，側溝及び桝の配置を
考慮し，勾配をとる方向等を決定すること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 7 2 14 ④ 請負者は，砂路盤に平板等を据え付ける場合は，基礎の締固め
及び不陸整正を特に十分に行うこと｡

11 2 7 7 2 14 ④ 受注者は，砂路盤に平板等を据え付ける場合は，基礎の締固め
及び不陸整正を特に十分に行うこと｡

有 表記統一【県独自】

11 2 7 8 0 1 11-2-7-8 自然石舗装 11 2 7 8 0 1 11-2-7-8 自然石舗装 無 【県独自】
11 2 7 8 1 1 1. 材料 11 2 7 8 1 1 1. 材料 無 【県独自】
11 2 7 8 1 2 (1) 請負者は，自然石の寸法，石質，色彩等について，見本品を監

督職員に提出し，その承諾を得るものとする｡
11 2 7 8 1 2 (1) 受注者は，自然石の寸法，石質，色彩等について，見本品を監

督職員に提出し，その承諾を得るものとする｡
有 表記統一【県独自】

11 2 7 8 2 1 2. 工法 11 2 7 8 2 1 2. 工法 無 【県独自】
11 2 7 8 2 2 (1) 砂利，洗い出し及び埋込み舗装 11 2 7 8 2 2 (1) 砂利，洗い出し及び埋込み舗装 無 【県独自】
11 2 7 8 2 3 請負者は，砂利，洗い出し及び埋込み舗装は，下記によるもの

とする。
11 2 7 8 2 3 受注者は，砂利，洗い出し及び埋込み舗装は，下記によるもの

とする。
有 表記統一【県独自】

11 2 8 0 0 1 第8節 ウォール・擁壁工 11 2 8 0 0 1 第8節 ウォール・擁壁工 無 【県独自】
11 2 8 3 0 1 11-2-8-3 工法 11 2 8 3 0 1 11-2-8-3 工法 無 【県独自】
11 2 8 3 4 1 4. 擁壁 11 2 8 3 4 1 4. 擁壁 無 【県独自】
11 2 8 3 4 2 (1) 共通事項 11 2 8 3 4 2 (1) 共通事項 無 【県独自】
11 2 8 3 4 3 ① 請負者は，目地及び水抜き穴の施工に先立ち，位置図，構造図

を監督職員に提出し，承諾を得るものとする｡
11 2 8 3 4 3 ① 受注者は，目地及び水抜き穴の施工に先立ち，位置図，構造図

を監督職員に提出し，承諾を得るものとする｡
有 表記統一【県独自】

11 2 8 3 4 6 (2) コンクリート擁壁 11 2 8 3 4 6 (2) コンクリート擁壁 無 【県独自】
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11 2 8 3 4 7 ① 請負者は，せき板の締付けは，ボルト又は棒鋼を用い，型わく
の取りはずし後，コンクリート表面から25㎜以内の内部で切断
し，切断穴はモルタルで充てんすること｡

11 2 8 3 4 7 ① 受注者は，せき板の締付けは，ボルト又は棒鋼を用い，型わく
の取りはずし後，コンクリート表面から25㎜以内の内部で切断
し，切断穴はモルタルで充てんすること｡

有 表記統一【県独自】

11 2 8 3 4 8 ② 請負者は，型わくには，適切な面取り材を取り付けること｡ 11 2 8 3 4 8 ② 受注者は，型わくには，適切な面取り材を取り付けること｡ 有 表記統一【県独自】
11 2 8 3 4 9 ③ 請負者は，型わくについては，設置後，コンクリート打設前に

監督職員の検査を受けるものとする｡
11 2 8 3 4 9 ③ 受注者は，型わくについては，設置後，コンクリート打設前に

監督職員の検査を受けるものとする｡
有 表記統一【県独自】

11 2 9 0 0 1 第9節 縁石工 11 2 9 0 0 1 第9節 縁石工 無 【県独自】
11 2 9 1 0 1 11-2-9-1 材料 11 2 9 1 0 1 11-2-9-1 材料 無 【県独自】
11 2 9 1 1 1 1. コンクリートブロックは，J1S A 5307「コンクリート境界ブ

ロック」の歩車道境界ブロック，地先境界ブロック又はそれに
準ずるものとする｡

11 2 9 1 1 1 1. コンクリートブロックは，JIS A 5371「プレキャスト無筋コン
クリート製品」の歩車道境界ブロック，地先境界ブロック又は
それに準ずるものとする｡

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 10 0 0 1 第10節 植栽工 11 2 10 0 0 1 第10節 植栽工 無 【県独自】
11 2 10 5 0 1 11-2-10-5 枯補償 11 2 10 5 0 1 11-2-10-5 枯補償 無 【県独自】
11 2 10 5 1 1 1. 植栽樹木等が工事完成引渡し後，1年以内に植栽した時の状態で

枯死又は形姿不良(枯れ枝が樹冠部の三分の二以上になった場合
及び通直な主幹をもつ樹木については，樹高の三分の一以上の
主幹が枯れた状態)となった場合には，請負者は，当初植栽した
樹木等と同等又はそれ以上の規格のものに植え替えるものとす

11 2 10 5 1 1 1. 植栽樹木等が工事完成引渡し後，1年以内に植栽した時の状態で
枯死又は形姿不良(枯れ枝が樹冠部の三分の二以上になった場合
及び通直な主幹をもつ樹木については，樹高の三分の一以上の
主幹が枯れた状態)となった場合には，受注者は，当初植栽した
樹木等と同等又はそれ以上の規格のものに植え替えるものとす

有 表記統一【県独自】

11 2 13 0 0 1 第13節 遊戯施設工 11 2 13 0 0 1 第13節 遊戯施設工 無 【県独自】
11 2 13 1 2 1 2. 遊戯器具の継手類及び金具類等主要部分の金具類は，JIS G

5703「白心可鍛鋳鉄品」マリアブル製又は同等晶以上とし，堅
固な良質物を用いる｡

11 2 13 1 2 1 2. 遊戯器具の継手類及び金具類等主要部分の金具類は，JIS G
5705「可鍛鋳鉄品」マリアブル製又は同等晶以上とし，堅固な
良質物を用いる｡

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 13 2 0 1 11-2-13-2 共通事項 11 2 13 2 0 1 11-2-13-2 共通事項 無 【県独自】
11 2 13 2 13 1 13. 溶接部分は，すべてグラインダー，ヤスリ等でなめらかに仕上

げなければならない。また，突起ができないように面取り等を
十分注意しなければならない｡

11 2 13 2 13 1 13. 溶接部分は，すべてグラインダ，ヤスリ等でなめらかに仕上げ
なければならない。また，突起ができないように面取り等を十
分注意しなければならない｡

有 諸基準の改定に伴う
【県独自】

11 2 16 0 0 1 第16節 照明施設工 11 2 16 0 0 1 第16節 照明施設工 無 【県独自】
11 2 16 2 0 1 11-2-16-2 機器及び材料 11 2 16 2 0 1 11-2-16-2 機器及び材料 無 【県独自】
11 2 16 2 1 1 1. 機器及び材料のうち，電気用品取締法（昭和36年法律第234号）

の適用を受けるものは，表示のものとし，電気設備技術基準の
細目を定める告示に規格のあるものは，これに適合したものと
すること。また，日本工業規格(JIS)その他の規格に定めがある
時はこれによるものとする｡

11 2 16 2 1 1 1. 機器及び材料のうち，電気用品取締法（昭和36年法律第234号）
の適用を受けるものは，表示のものとし，電気設備技術基準の
細目を定める告示に規格のあるものは，これに適合したものと
すること。また，JISその他の規格に定めがある時はこれによる
ものとする｡

有 表記統一
【県独自】

11 2 17 0 0 1 第17節 排水工 11 2 17 0 0 1 第17節 排水工 無 【県独自】
11 2 17 1 0 1 11-2-17-1 材料 11 2 17 1 0 1 11-2-17-1 材料 無 【県独自】
11 2 17 1 1 1 1. 管きょ，街きょ，桝，マンホール側塊等 11 2 17 1 1 1 1. 管きょ，街きょ，桝，マンホール側塊等 無 【県独自】
11 2 17 1 1 2 (1) 管きょ，街きょ，桝，マンホール側塊等の製品は，日本工業規

格(JIS)又は日本下水道協会規格(JSWAS)の規格品又は同等品以
上のものとする｡

11 2 17 1 1 2 (1) 管きょ，街きょ，桝，マンホール側塊等の製品は，JISまたは
JSWAS(日本下水道協会規格)の規格品又は同等品以上のものとす
る｡

有 表記統一
【県独自】

11 2 17 1 1 3 (2) 規格外品を使用する場合は，形，質，寸法及び強度等が目的に
十分応じられるもので，日本工業規格(JIS)又は日本下水道協会
規格(JSWAS)の規格品と同等以上のものとする｡

11 2 17 1 1 3 (2) 規格外品を使用する場合は，形，質，寸法及び強度等が目的に
十分応じられるもので，JIS又はJSWASの規格品と同等以上のも
のとする｡

有 表記統一
【県独自】

11 3 0 0 0 1 第3章 急傾斜地崩壊対策工 11 3 0 0 0 1 第3章 急傾斜地崩壊対策工 無 【県独自】
11 3 1 0 0 1 第1節 通則 11 3 1 0 0 1 第1節 通則 無 【県独自】
11 3 1 1 0 1 11-3-1-1 一般 11 3 1 1 0 1 11-3-1-1 一般 無 【県独自】
11 3 1 1 3 1 3. 請負者は，設計条件，施工条件，環境保全等のほか，特に住民

の安全対策を考慮した施工計画を策定し，工事の施工を行うも
のとする。

11 3 1 1 3 1 3. 受注者は，設計条件，施工条件，環境保全等のほか，特に住民
の安全対策を考慮した施工計画を策定し，工事の施工を行うも
のとする。

有 表記統一【県独自】

11 3 1 1 4 1 4. 請負者は，工事着手前に現地の地形，地質，節理の発達，湧
水，植生，亀裂及び斜面背後地の水路等の状況，並びに家庭排
水管，人家の密度等を考慮の上，工事の安全な施工計画をた
て，施工計画書に記載しなければならない。

11 3 1 1 4 1 4. 受注者は，工事着手前に現地の地形，地質，節理の発達，湧
水，植生，亀裂及び斜面背後地の水路等の状況，並びに家庭排
水管，人家の密度等を考慮の上，工事の安全な施工計画をた
て，施工計画書に記載しなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 1 2 0 1 11-3-1-2 安全対策 11 3 1 2 0 1 11-3-1-2 安全対策 無 【県独自】
11 3 1 2 1 1 1. 請負者は，施工期間を通じて，施工対象区域及びその周辺の居

住者等，並びに作業員に危険が及ばないよう，労働安全衛生法
及びその他の関係法規等に基づき，安全管理に注意し，工事を
行わなければならない。

11 3 1 2 1 1 1. 受注者は，施工期間を通じて，施工対象区域及びその周辺の居
住者等，並びに作業員に危険が及ばないよう，労働安全衛生法
及びその他の関係法規等に基づき，安全管理に注意し，工事を
行わなければならない。

有 表記統一【県独自】
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 3 1 2 2 1 2. 請負者は，工事施工に当たっては，あらかじめ地元住民に対
し，工事の目的，工期，工事中の注意等について周知を行うと
ともに，異常事態の発生が予想される場合又は発生した場合の
避難場所等を周知徹底し，工事に対する理解と協力を得なけれ
ばならない。

11 3 1 2 2 1 2. 受注者は，工事施工に当たっては，あらかじめ地元住民に対
し，工事の目的，工期，工事中の注意等について周知を行うと
ともに，異常事態の発生が予想される場合又は発生した場合の
避難場所等を周知徹底し，工事に対する理解と協力を得なけれ
ばならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 1 2 3 1 3. 請負者は，工事についての付近住民への周知を図るため，工事
の目的，工期，工事中の注意等についての広報板（別図）を，
また，工事現場位置と避難場所について表示した図板（別図）
を作成し，関係人に周知できる場所に設置しなければならな

11 3 1 2 3 1 3. 受注者は，工事についての付近住民への周知を図るため，工事
の目的，工期，工事中の注意等についての広報板（別図）を，
また，工事現場位置と避難場所について表示した図板（別図）
を作成し，関係人に周知できる場所に設置しなければならな

有 表記統一【県独自】

11 3 1 2 4 1 4. 請負者は，土砂及び材料等の搬入・搬出並びに置場等について
は，工事の安全施工と通路の安全確保を十分考慮しなければな
らない。

11 3 1 2 4 1 4. 受注者は，土砂及び材料等の搬入・搬出並びに置場等について
は，工事の安全施工と通路の安全確保を十分考慮しなければな
らない。

有 表記統一【県独自】

11 3 1 2 5 1 5. 請負者は，工事作業中，必ず監視員を配置し落石等の監視に当
たり，労働災害及び第三者へ与える損害，事故等の防止に努め
なければならない。

11 3 1 2 5 1 5. 受注者は，工事作業中，必ず監視員を配置し落石等の監視に当
たり，労働災害及び第三者へ与える損害，事故等の防止に努め
なければならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 1 2 6 1 6. 請負者は，毎日の作業開始前及び終了後には，工事施工区間を
点検しなければならない。特に降雨後は斜面の侵食，亀裂，節
理の状況を調査し，安全を確かめた後作業をしなければならな
い。地震後においても同様とする。

11 3 1 2 6 1 6. 受注者は，毎日の作業開始前及び終了後には，工事施工区間を
点検しなければならない。特に降雨後は斜面の侵食，亀裂，節
理の状況を調査し，安全を確かめた後作業をしなければならな
い。地震後においても同様とする。

有 表記統一【県独自】

11 3 1 2 7 1 7. 請負者は，気象予報を確実に把握し，常に適正な計画により作
業を進めなければならない。

11 3 1 2 7 1 7. 受注者は，気象予報を確実に把握し，常に適正な計画により作
業を進めなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 1 2 8 1 8. 請負者は，台風，集中豪雨等の異常気象時には，昼夜にわたり
工事施工区間の見回り点検を実施し，斜面の侵食，亀裂，節理
の状況等に異常を発見したときは，直ちに監督職員に連絡し指
示を受けなければならない。

11 3 1 2 8 1 8. 受注者は，台風，集中豪雨等の異常気象時には，昼夜にわたり
工事施工区間の見回り点検を実施し，斜面の侵食，亀裂，節理
の状況等に異常を発見したときは，直ちに監督職員に連絡し指
示を受けなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 2 0 0 1 第2節 施工 11 3 2 0 0 1 第2節 施工 無 【県独自】
11 3 2 1 0 1 11-3-2-1 傾斜面切土 11 3 2 1 0 1 11-3-2-1 傾斜面切土 無 【県独自】
11 3 2 1 1 1 1. 請負者は，斜面下部には土砂等の崩落に備えて，設計図書のと

おり仮設防護柵を設置した後，工事に着手しなければならな
い。また，工事が完了するまでこれを設置しなければならな

11 3 2 1 1 1 1. 受注者は，斜面下部には土砂等の崩落に備えて，設計図書のと
おり仮設防護柵を設置した後，工事に着手しなければならな
い。また，工事が完了するまでこれを設置しなければならな

有 表記統一【県独自】

11 3 2 1 2 1 2. 請負者は，斜面の切取り，床掘りは設計図書に示された方法で
施工し，すかし掘りをしてはならない。ただし，現地の状況に
より施工方法を変更するときは，監督職員の承諾を得なければ
ならない。

11 3 2 1 2 1 2. 受注者は，斜面の切取り，床掘りは設計図書に示された方法で
施工し，すかし掘りをしてはならない。ただし，現地の状況に
より施工方法を変更するときは，監督職員の承諾を得なければ
ならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 2 1 3 2 3. 請負者は，斜面の切土工事においては，崩落等の危険のないよ
うな順序と方法により施工し，終業後は切崩した土砂をのり面
に残してはならない。

11 3 2 1 3 2 3. 受注者は，斜面の切土工事においては，崩落等の危険のないよ
うな順序と方法により施工し，終業後は切崩した土砂をのり面
に残してはならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 2 1 4 1 4. 請負者は，斜面工事においては，まず法肩から最上部小段まで
の掘削を行い，当該一段目の切土面へ速やかに法面工を行った
後でなければ，二段目への着手はできない。また，二段目以降
は，この作業手順を順次繰り返さなければならない。（いわゆ
る逆巻き工法を原則とし，全斜面を一括に掘削してはならな

11 3 2 1 4 1 4. 受注者は，斜面工事においては，まず法肩から最上部小段まで
の掘削を行い，当該一段目の切土面へ速やかに法面工を行った
後でなければ，二段目への着手はできない。また，二段目以降
は，この作業手順を順次繰り返さなければならない。（いわゆ
る逆巻き工法を原則とし，全斜面を一括に掘削してはならな

有 表記統一【県独自】

11 3 2 1 5 1 5. 請負者は，自ら行う現地調査及び監督職員の提示する地質調査
結果を基に，上記逆巻き工法における各段ごとの分割掘削延長
及び分割後の掘削順番を，監督職員と書面により協議しなけれ
ばならない。

11 3 2 1 5 1 5. 受注者は，自ら行う現地調査及び監督職員の提示する地質調査
結果を基に，上記逆巻き工法における各段ごとの分割掘削延長
及び分割後の掘削順番を，監督職員と書面により協議しなけれ
ばならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 2 1 6 1 6. 請負者は，請負者の責任において切土中の地山の挙動を監視し
なければならない。施工中に，崩落等の危険のおそれのある箇
所，あるいは湧水，軟弱地盤等不良箇所が発見された場合は，
監督職員と協議すること。

11 3 2 1 6 1 6. 受注者は，受注者の責任において切土中の地山の挙動を監視し
なければならない。施工中に，崩落等の危険のおそれのある箇
所，あるいは湧水，軟弱地盤等不良箇所が発見された場合は，
監督職員と協議すること。

有 表記統一【県独自】

11 3 2 1 7 1 7. 請負者は，作業中及び作業終了後においては必ず施工斜面を
シート等で覆い，雨水による斜面の洗掘，崩落が生じないよう
努めなければならない。

11 3 2 1 7 1 7. 受注者は，作業中及び作業終了後においては必ず施工斜面を
シート等で覆い，雨水による斜面の洗掘，崩落が生じないよう
努めなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 2 1 8 1 8. 請負者は，施工に先立って斜面の状態，後背地からの地表水の
流入経路，湧水箇所について把握し，その対策として，切土施
工斜面上方の仮排水路を設置したり，湧水についても安全に施
工区域外に排水するようにしなければならない。

11 3 2 1 8 1 8. 受注者は，施工に先立って斜面の状態，後背地からの地表水の
流入経路，湧水箇所について把握し，その対策として，切土施
工斜面上方の仮排水路を設置したり，湧水についても安全に施
工区域外に排水するようにしなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 2 1 9 1 9. 請負者は，斜面の施工端と在来地面との取付けは監督職員と協
議し，滑らかにすりつけ，必要に応じ法面保護を施すものとす

11 3 2 1 9 1 9. 受注者は，斜面の施工端と在来地面との取付けは監督職員と協
議し，滑らかにすりつけ，必要に応じ法面保護を施すものとす

有 表記統一【県独自】

11 3 2 2 0 1 11-3-2-2 その他 11 3 2 2 0 1 11-3-2-2 その他 無 【県独自】
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11 3 2 2 1 1 1. 請負者は，法面工の施工に当たっては，不安定な状態で終業と
ならないようにしなければならない。

11 3 2 2 1 1 1. 受注者は，法面工の施工に当たっては，不安定な状態で終業と
ならないようにしなければならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 2 2 2 1 2. 請負者は，終業後，法面工の材料を法面及び法頭等に放置して
はならない。

11 3 2 2 2 1 2. 受注者は，終業後，法面工の材料を法面及び法頭等に放置して
はならない。

有 表記統一【県独自】

11 3 2 2 3 1 3. 請負者は，水抜孔，排水路等を工事完了後，点検，清掃しなけ
ればならない。

11 3 2 2 3 1 3. 受注者は，水抜孔，排水路等を工事完了後，点検，清掃しなけ
ればならない。

有 表記統一【県独自】

11 4 0 0 0 1 第4章 簡易舗装工 11 4 0 0 0 1 第4章 簡易舗装工 無 【県独自】
11 4 1 0 2 1 2. 本章に特に定めのない事項については，第２編材料編，第８編

第２章舗装の規定によるものとする。
11 4 1 0 2 1 2. 本章に特に定めのない事項については，第２編材料編，第10編

第２章舗装の規定によるものとする。
有 表記修正【県独自】

11 4 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 11 4 2 0 0 1 第2節 適用すべき諸基準 無 【県独自】
11 4 2 0 0 2 請負者は，設計図書において特に定めのない事項については，

下記の基準類によらなければならない。なお，基準類と設計図
書に相違がある場合は，原則として設計図書の規定に従うもの
とし，疑義がある場合は監督職員に確認をもとめなければなら

11 4 2 0 0 2 受注者は，設計図書において特に定めのない事項については，
下記の基準類によらなければならない。なお，基準類と設計図
書に相違がある場合は，原則として設計図書の規定に従うもの
とし，疑義がある場合は監督職員に確認をもとめなければなら

有 表記統一【県独自】

11 4 3 2 0 1 11-4-3-2 上層路盤 11 4 3 2 0 1 11-4-3-2 上層路盤 無 【県独自】
11 4 3 2 5 1 5. セメント安定処理工法 11 4 3 2 5 1 5. セメント安定処理工法 無 【県独自】
11 4 3 2 5 9 (2) 配合設計 11 4 3 2 5 9 (2) 配合設計 無 【県独自】
11 4 3 2 5 10 ① 請負者は，セメント配合量については，施工に先立ち配合設計

を行い，監督職員の承諾を得なければならない。
11 4 3 2 5 10 ① 受注者は，セメント配合量については，施工に先立ち配合設計

を行い，監督職員の承諾を得なければならない。
有 表記統一【県独自】

11 4 3 2 6 1 6. 石灰安定処理工法 11 4 3 2 6 1 6. 石灰安定処理工法 無 【県独自】
11 4 3 2 6 9 (2) 配合設計 11 4 3 2 6 9 (2) 配合設計 無 【県独自】
11 4 3 2 6 10 ① 請負者は，石灰配合量については，施工に先立ち配合設計を行

い，監督職員の承諾を得なければならない。
11 4 3 2 6 10 ① 受注者は，石灰配合量については，施工に先立ち配合設計を行

い，監督職員の承諾を得なければならない。
有 表記統一【県独自】

11 4 3 2 7 1 7. 瀝青安定処理工法 11 4 3 2 7 1 7. 瀝青安定処理工法 無 【県独自】
11 4 3 2 7 42 2) プラント混合方式 11 4 3 2 7 42 2) プラント混合方式 無 【県独自】
11 4 3 2 7 43 ⅰ) 混合 11 4 3 2 7 43 ⅰ) 混合 無 【県独自】
11 4 3 2 7 44 アスファルト乳剤を用いる場合は，ミキサへの材料の投入は，

骨材，水，乳剤の順に行う。バッチミキサの場合は20秒程度混
合する。混合時には，最適含水量になるよう水量を調整するこ
と。カットバックアスファルトの場合は，加熱混合式の場合に
準じること。

11 4 3 2 7 44 アスファルト乳剤を用いる場合は，ミキサーへの材料の投入
は，骨材，水，乳剤の順に行う。バッチミキサーの場合は20秒
程度混合する。混合時には，最適含水量になるよう水量を調整
すること。カットバックアスファルトの場合は，加熱混合式の
場合に準じること。

有 JIS名称変更
【県独自】

11 4 4 3 0 1 11-4-4-3 加熱混合式工法 11 4 4 3 0 1 11-4-4-3 加熱混合式工法 無 【県独自】
11 4 4 3 0 2 加熱混合式工法については，第８編第２章舗装によるものとす

る。
11 4 4 3 0 2 加熱混合式工法については，第10編第２章舗装によるものとす

る。
有 表記修正

【県独自】
11 5 0 0 0 1 第5章 植生基材吹付工 11 5 0 0 0 1 第5章 植生基材吹付工 無 【県独自】
11 5 2 0 0 1 第2節 準備工 11 5 2 0 0 1 第2節 準備工 無 【県独自】
11 5 2 0 0 2 工事着手前にのり面のゴミ，浮石等を除去し地山と生育基盤と

の付着を良好にすること｡
11 5 2 0 0 2 工事着手前にのり面のごみ，浮石等を除去し地山と生育基盤と

の付着を良好にすること｡
有 表記統一

【県独自】
11 5 3 0 0 1 第3節 植生基材吹付工 11 5 3 0 0 1 第3節 植生基材吹付工 無 【県独自】
11 5 3 3 0 1 11-5-3-3 確認検査 11 5 3 3 0 1 11-5-3-3 確認検査 無 【県独自】
11 5 3 3 0 2 請負者は，施工条件等により，種子の生育速度が異なり検査時

にその発芽状況を確認することが困難と思われる場合は，施工
終了後，最もふさわしい判定時期を監督職員に申請し，確認検
査を受けるものとする｡

11 5 3 3 0 2 受注者は，施工条件等により，種子の生育速度が異なり検査時
にその発芽状況を確認することが困難と思われる場合は，施工
終了後，最もふさわしい判定時期を監督職員に申請し，確認検
査を受けるものとする｡

有 表記統一【県独自】

11 6 0 0 0 1 第6章 落石防護工 11 6 0 0 0 1 第6章 落石防護工 無 【県独自】
11 6 1 0 0 1 第1節 落石防止網工 11 6 1 0 0 1 第1節 落石防止網工 無 【県独自】
11 6 1 2 0 1 11-6-1-2 施工 11 6 1 2 0 1 11-6-1-2 施工 無 【県独自】
11 6 1 2 6 1 6. 結合コイルの取付けは，次表を標準とする｡ 11 6 1 2 6 1 6. 結合コイルの取付けは，次表を標準とする｡ 無 【県独自】

11 6 1 2 6 2 表6-1 結合コイルの取付け間隔 有 新規追加【県独自】
11 6 1 3 0 1 11-6-1-3 覆式落石防止網の標準形式 11 6 1 3 0 1 11-6-1-3 覆式落石防止網の標準形式 無 【県独自】
11 6 1 3 1 1 1. 覆式落石防止網の標準形式は，表６－１の３種類とし，各種別

の構造諸元は，表６－２のとおりとする｡
11 6 1 3 1 1 1. 覆式落石防止網の標準形式は，表6-1の３種類とし，各種別の構

造諸元は，表6-2のとおりとする｡
有 表記修正【県独自】

11 6 1 3 1 2 表6-1 覆式落石防止網の種類と性能 11 6 1 3 1 2 表6-2 覆式落石防止網の種類と性能 有 表記修正【県独自】
11 6 1 3 1 3 表6-2 覆式落石防止網の構造諸元 11 6 1 3 1 3 表6-3 覆式落石防止網の構造諸元 有 表記修正【県独自】
11 6 1 3 2 2 表6-3 ワイヤロープ及び金網の標準使用区分 11 6 1 3 2 2 表6-4 ワイヤロープ及び金網の標準使用区分 有 表記修正【県独自】
11 6 1 4 0 1 11-6-1-4 材料 11 6 1 4 0 1 11-6-1-4 材料 無 【県独自】
11 6 1 4 1 1 1. 金網 11 6 1 4 1 1 1. 金網 無 【県独自】
11 6 1 4 1 6 (5) 塩化ビニル被覆亜鉛めっき鉄線製ひし形金網に使用する材料

は，JIS G 3543「塩化ビニル被覆鉄線」SWMV-GS2を用いる｡
11 6 1 4 1 6 (5) 塩化ビニル被覆亜鉛めっき鉄線製ひし形金網に使用する材料

は，JIS G 3543「合成樹脂被覆鉄線」SWMV-GS2を用いる｡
有 諸基準の改定に伴う

【県独自】
11 6 1 4 1 9 表6-4 金網の規格値 11 6 1 4 1 9 表6-5 金網の規格値 有 表記修正【県独自】
11 6 1 4 2 1 2. ワイヤロープ 11 6 1 4 2 1 2. ワイヤロープ 無 【県独自】
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11 6 1 4 2 5 表6-5 ワイヤロープの規格値 11 6 1 4 2 5 表6-6 ワイヤロープの規格値 有 表記修正【県独自】
11 6 1 4 3 1 3. アンカー 11 6 1 4 3 1 3. アンカー 無 【県独自】
11 6 1 4 3 5 表6-6 アンカ一の規格値 11 6 1 4 3 5 表6-7 アンカ一の規格値 有 表記修正【県独自】
11 6 1 4 4 1 4. 結合コイル 11 6 1 4 4 1 4. 結合コイル 無 【県独自】
11 6 1 4 4 4 表6-7 結合コイルの規格値 11 6 1 4 4 4 表6-8 結合コイルの規格値 有 表記修正【県独自】
11 6 1 4 5 1 5. ワイヤクリップ 11 6 1 4 5 1 5. ワイヤクリップ 無 【県独自】
11 6 1 4 5 4 表6-8 ワイヤクリップの規格値 11 6 1 4 5 4 表6-9 ワイヤクリップの規格値 有 表記修正【県独自】
11 6 1 4 6 1 6. クロスクリップ 11 6 1 4 6 1 6. クロスクリップ 無 【県独自】
11 6 1 4 6 4 表6-9 クロスクリップの規格値 11 6 1 4 6 4 表6-10 クロスクリップの規格値 有 表記修正【県独自】
11 6 1 4 7 1 7. 支柱 11 6 1 4 7 1 7. 支柱 無 【県独自】
11 6 2 0 0 1 第2節 落石防止柵工 11 6 2 0 0 1 第2節 落石防止柵工 無 【県独自】
11 6 2 2 0 1 11-6-2-2 仕様 11 6 2 2 0 1 11-6-2-2 仕様 無 【県独自】
11 6 2 2 0 3 表-1 基本事項 11 6 2 2 0 3 表6-11 基本事項 有 表記修正【県独自】
11 6 2 2 0 4 表-2 間隔保持材の組合せ本数（1箇所当たり） 11 6 2 2 0 4 表6-12 間隔保持材の組合せ本数（1箇所当たり） 有 表記修正【県独自】

11 7 0 0 0 1 第7章 その他 有 新規追加【県独自】
11 7 1 0 0 1 第1節 工事着手前に確認すべき事項 有 新規追加【県独自】
11 7 1 1 0 1 11-7-1-1 電子納品 有 新規追加【県独自】

R020312技術管理室長通知
11 7 1 1 1 1 1. 鹿児島県土木部が発注する工事は，電子納品対象工事とする。

電子納品とは，「調査，設計，工事などの各業務段階の最終成
果を電子成果品として納品すること」をいう。ここでいう電子
成果品とは，「鹿児島県電子納品ガイドライン（案）（令和2年
3月）：（以下，「ガイドライン」という。）」に定める基準に
基づいて作成した電子データを指す。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 1 1 2 ガイドラインは鹿児島県ホームページから取得できる。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 1 2 1 2. ガイドラインに基づいて作成した電子成果品は，電子媒体で正

本１部，副本１部の計２部提出する。電子納品レベル及び成果
品の電子化の範囲については，事前協議を行い決定する。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 2 0 1 11-7-1-2 暴力団関係者による不当介入を受けた場合の措置 有 新規追加【県独自】
H200314土木部長通知

11 7 1 2 0 2 鹿児島県が発注する建設工事等（以下「県工事等」という。）
において，暴力団関係者による不当要求又は工事妨害（以下
「不当介入」という。）を受けた場合は，断固としてこれを拒
否するとともに，その旨を遅滞なく県（発注者）及び警察に通
報すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 2 0 3 県工事等において，暴力団関係者による不当介入を受けたこと
により工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は，県（発注
者）と協議を行うこと。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 3 0 1 11-7-1-3 配置技術者等の途中交代 有 新規追加【県独自】
H300330監理課長通知

11 7 1 3 1 1 1. 配置技術者の途中交代が認められる場合としては，主任技術者
又は監理技術者の死亡，傷病，出産，育児，介護または退職
等，真にやむを得ない場合のほか，下記に該当する場合であ

有 新規追加【県独自】

11 7 1 3 1 2 (1) 受注者の責によらない理由により工事中止または工事内容の大
幅な変更が発生し，工期が延長された場合

有 新規追加【県独自】

11 7 1 3 1 3 (2) 橋梁，ポンプ，ゲート，エレベーター，発電機・配電盤等の電
機品等の工場製作を含む工事であって，工場から現地へ工事の
現場が移行する時点

有 新規追加【県独自】

11 7 1 3 1 4 (3) 一つの契約工期が多年に及ぶ場合 有 新規追加【県独自】
11 7 1 3 2 1 2. 上記1のいずれの場合であっても，受注者と発注者が協議し，工

事の継続性，品質確　保等に支障がないと認められる場合のみ
途中交代が可能となる。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 4 0 1 11-7-1-4 監理技術者等の専任を要しない期間 有 新規追加【県独自】
H210709技術管理課長通知

11 7 1 4 1 1 1. 請負契約の締結後，現場施工に着手するまでの期間（現場事務
所の設置，資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期
間）については，打合せ記録簿により明確となっていることを
条件に，主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要し

有 新規追加【県独自】
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11 7 1 4 2 1 2. 工事完成後，検査が終了し，事務手続，後片付け等のみが残っ
ている期間については，主任技術者又は監理技術者の工事現場
への専任を要しない。なお，検査が終了した日は，発注者が工
事の完成を確認した旨，受注者に通知した日（「工事目的物引
受書」等における日付）とする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 5 0 1 11-7-1-5 現場代理人の常駐に関する取扱い 有 新規追加【県独自】
H230329監理課長通知

11 7 1 5 1 1 1. 現場代理人の工事現場への常駐を要しない場合 有 新規追加【県独自】
11 7 1 5 1 2 現場代理人は現場に常駐し，その運営，取締りを行うこととさ

れているが，以下のいずれかの要件を満たす場合に，工事請負
契約書第10条第3項の「工事現場における運営，取締り及び権限
の行使に支障がない」ものとして取り扱うこととする。ただ
し，いずれの場合にも連絡が常にとれる体制を確保する必要や
現場保全の義務（現場の巡回等）があるため，現場代理人を設
置しておくことは必要である。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 5 1 3 (1) 契約締結後，現場事務所の設置，資機材の搬入又は仮設工事等
が開始されるまでの期間

有 新規追加【県独自】

11 7 1 5 1 4 (2) 工事請負契約書第20条により工事が一時中止されている期間 有 新規追加【県独自】
11 7 1 5 1 5 (3) 橋梁，ポンプ，ゲート，エレベーター等の工場製作を含む工事

であって，工場製作のみが行われている期間
有 新規追加【県独自】

11 7 1 5 1 6 また，同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体
制のもとで製作を行うことが可能である場合は，同一の現場代
理人が，これらの製作を一括して運営，取締りを行うことがで
きるものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 5 1 7 (4) 前３号に掲げる期間のほか，受注者から工事完成の通知があ
り，完成検査，事務手続，後片付け等のみが残っているなど，
工事現場において作業等が行われていない期間

有 新規追加【県独自】

11 7 1 5 2 1 2. 発注者への報告 有 新規追加【県独自】
11 7 1 5 2 2 上記１の要件を満たす場合は，現場代理人の工事現場における

常駐は不要とし，他の工事と兼務することを可能とするが，
「工事打合簿」等により，工事現場において作業等が行われて
いない期間を明確にしておくこと。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 6 0 1 11-7-1-6 公共工事における県産資材の優先使用について 有 新規追加【県独自】
R030329技術管理室長通知

11 7 1 6 1 1 1. 工事に使用する資材については，県内で産出，生産または製造
されたもの（以下「県産資材」という。）の優先使用に努める
こととし，さらに，県産資材以外の資材等についても，県内に
本店を置く資材業者等から調達するよう努めることとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 6 2 1 2. 受注者は，「材料使用承認願」において，全ての資材について
県産資材使用の有無を記載するとともに，以下に記載する「指
定主要資材」の中で県産資材を使用しない場合は，「県産資材
等不使用状況報告書」を監督員に提出し，承諾を得なければな

有 新規追加【県独自】

11 7 1 6 2 2 表7-1 指定主要資材 有 新規追加【県独自】
11 7 1 6 3 1 3. 前項で定めた不使用状況報告書において，第１項で定めた資材

業者等から調達しない場合は，その理由を記載すること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 6 4 1 4. 受注者は，工事完成時及び監督職員から指示された場合，「建
設資材使用実績報告書」の電子（エクセル」）データを監督職
員に提出すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 6 5 1 5. 各様式については，鹿児島県ホームページから取得すること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 6 5 2 なお，4項「建設資材使用実績報告書」を監督職員へ提出する際

は，工事関係書類一覧表（電子（エクセル）データ）の「下請
工事における管内建設業者等不活用状況報告書」，「県産資材
等不活用状況」，「使用材料承認願い」，「下請業者使用実績
報告書」，「【発注者使用】様式-1」，「【発注者使用】様式-
2」のシートは，削除しないこと。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 7 0 1 11-7-1-7 下請工事における管内（県内）建設業者の優先活用について 有 新規追加【県独自】
R030329技術管理室長通知

11 7 1 7 1 1 1. 受注者は，工事の一部を下請に付する場合は，施工地を管轄す
る振興局，支庁の管内に主たる営業所を有する者を使用するよ
う努めることとする。

有 新規追加【県独自】
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 7 1 7 2 1 2. 受注者は，前項で定めた建設業者を活用しない場合は，施工計
画書等の提出と併せて「下請工事における管内建設業者等不活
用状況報告書」を監督職員に提出すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 7 3 1 3. 受注者は，工事完成時及び監督職員から指示された場合，「下
請業者使用実績報告書」の電子（エクセル」）データを監督職
員に提出すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 7 4 1 4. 各様式については，鹿児島県ホームページから取得すること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 7 4 2 なお，３項「下請業者使用実績報告書」を監督職員へ提出する

際は，工事関係書類一覧表（電子（エクセル）データ）の「下
請工事における管内建設業者等不活用状況報告書」，「県産資
材等不活用状況」，「使用材料承認願い」，「建設資材使用実
績報告書」，「【発注者使用】様式-1」，「【発注者使用】様
式-2」のシートは，削除しないこと。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 8 0 1 11-7-1-8 施工体制台帳の作成等について 有 新規追加【県独自】
H270313土木部長通知

11 7 1 8 0 2 受注者は，建設工事の一部を下請けに付する場合は，施工体制
台帳及び添付書類を作成し，工事現場に備え置くとともに，そ
の写しを監督職員に遅滞なく（遅くとも下請工事の着手前まで
に）提出すること。また，施工体制台帳の記載事項又は添付書
類に変更があったときは，その都度当該変更があった年月日を
付記して，変更に関する事項について，作成提出すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 9 0 1 11-7-1-9 施工体系図の作成等について 有 新規追加【県独自】
H270313土木部長通知

11 7 1 9 0 2 本工事の受注者は，工事を施工するために，建設工事の一部又
は以下の1から4の業務を下請に付する場合は，施工体系図を作
成し，工事の期間中，工事現場の工事関係者の見やすい場所及
び公衆の見やすい場所に掲示するとともに，その写しを監督職
員に遅滞なく（遅くとも下請工事又は業務の着手前までに）提
出すること。また，施工体系図の記載事項に変更があったとき
は，その都度，変更に関する事項について，作成し提出するこ

有 新規追加【県独自】

11 7 1 9 0 3 (1) 伐採及び測量・調査等の工事現場で作業を行う業務 有 新規追加【県独自】
11 7 1 9 0 4 (2) 土砂やコンクリート殻等の運搬のみを行う業務 有 新規追加【県独自】
11 7 1 9 0 5 (3) 工事現場の警備（交通誘導を含む）を行う業務 有 新規追加【県独自】
11 7 1 9 0 6 (4) その他監督職員が記載を指示した業務等 有 新規追加【県独自】
11 7 1 10 0 1 11-7-1-10 建設キャリアアップシステム活用工事の試行について 有 新規追加【県独自】

R030329土木部長通知
11 7 1 10 0 2 本条は特記仕様書に「建設キャリアアップシステム活用工事」

の対象である旨が記載された工事に適用する。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 1 1 1. 本工事は，建設キャリアアップシステム（以下「CCUS」とい
う。）の普及促進を目的としたCCUS活用工事の対象である。受
注者がCCUS活用に取り組む旨を希望した場合にCCUS活用試行工
事となり，発注者が指定した指標毎の基準を受注者が全て達成
した場合は，工事成績評定において評価するものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 2 1 2. 受注者は，契約後速やかにCCUS活用の意思を工事打合せ簿によ
り通知すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 3 1 3. 受注者（2項の通知を行った受注者をいう。以下この条において
同じ。）は，CCUSに本工事の建設現場に係る情報の登録を行う
とともに，建設キャリアアップカードのカードリーダーを設置
する。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 4 1 4. 本条において使用する用語の定義は，以下のとおりとする。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 10 4 2 ・下請企業

建設業法（昭和24年法律第100号）第2条第5項に規定する下請負
人のうち，工事において施工体系図への記載が求められるもの
をいう。ただし，一人親方及び当該工事現場での施工が2週間以
内の企業を除く。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 4 3 ・技能者
元請又は下請企業の従業員で，建設技能者として就労する者を
いい，一人親方を含む。ただし，当該工事現場での就業が２週
間以内の者を除く。

有 新規追加【県独自】
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土木工事共通仕様書新旧対照表

編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
編章節条

（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 7 1 10 4 4 ・CCUS登録事業者
元請又は下請企業のうち，一般財団法人建設業振興基金に対
し，事業者として自社の情報，雇用する技能者に関する情報又
は建設現場に係る情報を登録するCCUSの利用者をいう。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 4 5 ・登録技能者率
CCUS登録技能者の数／技能者の数

有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 4 6 ・就業履歴蓄積率
建設キャリアアップカードのカードリーダーへのタッチ等をし
て工事現場へ入場した技能者の数／工事現場へ入場した技能者

有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 5 1 5. 受注者が，本工事期間中において，登録事業者率70％以上，登
録技能者率60％（営繕：50％）以上及び就業履歴蓄積率30％以
上（以下「基準」と総称する。）を全て達成した場合は，発注
者は，考査項目「創意工夫」において評価する。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 6 1 6. 受注者は，本工事期間中において，5項の基準のいずれかが未達
成の場合は，報告様式に，当該工事名，未達成の項目，要因及
び改善策を記載し，工事完成書類提出時に発注者に報告するこ

有 新規追加【県独自】

11 7 1 10 7 1 7. カードリーダーの設置費用や現場利用料（カードタッチ費用）
等，本試行工事に伴う一切の費用は設計変更の対象としない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 11 0 1 11-7-1-11 建設現場における「快適トイレ」設置について 有 新規追加【県独自】
R030713技術管理室長通知

11 7 1 11 0 2 本条は特記仕様書に「快適トイレ設置の対象工事」である旨が
記載された工事に適用する。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 11 0 3 受注者は積極的に快適トイレの試行に取り組むこと。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 11 0 4 快適トイレを設置する場合は，『鹿児島県の建設現場における

「快適トイレ」設置の試行要領』に基づき行うものとする。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 11 0 5 なお，試行要領は鹿児島県ホームページから取得できる。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 12 0 1 11-7-1-12 熱中症対策に資する現場管理費の補正について 有 新規追加【県独自】

R021013技術管理室長通知
11 7 1 12 0 2 本条は特記仕様書に「熱中症対策に資する現場管理費の補正」

対象である旨のが記載された工事に適用する。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 12 1 1 1. 試行にあたっては，「熱中症対策に資する現場管理費の補正の
試行について（令和2年10月13日付け技術管理室長通知）」に基
づき行うものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 12 2 1 2. 「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行について」は鹿
児島県ホームページから取得できる。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 13 0 1 11-7-1-13 工事の概算数量発注について 有 新規追加【県独自】
R020221土木部長通知

11 7 1 13 0 2 本条は特記仕様書に「概算数量発注」である旨が記載された工
事に適用する。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 13 1 1 1. 本工事は概算数量発注方式により積算したものであり，詳細
は，概算数量発注要領による。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 13 1 2 なお，発注要領は鹿児島県ホームページから取得できる。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 13 2 1 2. 本工事の工期には，工事計画図書の作成に要する日数として，

15または30日を付与している。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 13 3 1 3. 受注者は本工事に関して疑義が生じた場合には，監督職員に連
絡し協議すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 14 0 1 11-7-1-14 法定外の労災保険の付保 有 新規追加【県独自】
R020708土木部長通知

11 7 1 14 0 2 「土木工事標準積算基準書」が適用された工事において，受注
者は法定外の労災保険に付さなければならない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 15 0 1 11-7-1-15 時間的制約を受ける公共土木工事の積算 有 新規追加【県独自】
R030113技術管理室長通知

11 7 1 15 0 2 本条は特記仕様書に記載された，時間的制約を受ける公共土木
工事の積算条件に基づき，対象が「工事全体」の場合は1項，
「現道上の工事」の場合は2項，「対象外」の場合は3項を適用

有 新規追加【県独自】

11 7 1 15 0 1 1. 本工事は，「時間的制約を受ける公共土木工事の積算」の対象
としている。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 15 0 2 想定している1日あたりの作業時間は，8時30分～17時までの8.5
時間のうち休憩時間1時間除いた7.5時間で，工事全体に時間的
制約を受ける場合の設計労務単価の補正割増し係数は，1.06を
採用している。

有 新規追加【県独自】
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編 章 節 条 項
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以

下
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（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
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（項目見出し） 新条文
有
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改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 7 1 15 0 1 2. 本工事のうち，現道上での工事は，「時間的制約を受ける公共
土木工事の積算」の対象としている。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 15 0 2 想定している1日あたりの作業時間は，8時30分～17時までの8.5
時間のうち休憩時間1時間除いた7.5時間で，対象工種の時間的
制約を受ける場合の設計労務単価の補正割増し係数は，1.06を
採用している。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 15 0 1 3. 本工事で想定している1日あたりの作業時間は，8時～17時まで
の9時間のうち休憩時間1時間除いた8時間であり，当初設計で
は，「時間的制約を受ける公共土木工事の積算」の対象として
いない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 15 0 2 ただし，土木工事標準積算基準書（共通編）第8章に示された
時間的制約条件1）～4）に該当する現場で，所管警察署等交通
管理者からの道路使用許可条件やその他やむを得ない理由によ
り，作業時間が7.5時間／日以下となる場合には，「時間的制約
を受ける公共土木工事の積算」の対象となるので，受発注者間
で設計変更協議を行うこと。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 16 0 1 11-7-1-16 遠隔臨場の試行の推進にかかる運用 有 新規追加【県独自】
R030706技術管理室長通知

11 7 1 16 0 2 本工事は，遠隔臨場の試行対象とする。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 16 0 3 遠隔臨場の試行は，「鹿児島県の公共工事等における遠隔臨場

試行要領」により，受発注者いずれの発議でも打合せ簿による
協議のうえ適用できる。遠隔臨場は，受発注者の働き方改革に
寄与するとともに，新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
にもつながることから試行を推進しており，現場立会のほか，
日頃の工事打合せについても，積極的な遠隔臨場の取り組みに

有 新規追加【県独自】

11 7 1 16 0 4 なお，遠隔臨場の取組を行った場合は，必要となる費用を以下
の (1)から(4)により設計変更で計上することとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 16 0 5 (1) 遠隔臨場に必要な費用は，共通仮設費の技術管理費に積上げ計
上することとし，全ての諸経費の対象としない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 16 0 6 (2) 遠隔臨場に要する機器等はリースを基本とし，遠隔臨場を行う
工事で機器を利用した期間の賃料を計上できる。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 16 0 7 (3) 遠隔臨場に要する機器を購入した場合や手持ちの機器とした場
合は，国税庁ホームページの耐用年数表に基づき損料を計上す

有 新規追加【県独自】

11 7 1 16 0 8 ※耐用年数例）
タブレット，カメラ，ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝｿﾌﾄ等：５年，Wi-Fiルータ等通
信機器類：10年

有 新規追加【県独自】

11 7 1 16 0 9 (4) 情報共有システム（ASP方式）のオプションとしてプロバイダが
提供している遠隔臨場機能を利用する場合は，遠隔臨場機能
（オプション契約分）を利用した期間の遠隔臨場機能利用料金
を計上する。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 17 0 1 11-7-1-17 中間検査の実施 有 新規追加【県独自】
H130806総括工事監査監通知

11 7 1 17 1 1 （中間検査を実施する場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 17 1 2 本工事については，出来高が50％を超えた時点で中間検査を実

施する予定であるので，受注者は検査希望日を発注者に書面で
申し出ること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 17 2 1 （中間検査を実施しない場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 17 2 2 本工事は，中間検査を実施しない。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 18 0 1 11-7-1-18 建設業法第26条第3項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者

及び監理技術者補佐の取扱い
有 新規追加【県独自】

R030706土木部長通知
11 7 1 18 1 1 （兼務を認めない工事の場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 18 1 2 本工事においては，建設業法第26条第3項ただし書の規定の適用

を受ける監理技術者（以下「特例監理技術者」という。）の配
置は認めない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 18 2 1 （兼務を認める工事の場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 18 2 2 1. 本工事において，建設業法第26条第3項ただし書の規定の適用を

受ける監理技術者（以下「特例監理技術者」という。）の配置
を行う場合は以下の(1)～(8)の要件を全て満たさなければなら
ない。ただし，低入札価格調査対象工事に該当した場合は，特
例監理技術者の配置は認めない。

有 新規追加【県独自】
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11 7 1 18 2 3 (1) 建設業法第26条第3項ただし書による監理技術者の職務を補佐す
る者（以下「監理技術者補佐」という。）を専任で配置するこ
と。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 18 2 4 (2) 監理技術者補佐は，当該工事に係る工種に応じた一級施工管理
技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者，学歴や実務経験
により監理技術者の資格を有する者であること。なお，監理技
術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は，特
例監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 18 2 5 (3) 監理技術者補佐は入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係に
あること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 18 2 6 (4) 同一の特例監理技術者が配置できる工事の数は，本工事を含め
同時に2件までとする。（ただし，土木部，農政部，環境林務部
及び商工労働水産部（以下「公共四部」という。）が，同一の
建設業者と締結する契約工期の重複する複数の請負契約に係る
工事であって，かつ，それぞれの工事の対象となる工作物等に
一体性が認められるもの（当初の請負契約以外の請負契約が随
意契約により締結される場合に限る。）については，これら複
数の工事を一の工事とみなす。）

有 新規追加【県独自】

11 7 1 18 2 7 (5) 特例監理技術者が兼務できる工事は，公共四部が発注する工事
のうち，発注者が属する機関が管轄する管内の工事又は工事現
場の相互間隔が概ね10キロメートル以内の工事でなければなら

有 新規追加【県独自】

11 7 1 18 2 8 (6) 特例監理技術者は，工事内容，工事規模及び施工体制等を考慮
し，主要な会議への参加，現場の巡回及び主要な工程の立会等
の職務を適正に遂行しなければならない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 18 2 9 (7) 特例監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体
制であること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 18 2 10 (8) 監理技術者補佐が担う業務等について，明らかにすること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 18 3 1 2. 本工事の監理技術者が特例監理技術者として兼務する事となる

場合，前項の(1)～(8)の事項について確認できる書類を提出す
ること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 18 4 1 3. 本工事において，特例監理技術者及び監理技術者補佐の配置を
行う場合又は配置を要さなくなった場合は適切にコリンズ（Ｃ
ＯＲＩＮＳ）への登録を行うこと。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 0 1 11-7-1-19 現場代理人の兼任 有 新規追加【県独自】
R030210土木部長通知

11 7 1 19 1 1 1. 現場代理人の兼任を認める工事 有 新規追加【県独自】
11 7 1 19 1 2 現場代理人は，請負契約の的確な履行を確保するため，工事現

場の運営，取締りのほか，工事の施工及び契約関係事務に関す
る一切の事項（請負代金の変更，契約の解除等を除く。）を処
理する受注者の代理人であるが，次の(1)から(5)のすべてを満
たし，工事現場における運営，取締り及び権限の行使に支障が
ないと発注者が認めた場合，工事現場の兼任を認めるものとす

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 1 3 なお，主たる工種が区画線工事の場合，次の(1)，(2)及び(6)の
全てを満たし，工事現場における運営，取り締まり及び権限の
行使に支障がないと発注者が認めた場合は工事現場の兼任を認
めるものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 1 4 (1) 兼任できる工事は3件までとし，それぞれの工事の当初請負金額
の合計が7,000万円未満であること

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 1 5 ※設計変更により，兼任する工事の請負金額の合計が7,000万円
以上となった場合においては，受注者の都合により現場代理人
を変更できるものとする。（現場代理人の負担軽減措置）

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 1 6 その場合は，「現場代理人等選任(変更)通知書」により現場代
理人の変更手続きを行うこと。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 1 7 (2) 発注者又は監督員と常に携帯電話等で連絡をとれること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 19 1 8 (3) 兼任する工事は，同一市町村内又は工事現場の相互の間隔が概

ね10ｋｍ以内の範囲.
有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 1 9 (4) 発注者又は監督員が求めた場合には，工事現場に速やかに向か
う等の対応を行うこと。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 1 10 (5) 兼任する現場代理人は，必ず担当工事現場のいずれかに常駐す
るとともに，1日1回以上，担当工事現場を巡回し，現場管理等
に当たること.

有 新規追加【県独自】
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11 7 1 19 1 11 (6) 兼任する現場代理人は，必ず担当する工事現場のいずれかに常
駐するとともに，それぞれの現場稼働日は重複しないこと。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 2 1 2. 手続き 有 新規追加【県独自】
11 7 1 19 2 2 現場代理人の兼任を行う場合には，兼任(変更)申請書(別紙1)を

提出し，発注者の承認を得たのち，必要に応じ，「現場代理人
等選任(変更)通知書」により，発注者に通知すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 2 3 なお，各々の工事において，発注者に現場代理人の兼任の承認
を得ること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 19 3 1 3. 受注者に対する措置請求 有 新規追加【県独自】
11 7 1 19 3 2 安全管理の不徹底や現場体制の不備に起因する事故等が発生し

た場合，建設工事請負契約書第12条に基づき，受注者に対し
て，必要な措置をとるべきことを請求するものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 20 0 1 11-7-1-20 工事現場の現場環境改善 有 新規追加【県独自】
H290714技術管理室長通知

11 7 1 20 1 1 1. 工事現場の現場環境改善は，周辺住民の生活環境への配慮及び
一般住民への建設事業の広報活動，現場労働者の作業環境の改
善を行うために実施するものである。請負者はこの趣旨を理解
し，発注者と協力しつつ地域との連携を図り，適正に工事を実
施すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 20 2 1 2. 現場環境改善については，[別表－1]の内容のうち原則として各
計上費目ごと（仮設備関係，営繕関係，安全関係及び地域連
携）ごとに1内容ずつ（いずれか1費目のみ2内容）の合計5つの
内容を基本として実施すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 20 3 1 3. 現場環境改善においては，木製資材の積極的な使用に努めるこ
と。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 20 4 1 4. 現場環境改善の具体的な実施内容及び実施時期について，施工
計画書へ記載し提出すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 20 5 1 5. 工事完了時には，現場環境改善の実施写真を提出すること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 20 6 1 6. 工期設定に関しては，現場環境改善の準備に必要な期間を考慮

すること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 20 7 1 【適用工事】 有 新規追加【県独自】
11 7 1 20 7 2 原則として当初設計金額1,000万円以上のすべての土木工事(港

湾・漁港工事も含む)に対して適用し，「土木工事標準歩掛」
(以下，「歩掛」とする。)の工種区分が道路維持工事・河川維
持工事に該当する工種と崩土除去，中州・寄州除去，維持浚
渫，照明施設設置，防舷材及び車止め設置，オーバーレイ，法
面工及び災害復旧工事並びに工場製作等は除く。ただし，1,000
万円未満でもイメージアップを特に必要とする場合には適用す

有 新規追加【県独自】

11 7 1 20 7 3 ［別表－1］ 有 新規追加【県独自】
11 7 1 20 7 4 ［別表－2］ 有 新規追加【県独自】
11 7 1 20 7 5 表「現場環境改善実施計画書」 有 新規追加【県独自】
11 7 1 21 0 1 11-7-1-21 繰越予定箇所の工期等の取扱いについて 有 新規追加【県独自】

R021207技術管理室長通知
11 7 1 21 1 1 1. 本工事は，繰越しを予定しており，完了工期については，繰越

承認が得られた場合に変更契約を行うものとする。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 21 2 1 2. 繰越承認後の完了工期は，○○日間を予定している。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 21 3 1 3. 「工事標示板」等に工期を標示する場合は，監督職員と協議の

上，当初は前項の工期を考慮した完了予定工期に「（予定）」
を付して標示するものとし，契約変更後速やかに変更後の工期
に訂正するものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 22 0 1 11-7-1-22 現道工事等における交通誘導員の資格要件 有 新規追加【県独自】
R030218技術管理室長通知

11 7 1 22 1 1 本工事で配置する交通誘導員は，交通誘導警備業務に係る1級，
2級検定合格警備員，または，交通誘導に関して専門的な知識及
び技能を有する警備員等を配置すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 22 1 2 ただし，鹿児島県公安委員会が，道路における危険を防止する
ため，交通誘導警備業業務検定合格警備員の配置が必要と定め
た路線及び自動車専用道路において，交通誘導警備業務に従事
する場合，規制箇所ごとに1級検定合格警備員又は2級検定合格
警備員を1名以上配置すること。

有 新規追加【県独自】
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11 7 1 22 1 3 また，受注者は，上記のことを示す資料を監督職員に現地着手
前に提出すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 22 1 4 表 有 新規追加【県独自】
11 7 1 23 0 1 11-7-1-23 三者技術調整会について 有 新規追加【県独自】

H290316技術管理室長通知
11 7 1 23 1 1 （三者技術調整会を開催する場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 23 1 2 本工事は，工事着手前に当該工事の施工業者，その設計等を担

当したコンサルタント並びに発注者が参加して，設計図と現場
の整合性の確認及び設計意図の伝達等を行う「三者技術調整
会」を設置し，当該工事に関する調整事項に係る問題点の把握
及び検討を図るとともに，関係機関技術職員の技術向上を図る
ことを目的とする対象工事である。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 23 1 3 請負者は，工事着手前に現地踏査，事前測量を実施し，設計図
書の照査が終了した時点で，監督職員に照査結果及び質問書を
工事打合簿により提出し，「三者技術調整会」の開催を要請す
るものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 23 1 4 開催回数は原則１回とし，現場条件の特殊性等に応じ，発注者
の判断により必要に応じて増やすことができるものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 23 1 5 また，三者技術調整会は，別添の「三者技術調整会実施要
領」，「三者技術調整会実施要領の運用について」及び「三者
技術調整会運用マニュアル（案）」に基づき実施することとす

有 新規追加【県独自】

11 7 1 23 1 6 なお，設計等を担当したコンサルタントの三者技術調整会の開
催に係る費用を技術管理費に計上しているので，請負者は，当
該費用を設計者等に支払うものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 23 2 1 （三者技術調整会の開催を予定していない場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 23 2 2 本工事は，「三者技術調整会実施要領」に基づく，「三者技術

調整会」の開催を予定していないが，請負者が開催を希望する
場合は，発注者と協議するものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 24 0 1 11-7-1-24 施工箇所が点在する工事の積算について 有 新規追加【県独自】
R010930技術管理室長通知

11 7 1 24 1 1 1. 本工事は，施工箇所が点在する工事である。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 24 2 1 2. 主たる工種区分は，工事全体で判断している。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 24 3 1 3. 共通仮設費及び現場管理費について，「○○地区」，「△△地

区」，「□□地区」(以下，「施工箇所」という)毎に算出した
合計額としている。なお，共通仮設費率，現場管理費率にかか
る施工地域を考慮した補正係数は，施工箇所毎に設定してい

有 新規追加【県独自】

11 7 1 24 4 1 4. 現場環境改善費については，施工箇所毎に算出した合計額とし
ている。なお，現場環境改善費率にかかる施工地域は，施工箇
所毎に設定している。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 24 5 1 5. 一般管理費等については，施工箇所毎に分けない積算と同様に
算出（共通仮設費率，現場環境改善費率，現場管理費率，一般
管理費率の率計算にかかる対象額を全施工箇所の合計額とし
て，共通仮設費(現場環境改善費含む)，純工事費，現場管理
費，工事原価，一般管理費等を計算する積算により算出）した
合計額としている。なお，一般管理費等算出時の共通仮設費，
現場管理費率にかかる施工地域を考慮した補正係数及び現場環
境改善費率にかかる施工地域は，施工規模が最も大きい「○○
地区」により設定した係数等によるものとしている。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 0 1 11-7-1-25 「鹿児島県における再生資源活用工事実施要領（土木）」及び
その運用について

有 新規追加【県独自】
R030330技術管理室長通知

11 7 1 25 1 1 1. 再生資材の利用 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 1 2 請負者は下記の資材の使用に際し，再生資材を利用すること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 1 3 なお，再生切込砕石については，原則として，かごしま認定リ

サイクル製品認定制度の認定を受けた製品を使用すること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 1 4 表 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 2 1 2. 建設発生土（建設汚泥処理土）の利用 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 2 2 盛土に使用する土は，○○道路改良工事からの建設発生土（又

は購入土，建設汚泥処理土）を利用するものとする。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 3 1 3. 指定副産物（コンクリート塊）の再生利用 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 3 2 公共工事の施工により発生する無筋コンクリート殻は，３０cm

程度に小割りした後，盛土材として再生利用すること。
有 新規追加【県独自】
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11 7 1 25 4 1 4. 指定副産物の搬出 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 4 2 公共工事の施工により発生する指定副産物（建設発生土を除

く）は，再資源化施設に搬出すること。なお，積算に際して
は，下記の条件により算出している。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 4 3 ① 再資源化等をする施設の名称及び所在地 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 4 4 表 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 4 5 ② 受入時間 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 4 6 ○○処分場：○○時○○分～○○時○○分 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 4 7 △△処分場：○○時○○分～○○時○○分 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 4 8 ③ その他 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 4 9 仮置き等必要条件があれば記載する。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 5 1 5. 建設汚泥の再生利用 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 5 2 公共工事の施工により発生する建設汚泥は，下記の処理概要に

より，現場内で再生利用すること。なお，再生利用に際し，
「建設汚泥処理土品質区分基準」の確認に要する費用について
は，下記の条件により算出している。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 5 3 ① 処理概要（現場内利用） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 5 4 表 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 5 5 ② 「建設汚泥処理土の品質区分基準」の確認に要する費用 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 5 6 表 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 6 1 6. 建設汚泥の搬出 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 6 2 公共工事の施工により発生する建設汚泥は，再資源化施設(又は

管理型最終処分場)に搬出すること。なお，積算に際しては，下
記の条件により算出している。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 6 3 ① 施設の名称及び所在地 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 6 4 表 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 6 5 上記については積算上の条件明示であり，処理施設を指定する

ものではない。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 6 6 なお，受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更
の対象としない。ただし，現場条件や数量の変更等，受注者の
責によらない事項についてはこの限りではない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 6 7 ② 受入時間 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 6 8 ○○処分場：○○時○○分～○○時○○分 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 6 9 エコパークかごしま：○○時○○分～○○時○○分 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 6 10 ③ その他 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 6 11 仮置き等必要条件があれば記載する。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 7 1 7. 特定建設資材の分別解体等・再資源化等(建設リサイクル法対象

工事の場合)
有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 7 2 本工事は建設リサイクル法に基づき，特定建設資材の分別解体
等及び再資源化等について適正な措置を講ずること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 7 3 なお，本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等
については，以下の積算条件を設定しているが，工事請負契約
書「６解体工事に要する費用等」に定める事項は契約締結時に
発注者と請負者の間で確認されるものであるため，発注者が積
算上条件明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更
の対象としない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 7 4 ただし，工事発注後に明らかになった事情により，予定した条
件により難い場合は，監督職員と協議するものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 7 5 ① 分別解体等の方法 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 7 6 表 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 7 7 ② 再資源化等をする施設の名称及び所在地 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 7 8 表 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 7 9 なお，請負者の提示する施設と異なる場合においても設計変更

の対象としない。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 7 10 ただし，現場条件や数量の変更等，請負者の責によるものでな
い事項についてはこのかぎりではない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 25 7 11 ③ 受入時間 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 7 12 ○○処分場：○○時間○○分～○○時○○分 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 7 13 △△処分場：○○時間○○分～○○時○○分 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 7 14 ④ その他 有 新規追加【県独自】
11 7 1 25 7 15 仮置き等必要条件があれば記載する。 有 新規追加【県独自】
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11 7 1 26 0 1 11-7-1-26 建設発生土の捨土処理及び指定処分の徹底について 有 新規追加【県独自】
H160325土木部長通知

11 7 1 26 1 1 （指定処分Aの場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 1 2 1. 本工事の施工により発生する建設発生土は，下記の場所に搬出

すること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 1 3 (1) 受け入れ場所：○○市○○町○○番地 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 1 4 (2) 受け入れ時間帯：○○時○○分～○○時○○分 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 1 5 (3) 仮置き等：必要な場合は，その場所を明示する。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 2 1 2. 再生資源利用促進計画書を作成し，施工計画書に含めて提出す

ること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 3 1 3. 処分状況の記録を完成書類に含めて提出すること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 4 1 4. 工事発注後にやむを得ない事情により上記の指定により難い場

合は，監督職員と協議の上，その指示によること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 5 1 （指定処分Bの場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 5 2 1. 本工事の施工により発生する建設発生土は，下記により搬出す

ること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 5 3 (1) 運搬距離：○○ｋｍとする。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 5 4 (2) 仮置き等：必要な場合は，その場所を明示する。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 6 1 2. 再生資源利用促進計画書を作成し，施工計画書に含めて提出す

ること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 26 7 1 3. 処分状況の記録を完成書類に含めて提出すること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 26 8 1 4. 工事発注後にやむを得ない事情により上記の指定により難い場

合は，監督職員と協議の上，その指示によること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 27 0 1 11-7-1-27 公共工事で発生する根株，伐採木等の利用について 有 新規追加【県独自】
H211203技術管理課長通知

11 7 1 27 1 1 （発生工事） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 27 2 1 1. 本工事により発生する根株・伐採木は，下記場所に保管するこ

と。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 27 2 2 保管場所：○○市○○町○○地内 有 新規追加【県独自】
11 7 1 27 3 1 2. 保管場所には，囲いをし飛散・流出のないような対策をとるこ

と。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 27 4 1 3. 雨対策として，屋根やブルーシート等での対策を講じること。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 27 5 1 4. 根株についた土砂は落とし，蚊，ハエその他の害虫が発生しな

いようにすること。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 27 6 1 5. 現場発生品調書を作成し，発生状況及び保管状況の記録を完成
図書に含めて提出すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 27 7 1 （利用工事） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 27 8 1 1. 本工事は○○市○○町○○地内に保管している，根株・伐採木

を法面工の基盤材として，発注者から引渡しを受けることとす
有 新規追加【県独自】

11 7 1 27 9 1 2. 持ち出しについては，監督職員と協議すること。また，その利
用状況の記録を完成図書に含めて提出すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 28 0 1 11-7-1-28 仮設物を継続して使用する場合の取扱い 有 新規追加【県独自】
H220204技術管理課長通知

11 7 1 28 1 1 （仮橋・仮桟橋等の仮設物を他の工事に引き継ぐ場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 28 1 2 本工事施工のために設置する仮橋は工事終了後も存置するもの

である。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 28 1 3 なお，全体の材場期間は令和○○年○月○日（設置）～令和○
○年○月○日（撤去）の○○日間として計画している。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 28 1 4 材場期間が変更となる場合は監督職員と協議するものとし，必
要と認められる経費については変更契約できるものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 28 2 1 （仮橋・仮桟橋等の仮設物を他の工事に引き継ぐ場合）（工期
が重複しない場合）

有 新規追加【県独自】

11 7 1 28 2 2 ○工の施工に関して必要な仮橋は，別途○○工事（前工事）に
おいて設置したものを使用することとする。全体の材場期間は
令和○○年○月○日～令和○○年　　○月○日の○○日間を予
定している。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 28 2 3 材場期間が変更となる場合は監督職員と協議するものとし，必
要と認められる経費については変更契約できるものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 28 3 1 （仮橋・仮桟橋等の仮設物を他の工事に引き継ぐ場合）（工期
が重複する場合）

有 新規追加【県独自】
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11 7 1 28 3 2 ○工の施工に関して必要な仮橋は，別途○○工事（前工事）に
おいて設置したものを使用することとする。なお，引き渡しは
令和○○年○月○日を予定しており，全体の材場期間は令和○
○年○月○日～令和○○年○月○日の○○日間を予定してい

有 新規追加【県独自】

11 7 1 28 3 3 引き渡し時期，材場期間が変更となる場合は監督職員と協議す
るものとし，必要と認められる経費については変更契約できる
ものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 0 1 11-7-1-29 余裕期間の設定について 有 新規追加【県独自】
R030210技術管理室長通知

11 7 1 29 1 1 （余裕期間を120日間設定できる場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 29 1 2 1. 本工事は，工期の前に余裕期間を設定する「余裕期間設定契約

制度」の対象工事である。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 2 1 2. 受注者は，落札決定通知の翌日から起算して120日以内の期間
で，任意の日を工事開始日とすることができる。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 3 1 3. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載
し，契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならな

有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 4 1 4. 本工事の前払金については，工事開始日までは請求できない。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 29 5 1 5. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 29 5 2 (1) 主任(監理)技術者及び現場代理人の配置は要しない。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 29 5 3 (2) 現場事務所や資材等の搬入，仮設物の設置等の準備工事を含む

工事に着手することはできない。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 5 4 (3) 受注者が余裕期間を設定したことにより期間中に増加する経費
は，受注者の負担とする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 5 5 (4) 期間中の当該現場の管理は，発注者の責任において行うものと
する。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 6 1 （工事開始日の期限を指定する場合） 有 新規追加【県独自】
11 7 1 29 6 2 1. 本工事は，工期の前に余裕期間を設定する「余裕期間設定契約

制度」の対象工事である。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 7 1 2. 受注者は，落札決定通知の翌日から「令和○○年○○月○○
日」までの期間で，任意の日を工事開始日とすることができ

有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 8 1 3. 受注者は，前項の工事開始日を「工事開始日通知書」に記載
し，契約書案の提出期限内に発注者に通知しなければならな

有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 9 1 4. 本工事の前払金については，工事開始日までは請求できない。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 29 10 1 5. 契約締結以降の余裕期間中の取扱いは，以下のとおりとする。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 29 10 2 (1) 主任(監理)技術者及び現場代理人の配置は要しない。 有 新規追加【県独自】
11 7 1 29 10 3 (2) 現場事務所や資材等の搬入，仮設物の設置等の準備工事を含む

工事に着手することはできない。
有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 10 4 (3) 受注者が余裕期間を設定したことにより期間中に増加する経費
は，受注者の負担とする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 29 10 5 (4) 期間中の当該現場の管理は，発注者の責任において行うものと
する。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 0 1 11-7-1-30 地域外からの労働者確保に要する設計変更の試行について 有 新規追加【県独自】
R021020技術管理室長通知

11 7 1 30 1 1 1. 本工事は，「共通仮設費(率分)のうち営繕費」及び「現場管理
費のうち労務管理費」の下記に示す費用(以下「実績変更対象
費」という。)について，工事実施にあたって不足する技能者を
広域的に確保せざるを得ないことが予想されることから，契約
締結後，土木工事標準積算基準書の金額相当では適正な工事の
実施が困難になった場合は，実績変更対象費の支出実績を踏ま
えて最終精算変更時点で設計変更する試行工事である。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 1 2 試行にあたっては，「労働者確保に要する間接費の設計変更運
用マニュアル」によること。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 1 3 営繕費：労働者送迎費，宿泊費，借上費（宿泊費，借上費につ
いては労働者確保に係るものに限る。）

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 1 4 労務管理費：募集及び解散に要する費用，賃金以外の食事に要
する費用

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 1 5 本工事では，予定価格作成に用いる設計金額の共通仮設費率
（率分）及び現場管理費率に以下の補正係数を乗じて算出して

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 1 6 共通仮設費率（率分）に乗じる補正係数1.056(共通編)1.035(港
湾･漁港編)

有 新規追加【県独自】
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編 章 節 条 項
項
以

下
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（項目見出し） 現行条文 編 章 節 条 項
項
以

下
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（項目見出し） 新条文
有
無

改定理由

現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 7 1 30 1 7 現場管理費率に乗じる補正係数1.005(共通編)1.004(港湾･漁港
編)

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 2 1 2. 受注者は，受注金額にかかわらず請負代金内訳書を発注者（1億
円未満の工事では監督職員）に提出する。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 3 1 3. 受注者から請負代金内訳書の提出があった後，発注者は工事費
構成書にて，共通仮設費及び現場管理費に対する実績変更対象
費の割合を提示するものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 4 1 4. 受注者は，前条で示された割合を参考にして実績変更対象費に
係る費用の内訳を記載した実施計画書を作成し，監督職員に提
出するものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 5 1 5. 最終精算変更時点において，実績変更対象費の支出実績を踏ま
えて設計変更する場合は，変更実施計画書及び実績変更対象費
に実際に支払った全ての証明書類（領収書，領収書の出ないも
のは金額の適切性を証明する金額計算書など。）を監督職員に
提出し，設計変更の内容について協議するものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 6 1 6. 受注者の責めによる工事工程の遅れ等，受注者の責めに帰すべ
き事由による増加費用については，設計変更の対象としない。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 7 1 7. 実績変更対象費の支出実績を踏まえて設計変更する場合，共通
仮設費率分は，土木工事標準積算基準に基づく算出額から実施
計画書（様式１）に記載された共通仮設費率分の合計額を差し
引いた後，証明書類において確認された費用を加算して算出す

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 7 2 また，現場管理費は，土木工事標準積算基準に基づく算出額か
ら実施計画書（様式１）に記載された現場管理費の合計額を差
し引いた後，証明書類において確認された費用を加算して算出

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 8 1 8. 受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合について
は，法的措置及び指名停止等の措置を行う場合がある。

有 新規追加【県独自】

11 7 1 30 9 1 9. 疑義が生じた場合は，監督職員と協議するものとする。 有 新規追加【県独自】
11 7 2 0 0 1 第2節 工事施工中に確認すべき事項 有 新規追加【県独自】
11 7 2 1 0 1 11-7-2-1 国土調査の基準点等測量標識等の保全 有 新規追加【県独自】

H150924技術管理課長通知
11 7 2 1 0 2 施工区域内に国土調査の基準点等測量標識等がある場合は，そ

の取り扱いについて監督職員に指示を仰ぐとともに，施工前に
設置者と協議すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 2 0 1 11-7-2-2 建設工事における過積載防止の徹底について 有 新規追加【県独自】
H160225技術管理課長通知

11 7 2 2 1 1 1. 工事用資機材等の積載超過のないようにすること。 有 新規追加【県独自】
11 7 2 2 2 1 2. 過積載を行っている資材納入業者から，資材を購入しないこ 有 新規追加【県独自】
11 7 2 2 3 1 3. 資材等の過積載を防止するため，資材の購入等に当たっては，

資材納入業者等の利益を不当に害することがないようにするこ
有 新規追加【県独自】

11 7 2 2 4 1 4. さし枠の装着又は物品積載装置の不正改造をしたダンプカー
が，工事現場に出入りすることがないようにすること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 2 4 1 5. 「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関す
る特別措置法」（以下法という）の目的に鑑み，法第１２条に
規定する団体等の設立状況を踏まえ，同団体等への加入者の使
用を促進すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 2 6 1 6. 下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するに当たっては，
交通安全に関する配慮に欠けるもの又は業務に関しダンプト
ラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させたものを排除
すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 2 7 1 7. 1項から6項のことにつき，下請契約における受注者を指導する
こと。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 3 0 1 11-7-2-3 ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について 有 新規追加【県独自】
H290620技術管理室長通知

11 7 2 3 0 2 ヤンバルトサカヤスデのまん延を防止するため，当該現場での
土壌や植物等の搬出入に当たっては，別表「ヤンバルトサカヤ
スデのまん延防止対策について」を参考に，十分注意を払うと
ともに，ヤンバルトサカヤスデの棲息が確認された場合は，ま
ん延防止対策を講ずる必要があるため，棲息状況等の調査を行
い，監督職員に報告すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 3 0 3 表7-1 ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について 有 新規追加【県独自】
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編 章 節 条 項
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以
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現行（平成28年版） 改定（令和4年版）

11 7 2 4 0 1 11-7-2-4 工事現場における施工体制の点検業務への協力 有 新規追加【県独自】
H180620技術管理課長通知

11 7 2 4 0 2 受注者は，総括監督員又は発注者が「本工事の施工体制の点検
業務」を委託している「施工体制調査員」が工事現場におい
て，施工体制の点検を実施する時は，これに協力しなければな

有 新規追加【県独自】

11 7 2 4 0 3 施工体制調査員は，施工体制の点検業務のみを実施するもので
あり，本工事における指示等の権限は有しない。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 4 0 4 施工体制調査員は，本業務点検時には施工体制調査員資格者証
を携帯し，受注者に提示することとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 5 0 1 11-7-2-5 測量作業等の感電事故防止対策の強化 有 新規追加【県独自】
H220608技術管理室長通知

11 7 2 5 1 1 1. 鉄道等高圧線に近接した場所において測量作業等を実施する場
合は，受注者は，事前に鉄道事業者等と事故防止対策会議など
緊密に連絡を取ること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 5 2 1 2. 受注者は，前項の作業を行う場合には，感電事故の防止のた
め，３ｍ以下の絶縁型のスタッフやポールを使用すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 6 0 1 11-7-2-6 シラスコンクリート二次製品の使用について 有 新規追加【県独自】
H270421土木部長通知

11 7 2 6 0 2 工事で使用する次のコンクリート二次製品は「シラスを細骨材
として用いるコンクリートの設計施工マニュアル（案）」
（H18.1制定）に基づき，シラスを細骨材として用いるコンク
リートにより製造された製品を使用すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 6 0 3 (1) シラスコンクリート間知ブロック 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 4 (2) シラスコンクリート大型積ブロック 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 5 (3) シラスコンクリート歩車道境界ブロック（Ｂ型） 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 6 (4) シラスコンクリート落蓋Ｕ型溝及び蓋版（縦断用） 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 7 (5) シラスコンクリート落蓋Ｕ型溝（横断用） 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 8 (6) シラスブロック（平板型）・（地域自然石型） 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 9 (7) かぶせ蓋式Ｕ型側溝及び蓋版（道路用・水路用） 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 10 ただし，これにより難い場合は，監督職員と協議の上，設計変

更の対象とする。
有 新規追加【県独自】

11 7 2 6 0 11 なお，材料承認願で提出する資料は次のとおりとする。 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 12 ① シラスコンクリートの配合計算書 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 13 ② 鹿児島県コンクリート製品協会等の検査済証明書 有 新規追加【県独自】
11 7 2 6 0 14 また，②によれない場合は，監督職員と協議の上，立合等によ

り品質確認を行うこと。
有 新規追加【県独自】

11 7 2 7 0 1 11-7-2-7 高病原性鳥インフルエンザ対策の徹底について 有 新規追加【県独自】
H230126土木部長通知

11 7 2 7 1 1 1. 鹿児島県内において「高病原性鳥インフルエンザ」が発生した
場合，まん延防止のため，移動制限区域が解除されるまでの期
間は，以下の感染防止対策を実施すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 7 1 2 (1) 工事関係車輌が移動制限区域を通過する場合は，消毒ポイント
において必ず消毒を受けること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 7 1 3 (2) 工事関係車輌が移動制限区域外の主要な幹線道路を通過する場
合においても，移動ルート上や周辺道路に消毒ポイントが設置
されている場合は，消毒ポイントにおいて必ず消毒を受けるこ

有 新規追加【県独自】

11 7 2 7 1 4 (3) 工事場所が移動制限区域内に含まれる場合は，現場の出入口で
は，必ず全ての車輌の入退場に対して車輌の消毒を実施し，現
場関係者に対しては消毒マット等の方法により防疫措置を徹底
すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 7 1 5 (4) 工事現場事務所の出入口では，消毒マットによる足ふき，手足
の洗浄，うがいの励行等の方法により防疫対策を徹底するこ

有 新規追加【県独自】

11 7 2 7 1 6 (5) 上記について，下請業者や資材関係業者など，工事関係者全て
に徹底すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 7 1 7 (6) 上記(3)における消毒薬の材料代等については，実績数量により
設計変更するものとし，事前に監督職員と協議すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 7 2 1 2. 移動制限区域や消毒ポイントは，鹿児島県ホームページで常に
最新の情報を確認すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 8 0 1 11-7-2-8 産業廃棄物管理表（マニフェスト）の提出 有 新規追加【県独自】
H280318技術管理室長通知
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11 7 2 8 0 2 工事の施工により発生する産業廃棄物については，処分状況等
の記録（Ｅ票の写し及び産業廃棄物管理票(マニュフェスト)総
括表(別添様式１)）を工事完成図書に添付すること。なお，工
事完了時点で最終処分が完了せず，Ｅ票が処分業者より返送さ
れていない場合は，Ａ票，Ｂ２票及びＤ票のうち直近に返送さ
れたものの写しを添付すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 8 0 3 ただし，この場合においても，最終処分が完了し，Ｅ票が処分
業者より返送され次第，直ちに同票の写しを提出すること。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 9 0 1 11-7-2-9 「週休2日」試行工事について 有 新規追加【県独自】
R020327技術管理室長通知

11 7 2 9 0 2 本条は特記仕様書に「週休2日」試行の対象である旨が記載され
た工事に適用する。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 9 0 3 試行に当たっては，『「週休2日」試行工事実施要領』に基づき
行うものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 9 0 4 実施要領は，鹿児島県ホームページから取得できる。 有 新規追加【県独自】
11 7 2 10 0 1 11-7-2-10 鉄筋コンクリート構造物等のスランプ値について 有 新規追加【県独自】

R021207技術管理室長通知
11 7 2 10 0 2 場所打ち鉄筋コンクリート構造物（及びプレストレストコンク

リート構造物）の施工にあたり，スランプ12cm以上のコンク
リートを使用する場合は，下記ガイドラインを参考図書として
活用するものとする。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 10 0 3 流動性を高めたコンクリートの活用検討委員会 「流動性を高め
た場所打ちコンクリートの活用に関するガイドライン」（平成
29年3月）

有 新規追加【県独自】

11 7 2 11 0 1 11-7-2-11 標準の機械経費(損料)が排出ガス対策型第3次基準値の建設機械
の工種における積算の取り扱いについて

有 新規追加【県独自】
R021001技術管理室長通知

11 7 2 11 1 1 （排ガス3次基準以上の建設機械の確保が困難と想定される場
合）

有 新規追加【県独自】

11 7 2 11 1 2 ○○(工種名)(S○○○○)における○○(建設機械名)の機械経費
(損料)の積算に際しては，第○次基準値の建設機械により算出
している。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 11 1 3 なお，受注者が第3次基準値以上の建設機械により施工する場合
は，第3次基準値の建設機械の機械経費(損料)に設計変更する。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 11 2 1 （排ガス3次基準以上の建設機械の確保が可能又は可否が判断で
きない場合）

有 新規追加【県独自】

11 7 2 11 2 2 ○○(工種名)(S○○○○)における○○(建設機械名)の機械経費
(損料)の積算に際しては，第3次基準値により算出している。

有 新規追加【県独自】

11 7 2 11 2 3 なお，受注者が第3次基準値以下の建設機械を使用し施工する場
合は，使用する建設機械の機械経費(損料)に設計変更する。

有 新規追加【県独自】
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改訂理由

図1-1-1　名札の標準図 図1-1-1　名札の標準図 表記修正

現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

図表 1



土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

図1-1-2　表示板の例 新規追加

○○地域振興局

図表 2



土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表1-1-1 表1-1-1 表記修正

機 種 備 考 

一般工事用建設機械 ディーゼルエンジン（エンジン出力 7.5kW 以

・バックホウ 上 260kW 以下）を搭載した建設機械に限る。 

・トラクタショベル（車輪式） ただし、道路運送車両の保安基準に排出

・ブルドーザ ス基準が定められている自動車で、有効な

・発動発電機（可搬式） 動車検査証の交付を受けているものは除く。 

・空気圧縮機（可搬式） 

・油圧ユニット（以下に示す基礎工事用機械のうち、ベ

ースマシンとは別に、独立したディーゼルエンジン駆

動の油圧ユニットを搭載しているもの；油圧ハンマ、

バイブロハンマ、油圧式鋼管圧入・引抜機、油圧式杭

圧入・引抜機、アースオーガ、オールケーシング掘削

機、リバースサーキュレーションドリル、アースドリ

ル、地下連続壁施工機、全回転型オールケーシング掘

削機） 

・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ 

・ホイールクレーン 

・オフロード法の基準適合表示が付されているもの又は特定特殊自動車確認証の交付を受けているもの 

・排出ガス対策型建設機械として指定を受けたもの 

機  種 備  考 

一般工事用建設機械 

・バックホウ 

・トラクタショベル（車輪式） 

・ブルドーザ 

・発動発電機（可搬式） 

・空気圧縮機（可搬式） 

・油圧ユニット（以下に示す基礎工事用機械のうち、ベ

ースマシンとは別に、独立したディーゼルエンジン駆

動の油圧ユニットを搭載しているもの；油圧ハンマ、

バイブロハンマ、油圧式鋼管圧入・引抜機、油圧式杭圧

入・引抜機、アースオーガ、オールケーシング掘削機、

リバースサーキュレーションドリル、アースドリル、

地下連続壁施工機、全回転型オールケーシング掘削機） 

・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ 

・ホイールクレーン 

ディーゼルエンジン（エンジン出力7.5kW以

上260kW以下）を搭載した建設機械に限る。 

ただし、道路運送車両の保安基準に排出ガス

基準が定められている自動車で、有効な自動車

検査証の交付を受けているものは除く。 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表1-1-2 表1-1-2 表記修正

機 種 備 考 

トンネル工事用建設機械 ディーゼルエンジン（エンジン出力 30kW

・バックホウ 上 260kW 以下）を搭載した建設機械に限る。 

・トラクタショベル ただし、道路運送車両の保安基準に排出

・大型ブレーカ ス基準が定められている大型特殊自動車及

・コンクリート吹付機 小型特殊自動車以外の自動車の種別で、有

・ドリルジャンボ な自動車検査証の交付を受けているものは

・ダンプトラック く。 

・トラックミキサ 

・オフロード法の 2011 年基準適合表示又は 2011 年基準同等適合表示が付されているもの 

・トンネル工事用排出ガス対策建設機械として指定を受けたもの 

機  種 備  考 

トンネル工事用建設機械 

・バックホウ 

・トラクタショベル 

・大型ブレーカ 

・コンクリート吹付機 

・ドリルジャンボ 

・ダンプトラック 

・トラックミキサ 

 ディーゼルエンジン（エンジン出力30kW以上

260kW以下）を搭載した建設機械に限る。 

 ただし、道路運送車両の保安基準に排出ガス

基準が定められている大型特殊自動車及び小

型特殊自動車以外の自動車の種別で、有効な自

動車検査証の交付を受けているものは除く。 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表1-2-1　土及び岩の分類表 表1-2-1　土及び岩の分類表 誤記修正

名 称 
説 明 摘 要 

Ａ Ｂ Ｃ 

土

礫質
土 

礫まじり
土 

礫の混入があって掘削時
の能率が低下するもの。 

礫の多い砂、礫の多い

砂質土、礫の多い粘性土
礫(Ｇ) 

礫質土(ＧＦ) 

砂 質
土及び
砂 

砂 
バケット等に山盛り形状 
になりにくいもの。 

海岸砂丘の砂 
マサ土 

砂(Ｓ) 

砂質 
土(普 

通土) 

掘削が容易で、バケット等に
山盛り形状にし易く空げき
の少ないもの。 

砂質土、マサ土粒度分布
の良い砂条件の良いロー
ム 

砂(Ｓ) 

砂質土(ＳＦ)シルト
(Ｍ) 

粘性
土 

粘性土 

バケット等に付着し易く 

空げきの多い状態になり易
いもの、トラフィカビリティ
が問題となり易いもの。 

ローム 
粘性土 

シルト(Ｍ) 

粘性土(Ｃ) 

高含水比
粘性土 

バケットなどに付着し易

く特にトラフィカビリティ
が悪いもの 

条件の悪いローム

条件の悪い粘性土火山灰
質粘性土 

シルト(Ｍ)

粘性土(Ｃ)火山灰質

粘性土（Ｖ)有機質土

(Ｏ)

岩
ま
た
は
石

岩塊玉
石 

岩塊玉
石 

岩塊、玉石が混入して掘削しにくく、バケット等に空
げきのでき易いもの。 
岩塊、玉石は粒径 7.5 ㎝以上とし、まるみのあるのを
玉石とする。 

玉石まじり土岩塊起
砕された岩、ごろご
ろした河床 

軟岩 軟岩

Ⅰ

第三紀の岩石で固結の程度が弱いもの。 

風化がはなはだしくきわめてもろいもの。指先で離し
うる程度のものでき裂の間隔は１～５㎝くらいのもの
および第三紀の岩石で固結の程度が良好なもの。風化
が相当進み多少変色を伴い軽い打撃で容易に割れるも
の、離れ易いもので、き裂間隔は５～10㎝程度のも
の。 地山弾性波速度700

～2800ｍ／sec 

Ⅱ

凝灰質で堅く固結しているもの。 

風化が目にそって相当進んでいるもの。き裂間隔が10
～30 ㎝程度で軽い打撃により離しうる程度、異質の硬
い互層をなすもので層面を楽に離しうるもの。 

硬岩

中硬岩 

石灰岩、多孔質安山岩のように、特にち密でなくても
相当の固さを有するもの。風化の程度があまり進んで
いないもの。硬い岩石で間隔30～50㎝程度のき裂を
有するもの。 

地山弾性波速度
2000～4000ｍ／ 
sec 

硬岩

Ⅰ

花崗岩、結晶片岩等で全く変化していないもの。 

き裂間隔が１ｍ内外で相当密着しているもの。硬い良
好な石材を取り得るようなもの。 

地山弾性波速度
3000ｍ／sec以上 

Ⅱ

けい岩、角岩などの石英質に富む岩質で最も硬いも 

の。風化していない新鮮な状態のもの。き裂が少な
く、よく密着しているもの。 

名       称 
説             明 摘  要 

Ａ Ｂ Ｃ 

土

礫質
土 

礫まじり
土 

礫の混入があって掘削時の
能率が低下するもの。 

礫の多い砂、礫の多い砂
質土、礫の多い粘性土 

礫(Ｇ) 
礫質土(ＧＦ) 

砂質
土 及
び砂 

砂 
バケット等に山盛り形状に
なりにくいもの。 

海岸砂丘の砂     
マサ土 

砂(Ｓ) 

砂 質 
土  (普
通土) 

掘削が容易で、バケット等
に山盛り形状にし易く空げ
きの少ないもの。 

砂質土、マサ土    
粒度分布の良い砂
条件の良いローム 

砂(Ｓ) 
砂質土(ＳＦ) 
シルト(Ｍ) 

粘性
土 

粘性土 

バケット等に付着し易く空
げきの多い状態になり易い
もの、トラフィカビリティ
が問題となり易いもの。 

ローム 
粘性土 シルト(Ｍ) 

粘性土(Ｃ) 

高含水比
粘性土 

バケットなどに付着し易く
特にトラフィカビリティが
悪いもの 

条件の悪いローム 
条件の悪い粘性土 
火山灰質粘性土 

シルト(Ｍ) 
粘性土(Ｃ) 
火山灰質粘性土（Ｖ)
有機質土(Ｏ)

岩
ま
た
は
石

岩塊 
玉石 

岩塊 
玉石 

岩塊、玉石が混入して掘削しにくく、バケット等に空
げきのでき易いもの。 
岩塊、玉石は粒径7.5㎝ 以上とし、まるみのあるのを
玉石とする。 

玉石まじり土 
岩塊 
破砕された岩 
ごろごろした河床 

軟 
岩 

軟 
岩 

Ⅰ

第三紀の岩石で固結の程度が弱いもの。 
風化がはなはだしくきわめてもろいもの。 
指先で離しうる程度のものでき裂の間隔は１～５㎝く
らいのものおよび第三紀の岩石で固結の程度が良好な
もの。 
風化が相当進み多少変色を伴い軽い打撃で容易に割れ
るもの、離れ易いもので、き裂間隔は５～10㎝程度の
もの。 

地山弾性波速度  
700～2800ｍ／sec 

Ⅱ

凝灰質で堅く固結しているもの。 
風化が目にそって相当進んでいるもの。 
き裂間隔が10～3 0㎝程度で軽い打撃により離しうる程
度、異質の硬い互層をなすもので層面を楽に離しうる
もの。 

硬 
岩 

中 硬  
岩 

石灰岩、多孔質安山岩のように、特にち密でなくても
相当の固さを有するもの。 
風化の程度があまり進んでいないもの。 
硬い岩石で間隔30～50㎝程度のき裂を有するもの。 

地山弾性波速度 
2000～4000ｍ／sec

硬 
岩 

Ⅰ
花崗岩、結晶片岩等で全く変化していないもの。 
き裂間隔が１ｍ内外で相当密着しているもの。 
硬い良好な石材を取り得るようなもの。 地山弾性波速度  

3000ｍ／sec以上 
Ⅱ

けい岩、角岩などの石英質に富む岩質で最も硬いも
の。風化していない新鮮な状態のもの。 
き裂が少なく、よく密着しているもの。 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表1-3-4　寒中コンクリートの養生期間 表1-3-4　寒中コンクリートの温度制御養生期間 表記修正

型枠の取外し直後に構造物

が曝される環境 

養生温度

セメントの種類 

普通 

ポルトランド

セメント

早強ポルトランド

セメント

混 合 

セメント B 種

(1)コンクリート表面が 
水で飽和される頻度 

が高い場合 

５℃ ９ 日 ５ 日 12 日 

10℃ ７ 日 ４ 日 ９ 日 

(2)コンクリート表面が 
水で飽和される頻度 

が低い場合 

５℃ ４ 日 ３ 日 ５ 日 

10℃ ３ 日 ２ 日 ４ 日 

注：水セメント比が 55%の場合の標準的な養生期間を示した。水セメント比がこれと異なる場合

は適宜増減する。

５℃以上の温度制御養生を

行った後の次の春までに想

定される凍結融解の頻度 

養生 

温度 

セメントの種類 

普通 

ポルトランド

セメント 

早 強 ポ ルト ラン ド

セ メン ト

混   合  

セメントB種

(1) しばしば凍結融解を受

ける場合 

５℃ ９  日  ５   日  12  日  

10℃  ７   日  ４   日  ９   日  

(2) まれに凍結融解を受け

る場合 

５℃ ４  日  ３   日  ５   日  

10℃  ３   日  ２   日  ４   日  

注：水セメント比が55%の場合の標準的な養生期間を示した。水セメント比がこれと異なる場合

は適宜増減する。 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表1-3-5　計量値の許容誤差（水中不分離性コンクリート） 表1-3-5　計量値の許容差（水中不分離性コンクリート） 表記修正

材料の種類 最大値（％） 

水 １ 

セメント １ 

骨材 ３ 

混和材 ２※ 

水中不分離性混和剤 ３ 

混和剤 ３ 

高炉スラグ微粉末の場合は、１（％）以内

材料の種類 最大値（％） 

水 １ 

セメント １ 

骨材 ３ 

混和材 ２※ 

水中不分離性混和剤 ３ 

混和剤 ３ 

高炉スラグ微粉末の場合は、１（％）以内
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表2-1-1　「海外建設資材品質審査・証明」対象資材 表2-1-1　「海外建設資材品質審査・証明」対象資材 誤記修正

区分／細別 品目 
対応JIS規格 

（参考） 

Ⅰ セメント ポルトランドセメント JIS R 5210 

  高炉セメント JIS R 5211 

  シリカセメント JIS R 5212 

       フライアッシュセメント JIS R 5213 

Ⅱ 鋼材 1 構造用圧延鋼材 一般構造用圧延鋼材 JIS G 3101 

       溶接構造用圧延鋼材 JIS G 3106 

       鉄筋コンクリート用棒鋼 JIS G 3112 

       溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材 JIS G 3114 

    2 軽量形鋼 一般構造用軽量形鋼  JIS G 3350 

    3 鋼管 一般構造用炭素鋼鋼管 JIS G 3444 

       配管用炭素鋼鋼管 JIS G 3452 

       配管用アーク溶接炭素鋼鋼管 JIS G 3457 

       一般構造用角形鋼管 JIS G 3466 

    4 鉄線 鉄線 JIS G 3532 

    5 ワイヤロープ ワイヤロープ JIS G 3525 

    6 プレストレスト 

コンクリート 

用鋼材 

ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より線 JIS G 3536 

     ＰＣ鋼棒 JIS G 3109 

     ピアノ線材 JIS G 3502 

       硬鋼線材 JIS G 3506 

    7 鉄鋼 鉄線 JIS G 3532 

       溶接金網 JIS G 3551 

       ひし形金網 JIS G 3552 

    8 鋼製ぐい 

及び鋼矢板 

鋼管ぐい JIS A 5525 

     Ｈ形鋼ぐい JIS A 5526 

       熱間圧延鋼矢板 JIS A 5528 

       鋼管矢板 JIS A 5530 

    9 鋼製支保工 一般構造用圧延鋼材 JIS G 3101 

       六角ボルト JIS B 1180 

       六角ナット JIS B 1181 

摩擦接合用高力六角ボルト、 

六角ナット、平座金のセット 
JIS B 1186 

Ⅲ 瀝青材料 舗装用石油アスファルト 
日本道路 

規定規格 

       石油アスファルト乳剤 JIS K 2208 

Ⅳ 割ぐり石及び骨材 割ぐり石 JIS A 5006 

  道路用砕石 JIS A 5001 

  アスファルト舗装用骨材 JIS A 5001 

  フィラー（舗装用石炭石粉） JIS A 5008 

  コンクリート用砕石及び砕砂 JIS A 5005 

  コンクリート用スラグ骨材 JIS A 5011 

     道路用鉄鋼スラグ JIS A 5015 

区分／細別 品目 
対応 JIS 規格 

（参考） 

Ⅰセメント ポルトランドセメント JIS R 5210

高炉セメント JIS R 5211

シリカセメント JIS R 5212

フライアッシュセメント JIS R 5213

Ⅱ鋼材 1 構造用圧延鋼材 一般構造用圧延鋼材 JIS G 3101

溶接構造用圧延鋼材 JIS G 3106

鉄筋コンクリート用棒鋼 JIS G 3112

溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材 JIS G 3114

2 軽量形鋼 一般構造用軽量形鋼 JIS G 3350

3 鋼管 一般構造用炭素鋼鋼管 JIS G 3444

配管用炭素鋼鋼管 JIS G 3452

配管用アーク溶接炭素鋼鋼管 JIS G 3457

一般構造用角形鋼管 JIS G 3466

4 鉄線 鉄線 JIS G 3532

5 ワイヤロープ ワイヤロープ JIS G 3525

6 プレストレストコンク

リート用鋼材 

ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より線 JIS G 3536

ＰＣ鋼棒 JIS G 3109

ピアノ線材 JIS G 3502

硬鋼線材 JIS G 3506

7 鉄鋼 鉄線 JIS G 3532

溶接金網 JIS G 3551

ひし形金網 JIS G 3552

8 鋼製ぐい及び鋼矢板 鋼管ぐい JIS A 5525

Ｈ型鋼ぐい JIS A 5526

熱間圧延鋼矢板 JIS A 5528

鋼管矢板 JIS A 5530

9 鋼製支保工 一般構造用圧延鋼材 JIS G 3101

六角ボルト JIS B 1180

六角ナット JIS B 1181

摩擦接合用高力六角ボルト、六角

ナット、平座金のセット JIS B 1186
Ⅲ 瀝青材料 舗装用石油アスファルト 日本道路規定規格

石油アスファルト乳剤 JIS K 2208

Ⅳ 割ぐり石及び骨材 割ぐり石 JIS A 5006

道路用砕石 JIS A 5001

アスファルト舗装用骨材 JIS A 5001

フィラー（舗装用石炭石粉） JIS A 5008

コンクリート用砕石及び砕砂 JIS A 5005

コンクリート用スラグ骨材 JIS A 5011

道路用鉄鋼スラグ JIS A 5015
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表2-2-3　砕石の粒度 表2-2-3　砕石の粒度 表記修正

ふるい目の開き

粒度範囲(mm) 

 呼び名 

ふるいを通るものの質量 分率（％） 

106mm 75mm 63mm 53mm 37.5mm 31.5mm 26.5mm 19mm 13.2mm 4.75mm 2.36mm 1.18mm 425μm 75μm

単

粒

度

砕

石

S－80(1号) 80～60 100 
85～ 

 100 

０～ 

 15 

S－60(2号) 60～40  100 
85～ 

 100 
－ 

０～ 

 15 

S－40(3号) 40～30    100 
85～ 

 100 

０～ 

 15 

S－30(4号) 30～20     100 
85～

 100 
－ 

０～

 15 

S－20(5号) 20～13       100 
85～ 

 100 

０～ 

 15 

S－13(6号) 13～５        100 
85～

 100 

０～

 15 

S－５(7号) 5～2.5         100 
85～ 

 100 

０～ 

 25 

０～ 

 ５ 

粒
度
調
整
砕
石

Ｍ－40 40～０    100 
95～ 

 100 
－ － 

60～ 

 90 
－ 

30～ 

 65 

20～ 

 50 
－ 

10～ 

 30 

２～ 

  10 

Ｍ－ 30 30～０     100 
95～ 

 100 
－ 

60～ 

 90 
－ 

30～ 

 65 

20～ 

 50 
－ 

10～ 

 30 

２～ 

 10 

Ｍ－25 25～０      100 
95～ 

 100 
－ 

55～ 

 85 

30～ 

 65 

20～ 

 50 
－ 

10～ 

 30 

２～ 

 10 

ク
ラ
ッ
シ
ャ
ラ
ン

Ｃ－40 40～０    100
95～ 

 100 
－ － 

50～ 

 80 
－ 

15～ 

 40 

５～ 

 25 

Ｃ－30 30～０     100 
95～ 

 100 
－ 

55～ 

 85 
－ 

15～ 

 45 

５～ 

  30 

Ｃ－20 20～０ 100 
95～

  100 

60～

 90 

20～

 50 

10～

 35 

［注1］呼び名別粒度の規定に適合しない粒度の砕石であっても、他の砕石、砂、石粉等と合成した

ときの粒度が、所要の混合物の骨材粒度に適合すれば使用することができる。 

［注2］花崗岩や頁岩などの砕石で、加熱によってすりへり減量が特に大きくなったり破壊したりするものは表

層に用いてはならない。

ふるい目の開き 

粒度範囲(mm) 

呼び名

ふるいを通るものの質量分率（％） 

106mm 75mm 63mm 53mm 37.5mm 31.5mm 26.5mm 19mm 13.2mm 4.75mm 2.36mm 1.18mm 425μm 75μm

単
粒
度
砕
石
 

S－80 

(1号) 80～60
100 

85～ 

100 

０～ 

15 

S－60 

(2号) 60～40
100 

85～ 

100 
－ 

０～ 

15 

S－40 

(3号) 40～30
100 

85～ 

100 

０～ 

15 

S－30 

(4号) 30～20
100 

85～

100 
－ 

０～

15 

S－20 

(5号) 20～13
100 

85～ 

100 

０～ 

15 

S－13 

(6号) 13～５
100 

85～ 

100 

０～ 

15 

S－５ 

(7号) 5～2.5
100 

85～ 

100

０～ 

25

０～ 

５

粒
度
調
整
砕
石
 

Ｍ－40 40～０
100 

95～ 

100 
－ － 

60～ 

90 
－ 

30～ 

65 

20～ 

50 
－ 

10～ 

30 

２～ 

10 

Ｍ30 30～０
100

95～ 

100
－ 

60～ 

90
－ 

30～ 

65

20～ 

50
－ 

10～ 

30

２～ 

10

Ｍ－25 25～０
100 

95～ 

100 
－ 

55～ 

85 

30～ 

65 

20～ 

50 
－ 

10～ 

30 

２～ 

10 

ク
ラ
ッ
シ
ャ
ラ
ン
 

Ｃ－40 40～０
100

95～

100 
－ － 

50～

80 
－ 

15～

40 

５～

25 

Ｃ－30 30～０
100 

95～ 

100 
－ 

55～ 

85 
－ 

15～ 

45 

５～ 

30 

Ｃ－20 20～０
100 

95～ 

100 

60～ 

90 

20～ 

50 

10～ 

35 

［注 1］呼び名別粒度の規定に適合しない粒度の砕石であっても、他の砕石、砂、石粉等と合成したときの

粒度が、所要の混合物の骨材粒度に適合すれば使用することができる。 

［注 2］花崗岩や頁岩などの砕石で、加熱によってすりへり減量が特に大きくなったり破壊したりす

るものは表層に用いてはならない。 

図表 9



土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表2-2-4　再生砕石の粒度 表2-2-4　再生砕石の粒度 表記修正

粒 度  範  囲

 (呼び名 )

 ふるい目  

   の開き  

40～０  

(ＲＣ－40) 

30～０  

(ＲＣ－ 30) 

20～０  

(ＲＣ－ 20) 

通

過

質

量

百

分

率
（
％
）

53mm 100   

37.5mm 95～100 100  

31.5mm － 95～100  

26.5mm － － 100 

19mm 50～80 55～85 95～100 

13.2mm － － 60～90 

4.75mm 15～40 15～45 20～50 

2.36mm ５～25 ５～30 10～35 

［注］再生骨材の粒度は、モルタル粒などを含んだ破砕されたまま 

の見かけの骨材粒度を使用する。 

粒度範囲 

40～０ 30～０ 20～０ 
ふるい目

(呼び

(ＲＣ－40) (ＲＣ－30) (ＲＣ－20) 
の開き

通
過
質
量
百
分

率
（

％
）

 

53mm 100 

37.5mm 95～100 100 

31.5mm － 95～100 

26.5mm － － 100 

19mm 50～80 55～85 95～100 

13.2mm － － 60～90 

4.75mm 15～40 15～45 20～50 

2.36mm ５～25 ５～30 10～35 

［注１］再生骨材の粒度は、モルタル粒などを含んだ破砕されたまま 

の見かけの骨材粒度を使用する。 

［注２］粒度調整のための新材の混入率は， 50%未満とする。なお，品質

確保のため，新材の混入率が 5 0%以上となる材料については，別

途土木部の許可を得た材料に限り使用できるものとする。
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表2-2-5　再生粒度調整砕石の粒度 表2-2-5　再生粒度調整砕石の粒度 表記修正

粒度範囲 

40～０ 30～０ 25～０
ふるい目

(呼び
(ＲＭ－40) (ＲＭ－30) (ＲＭ－25) 

の開き

通
過
質
量
百
分
率

（
％

）
 

53mm 100 

37.5mm 95～100 100 

31.5mm － 95～100 100 

26.5mm － － 95～100 

19mm 60～90 60～90 － 

13.2mm － － 55～85 

4.75mm 30～65 30～65 30～65 

2.36mm 20～50 20～50 20～50 

425μm 10～30 10～30 10～30 

75μm ２～10 ２～10 ２～10 

［注１］再 生骨 材 の粒度は 、 モ ルタル 粒な どを含 ん だ 破砕され た ま 

ま の 見 かけの 骨 材 粒度を 使 用 する。 

［注２］粒度調整のための新材の混入率は， 50%未満とする。なお，品質確保の

ため，新材の混入率が 50%以上となる材料については，別途土木部の許可を得た

材料に限り使用できるものとする。

粒 度  範  囲

 (呼び名)

 ふるい目  

   の開き  

40～０  

(ＲＭ－ 40) 

30～０  

(ＲＭ－ 30) 

25～０  

(ＲＭ－ 25) 

通

過

質

量

百

分

率
（
％
）

53mm 100   

37.5mm 95～100 100  

31.5mm － 95～100 100 

26.5mm － － 95～100 

19mm 60～90 60～ 90 － 

13.2mm － － 55～ 85 

4.75mm 30～ 65 30～ 65 30～ 65 

2.36mm 20～50 20～50 20～50 

425μm 10～30 10～30 10～30 

75μm ２～10 ２～10 ２～10 

［注］再 生 骨 材 の粒 度 は 、 モ ルタ ル 粒 な ど を 含 ん だ破 砕 さ れ た ま  

まの見かけの骨材粒度を使用する。
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表2-2-9　鉄鋼スラグの規格 表2-2-9　鉄鋼スラグの規格 表記修正

呼び名 

修  正 

C B R 

％

一軸圧縮 

強 さ 

MPa

単位容積 

質 量 

kg/l

呈 色 

判定試験 

水浸膨張比 

％ 

エージング

期 間

MS 80 以上 － 1.5 以上 呈色なし 1.5 以下 ６ヵ月以上 

HMS 80 以上 1.2 以上 1.5 以上 呈色なし 1.5 以下 ６ヵ月以上 

CS 30 以上 － － 呈色なし 1.5 以下 ６ヵ月以上 

［注 1］呈色判定は、高炉徐冷スラグを用いた鉄鋼スラグに適用する。 

［注 2］水浸膨張比は、製鋼スラグを用いた鉄鋼スラグに適用する。 

［注 3］エージングとは高炉徐冷スラグの黄濁水発生防止や製鋼スラグの膨張性安定化を目的とし、

冷却固化した高炉徐冷スラグ及び製鋼スラグを破砕後、空気及び水と反応させる処理をいう。

エージング方法には、空気及び水による通常エージングと温水または蒸気による促進エージン

グがある。 

［注 4］エージング期間は、製鋼スラグを用いた鉄鋼スラグの通常エージングに適用する。ただし、電

気炉スラグを３ヶ月以上通常エージングした後の水浸膨張比が 0.6％以下となる場合及び製

鋼スラグを促進エージングした場合は、施工実績などを参考にし、膨張性が安定したことを

十分確認してエージング期間を短縮することができる。 

呼び名 

修  正 

C B R 

％ 

一軸圧縮 

強  さ 

MPa 

単位容積 

質  量 

kg/L 

呈  色 

判定試験 

水浸膨張比 

％ 

エージング 

期   間 

MS 

HMS 

CS 

80以上 

80以上 

30以上 

－ 

1.2以上 

－ 

1.5以上 

1.5以上 

－ 

呈色なし 

呈色なし 

呈色なし 

1.0以下 

1.0以下 

1.0以下 

６ヵ月以上 

６ヵ月以上 

６ヵ月以上 

試験法 E001 E003 A023 E002 E004  

［注1］呈色判定は、高炉徐冷スラグを用いた鉄鋼スラグに適用する。 

［注2］水浸膨張比は、製鋼スラグを用いた鉄鋼スラグに適用する。 

［注3］エージングとは高炉徐冷スラグの黄濁水発生防止や製鋼スラグの膨張性安定化を目的

とし、冷却固化した高炉徐冷スラグ及び製鋼スラグを破砕後、空気及び水と反応させ

る処理をいう。エージング方法には、空気及び水による通常エージングと温水または

蒸気による促進エージングがある。 

［注4］エージング期間は、製鋼スラグを用いた鉄鋼スラグの通常エージングに適用する。た

だし、電気炉スラグを３ヶ月以上通常エージングした後の水浸膨張比が0.6％以下と

なる場合及び製鋼スラグを促進エージングした場合は、施工実績などを参考にし、膨

張性が安定したことを十分確認してエージング期間を短縮することができる。 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表2-2-18　普通ポルトランドセメントの品質 表2-2-18　普通ポルトランドセメントの品質 表記修正

品 質 規 格 

比表面積 cm2/ｇ 2,500 以上 

凝 結 

ｈ 

始 発 1 以上 

終 結 10 以下 

安定性 

パット法 良 

ルシャチリエ法

mm 10 以下 

圧縮強さ N/mm2

３d 12.5 以上 

７d 22.5 以上 

28d 42.5 以上 

水和熱 J/g ７d 350 以下 

28d 400 以下 

酸化マグネシウム％ 5.0 以下 

三酸化硫黄％ 3.5 以下 

強熱減量％ 5.0 以下 

全アルカリ(Naoeq)％ 0.75 以下 

塩化物イオン％ 0.035 以下 

［注］普通ポルトランドセメント（低アルカリ形）については、全アルカリ(Naoeq)の値を

0.6％以下とする。 

品       質  規       格  

比  表  面  積   cm2/ｇ  2,500 以上 

凝      結

ｈ  

始   発  1 以上 

終   結  10 以下 

安定性 

パット法  良 

ルシャチリエ法  

mm 
10以下 

圧  縮  強  さ  

N/mm2

３ d 12.5 以上 

７ d 22.5 以上 

28d 42.5 以上 

水  和  熱  

J/g 

７ d 測定値を報告する 

28d 測定値を報告する 

酸化マグネシウム％  5.0 以下 

三酸化硫黄％ 3.5 以下 

強熱減量％  5.0 以下 

全アルカリ (Na o eq)％  0.75 以下 

塩化物イオン％  0.035 以下 

［注］普通ポルトランドセメント（低アルカリ形）については、全アルカリ (Na o eq)の値を

0.6％以下とする。
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表2-2-27　封入レンズ型反射シートの反射性能 表2-2-27　封入レンズ型反射シートの反射性能 表記修正

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°）

5° 70 50 15 4.0 9.0 

30° 30 22 6.0 1.7 3.5 

20’ 

（0.33°）

5° 50 35 10 2.0 7.0 

30° 24 16 4.0 1.0 3.0 

2° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.2 0.6 

30° 2.5 1.5 0.4 0.1 0.3 

［注］試験及び測定方法は、JISZ9117（再帰性反射材）による。

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°） 

5° 

30° 

40° 

70 

30 

10 

50 

22 

7.0 

15 

6.0 

2.0 

4.0 

1.7 

0.5 

9.0 

3.5 

1.5 

20’ 

（0.33°）

5° 

30° 

40° 

50 

24 

9.0 

35 

16 

6.0 

10 

4.0 

1.8 

2.0 

1.0 

0.4 

7.0 

3.0 

1.2 

2.0° 

5° 

30° 

40° 

5.0 

2.5 

1.5 

3.0 

1.5 

1.0 

0.8 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

0.06 

0.6 

0.3 

0.2 

［注］試験及び 測定方法 は、 JIS Z 9117（再帰性 反射材）による。
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表2-2-28　カプセルレンズ型反射シートの反射性能 表2-2-28　カプセルレンズ型反射シートの反射性能 表記修正

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°）

5° 250 170 45 20 45 

30° 150 100 25 11 25 

20’ 

（0.33°）

5° 180 122 25 14 21 

30° 100 67 14 8.0 12 

2° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.3 0.6 

30° 2.5 1.8 0.4 0.1 0.3 

［注］試験及び測定方法は、JIS Ｚ 9117（再帰性反射材）による。

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°） 

5° 

30° 

40° 

250 

150 

110 

170 

100 

70 

45 

25 

16 

20 

11 

8.0 

45 

25 

16 

20’ 

（0.33°）

5° 

30° 

40° 

180 

100 

95 

122 

67 

64 

25 

14 

13 

14 

7.0 

7.0 

21 

11 

11 

2.0° 

5° 

30° 

40° 

5.0 

2.5 

1.5 

3.0 

1.5 

1.0 

0.8 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

0.06 

0.6 

0.3 

0.2 

［注］試験及び測定方法は、 JIS Ｚ  9117 （再帰性反射材）による。
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-1-1　段階確認一覧表 表3-1-1　段階確認一覧表 表記修正

種 別 細 別 確認時期 

指定仮設工 設置完了時 

河川・海岸・砂防土工（掘削工）道

路土工（掘削工）

土（岩）質の変化した時 

道路土工（路床盛土工）舗装工（下層

路盤） プルーフローリング実施時 

表層安定処理工 

表層混合処理・路床安定処理 処理完了時 

置換 掘削完了時 

サンドマット 処理完了時 

バーチカルドレーン工 サンドドレーン袋詰式 

サンドドレーン 

ペーパドレーン

施工時 

施工完了時 

締固め改良工 サンドコンパクションパイル 施工時 

施工完了時

固結工 粉体噴射攪拌 

施工時高圧噴射攪拌

セメントミルク攪拌 施工完了時 

生石灰パイル

薬液注入 施工時 

矢板工 鋼矢板 打込時 

（任意仮設を除く） 鋼管矢板 打込完了時 

既製杭工 既製コンクリート杭 打込時 

鋼管杭 打込完了時（打込杭）

Ｈ鋼杭 掘削完了時（中堀杭）

施工完了時（中堀杭）

杭頭処理完了時

場所打杭工 リバース杭 掘削完了時 

オールケーシング杭 鉄筋組立て完了時

アースドリル杭 施工完了時

大口径杭 杭頭処理完了時

深礎工 土(岩)質の変化した時 

掘削完了時

鉄筋組立て完了時

施工完了時

グラウト注入時

オープンケーソン基礎工 鉄沓据え付け完了時 

ニューマチックケーソン基礎工 本体設置前(オープンケーソン)

掘削完了時(ニューマチックケー

ン)

土(岩)質の変化した時

鉄筋組立て完了時

鋼管矢板基礎工 打込時 

打込完了時

杭頭処理完了時 

種  別 細  別 確 認 時 期 

指定仮設工 設置完了時

河川・海岸・砂防土工（掘削工） 

道路土工（掘削工）
土（岩）質の変化した時

道路土工（路床盛土工） 

舗装工（下層路盤）
プルーフローリング実施時

表層安定処理工

表層混合処理・路床安定処理 処理完了時

置換 掘削完了時

サンドマット 処理完了時

バーチカルドレーン工 サンドドレーン 

袋詰式サンドドレーン 

ペーパードレーン等

施工時 

施工完了時

締固め改良工 サンドコンパクションパイル 施工時 

施工完了時

固結工 粉体噴射攪拌 

高圧噴射攪拌 

セメントミルク攪拌 

生石灰パイル

施工時 

施工完了時

薬液注入 施工時 

矢板工 

（任意仮設を除く）

鋼矢板 

鋼管矢板

打込時 

打込完了時

既製杭工 既製コンクリート杭 

鋼管杭 

Ｈ鋼杭

打込時 

打込完了時（打込杭） 

掘削完了時（中堀杭） 

施工完了時（中堀杭） 

杭頭処理完了時

場所打杭工 リバース杭 

オールケーシング杭 

アースドリル杭 

大口径杭

掘削完了時 

鉄筋組立て完了時 

施工完了時 

杭頭処理完了時

深礎工 土(岩)質の変化した時 

掘削完了時 

鉄筋組立て完了時 

施工完了時 

グラウト注入時

オープンケーソン基礎工 

ニューマチックケーソン基礎工

鉄沓据え付け完了時

本体設置前 (オープンケーソン)

掘削完了時(ニューマチックケーソ

ン)

土(岩)質の変化した時

鉄筋組立て完了時

鋼管矢板基礎工 打込時 

打込完了時 

杭頭処理完了時

置換工(重要構造物) 掘削完了時 

築堤・護岸工 法線設置完了時 

砂防堰堤 法線設置完了時 

護岸工 法覆工(覆土施工がある場合) 覆土前 

 基礎工・根固工 設置完了時 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-1-1　段階確認一覧表 表3-1-1　段階確認一覧表 表記統一

種 別 細  別 確 認 時 期 

置換工(重要構造物) 掘削完了時 

築堤・護岸工 法線設置完了時 

砂防堰堤 法線設置完了時 

護岸工 法覆工(覆土施工がある場合) 覆土前 

基礎工・根固工 設置完了時 

重要構造物 土（岩）質の変化した時 

函渠工(樋門・樋管含む) 床掘掘削完了時

躯体工(橋台) 鉄筋組立て完了時

ＲＣ躯体工(橋脚) 埋戻し前 

橋脚フーチング工

ＲＣ擁壁

砂防堰堤

堰本体工

排水機場本体工

水門工

共同溝本体工

躯体工 

ＲＣ躯体工 

杳座の位置決定時 

床版工 鉄筋組立て完了時 

鋼橋 仮組立て完了時（仮組立てが省略とな

る場合を除く） 

ポストテンションＴ(Ｉ)桁製作工 プレストレスト導入完了時 

プレビーム桁製作工 横締め作業完了時

プレキャストブロック桁組立工 プレストレスト導入完了時

ＰＣホロースラブ製作工 縦締め作業完了時

ＰＣ版桁製作工 ＰＣ鋼線・鉄筋組立完了時

ＰＣ箱桁製作工 （工場製作除く） 

ＰＣ片持箱桁製作工

ＰＣ押出し箱桁製作工

床版・横組工

トンネル掘削工 土(岩)質の変化した時 

トンネル支保工 支保工完了時 

（保工変化毎） 

トンネル覆工 コンクリート打設前 

コンクリート打設後 

トンネルインバート工 鉄筋組立て完了時 

鋼板巻立て工 フーチング定着アンカー穿孔工 フーチング定着アンカー穿孔完了時 

鋼板取付け工、固定アンカー工 鋼板建込み固定アンカー完了時 

現場溶接工 溶接前 

溶接完了時 

現場塗装工 塗装前 

塗装完了時 

ダム工 各工事ごと別途定める 

重要構造物 

 函渠工(樋門・樋管含む) 

 躯体工(橋台) 

 ＲＣ躯体工(橋脚) 

 橋脚フーチング工 

 ＲＣ擁壁 

 砂防堰堤 

 堰本体工 

 排水機場本体工 

 水門工 

 共同溝本体工 

土（岩）質の変化した時 

床掘掘削完了時 

鉄筋組立て完了時 

埋戻し前 

躯体工 

ＲＣ躯体工 

杳座の位置決定時 

床版工 鉄筋組立て完了時 

鋼橋 仮組立て完了時（仮組立てが省略とな

る場合を除く） 

ポストテンションＴ(Ｉ)桁製作工 

プレビーム桁製作工 

プレキャストブロック桁組立工 

ＰＣホロースラブ製作工 

ＰＣ版桁製作工 

ＰＣ箱桁製作工 

ＰＣ片持箱桁製作工 

ＰＣ押出し箱桁製作工 

床版・横組工 

プレストレスト導入完了時 

    横締め作業完了時 

プレストレスト導入完了時 

    縦締め作業完了時 

ＰＣ鋼線・鉄筋組立完了時 

（工場製作除く） 

トンネル掘削工 土(岩)質の変化した時 

トンネル支保工 支保工完了時 

（ 保工変化毎） 

トンネル覆工 コンクリート打設前 

コンクリート打設後 

トンネルインバート工 鉄筋組立て完了時 

鋼板巻立て工 フーチング定着アンカー穿孔工 フーチング定着アンカー穿孔完了時 

 鋼板取付け工、固定アンカー工 鋼板建込み固定アンカー完了時 

 現場溶接工 溶接前 

  溶接完了時 

 現場塗装工 塗装前 

塗装完了時 

ダム工 各工事ごと別途定める
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-1　反射体 表3-2-1　反射体 表記修正

（単位：ｃｄ／ 10.76lx） 

反射体の色 白 色 橙 色 

入射角

観測角 0° 10° 20° 0° 10° 20° 

0.2° 35 28 21 22 18 13 

0.5° 17 4 10 11 9 6 

1.5° 0.55 0.44 0.33 0.34 0.28 0.20 

［注］上表は、反射有効径 70mm の場合の値である。 

（ 単 位 ： ｃｄ ／ 10.76 lx）

反射体の色  白  色  橙  色  

入射角

観測角 
0° 10° 20° 0° 10° 20° 

0.2° 35 28 21 22 18 13 

0.5° 17 1 4 10 11 9 6 

1.5° 0.55 0.44 0.33 0.34 0.28 0.20 

［注］上 表 は 、 反 射 有 効 径 70mmの場 合 の 値で あ る 。  
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-2　支柱の諸元 表3-2-2　支柱の諸元 誤記修正

設 置 

設条件 

長 さ (mm)

材 質 

鋼 

ア ル ミ ニウ ム

合 金 合 成 樹 脂 

反 射 体 の 

設置高さ

(cm)

基 礎 の 種類 
外 径 ×厚さ

(mm)×(mm)

外 径 ×厚さ

(m)×(mm) 

外 径 ×厚さ

(mm)×(mm)

一般道 90 

コ ン ク リー ト基 礎 1,150 34×2.3 

以上 

45×3 

以上 

60×4.5 

(89)以上 土 中 埋 込基 礎 1,450 

自動車

専用道

90 コンク リー ト基 礎 1,175 34×1.6 

以上 

34×2 

以上 

60×3.5 

以上 120 コ ン ク リー ト基 礎 1,525 

［注］（）書きは、材料に ポ リエチ レ ン 樹脂を使 用 する場 合 。 

設 置 

場 所  

設 置  条 件  

長 さ (mm)

材    質  

鋼  
ア ル ミ ニ ウ

ム 合 金  
合 成 樹 脂  

反 射 体 の 設

置 高 さ (cm)
基 礎 の 種 類  

外 径 ×厚 さ  

( mm)×( mm) 

外 径 ×厚 さ  

( mm)×(mm) 

外 径 ×厚 さ  

( mm)×( mm) 

一般道 90 

コ ン ク リ ー ト 基

礎  
1,150 34×2.3 

  以上  

45×3 

 以上  

60×4.5 

(89)以上  
土 中 埋 込 基 礎  1 ,450 

自動車

専用道

90 
コ ン ク リ ー ト 基

礎  
1,175 

34×1.6 

  以上  

34×2 

 以上  

60×3.5 

  以上  
1 20 

コ ン ク リ ー ト 基

礎  
1,525 

［注］（ ） 書 き は 、 材 料 に ポ リ エチ レ ン 樹脂 を 使 用 する 場 合 。 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-3　エポキシ樹脂系接着剤の品質規格の標準 項目削除

品質項目 単位 品質規格 試験温度 養生条件 

未
硬
化
の
接
着
剤

外 観 － 

有害と認められる異物の混

入がなく、材料分離が生じ

ていないこと 

春秋用

23±2℃ 

夏用 

30±2℃ 

冬用 

10±2℃ 

－ 粘 度 MPa･s 1×104～1×105

可使時間 時間 2 以上 

だれ最小厚さ mm 0.3 以上 

硬
化
し
た
接
着
剤

比 重 － 1.1～1.7 

23±2℃ 

23± 

2℃ 

7 日間 

引張強さ Ｎ／mm2 12.5 以上 

圧縮強さ Ｎ／mm2 50.0 以上 

引張せん断

接着強さ Ｎ／mm2 12.5 以上 

接着強さ Ｎ／mm2 6.0 以上 

［注 1］可使時間は練りまぜからゲル化開始までの時間の７０％の時間をいうものとする。 

［注 2］だれ最小厚さは、鉛直面に厚さ１mm 塗布された接着剤が、下方にだれた後の最小厚さを

いうものとする。 

［注 3］接着強さは、せん断試験により求めるものとする。 

削除
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-6　設計ボルト軸力（kN） 表3-2-5　設計ボルト軸力（kN） 表記修正

表3-2-7　常温時（10～30℃）の締付けボルト軸力の平均値 表3-2-6　常温時（10～30℃）の締付けボルト軸力の平均値 表記修正

セット ねじの呼び 設計ボルト軸力 

F8TB8T 

M20 133 

M22 165 

M24 192 

F10T 

S10T 

B10T 

M20 165 

M22 205 

M24 238 

セット ねじの呼び 設計ボルト軸力 

F8T 

B8T 

M20 133 

M22 165 

M24 192 

F10T 

S10T 

B10T 

M20 165 

M22 205 

M24 238 

S14T 
M22 299 

M24 349 

セット ねじの呼び 
1 製造ロットのセットの締付け 

ボルト軸力の平均値（kN） 

S10T 

M20 

M22 

M24 

172～202 

212～249 

247～290 

セット ねじの呼び 1製造ロットのセットの締付け 
ボルト軸力の平均値（kN） 

S10T 

M20 172～202 

M22 212～249 

M24 247～290 

S14T 
M22 311～373 

M24 363～435 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-8　常温時以外（0～10℃、30～60℃）の締付けボルト軸力の平均値 表3-2-7　常温時以外（0～10℃、30～60℃）の締付けボルト軸力の平均値 表記修正

セット ねじの呼び
1製造ロットのセットの締付け 

ボルト軸力の平均値（kN） 

S10T 

M20 

M22 

M24 

167～211 

207～261 

241～304 

セット ねじの呼び 
1製造ロットのセットの締付け 

ボルト軸力の平均値（kN） 

S10T 

M20 167～211 

M22 207～261 

M24 241～304 

S14T 
M22 299～391 

M24 349～457 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

図3-2-2　銘板の寸法及び記載事項 図3-2-2　銘板の寸法及び記載事項 表記修正

鹿児島県

鹿児島県

○ ○ 橋

20○○年 ○○月

鹿児島県

道示（2017） Ｂ活荷重

使用鋼材：○○○○○

設 計：○○○会社

（○○ ○○※1）

製 作：○○○会社

（○○ ○○※2）

施 工：○○○会社

（○○ ○○※2）

鹿児島県

300mm～500mm

300mm～500mm

2
00

m
m
～
3
0
0m

m
2
0
0
m
m
～
3
0
0m

m
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-10　塗装禁止条件 表3-2-9　塗装禁止条件 表記修正

塗装の種類 気温（℃） 
湿度 

（RH％） 

長ばく形エッチングプライマー 5以下 85以上 

無機ジンクリッチプライマー 

無機ジンクリッチペイント 
0以下 50以下 

有機ジンクリッチペイント 5以下 85以上 

エポキシ樹脂塗料下塗 

変性エポキシ樹脂塗料下塗 

変性エポキシ樹脂塗料内面用 

10以下 85以上 

亜鉛めっき用エポキシ樹脂塗料下塗 

弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗 
5以下 85以上 

超厚膜形エポキシ樹脂塗料 5以下 85以上 

エポキシ樹脂塗料下塗（低温用） 

変性エポキシ樹脂塗料下塗（低温用） 

変性エポキシ樹脂塗料内面用（低温用） 

5以下、20以上 85以上 

無溶剤形変性エポキシ樹脂塗料 10以下、30以上 85以上 

無溶剤形変性エポキシ樹脂塗料（低温用） 5以下、20以上 85以上 

コンクリート塗装用エポキシ樹脂プライマー 5以下 85以上 

ふっ素樹脂塗料用中塗 

弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗 

コンクリート塗装用エポキシ樹脂塗料中塗 

コンクリート塗装用柔軟形エポキシ樹脂塗料中塗 

5以下 85以上 

ふっ素樹脂塗料上塗 

弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗 

コンクリート塗装用ふっ素樹脂塗料上塗 

コンクリート塗装用柔軟形ふっ素樹脂塗料上塗 

0以下 85以上 

鉛・クロムフリーさび止めペイント 

長油性フタル酸樹脂塗料中塗 

長油性フタル酸樹脂塗料上塗 

5以下 85以上 

塗装の種類 気温（℃） 
湿度 

（RH％）

長ばく形エッチングプライマー 5 以下 85 以上 

無機ジンクリッチプライマー 

無機ジンクリッチペイント 
0 以下 50 以下 

有機ジンクリッチペイント 5 以下 85 以上 

エポキシ樹脂塗料下塗 ※ 

変性エポキシ樹脂塗料下塗 

変性エポキシ樹脂塗料内面用 ※ 

10 以下 85 以上 

亜鉛めっき用エポキシ樹脂塗料下塗 

弱溶剤形変性エポキシ樹脂塗料下塗 
5 以下 85 以上 

超厚膜形エポキシ樹脂塗料 5 以下 85 以上 

エポキシ樹脂塗料下塗（低温用） 

変性エポキシ樹脂塗料下塗（低温用） 

変性エポキシ樹脂塗料内面用（低温用） 

5以下、20 以上 85 以上 

無溶剤形変性エポキシ樹脂塗料 ※ 10 以下、30以上 85 以上 

無溶剤形変性エポキシ樹脂塗料（低温用） 5 以下、20 以上 85 以上 

コンクリート塗装用エポキシ樹脂プライマー 5 以下 85 以上 

ふっ素樹脂塗料用中塗 

弱溶剤形ふっ素樹脂塗料用中塗 

コンクリート塗装用エポキシ樹脂塗料中塗 

コンクリート塗装用柔軟形エポキシ樹脂塗料中塗

5以下 85 以上 

ふっ素樹脂塗料上塗 

弱溶剤形ふっ素樹脂塗料上塗 

コンクリート塗装用ふっ素樹脂塗料上塗 

コンクリート塗装用柔軟形ふっ素樹脂塗料上塗

0以下 85 以上 

鉛・クロムフリーさび止めペイント 

長油性フタル酸樹脂塗料中塗 

長油性フタル酸樹脂塗料上塗 

5 以下 85 以上 

注） 印を付した塗料を低温時に塗布する場合は、低温用の塗料を用いなければならない。
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-11　要求性能の確認方法 表3-2-10　要求性能の確認方法 表記修正

項目 要求性能 確認方法

試験方法 試験条件 基準値

線材に要求され

る性能 

母材の 

健全性 

母材が健全である

こと 

JISH0401 の間接法で

使用する試験液によ

るメッキ溶脱後の母

材鉄線の写真撮影

メッキを剥いだ状態で

の母材鉄線の表面撮影

母材に傷が付いてい

ないこと 

強度 

洗掘時の破断抵抗

及び洗掘に追随す

る屈とう性を有す

る鉄線籠本体の一

部として機能する

ために必要な強度

引張試験 

(JISG3547に準拠）
－ 

引張強さ

290N/mm2 以上 

耐久性 

淡水中での耐用年

数３０年程度を確

保すること 

腐食促進試験 

（JISG0594に準拠）

塩素イオン濃度 0ppm

試験時間 

1,000 時間 

メッキ残存量

30g/m2 以上 

線材摩耗試験 回転数 

20,000 回転

均質性 

性能を担保する品

質の均質性を確保

していること

鉄線籠型基準「８．線材の品質管理」に基づくこと 

環境 

適合性 

周辺環境に影響を

与える有害成分を

溶出しないこと 
鉄線籠型基準「１．適用河川」に基づくこと 

上記性能に加え

て蓋材に要求さ

れる性能 

摩擦抵抗 

（短期性能型）

作業中の安全のた

めに必要な滑りに

くさ有すること 

面的摩擦試験 

または 

線的摩擦試験 

－ 摩擦係数 0.90 以上 

摩擦抵抗 

（長期性能型）

供用後における水

辺の安全な利用の

ために必要な滑り

にくさを有するこ

線材摩耗試験の 

線的摩擦試験 

または 

面材摩耗試験の

［線材摩耗試験の場合］

回転数 2,500 回転 

［面材摩耗試験の場合］

回転数 100 回転

摩擦係数 0.90 以上 

（初期摩耗後） 

［注 1］表 3-2-11 の確認方法に基づく公的機関による性能確認については、１回の実施でよいものとし、 

その後は、均質性の確保の観点から、鉄線籠型基準「８．線材の品質管理」に基づき、定期的に線材の品質管

理試験（表 3-2-13）を行うものとする。 

［注 2］メッキ鉄線以外の線材についても、鉄線籠型基準「７．線材に要求される性能」に基づく要求性能を満足する

ことを確認した公的試験機関による審査証明を事前に監督職員に提出し、確認を受けなければならない。

項目 要求性能 
確認方法 

試験方法 試験条件 基準値 

線材に要求さ

れる性能 

母材の 

健全性 

母材が健全であ

ること 

JIS H 0401の間接

法で使用する試験

液によるメッキ溶

脱後の母材鉄線の

写真撮影 

メッキを剥いだ状態

での母材鉄線の表面

撮影 

母材に傷が付いて

いないこと 

強度 

洗掘時の破断抵

抗及び洗掘に追

随する屈とう性

を有する鉄線籠

本体の一部とし

て機能するため

に必要な強度を

有すること 

引張試験 
(JIS G 3547 に準拠） 

－ 
引張強さ 

290N/mm2以上 

耐久性 

淡水中での耐用

年数３０年程度

を確保すること 

腐食促進試験 

（JIS G 0594に準拠） 

塩化物イオン濃度

0ppm 

試験時間 

1,000時間 

メッキ残存量 

30g/m2以上 

線材摩耗試験 
回転数 

20,000回転 

均質性 

性能を担保する

品質の均質性を

確保しているこ

と 

鉄線籠型基準「８．線材の品質管理」に基づくこと 

環境 

適合性 

周辺環境に影響

を与える有害成

分を溶出しない

こと 

鉄線籠型基準「１．適用河川」に基づくこと 

上記性能に加

えて蓋材に要

求される性能 

摩擦抵抗 

（短期 

性能型） 

作業中の安全の

ために必要な滑

りにくさ有する

こと 

面的摩擦試験 

または 

線的摩擦試験 

－ 
摩擦係数 

0.90以上 

摩擦抵抗 

（長期 

性能型） 

供用後における

水辺の安全な利

用のために必要

な滑りにくさを

有すること 

線材摩耗試験の 

線的摩擦試験 

または 

面材摩耗試験の 

面的摩擦試験 

［線材摩耗試験の場合］

回転数2,500回転 
［面材摩耗試験の場合］

回転数100回転 

摩擦係数 

0.90以上 

（初期摩耗後） 

［注1］表3-2-11の確認方法に基づく公的機関による性能確認については、１回の実施でよいものとし、その後

は、均質性の確保の観点から、鉄線籠型基準「８．線材の品質管理」に基づき、定期的に線材の品質管

理試験（表3-2-13）を行うものとする。 

［注2］メッキ鉄線以外の線材についても、鉄線籠型基準「７．線材に要求される性能」に基づく要求性能を満足

することを確認した公的試験機関による審査証明を事前に監督職員に提出し、確認を受けなければならない。
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表3-2-18　上層路盤の品質規格 表3-2-17　上層路盤の品質規格 表記修正

種   別  試験項目  試験方法  規格値 

粒 度 調 整 砕 石

PI 
舗 装 調 査 ・ 試 験

法便覧  F005 
4以下  

修正 CBR（％）  
舗 装 調 査 ・ 試 験

法便覧  E001 
80以上  

再 生 粒 度 調 整 砕 石

PI 
舗 装 調 査 ・ 試 験

法便覧  F005 
4以下  

修正 CBR（％）  
舗 装 調 査 ・ 試 験

法便覧  E001 

80以上  

[90以上 ] 

［注1］粒 度 調 整 路 盤 に 用 い る 破 砕 分 級 さ れ た セ メ ン ト コ ン クリ ー ト 再 生骨 材

は 、 す り へり 減 量 が 50%以 下 と する も の とす る 。  

［注2］ア ス フ ァ ル ト コ ン ク リ ー ト 再 生 骨 材 を 含 む 再 生 粒 度 調整 砕 石 の 修正 CBR

は 、 [ ]内 の数 値 を適 用 す る 。 ただ し 、 40℃ で CBR試 験 を 行 っ た 場 合 は 8

0以 上 と す る。

種別 試験項目 試験方法 規格値 

粒度調整砕石 

PI 

舗装調査・試験

法便覧 F005 

4 以下 

修正 CBR（％） 

舗装調査・試験

法便覧 E001 80 以上 

再生粒度調整砕石 

PI 舗装調査・試験

法便覧 F005 

4 以下 

安定性損失

率 20%以下

修正 CBR（％） 

舗装調査・試験

法便覧 E001 

80 以上 

[90 以上] 

［注 1］粒 度調 整 路 盤に用 い る 破砕分 級 されたセ メ ン トコン ク リ ート再 生 骨 材は、す りへ

り減量 が 50%以下 とす るものと す る。 

［注 2］ア ス フ ァ ル ト コ ン ク リ ー ト 再 生 骨 材 を 含 む 再 生 粒 度 調 整 砕 石 の 修 正 CBR は 、[]

内の 数値 を適 用する。 た だし、40℃ で CBR 試 験 を 行っ た場 合は 80 以上と す る 。
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表3-2-46　溶接材料区分 表3-2-45　溶接材料区分 表記修正

使用区分  使用する溶接材料 

強 度 の 同 じ 鋼 材 を 溶 接 す

る 場 合  

母材の規格値と同等ま たはそれ以上の機械的

性質（じん性を除く）を 有する溶接材料 

強 度 の 異 な る 鋼 材 を 溶 接 す る 場

合  

低強度側の母材の規格 値と同等またはそれ以

上の機械的性質（じん 性を除く）を有する溶

接材料  

じ ん 性 の 同 じ 鋼 材 を 溶 接 す る 場

合  

母材の要求値と同等ま たはそれ以上のじん性

を有する溶接材料  

じ ん 性 の 異 な る 鋼 材 を 溶 接 す る

場 合  

低じん性側の母材の要 求値と同等またはそれ

以上のじん性を有する溶 接材料 

耐 候 性 鋼 と 普 通 鋼 を 溶 接 す る 場

合  

普通鋼の母材と同等ま たはそれ以上の機械的

性質、じん性を有する溶 接材料 

耐 候 性 鋼 と 耐 候 性 鋼 を 溶 接 す る

場 合  

母材の要求値と同等ま たはそれ以上の機械的

性質、じん性及び耐候性 鋼を有する溶接材料  

使用区分 使用する溶接材料 

強 度 の 同 じ 鋼 材 を 溶

接 す

母材の規格値と同等またはそれ以上の機

る 場 合 械的性質を有する溶接材料 

強 度 の 異 な る 鋼 材 を 溶

接 す

低強度側の母材の規格値と同等またはそ

る 場 合 れ以上の機械的性質を有する溶接材料

じ ん 性 の 同 じ 鋼 材 を 溶

接 す

母材の要求値と同等またはそれ以上のじ

る 場 合 ん性を有する溶接材料 

じ ん 性 の 異 な る 鋼 材 を

溶 接

低じん性側の母材の要求値と同等または

す る 場合 それ以上のじん性を有する溶接材料 

耐 候 性 鋼 と 普 通 鋼 を 溶

接 す

普通鋼の母材と同等またはそれ以上の機

る 場 合 械的性質、じん性を有する溶接材料 

耐 候 性 鋼 と 耐 候 性 鋼 を

溶 接す る 場合 

母 材 と 同 等 ま た は そ れ 以 上 の 機

械 的性質、じん性及び耐候性鋼を有する

溶接材料 

図表 27



土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-51　予熱温度の標準 表3-2-50　予熱温度の標準 表記修正

鋼 種 溶 接 方 法 

予熱温度(℃) 

板厚区分(mm) 

25 以下 25 をこえ

40 以下

40 をこえ 

50 以下

50 をこえ 

100 以下

SM400 

低水素系以外の溶接棒に

よる被覆アーク溶接

予熱なし 50 － － 

低水素系の溶接棒によ 

る被覆アーク溶接

予熱なし 予熱なし 50 50 

サブマージアーク溶接 

ガスシールドアーク溶接

予熱なし 予熱なし 予熱なし 予熱なし 

SMA 

400W 

低水素系の溶接棒によ 

る被覆アーク溶接

予熱なし 予熱なし 50 50 

サブマージアーク溶接 

ガスシールドアーク溶接

予熱なし 予熱なし 予熱なし 予熱なし 

SM490 

SM490Y 

低水素系の溶接棒による

被覆アーク溶接

予熱なし 50 80 80 

サブマージアーク溶接ガス

シールドアーク溶接

予熱なし 予熱なし 50 50 

SM520SM5

70 

低水素系の溶接棒によ 

る被覆アーク溶接

予熱なし 80 80 100 

サブマージアーク溶接 

ガスシールドアーク溶接

予熱なし 50 50 80 

SMA 

490WSMA 

570W 

低水素系の溶接棒によ 

る被覆アーク溶接

予熱なし 80 80 100 

サブマージアーク溶接 

ガスシールドアーク溶接

予熱なし 50 50 80 

［注］「予熱なし」については、気温（室内の場合は室温）が５℃以下の場合は、20℃程度に加熱す

る。 

鋼  種  溶  接  方  法  

予  熱  温  度(℃ ) 

板  厚  区  分 (mm) 

25以下  

25を超

え 

40以下  

40を超

え  

50以下  

50を超

え 

100以下

SM400 

低水素系以外の溶 接棒による 被覆アーク
溶接 

予熱な
し 

50 －  －  

低水素系の溶接棒による被覆アーク溶接 
予熱な

し 
予熱な

し 
50 50 

サブマージアーク溶接 
ガスシールドアーク溶接 

予熱な
し 

予熱な
し 

予熱な
し 

予熱な
し 

SMA400W 

低水素系の溶接棒による被覆アーク溶接 
予熱な

し 
予熱な

し 
50 50 

サブマージアーク溶接 
ガスシールドアーク溶接 

予熱な
し 

予熱な
し 

予熱な
し 

予熱な
し 

SM490 

SM490Y 

低水素系の溶接棒による被覆アーク溶接 
予熱な

し 
50 80 80 

サブマージアーク溶接 
ガスシールドアーク溶接 

予熱な
し 

予熱な
し 

50 50 

SM520 

SM570 

低水素系の溶接棒による被覆アーク溶接 
予熱な

し 
80 80 100 

サブマージアーク溶接 
ガスシールドアーク溶接 

予熱な
し 

50 50 80 

SMA490W 

SMA570W 

低水素系の溶接棒による被覆アーク溶接 
予熱な

し 
80 80 100 

サブマージアーク溶接 
ガスシールドアーク溶接 

予熱な
し 

50 50 80 

SBHS400 

SBHS400W

SBHS500 

SBHS500W

低酸素系の溶接棒による被覆アーク溶接 予熱なし
予熱な

し

予熱な

し

予熱な

し
ガスシールドアーク溶接 
サブマージアーク溶接 

予熱な

し

予熱な

し

予熱な

し

予熱な

し

［注］「予熱なし」については、気温（室内の場合は室温）が５℃以下の場合は、20℃程度に

加熱する。 
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表3-2-51　予熱温度の標準を適用する場合のPCMの条件 新規追加

（％） 

  鋼 種 

SM400 SMA400W 
SM490 

SM490Y 

SM520 

SM570 

SMA490W 

SMA570W 

SBHS400 

SBHS400W 

SBHS500 

SBHS500W 
鋼材の 

板厚(mm) 

25 以下 0.24以下 0.24以下 0.26 以下 0.26 以下 0.26 以下 

0.22 以下 0.20以下 25 を超え 50 以下 0.24以下 0.24以下 0.26 以下 0.27 以下 0.27 以下 

50 を超え 100 以下 0.24以下 0.24以下 0.27 以下 0.29 以下 0.29 以下 

図表 29



土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-52　PCM値と予熱温度の標準 新規追加

PCM（％） 溶接方法 

予熱温度（℃） 

板厚区分（ｍｍ） 

t≦25 25＜t≦40 40＜t≦100 

0.21 
SMAW 予熱なし 予熱なし 予熱なし 

GMAW,SAW 予熱なし 予熱なし 予熱なし 

0.22 
SMAW 予熱なし 予熱なし 予熱なし 

GMAW,SAW 予熱なし 予熱なし 予熱なし 

0.23 
SMAW 予熱なし 予熱なし 50 

GMAW,SAW 予熱なし 予熱なし 予熱なし 

0.24 
SMAW 予熱なし 予熱なし 50 

GMAW,SAW 予熱なし 予熱なし 予熱なし 

0.25 
SMAW 予熱なし 50 50 

GMAW,SAW 予熱なし 予熱なし 50 

0.26 
SMAW 予熱なし 50 80 

GMAW,SAW 予熱なし 予熱なし 50 

0.27 
SMAW 50 80 80 

GMAW,SAW 予熱なし 50 50 

0.28 
SMAW 50 80 100 

GMAW,SAW 50 50 80 

0.29 
SMAW 80 100 100 

GMAW,SAW 50 80 80 
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表3-2-52　主要部材の完全溶込みの突合せ継手の非破壊試験検査率 表3-2-53　主要部材の完全溶込みの突合せ継手の非破壊試験検査率 表記修正

部   材  

１検 査ロットをグル

ープ 分けする場合の

１グ ループの最大継

手数 

放射線透過試験  
超音波探

傷試験 

撮影枚数  検査長さ

引  張  部  材  1 
１ 枚 （ 始 端 又 は 終 端 部 を 含

む）  

継 手 全 長

を 原 則 と

する 

圧  縮  部  材  5 
１ 枚 （ 始 端 又 は 終 端 部 を 含

む）  

曲

げ

部

材  

引張フランジ 1 
１ 枚 （ 始 端 又 は 終 端 部 を 含

む）  

圧縮フランジ 5 
１ 枚 （ 始 端 又 は 終 端 部 を 含

む）  

腹

板  

応力 に直角 な方

向の継手  
1 

１枚（引張側）  

応力 に平行 な方

向の継手  

1 １ 枚 （ 始 端 又 は 終 端 部 を 含

む）  

鋼   床   版  1 
１ 枚 （ 始 端 又 は 終 端 部 を 含

む）  

注）検査手法の特性の相違により、検査長さの単位は放射線透過試験の30cmに対して、超音

波探傷試験では１継手の全線としている。 

部 材 

１検 査 ロットを グ ルー

プ分 け する場合 の １グ

ループの最大継手数 

放射線透過試験 超音波探傷

試験 

撮影枚数 検査長さ 

引 張 部 材 1 １枚（端部を含む） 

継手全長を原

則とする 

圧 縮 部 材 5 １枚（端部を含む） 

曲

げ

部

材 

引張フランジ 1 １枚（端部を含む） 

圧縮フランジ 5 １枚（端部を含む） 

腹

板 

応力 に 直角 な

方向の継手

1 １枚（引張側） 

応力 に 平行 な

方向の継手 

1 

１枚（端部を含む） 

鋼 床 版 1 １枚（端部を含む） 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表3-2-54　欠陥の補修方法 表3-2-55　欠陥の補修方法 表記修正

欠陥の種類 補 修 方 法 

1 アークストライク 

母 材 表 面 に凹 み を生 じた 部分 は溶接肉 盛 り の

後 

グ ラ イ ン ダー 仕 上げ する 。わ ず かな痕 跡 の あ
2 組立溶接の欠陥 欠 陥 部 を アー ク エア ガウ ジン グ 等で除 去 し 、

必

3 溶接われ 

わ れ 部 分を完 全 に 除去し 、 発 生原因 を 究 明

して、それに応じた再溶接を行う。 

4 溶接ビード表面のピット 

ア ー ク エ アガ ウ ジン グで その 部分を除 去 し 、

再溶接する。 

5 オーバーラップ グラインダーで削りを整形する。 

6 溶接ビード表面の凸凹 グラインダー仕上げする。 

7 アンダーカット 

程 度 に 応 じて 、 グラ イン ダー 仕上げの み 、 ま

たは溶接後、グラインダー仕上げする。 

欠  陥  の  種  類  補  修  方 法  

1 アークストライク 

母材表 面に凹み を生 じた部 分は肉盛り 溶 接

の後グラインダー仕上げする。わずかな痕跡

のある 程度のも のは グライ ンダー仕上 げ の

みでよい

2 組立溶接の欠陥 
欠陥部をエアアークガウジング等で除去し、

必要であれば再度組立溶接を行う。

3 溶接われ 
われ部分を完全に除去し、発生原因を究明し

て、それに応じた再溶接を行う。 

4 溶接ビード表面のピット 
エアアークガウジングでその部分を除去し、

再溶接する。 

5 オーバーラップ グラインダーで削りを整形する。  

6 溶接ビード表面の凸凹 グラインダー仕上げする。 

7 アンダーカット 
程度に応じて、グラインダー仕上げのみ、ま

たは溶接後、グラインダー仕上げする。 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

第３編　第２章　一般施工　３－２－１４ 新規追加

表3-2-62　種子の種類
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表6-1-1　純ポリ塩化ビニル：（厚さ:１mm、色：透明） 表6-1-1　純ポリ塩化ビニル：（厚さ:１mm、色：透明） 表記修正

試験項目 内  容 単  位 規格値 試験方法 

比  重   1.25以下 JIS K 6773 

硬  さ   80±5 JIS K 6773 

引張強さ  Ｎ/mm2 11.8以上 JIS K 6773 

伸  び  ％ 290以上 JIS K 6773 

※老 化 性 質 量 変 化 率 ％ ±7 JIS K 6773 

※
耐

薬

品

性

ｱﾙｶﾘ 

引張強さ変化率 ％ ±15 JIS K 6773 

伸び    変化率 ％ ±15 JIS K 6773 

質量    変化率 ％ ±3 JIS K 6773 

食塩水 

引張強さ変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

伸び    変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

質量    変化率 ％ ±1 JIS K 6773 

柔 軟 性  ℃ －30以下 JIS K 6773 

引裂強さ  
Ｎ/ｍ 

(kgf/cm) 

58800以上 

（60以上） 

JIS K 6252-1 

JIS K 6252-2 

※公的試験機関のみの試験項目 

試験項目 内 容 単 位 規格値 試験方法 

比 重 1.25 以下 JIS K 6773 

硬 さ 80±5 JIS K 6773 

引張強さ Ｎ/mm2 11.8 以上 JIS K 6773 

伸 び ％ 290 以上 JIS K 6773 

※老化性 質量変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

※
耐

薬

品

性

ｱﾙｶﾘ 

引張強さ変化率 ％ ±15 JIS K 6773 

伸び 変化率 ％ ±15 JIS K 6773 

質量 変化率 ％ ±3 JIS K 6773 

食塩水 

引張強さ変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

伸び 変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

質量 変化率 ％ ±1 JIS K 6773 

柔軟性 ℃ －30 以下 JIS K 6773 

引裂強さ 
Ｎ/ｍ

(kgf/cm) 

58800 以上 

（60 以上） JIS K 6252 

公的試験機関のみの試験項目
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表6-1-2　エチレン酢酸ビニル（厚さ:１mm、色：透明）の品質規格 表6-1-2　エチレン酢酸ビニル（厚さ:１mm、色：透明）の品質規格 表記修正

試験項目 内 容 単 位 規格値 試験方法 

比 重 1.0 以下 JIS K 6773 

硬 さ 93±5 JIS K 6773 

引張強さ Ｎ/mm2 15.6 以上 JIS K 6773 

伸 び ％ 400 以上 JIS K 6773 

※老化性 質量変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

※
耐

薬

品

性

ｱﾙｶﾘ 

引張強さ変化率 ％ ±15 JIS K 6773 

伸び 変化率 ％ ±15 JIS K 6773 

質量 変化率 ％ ±3 JIS K 6773 

食塩水 

引張強さ変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

伸び 変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

質量 変化率 ％ ±1 JIS K 6773 

柔軟性 ℃ －30 以下 JIS K 6773 

引裂強さ 

Ｎ/ｍ

(kgf/cm) 

58800 以上 

（60 以上） JIS K 6252 

公的試験機関のみの試験項目

試験項目 内  容 単  位 規格値 試験方法 

比  重   1.0以下 JIS K 6773 

硬  さ   93±5 JIS K 6773 

引張強さ  Ｎ/mm2 15.6以上 JIS K 6773 

伸  び  ％ 400以上 JIS K 6773 

※老 化 性 質 量 変 化 率 ％ ±7 JIS K 6773 

※
耐

薬

品

性

ｱﾙｶﾘ 

引張強さ変化率 ％ ±15 JIS K 6773 

伸び    変化率 ％ ±15 JIS K 6773 

質量    変化率 ％ ±3 JIS K 6773 

食塩水 

引張強さ変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

伸び    変化率 ％ ±7 JIS K 6773 

質量    変化率 ％ ±1 JIS K 6773 

柔 軟 性  ℃ －30以下 JIS K 6773 

引裂強さ  
Ｎ/ｍ 

(kgf/cm) 

58800以上 

（60以上） 

JIS K 6252-1 

JIS K 6252-2 

※公的試験機関のみの試験項目 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

表6-1-4　止水材の品質規格 表6-1-4　止水材の品質規格 表記修正

試験項目 単 位 規格値 試 験 方 法 

漏水量 
(ml/sec) 

/(1.8m2) 
25 以下 

建設省土木研究資料 

第 3103 号の小型浸透試験による 

引張強さ 
N/mm2

(kgf/m) 
11.8 以上

日本工業規格(JIS)で規定され 

ている各材料ごとの試験方法による。

摩擦係数 0.8 以上 
平成４年度建設省告示第 1324 号に基

づく摩擦試験方法による。 

試験項目 単 位  規格値 試  験   方  法  

漏水量 
(ml/sec) 

/(1.8m2) 

25以下  建設省土木研究資料 

第3103号の小型浸透試験による 

引張強さ 

N/mm2

(kgf/m) 

11.8以上  日本産業規格(JIS) で規定され 

ている各材料ごとの試験方法によ

る。 

摩擦係数  
0.8以上  平成４年度建設省告示第1324号  

に基づく摩擦試験方法による。 
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

図10-6-2　標示板の刻示標準図 図10-6-2　標示板の設置イメージ図 表記修正

鹿児島県 鹿児島県

※２監理技術者氏名
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

第１１編　第２章　公園緑地工　２－７－５ 第１１編　第２章　公園緑地工　２－７－５ 表記修正

表３－３１　アスファルト混合物の種類と粒度範囲 表２－１　アスファルト混合物の種類と粒度範囲

表３－３１ アスファルト混合物の種類と粒度範囲

混 合 物 の 粗粒度 密粒度 細粒度

種 類 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物

(20) (20) (13) (13)

仕上り厚cm 4～6 4～6 3～5 3～5

最大粒径mm 20 20 13 13

通 26.5mm 100 100

過 19.0mm 95～100 95～100 100 100

質 13.2mm 70～90 75～90 95～100 95～100

量 4.75mm 35～55 45～65 55～70 65～80

百 2.36mm 20～35 ３５～５０ 50～65

分 600μm 11～23 １８～５０ 25～40

率 300μm 5～16 １０～２１ 12～27

％ 150μm 4～12 ６～１６ 8～20

75μm 2～7 ４～８ 4～10

ｱｽﾌｧﾙﾄ量 ％ 4.5～6 ５～７ ６～８

40～60，60～80，80～100，100～120アスファルト針入度

(注)13㎜～5㎜の砕石の入手が困難なときは，監督職員の承諾を得た場合

は，10㎜～5㎜の砕石を使用することができる｡

〔舗装施工便覧〕

表２－１ アスファルト混合物の種類と粒度範囲

混 合 物 の 粗粒度 密粒度 細粒度

種 類 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物

(20) (20) (13) (13)

仕上り厚cm 4～6 4～6 3～5 3～5

最大粒径mm 20 20 13 13

通 26.5mm 100 100

過 19.0mm 95～100 95～100 100 100

質 13.2mm 70～90 75～90 95～100 95～100

量 4.75mm 35～55 45～65 55～70 65～80

百 2.36mm 20～35 ３５～５０ 50～65

分 600μm 11～23 １８～５０ 25～40

率 300μm 5～16 １０～２１ 12～27

％ 150μm 4～12 ６～１６ 8～20

75μm 2～7 ４～８ 4～10

ｱｽﾌｧﾙﾄ量 ％ 4.5～6 ５～７ ６～８

40～60，60～80，80～100，100～120アスファルト針入度

(注)13㎜～5㎜の砕石の入手が困難なときは，監督職員の承諾を得た場合

は，10㎜～5㎜の砕石を使用することができる｡

〔舗装施工便覧〕
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

第１１編　第２章　公園緑地工　２－７－６ 表記修正

標準目地間隔 表2-2　標準目地間隔

第１１編　第２章　公園緑地工　２－７－７

寸法許容誤差 表2-3　寸法許容誤差 表記修正

第１１編　第２章　公園緑地工　２－１４－１

表面排水勾配 表2-4　表面排水勾配 表記修正

標 準 目 地 間 隔

種 類 伸縮目地

コンクリート舗装 ５ｍ間隔

コンクリート園路 ８ｍ間隔

表２－２ 標 準 目 地 間 隔

種 類 伸縮目地

コンクリート舗装 ５ｍ間隔

コンクリート園路 ８ｍ間隔

寸 法 許 容 誤 差

床タイルの寸法(㎜) 外形寸法(㎜) 厚さ(mm) 備 考

50以上～160未満 ±2.5 ±4.O

160以上～500未満 ±4.0 ±4.O

表２－３ 寸 法 許 容 誤 差

床タイルの寸法(㎜) 外形寸法(㎜) 厚さ(mm) 備 考

50以上～160未満 ±2.5 ±4.O

160以上～500未満 ±4.0 ±4.O

表 面 排 水 勾 配

種 類 勾 配

広 場

グランド類 O.5～1.O%

コ ー ト類 O.5%

表２－４ 表 面 排 水 勾 配

種 類 勾 配

広 場

グランド類 O.5～1.O%

コ ー ト類 O.5%
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

第１１編　第６章　落石防護工　６－１－２ 第１１編　第６章　落石防護工　６－１－２ 表記修正

表6-1　結合コイルの取付け間隔

第１１編　第６章　落石防護工　６－１－３ 第１１編　第６章　落石防護工　６－１－３ 表記修正

表6-1　覆式落石防止網の種類と性能 表6-2　覆式落石防止網の種類と性能

表6-2　覆式落石防止網の構造諸元 表6-3　覆式落石防止網の構造諸元 表記修正

ワイヤロープ名称 覆 式 ポケット式

最上段横ロープ ３個/１ｍ ８個/３ｍ

縦ロープ １個/１ｍ ８個/５ｍ

横ロープ １個/１ｍ ４個/３ｍ

補助ロープ １個/１ｍ １個/１ｍ（縦補助ロープ）

表６－１

ワイヤロープ名称 覆 式 ポケット式

最上段横ロープ ３個/１ｍ ８個/３ｍ

縦ロープ １個/１ｍ ８個/５ｍ

横ロープ １個/１ｍ ４個/３ｍ

補助ロープ １個/１ｍ １個/１ｍ（縦補助ロープ）

表６－１ 覆式落石防止網の種類と性能

種類 最大法長 標準勾配 性 能

1500型 50ｍ 1：0.5 40㎡当たり14.7kN（1500kgf）の負荷荷重に耐えうる構造のもの

1000型 70ｍ 1：0.5 40㎡当たり9.81kN（1000kgf）の負荷荷重に耐えうる構造のもの

500型 70ｍ 1：0.5 40㎡当たり4.9kN（500kgf）の負荷荷重に耐えうる構造のもの

表６－２ 覆式落石防止網の種類と性能

種類 最大法長 標準勾配 性 能

1500型 50ｍ 1：0.5 40㎡当たり14.7kN（1500kgf）の負荷荷重に耐えうる構造のもの

1000型 70ｍ 1：0.5 40㎡当たり9.81kN（1000kgf）の負荷荷重に耐えうる構造のもの

500型 70ｍ 1：0.5 40㎡当たり4.9kN（500kgf）の負荷荷重に耐えうる構造のもの

表６－２ 覆式落石防止網の構造諸元

種類

項目 1500型 1000型 500型

縦ロープ間隔 4.0ｍ 4.0ｍ 4.0ｍ

横ロープ間隔 10.0ｍ 10.0ｍ 10.0ｍ

縦，横ロープ 3×7G/0 16φ 3×7G/0 16φ 3×7G/0 12φ

補助ロープ 3×7G/0 12φ 3×7G/0 12φ 3×7G/0 12φ

金 亜鉛めっき 4.0φ 3.2φ 2.6φ

網 厚めっき 4.0φ 3.2φ 2.6φ

の ビニル被覆 5.0φ(4.0φ) 4.0φ(3.2φ) 3.2φ(2.6φ)

径 着色塗装 4.0φ 3.2φ 2.6φ

金網の網目 50×50 50×50 50×50

結合コイル 4.0φ×70×300 3.2φ×50×300 3.2φ×50×300

ｱﾝ 岩盤用 32φ 32φ 22φ

ｶｰ 土中用 － － －

径 ｺﾝｸﾘｰﾄ用 28φ 28φ 22φ

（注 （ ）は心線径）

表６－３ 覆式落石防止網の構造諸元

種類

項目 1500型 1000型 500型

縦ロープ間隔 4.0ｍ 4.0ｍ 4.0ｍ

横ロープ間隔 10.0ｍ 10.0ｍ 10.0ｍ

縦，横ロープ 3×7G/0 16φ 3×7G/0 16φ 3×7G/0 12φ

補助ロープ 3×7G/0 12φ 3×7G/0 12φ 3×7G/0 12φ

金 亜鉛めっき 4.0φ 3.2φ 2.6φ

網 厚めっき 4.0φ 3.2φ 2.6φ

の ビニル被覆 5.0φ(4.0φ) 4.0φ(3.2φ) 3.2φ(2.6φ)

径 着色塗装 4.0φ 3.2φ 2.6φ

金網の網目 50×50 50×50 50×50

結合コイル 4.0φ×70×300 3.2φ×50×300 3.2φ×50×300

ｱﾝ 岩盤用 32φ 32φ 22φ

ｶｰ 土中用 － － －

径 ｺﾝｸﾘｰﾄ用 28φ 28φ 22φ

（注 （ ）は心線径）

表６－１ 結合コイルの取付け間隔
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

第１１編　第６章　落石防護工　６－１－３ 第１１編　第６章　落石防護工　６－１－３ 表記修正

表6-3　ワイヤーロープ及び金網の標準使用区分 表6-4　ワイヤーロープ及び金網の標準使用区分

第１１編　第６章　落石防護工　６－１－４ 第１１編　第６章　落石防護工　６－１－４ 表記修正

表6-4　金網の規格値 表6-5　金網の規格値

表６－３ ワイヤロープ及び金網の標準使用区分

ワイヤロープの種別 金 網 の 種 別

亜鉛めっき（Ｚ－ＧＳ３）

普通めっきロープ 亜鉛めっき（Ｚ－ＧＳ４）

ビニル被覆（Ｖ－ＧＳ２）
着色塗装 （Ｃ－ＧＳ３）

厚めっき （Ｚ－ＧＳ７）

厚めっきロープ 着色塗装 （Ｃ－ＧＳ７）

表６－４ ワイヤロープ及び金網の標準使用区分

ワイヤロープの種別 金 網 の 種 別

亜鉛めっき（Ｚ－ＧＳ３）

普通めっきロープ 亜鉛めっき（Ｚ－ＧＳ４）

ビニル被覆（Ｖ－ＧＳ２）
着色塗装 （Ｃ－ＧＳ３）

厚めっき （Ｚ－ＧＳ７）

厚めっきロープ 着色塗装 （Ｃ－ＧＳ７）

表６－４ 金網の規格値

区 分 寸 法 線 径 網 目 引張強さ 亜鉛付着量

(㎜) (㎜) (㎜) (N/㎜ ) (g/m )
２ ２

亜鉛めっき 4.0φ×50×50 4.0φ±0.08 50±3% 290～540 147以上

(Z-GS3) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.07 〃 〃 128以上

2.6φ×50×50 2.6φ±0.07 〃 〃 114以上

亜鉛めっき 4.0φ×50×50 4.0φ±0.08 50±3% 290～540 232以上

(Z-GS4) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.07 〃 〃 218以上

2.6φ×50×50 2.6φ±0.07 〃 〃 175以上

厚めっき 4.0φ×50×50 4.0φ±0.10 50±3% 290～540 380以上

(Z-GS7) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.09 〃 〃 〃

2.6φ×50×50 2.6φ±0.09 〃 〃 〃

厚めっき 5.0φ×50×50 5.0(4.0)φ±0.10(0.08) 50±3% 290～540 35以上

(V-GS2) 4.0φ×50×50 4.0(3.2)φ±0.08(0.08) 〃 〃 30以上

3.2φ×50×50 3.2(2.6)φ±0.08(0.06) 〃 〃 25以上

着色塗装 4.0φ×50×50 4.0φ±0.08 50±3% 290～540 147以上

(C-GS3) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.07 〃 〃 128以上

2.6φ×50×50 2.6φ±0.07 〃 〃 114以上

着色塗装 4.0φ×50×50 4.0φ±0.10 50±3% 290～540 380以上

(C-GS7) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.09 〃 〃 〃

2.6φ×50×50 2.6φ±0.09 〃 〃 〃

(注)( )は心線径

表６－５ 金網の規格値

区 分 寸 法 線 径 網 目 引張強さ 亜鉛付着量

(㎜) (㎜) (㎜) (N/㎜ ) (g/m )
２ ２

亜鉛めっき 4.0φ×50×50 4.0φ±0.08 50±3% 290～540 147以上

(Z-GS3) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.07 〃 〃 128以上

2.6φ×50×50 2.6φ±0.07 〃 〃 114以上

亜鉛めっき 4.0φ×50×50 4.0φ±0.08 50±3% 290～540 232以上

(Z-GS4) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.07 〃 〃 218以上

2.6φ×50×50 2.6φ±0.07 〃 〃 175以上

厚めっき 4.0φ×50×50 4.0φ±0.10 50±3% 290～540 380以上

(Z-GS7) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.09 〃 〃 〃

2.6φ×50×50 2.6φ±0.09 〃 〃 〃

厚めっき 5.0φ×50×50 5.0(4.0)φ±0.10(0.08) 50±3% 290～540 35以上

(V-GS2) 4.0φ×50×50 4.0(3.2)φ±0.08(0.08) 〃 〃 30以上

3.2φ×50×50 3.2(2.6)φ±0.08(0.06) 〃 〃 25以上

着色塗装 4.0φ×50×50 4.0φ±0.08 50±3% 290～540 147以上

(C-GS3) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.07 〃 〃 128以上

2.6φ×50×50 2.6φ±0.07 〃 〃 114以上

着色塗装 4.0φ×50×50 4.0φ±0.10 50±3% 290～540 380以上

(C-GS7) 3.2φ×50×50 3.2φ±0.09 〃 〃 〃

2.6φ×50×50 2.6φ±0.09 〃 〃 〃

(注)( )は心線径
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

第１１編　第６章　落石防護工　６－１－４ 第１１編　第６章　落石防護工　６－１－４ 表記修正

表6-5　ワイヤーロープの規格値 表6-6　ワイヤーロープの規格値

表6-6　アンカーの規格値 表6-7　アンカーの規格値 表記修正

表6-7　結合コイルの規格値 表6-8　結合コイルの規格値 表記修正

表６－５ ワイヤロープの規格値

構 成 記 号 ロープ径(㎜) 破断荷重(kN) 亜鉛付着量(g/m )※２

＋７ 普通めっき 230以上
３×７Ｇ／０ 18φ 18 ％ 157

－０ 厚めっき 350以上

＋７ 普通めっき 230以上
３×７Ｇ／０ 16φ 16 ％ 139

－０ 厚めっき 350以上

＋７ 普通めっき 190以上
３×７Ｇ／０ 14φ 14 ％ 109

－０ 厚めっき 300以上

＋７ 普通めっき 165以上
３×７Ｇ／０ 12φ 12 ％ 78.8

－０ 厚めっき 300以上

※素線表面積当たりの亜鉛付着量を示す｡

表６－６ ワイヤロープの規格値

構 成 記 号 ロープ径(㎜) 破断荷重(kN) 亜鉛付着量(g/m )※２

＋７ 普通めっき 230以上
３×７Ｇ／０ 18φ 18 ％ 157

－０ 厚めっき 350以上

＋７ 普通めっき 230以上
３×７Ｇ／０ 16φ 16 ％ 139

－０ 厚めっき 350以上

＋７ 普通めっき 190以上
３×７Ｇ／０ 14φ 14 ％ 109

－０ 厚めっき 300以上

＋７ 普通めっき 165以上
３×７Ｇ／０ 12φ 12 ％ 78.8

－０ 厚めっき 300以上

※素線表面積当たりの亜鉛付着量を示す｡

表６－６ アンカ一の規格値

引張試験

区 分 名 称 ・ 寸 法 引張強さ 降伏点 伸び 亜鉛付着量

(㎜) (％) (g/m )(N/㎜ ) (N/㎜ )
２ ２ ２

岩用ｱﾝｶｰ 32φ×1,000 400～510 235以上 24以上 350以上

岩盤用 岩用ｱﾝｶｰ 22φ×1,000 〃 〃 20以上 〃

羽根付ｱﾝｶｰ 25φ×1,500 400～510 235以上 20以上 350以上

土中用 組立ｱﾝｶｰ 4-25φ×1,500 〃 〃 〃 〃
ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｱﾝｶｰ 28φ 400～510 235以上 24以上 350以上

ｺﾝｸﾘｰﾄ用 ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｱﾝｶｰ 22φ 〃 〃 20以上 〃

表６－７ アンカ一の規格値

引張試験

区 分 名 称 ・ 寸 法 引張強さ 降伏点 伸び 亜鉛付着量

(㎜) (％) (g/m )(N/㎜ ) (N/㎜ )
２ ２ ２

岩用ｱﾝｶｰ 32φ×1,000 400～510 235以上 24以上 350以上

岩盤用 岩用ｱﾝｶｰ 22φ×1,000 〃 〃 20以上 〃

羽根付ｱﾝｶｰ 25φ×1,500 400～510 235以上 20以上 350以上

土中用 組立ｱﾝｶｰ 4-25φ×1,500 〃 〃 〃 〃

ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｱﾝｶｰ 28φ 400～510 235以上 24以上 350以上

ｺﾝｸﾘｰﾄ用 ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｱﾝｶｰ 22φ 〃 〃 20以上 〃

表６－７ 結合コイルの規格値

線 径 有効山数 外 径 長 さ 引張強さ 亜鉛付着量

(㎜) (山) (㎜) (㎜) (g/m )(N/㎜ )
２ ２

4.0φ±0.10 ５以上 70±5 300以上 1230以上 250以上

3.2φ±0.08 〃 50±5 〃 〃 230以上

表６－８ 結合コイルの規格値

線 径 有効山数 外 径 長 さ 引張強さ 亜鉛付着量

(㎜) (山) (㎜) (㎜) (g/m )(N/㎜ )
２ ２

4.0φ±0.10 ５以上 70±5 300以上 1230以上 250以上

3.2φ±0.08 〃 50±5 〃 〃 230以上
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改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

第１１編　第６章　落石防護工　６－１－４ 第１１編　第６章　落石防護工　６－１－４ 表記修正

表6-8　ワイヤクリップの規格値 表6-9　ワイヤクリップの規格値

表6-9　クロスクリップの規格値 表6-10　クロスクリップの規格値 表記修正

表６－８ ワイヤクリップの規格値
引 張 試 験

引張強さ 降 伏 点 伸 び 亜鉛付着量
(g/m )(N/㎜ ) (N/㎜ ) (％)

２ ２ ２

400～510 235以上 20以上 350以上

表６－９ ワイヤクリップの規格値
引 張 試 験

引張強さ 降 伏 点 伸 び 亜鉛付着量
(g/m )(N/㎜ ) (N/㎜ ) (％)

２ ２ ２

400～510 235以上 20以上 350以上

表６－９ クロスクリップの規格値

引 張 試 験

引張強さ 降 伏 点 伸 び 亜鉛付着量

(g/m )(N/㎜ ) (N/㎜ ) (％)
２ ２ ２

400～510 245以上 17以上 350以上

表６－１０ クロスクリップの規格値

引 張 試 験

引張強さ 降 伏 点 伸 び 亜鉛付着量

(g/m )(N/㎜ ) (N/㎜ ) (％)
２ ２ ２

400～510 245以上 17以上 350以上
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土木共通仕様書新旧対照表
改訂理由現行（平成２８年版） 改定（令和４年版）

第１１編　第６章　落石防護工　６－２－２ 第１１編　第６章　落石防護工　６－２－２ 表記修正

表1　基本事項 表6-11　基本事項

表2　間隔保持材の組合せ本数（１箇所当たり） 表6-12　間隔保持材の組合せ本数（１箇所当たり） 表記修正

表－１ 基本事項

柵高 (ｍ) 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 6.O

ロープ本数 5 7 8 10 12 13 15 17 18 20

ロープ仕様 3×7 Ｇ／０ 18φ ＲＢＳ＝16tf（157kN）以上

ロープ間隔 300㎜（最上段は支柱天端から100㎜を固定）

下段間隔 200 100 300 200 100 300 200 100 300 200

中間支柱 Ｈ－200×1OO×5.5×8 Ｈ－200×200×8×12
根入れ長 850㎜ 1,OOO㎜

金 めっき 亜鉛めっき 3.2φ×50×50

網 塗装 ビニル被覆 4.Oφ×50×50（心線径φ3.2）

索端金具 ワイヤロープの保証破断荷重（16tf）以上の強さのもの

Ｕボルト Ｍ12×40×60（ネジ長27㎜）

張 線 4.Oφ（Z-GS3）ビニル被覆，Z-GS4金網の場合も同様

バインド線 2.Oφ（Z-GS3）めっき品，塗装品とも1.500㎜間隔，端部750㎜

ＰＬ－65×4.5×680（3本掛）とＰＬ－65×4.5×980（4本掛）

間 隔 の組合せ｡

保 持 材 支柱間中央に１箇所取付け。ただし，支柱間隔1.5m以下の場合

は，原則として取り付けない （柵高による組合せは表－２を参。

照）

端末支柱 端末支柱の構造，索瑞金具の形状等は，各社対応とする｡

表６－１１ 基本事項

柵高 (ｍ) 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 6.O

ロープ本数 5 7 8 10 12 13 15 17 18 20

ロープ仕様 3×7 Ｇ／０ 18φ ＲＢＳ＝16tf（157kN）以上

ロープ間隔 300㎜（最上段は支柱天端から100㎜を固定）

下段間隔 200 100 300 200 100 300 200 100 300 200

中間支柱 Ｈ－200×1OO×5.5×8 Ｈ－200×200×8×12
根入れ長 850㎜ 1,OOO㎜

金 めっき 亜鉛めっき 3.2φ×50×50

網 塗装 ビニル被覆 4.Oφ×50×50（心線径φ3.2）

索端金具 ワイヤロープの保証破断荷重（16tf）以上の強さのもの

Ｕボルト Ｍ12×40×60（ネジ長27㎜）

張 線 4.Oφ（Z-GS3）ビニル被覆，Z-GS4金網の場合も同様

バインド線 2.Oφ（Z-GS3）めっき品，塗装品とも1.500㎜間隔，端部750㎜

ＰＬ－65×4.5×680（3本掛）とＰＬ－65×4.5×980（4本掛）

間 隔 の組合せ｡

保 持 材 支柱間中央に１箇所取付け。ただし，支柱間隔1.5m以下の場合

は，原則として取り付けない （柵高による組合せは表－２を参。

照）

端末支柱 端末支柱の構造，索瑞金具の形状等は，各社対応とする｡

表－２ 間隔保持材の組合せ本数（1箇所当たり）

柵高 RF 5 RF 7 RF 8 RF1O RF12 RF13 RF15 RF17 RF18 RF20

長さ 1.5m 2.Om 2.5m 3.0m 3.5m 4.0m 4.5m 5.0m 5.5m 6.Om

680 2 － 2 － 1 － 1 2 1 2

980 － 2 1 3 3 4 4 4 5 5

表６－１２ 間隔保持材の組合せ本数（1箇所当たり）

柵高 RF 5 RF 7 RF 8 RF1O RF12 RF13 RF15 RF17 RF18 RF20

長さ 1.5m 2.Om 2.5m 3.0m 3.5m 4.0m 4.5m 5.0m 5.5m 6.Om

680 2 － 2 － 1 － 1 2 1 2

980 － 2 1 3 3 4 4 4 5 5
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第１１編　第７章　その他　１１－７－２－３ 新規追加

表7-1　ヤンバルトサカヤスデのまん延防止対策について
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